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掲載事業名
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事業種別 所管課
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平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績
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平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の
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掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

１－（１）
－ア－①

ファミリー・サポート・
センター事業

保育等の援助を受けたい
人と行いたい人を会員と
する組織により、保育園
への送迎、一時的な預か
り等育児についての助け
合いを行う。

実施中 4

9割を超える援助者
とのマッチングが
叶っている状況で
あるため、引き続
き、事業の安全な
運営に努める。ま
た、援助者の環境
整備を図り、協力
会員を増やしてい
く必要がある。

病児保育、夜間保育等
の機能拡充について、
安全面に配慮し慎重に
検討していく

継続

入会説明会３回、講習会
９回、交流会４回実施。
【登録者数】計945人
（利用会員680人、協力
会員165人、両方会員
100人）【援助活動実
績】5,914件

入会説明会３回、講習会
９回、交流会４回実施
会員数：利用会員742
人、協力会員192人、両
方会員104人
合計1,038人の登録者
援助活動5,490件

入会説明会3回、講習会
12回、交流会4回実施
利用会員810人、協力会
員199人、両方会員1１
７人
合計1,126人の登録者
援助活動6,213件

入会説明会４回、講習会
13回、交流会５回実施
利用会員913人、協力会
員207人、両方会員
128人
合計1,248人の登録者
援助活動6,015件

入会説明会４回、講習会
13回、交流会４回実施
利用会員966人、協力会
員220人、両方会員
130人
合計1,316人の登録者
援助活動5,509件

掲載あり
ファミリー・サ

ポート・センター
の充実

掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

子育て支
援課

１－（１）
－ア－②

地域子育て支援拠点事業

子育て家庭への集いの場
の提供、交流の促進、子
育てに関する相談及び援
助、地域の子育て情報の
提供、講習の実施等を行
う「地域子育て支援セン
ター」及び「つどいの広
場」を設置する。

実施中 4

小学校区に１ヵ所
の設置を目指し、
現在１３ヵ所の拠
点が市内にバラン
スよく設置されつ
つあるが、東北地
域への設置及び更
なる内容の充実を
図っていくことが
望ましい。

東北地域に地域子育て
支援拠点が設置できる
よう働き掛けていくと
ともに、多課と積極的
に連携し、内容の充実
を図っていく。

継続

ＮＰＯ法人等に運営委託
し、地域子育て支援セン
ターを８か所（新堀保育
園、栄保育園、旧大和田
交番、山びこ保育園、す
ぎのこ保育園、すこやか
保育園、光第二保育園、
横田保育園）、つどいの
広場を１か所（児童セン
ター内）に設置した。ま
た、出前地域子育て支援
センターを２か所（栗原
公民館、生涯学習セン
ター）で実施した。

ＮＰＯ法人等に運営委託
し、地域子育て支援セン
ターを８か所（新堀保育
園、栄保育園、旧大和田
交番、山びこ保育園、す
ぎのこ保育園、すこやか
保育園、光第二保育園、
横田保育園）、つどいの
広場を１か所（児童セン
ター内）に設置した。
また、出前地域子育て支
援センターを実施した。

ＮＰＯ法人等に運営委託
し、地域子育て支援セン
ターを10か所（新堀保
育園、栄保育園、旧大和
田交番、山びこ保育園、
すぎのこ保育園、すこや
か保育園、光第二保育
園、横田保育園、白梅第
二保育園、竹の子保育
園）で実施した。ＮＰＯ
法人に運営委託し、つど
いの広場を1か所（児童
センター内）で実施し
た。
また、出前地域子育て支
援センターを実施した。

ＮＰＯ法人等に運営委託
し、地域子育て支援セン
ターを10か所（新堀保
育園、栄保育園、旧大和
田交番、山びこ保育園、
すぎのこ保育園、すこや
か保育園、光第二保育
園、横田保育園、白梅第
二保育園、竹の子保育
園）で実施した。ＮＰＯ
法人に運営委託し、つど
いの広場を１か所（児童
センター内）で実施し
た。

ＮＰＯ法人等に運営委託
し、地域子育て支援セン
ターを12か所（新堀保
育園、栄保育園、旧大和
田交番、山びこ保育園、
すぎのこ保育園、すこや
か保育園、光第二保育
園、横田保育園、白梅第
二保育園、竹の子保育
園、新座どろんこ保育
園、けやきの森保育園栗
原園）で実施した。ＮＰ
Ｏ法人に運営委託し、つ
どいの広場を１か所（児
童センター内）で実施し
た。

掲載あり
地域子育て支援セ
ンターの充実

掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

子育て支
援課

１－（１）
－ア－③

子育て支援ホームヘル
パー派遣事業

出産直後の母親のいる家
庭で、親族などから家事
援助が望めない家庭に対
し、ホームヘルパーを派
遣し家事援助をすること
で子育て支援を図る。

実施中 5

申込に応じて事業
を実施しており、
全ての依頼にこた
えられているが、
希望時期が重なる
等、利用希望に波
がある。

社会福祉協議会との連
携を密に、利用者の希
望にこたえられるよう
にしていく。

継続

申込11件（平成23年度
派遣予定1件）､派遣9件
（平成21年度申込み分
含む キャンセル4件）､
派遣日115日､派遣時間
209時間

申込件数：12件、派遣
件数：８件、派遣日数：
82日、派遣時間：
131.5時間

申込件数：25件、派遣
件数：18件、派遣日
数：177日、派遣時間：
288.5時間

申込件数：17件、派遣
件数：１８件、派遣日
数：185日、派遣時間：
303.5時間

申込件数：19件
派遣件数： 21件
派遣日数：203日
派遣時間：376.5時間

掲載あり

子育て支援ホーム
ヘルパー派遣事業

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

１－（１）
－ア－④

一時保育の充実

非定型的保育サービス・
緊急保育サービス等、多
様な保育サービスの拡充
を検討し、推進する。

実施中 4

認可保育園におけ
る通常保育の受入
れ枠の拡大によ
り、就労による一
時保育の利用数は
減少傾向にある。

就労による利用数の減
少に伴い、リフレッ
シュ等による一時利用
の利用可能枠が増加し
ていることから、周知
活動による利用促進を
図っていく。

継続

非定型的保育サービス・
緊急保育サービス等、多
様な保育サービスの拡充
を検討し、推進した。平
成22年度延べ利用日数
5,328日延べ11,623人
（公立保育園１園、法人
保育園11園）

非定型的保育サービス、
緊急保育サービス等、多
様な保育サービスの拡充
を検討し、推進した。
平成23年度延べ利用日
数5,663日
延べ11,402人（公立保
育園1園、法人保育園13
園）

非定型的保育サービス、
緊急保育サービス等、多
様な保育サービスの拡充
を検討し、推進した。
平成24年度延べ利用日
数6,131日　延べ
11,738人（公立保育園
1園、法人保育園13園）

非定型的保育サービス、
緊急保育サービス等、多
様な保育サービスの拡充
を検討し、推進した。
平成25年度延べ利用日
数6,580日　延べ
10,096人（公立保育園
1園、法人保育園13園）

非定型的保育サービス、
緊急保育サービス等、多
様な保育サービスの拡充
を検討し、推進した。
平成26年度延べ利用日
数       7374日　延べ
11,482人（公立保育園
１園、法人保育園16
園）

掲載あり

一時保育の充実

掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

子育て支
援課

１－（１）
－ア－⑤

子育て支援ネットワーク
事業「子育て支援交流事
業」の実施

乳幼児とその保護者を対
象に「子育てサロン」
「ステップ・サロン」を
実施する。

実施中 4

地域子育て支援セ
ンターのない地域
を中心に実施して
いる。地域子育て
支援センター、つ
どいの広場の整備
が進み、事業は縮
小傾向にある。

地域子育て支援セン
ターの整備や他の類似
事業の実施状況を鑑み
ながら、地域的な偏り
がないよう考慮して実
施していく。

畑中地区に地域子育て
支援センターちきん
えっぐができたことに
伴い、平成２７年度以
降は東北地区で子育て
サロンを実施してい
く。

継続

○子育てサロン（２か所
の社会教育施設で実
施）・畑中公民館：参加
親子　68組・東北コ
ミュニティセンター：参
加親子　89組○ステッ
プ・サロン（１か所の社
会教育施設で実施）・畑
中公民館：参加親子
107組

○子育てサロン（２か所
の社会教育施設で実施）
・畑中公民館：参加親子
6５組
・東北コミュニティセン
ター：参加親子　126組
○ステップ・サロン（１
か所の社会教育施設で実
施）
・畑中公民館：参加親子
77組

○子育てサロン（2か所
の社会教育施設で実施）
・畑中公民館：参加親子
53組
・東北コミュニティセン
ター：参加親子　53組
○ステップ・サロン（１
か所の社会教育施設で実
施）
・畑中公民館：参加親子
63組

○子育てサロン（2か所
の社会教育施設で実施）
・畑中公民館：参加親子
67組
・東北コミュニティセン
ター：参加親子　93組
○ステップ・サロン（１
か所の社会教育施設で実
施）
・畑中公民館：参加親子
81組

○子育てサロン（2か所
の社会教育施設で実施）
・畑中公民館：参加親子
53組
・東北コミュニティセン
ター：参加親子62組
○ステップ・サロン（１
か所の社会教育施設で実
施）
・畑中公民館：参加親子
52組

一部掲載
あり

子育てサロンの実
施

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

１－（１）
－ア－⑥

子育て支援総合コーディ
ネート事業

子ども家庭応援室が主な
窓口となり、地域におけ
る多様な子育て支援サー
ビスの情報を一元的に把
握すると共に、子育て家
庭に対する総合的な情報
提供、利用援助等の支援
を行う。

実施中 5

子育て支援課が本
事業の機能を有
し、子育て支援
サービスに関する
総合的な情報の集
約・提供を行って
いる。

今後も引き続き情報収
集と提供を行ってい
く。

継続

子育て支援サービスの情
報の把握に努め、子育て
支援サービス一覧のチラ
シ作成、ホームページへ
の掲載等必要に応じて情
報提供を行った。また、
埼玉県で実施している子
育てマネジャー研修を受
講した職員を子育て支援
総合窓口に配置した。

子育て支援サービスの情
報の把握に努め、子育て
支援サービス一覧のチラ
シ作成、ホームページへ
の掲載等必要に応じて情
報提供を行った。

子育て支援サービスの情
報の把握に努め、ホーム
ページへの掲載等必要に
応じて情報提供を行っ
た。

子育て支援サービスの情
報の把握に努め、ホーム
ページへの掲載等必要に
応じて情報提供を行っ
た。

子育て支援サービスの情
報の把握に努め、ホーム
ページへの掲載等必要に
応じて情報提供を行っ
た。

掲載あり

利用者支援事業

掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）
※利用者支援事業

子育て支
援課

（１）地域における様々な子育て支援サービスの充実

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

1　 すべての子育て家庭と多様な子どもの育ちを応援するために

1
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後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（１）
－ア－⑦

保育園園庭開放

保育園の園庭を開放し、
保育園の子どもと地域の
子どもがふれあいながら
遊び、交流を図る。

実施中 3

特になし｡ 今後も､継続して実施し
ていく。

継続

保育園の園庭を開放し、
保育園の子どもと地域の
子どもがふれあいながら
遊び、交流を図った。

保育園の園庭を開放し、
保育園の子どもと地域の
子どもがふれあいながら
遊び、交流を図った。

保育園の園庭を開放し、
保育園の子どもと地域の
子どもがふれあいながら
遊び、交流を図った。

保育園の園庭を開放し、
保育園の子どもと地域の
子どもがふれあいながら
遊び、交流を図った。

保育園の園庭を開放し、
保育園の子どもと地域の
子どもがふれあいながら
遊び、交流を図った。

掲載あり

保育園園庭開放

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

１－（１）
－ア－⑧

保育園地域活動事業

地域の親子や高齢者と保
育園の子どもたちが、も
ちつきなどの行事やレク
リエーションを通して、
世代間・異年齢児による
交流を図る。

実施中 3

特になし｡ 今後も､継続して実施し
ていく。

継続

地域の親子や高齢者と保
育園の子ども達が、もち
つき等の行事やレクリ
エーションを通して、交
流を図った。

地域の親子や高齢者と保
育園の子ども達が、もち
つき等の行事やレクリ
エーションを通して、交
流を図った。

地域の親子や高齢者と保
育園の子ども達が、もち
つき等の行事やレクリ
エーションを通して、交
流を図った。

地域の親子や高齢者と保
育園の子ども達が、もち
つき等の行事やレクリ
エーションを通して、交
流を図った。

地域の親子や高齢者と保
育園の子ども達が、もち
つき等の行事やレクリ
エーションを通して、交
流を図った。

掲載あり

保育園地域活動事
業

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

１－（１）
－ア－⑨

幼児教育についての情報
提供

市内幼稚園の情報など幼
児教育についての情報提
供を行う。

実施中 5

市内にある私立幼
稚園（12園）の基
本的な情報を掲載
した幼稚園がガイ
ドを作成し、公共
施設で配布及び市
ホームページに掲
載し、情報提供を
実施している。例
年、夏ごろの発行
であるが、４月を
過ぎると市民から
最新版の発行はい
つになるのか問い
合わせが多い。

迅速に情報提供が図れ
るよう、幼稚園協会と
も連携しながら紙面を
工夫する。
また、子ども・子育て
支援新制度により、従
来の制度、新たな制度
の利用方法、利用料等
の違い等を分かりやす
く説明していく。

継続

東上地区私立幼稚園協会
の協力を得て、幼稚園ガ
イド900部を作成して情
報提供を実施した。

東上地区私立幼稚園協会
の協力を得て、幼稚園ガ
イド900部を作成して情
報提供を実施した。

東上地区私立幼稚園協会
の協力を得て、幼稚園ガ
イド920部を作成して情
報提供を実施した。

東上地区私立幼稚園協会
の協力を得て、幼稚園ガ
イド920部を作成して情
報提供を実施した。

東上地区私立幼稚園協会
の協力を得て、幼稚園ガ
イド920部を作成して情
報提供を実施した。

掲載あり

幼児教育について
の情報提供

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

１－（１）
－ア－⑩

幼稚園長時間預かり保育
補助事業

保育園の待機児童解消、
子育て家庭の就労機会拡
大のため、幼稚園教育時
間の前後や春季･夏季及
び冬季休園時に預かり保
育を実施する市内私立幼
稚園に対し人件費等の補
助を行う。

実施中 4

平成26年度に実施
園が４園となり、
利用児童数も本計
画期間内で２倍に
増加した。

幼稚園長時間預かり保
育の更なる普及を促進
する。
なお、平成26年度実施
園（4園）のうち、1園
は平成27年度に認定こ
ども園に移行するた
め、長時間預かり保育
事業としての実績は一
時低下が見込まれる。

継続

幼稚園２園で実施した。
平成22年度延べ利用児
童数692人。

幼稚園２園で実施した。
平成23年度延べ利用児
童数771人

幼稚園2園で実施した。
平成24年度延べ利用児
童数 882人

幼稚園３園で実施した。
平成25年度延べ利用児
童数1,368人

幼稚園４園で実施した。
平成2６年度延べ利用児
童数1,947人

掲載あり

幼稚園長時間預か
り保育への助成

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

１－（１）
－ア－⑪

児童手当の支給（子ども
手当の支給）

子ども手当を支給し、家
庭生活の安定と子どもの
健全な育成を図る。

実施中 5

一部の受給者が、
年度更新手続を行
わないため、手当
を支給できないこ
とがある。

引続き、広報・ホーム
ページ等で周知を図っ
ていく。

継続

平成22年４月から施
行。月額13,000円を中
学校修了前までの子ども
を養育する者へ支給し
た。支給月は平成22年
６月、10月、平成23年
２月。

次代の社会を担う子ども
の健やかな育ちを支援す
ることを目的として、
国、地方公共団体、事業
主の三者で費用を負担
し、手当を支給する制
度。
つなぎ法（平成23年２
月分～平成23年９月分
まで）
168,136人
2,185,768,000円
特別措置法(平成23年10
月分～平成24年１月分
まで)
83,519人
939,655,000円

次代の社会を担う子ども
の健やかな育ちを支援す
ることを目的として、
国、地方公共団体、事業
主の三者で費用を負担
し、手当を支給する制
度。
子ども手当（平成24年2
月分～平成24年3月分ま
で）45,430人
510,114,000円
児童手当(平成24年4月
分～平成25年1月分ま
で) 207,705人
2,268,185,000円

※　現在、子ども手当で
はなく、児童手当の支給
次代の社会を担う子供の
健やかな育ちを支援する
ことを目的として、国、
地方公共団体、事業主の
三者で費用を負担し、手
当を支給する制度。
児童手当（平成２５年４
月分～平成２６年3月分
まで）
251,594人
2,726,175,000円

※　現在、子ども手当で
はなく、児童手当の支給
次代の社会を担う子供の
健やかな育ちを支援する
ことを目的として、国、
地方公共団体、事業主の
三者で費用を負担し、手
当を支給する制度。
児童手当（平成２６年４
月分～平成２７年３月分
まで）
251,619人
2,721,180,000円

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

イ　相談機能と相談機会の充実

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

１－（１）
－イ－①

児童相談の充実

家庭における適切な児童
の養育と、養育に関連し
て発生する児童の問題の
解決を図るため、家庭児
童の福祉に関して専門的
に相談、指導に当たる。

実施中 5

児童及び子育て家
庭の福祉に関し
て、専門的相談、
指導に当たってい
る。

相談の多様化が進んで
おり、担当の相談能力
の一層の向上が課題。

継続

電話又は来庁によって児
童の相談を受けた。新規
相談受付件数267件

電話又は来庁によって児
童の相談を受けた。
新規相談受付件数277件

電話又は来庁によって児
童の相談を受けた。
新規相談受付件数313件

電話又は来庁によって児
童の相談を受けた。
　新規相談受付件数276
件

電話又は来庁によって児
童の相談を受けた。
　新規相談受付件数259
件

掲載あり

児童福祉相談の充
実

掲載あり 推進・管理事業
児 童 福 祉
課

１－（１）
－イ－①

児童相談の充実

家庭における適切な児童
の養育と、養育に関連し
て発生する児童の問題の
解決を図るため、家庭児
童の福祉に関して専門的
に相談、指導に当たる。

実施中 4

近隣の子育て世代
家庭の育児相談を
受けることは、地
域に根ざした保育
園としての使命の
一つである。乳幼
児の保育につい
て、豊富な経験と
知識を有する公立
保育園園長が相談
業務を行うこと
は、子育て不安を
抱える保護者の支
援として重要な役
割を果たしてい
る。

子育て不安を抱える保
護者が、気軽に保育園
を訪れることができる
よう環境整備を図る。
地域の保育園で児童相
談を実施していること
の広報・啓発を促進す
る。

継続

公立保育園の園長が、主
に乳幼児の保護者の育児
の悩みや相談に応じた。
平日の午後１時30分か
ら４時に実施した。

公立保育園の園長が、主
に乳幼児の保護者の育児
の悩みや相談に応じた。
平日の午後１時30分か
ら４時に実施した。

公立保育園の園長が、主
に乳幼児の保護者の育児
の悩みや相談に応じた。
平日の午後1時30分から
4時に実施した。

公立保育園の園長が、主
に乳幼児の保護者の育児
の悩みや相談に応じた。

公立保育園の園長が、主
に乳幼児の保護者の育児
の悩みや相談に応じた。

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

１－（１）
－イ－②

家庭児童相談室

家庭における適切な児童
の養育と、養育に関連し
て発生する児童の問題の
解決を図るため、家庭児
童の福祉に関して専門的
に相談・指導に当たる。
さらに、必要があれば専
門機関への紹介も行う。

実施中 5

電話または来庁に
よって児童の相談
を受け、助言及び
指導を行ってい
る。

更にきめ細やかな相談
に対応できるよう体制
の充実を図る。

継続

家庭における適切な児童
の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決
を図るため、家庭児童の
福祉に関して相談を受け
た。相談件数延べ2,810
件

家庭における適切な児童
の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決
を図るため、家庭児童の
福祉に関して相談を受け
た。相談件数延べ3,217
件

家庭における適切な児童
の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決
を図るため、家庭児童の
福祉に関して相談を受け
た。相談件数延べ4,485
件

家庭における適切な児童
の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決
を図るため、家庭児童の
福祉に関して相談を受け
た。
　相談件数延べ6,801件

家庭における適切な児童
の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決
を図るため、家庭児童の
福祉に関して相談を受け
た。
　相談件数延べ7,187件

掲載あり

家庭児童相談室の
充実

掲載あり 推進・管理事業
児 童 福 祉
課

１－（１）
－イ－③

でんでんむしの家

発達支援や育児支援の必
要とされる児童及び親
（家庭）に対して、集団
指導や相談活動を通して
支援を行う。

実施中 4

3歳児健診のフォ
ロー事業として位
置づけられている
が、発達支援（療
育）については家
庭児童相談室が実
施主体として適切
かどうか検討が必
要。

他機関との連携が不可
欠であることから、連
携の中で適切な支援方
法を探っていく。

継続

発達、育児支援の必要と
される児童及び親（家
庭）に対して集団指導や
相談活動を通して支援を
行った。また、他機関と
の連携も図った。臨床心
理士による心理相談は年
間12回実施。作業療法
士による療育相談２回実
施。全体の参加児童数2
６人。

発達、育児支援の必要と
される児童及び親（家
庭）に対して集団指導や
相談活動を通して支援を
行った。また、他機関と
の連携も図った。臨床心
理士による心理相談は年
間
１１回実施。作業療法士
による療育相談2回実
施。全体の参加児童数
29人。

発達、育児支援の必要と
される児童及び親（家
庭）に対して集団指導や
相談活動を通して支援を
行った。また、他機関と
の連携も図った。臨床心
理士による心理相談は年
間10回実施。作業療法
士による療育相談は2回
実施。全体の参加児童数
35人。

発達、育児支援の必要と
される児童及び親（家
庭）に対して集団指導や
相談活動を通して支援を
行った。
また、他機関との連携も
図った。
年間28回実施。参加延
べ児童数299人。心理士
による心理相談（グルー
プ指導、個別相談）１１
回、作業療法士による療
育相談（グループ指導）
２回実施。

発達、育児支援の必要と
される児童及び親（家
庭）に対して集団指導や
相談活動を通して支援を
行った。
また、他機関との連携も
図った。
年間28回実施。参加延
べ児童数291人。心理士
による心理相談（グルー
プ指導、個別相談）10
回、作業療法士による療
育相談（グループ指導）
2回実施。

掲載あり

家庭児童相談室の
充実

掲載あり 推進・管理事業
児 童 福 祉
課

3



次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（１）
－イ－④

でんでんむしの家卒業児
等フォロー事業

でんでんむしの家の卒業
児及び３歳児、４歳児で
家庭児童相談員と係わり
のある親子を対象に個別
的、集団的なテーマを通
して子どもの成長を促
す。

実施中 4

集団での支援や指
導が望ましいと判
断した子どもを受
け入れている。福
祉・保健分野にお
いて、児童に対す
るサービスや施策
が不足しがちな3歳
児から就学前まで
の子を持つ家庭に
対し、家庭児童相
談室が主体的に関
わっていくこと
で、継続相談につ
なげる目的もあ
る。

他機関との連携が不可
欠であることから、連
携の中で適切な支援方
法を探っていく。

継続

でんでんむしの家卒業以
降も発達支援や育児支援
の必要とされる、児童及
び親（家庭）に対して集
団指導や相談活動を通し
て支援を行った。年間３
回、参加延べ児童数20
人。

でんでんむしの家卒業以
降も発達支援や育児支援
の必要とされる、児童及
び親（家庭）に対して集
団指導や相談活動を通し
て支援を行った。年間４
回、参加延べ児童数27
人。

でんでんむしの家卒業以
降も発達支援や育児支援
の必要とされる、児童及
び親（家庭）に対して集
団指導や相談活動を通し
て支援を行った。
年間4回、参加延べ児童
数16人。

でんでんむしの家卒業以
降も発達支援や育児支援
の必要とされる、児童及
び親（家庭）に対して集
団指導や相談活動を通し
て支援を行う。年間４回
実施。
参加延べ児童数 30人

でんでんむしの家卒業以
降も発達支援や育児支援
の必要とされる、児童及
び親（家庭）に対して集
団指導や相談活動を通し
て支援を行う。年間４回
実施。
参加延べ児童数47人

掲載あり

家庭児童相談室の
充実

掲載あり 推進・管理事業
児 童 福 祉
課

１－（１）
－イ－⑤

乳幼児相談の充実

保健師と栄養士・歯科衛
生士で実施しているが、
利用者が気軽に相談でき
るよう、利便性を考慮
し、周知方法等を工夫し
ながら推進する。

実施中 4

利用者数は年々減
少傾向であった
が、平成２４年度
に予約制から直接
来所制へ変更した
ところ増加してい
る。乳幼児健診な
どで、体格や発達
に心配のある乳幼
児の経過観察と体
格測定や栄養士、
歯科衛生士などに
相談ができる場と
なっている。

今後も利用者が気軽に
相談できるよう、周知
方法等工夫していく。

継続

保健センターで、保健
師・栄養士・歯科衛生士
により、月１回ずつ実
施。電話での予約制で、
延べ677人が来所した。

保健センターで、保健
師・栄養士・歯科衛生士
により、月１回ずつ実
施。
電話での予約制で、延べ
671人が来所した。

保健センターで、保健
師・栄養士・歯科衛生士
により、月1回ずつ実
施。
延べ839人が来所した。

保健センターで、保健
師・栄養士・歯科衛生士
により、月１回ずつ実
施。延べ８９２人が来所
した。

保健センターで、保健
師・栄養士・歯科衛生士
により、月１回ずつ実
施。延べ７７９人が来所
した。

掲載あり

乳幼児相談の実施

掲載あり 推進・管理事業
保健セン
ター

１－（１）
－イ－⑥

栄養相談・栄養指導の実
施

乳幼児健診や乳幼児相談
において栄養士による相
談及び、乳幼児の家庭で
の食事を通した健康づく
りの支援を行う。

実施中 4

 乳幼児健診や乳幼
児相談において、
栄養士による相談
を行い、健康づく
りの支援を行っ
た。栄養相談件数
が少ない３・４か
月時健診、３歳児
健診は栄養士１
名、相談者が多い
乳幼児相談は栄養
士３名、それ以外
は栄養士２名で対
応している。

引き続き、乳幼児の母
子が地域で安心して健
康づくりに取り組める
よう、相談の機会を継
続して提供する。ま
た、幼少期からの食育
を通じた健康づくりに
ついても普及を行って
いく。

継続

乳幼児健診や乳幼児相談
において栄養士による相
談及び、乳幼児の家庭で
の食事を通した健康づく
りの支援を行った。回数
は9回/月の108回、相
談者677人。

乳幼児健診や乳幼児相談
において栄養士による相
談及び、乳幼児の家庭で
の食事を通した健康づく
りの支援を行う。回数は
9回/月の108回、相談
者709人。

乳幼児健診や乳幼児相談
において栄養士による相
談及び、乳幼児の家庭で
の食事を通した健康づく
りの支援を行う。回数は
9回/月の108回、相談
者778人。

乳幼児健診や乳幼児相談
において栄養士による相
談及び、乳幼児の家庭で
の食事を通した健康づく
りの支援を行う。回数は
9回/月の108回、相談
者７１３人。

乳幼児健診や乳幼児相談
において栄養士による相
談及び、乳幼児の家庭で
の食事を通した健康づく
りの支援を行う。回数は
9回/月の108回、相談
者663人。 一部掲載

あり

・乳幼児健康診査
の実施
・乳幼児相談の実
施

掲載あり 推進・管理事業
保健セン
ター

１－（１）
－イ－⑦

思春期保健相談体制支援
事業

学童期・思春期における
心の問題について、相談
体制の充実を図る。

実施中 2

電話や面接などの
健康相談の中で対
応しているが、相
談者が少ないのが
現状。

学童期や思春期の心の
相談について、病院の
照会や受診勧奨など実
施しているが、継続し
た相談を受けて行くこ
とが困難である。学童
期などの相談について
は、家庭児童相談員や
教育相談センターなど
と連携しながら引き続
き行っていく。

継続

健康相談の中で対応予定
だったが、希望者がいな
かった。

健康相談の中で対応予定
だったが、希望者がいな
かった。

電話相談の中で対応し、
3件の相談があった。

電話相談の中で対応し、
３件の相談があった。

電話相談　４件
家庭訪問　１件

掲載あり
思春期保健相談体
制支援事業

掲載あり 推進・管理事業
保健セン
ター

１－（１）
－イ－⑦

思春期保健相談体制支援
事業

学童期・思春期における
心の問題について、相談
体制の充実を図る。

実施中 5

不登校児童生徒の
支援や生育環境の
課題に対して、個
別的なきめ細かい
対応を図ってい
る。相談件数は
年々増加傾向にあ
る。

引き続き学校等と連携
し、教育相談体制の充
実に努めていくととも
に、相談件数の推移を
見ながら相談員の増員
についても検討してい
く。

継続

教育相談室に教育相談員
３人と学校カウンセラー
２人を配置し、特に学童
期･思春期における心の
問題について電話や来談
による相談体制の充実を
図った。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人を配置し、特に学童
期･思春期における心の
問題について電話や来談
による相談体制の充実を
図った。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人を配置し、特に学童
期･思春期における心の
問題について電話や来談
による相談体制の充実を
図った。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人を配置し、特に学童
期･思春期における心の
問題について電話や来談
による相談体制の充実を
図った。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人を配置し、特に学童
期･思春期における心の
問題について電話や来談
による相談体制の充実を
図った。

掲載あり

思春期保健相談体
制支援事業

掲載あり 推進・管理事業
教育相談
センター

4



次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（１）
－イ－⑧

教育相談事業の充実

教育相談員の配置を見直
し、学校カウンセラー等
との連携を一層密にし、
教育相談の充実を図る。

実施中 4

教育相談室に教育
相談員４人と学校
カウンセラー２人
を配置し、児童生
徒及び保護者から
の不登校やいじめ
等の悩みについて
の相談活動を展開
した。相談員の活
動時間を1時間延長
し、7時間とした結
果、相談件数は前
年度比約１．５倍
の３７３１件で
あった。

引き続き学校等と連携
し、教育相談体制の充
実に努めていくととも
に、相談件数の推移を
見ながら相談員の増員
についても検討してい
く。

継続

教育相談室に教育相談員
３人と学校カウンセラー
２人、全中学校にさわや
か相談員、中学校区にス
クールカウンセラー、全
小学校に子どもと親の相
談員を配置し、児童生徒
及び保護者からの不登校
やいじめ等の悩みについ
ての相談活動を展開し
た。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人、全中学校にさわや
か相談員、中学校区にス
クールカウンセラー、全
小学校に子どもと親の相
談員を配置し、児童生徒
及び保護者からの不登校
やいじめ等の悩みについ
ての相談活動を展開し
た。

教育相談室に教育相談員
4人と学校カウンセラー
2人、全中学校にさわや
か相談員、中学校区にス
クールカウンセラー、全
小学校に子どもと親の相
談員を配置し、児童生徒
及び保護者からの不登校
やいじめ等の悩みについ
ての相談活動を展開し
た。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人、全中学校にさわや
か相談員、中学校区にス
クールカウンセラー、全
小学校に子どもと親の相
談員を配置し、児童生徒
及び保護者からの不登校
やいじめ等の悩みについ
ての相談活動を展開し
た。なお、よりきめ細か
な相談活動を展開するた
め、さわやか相談員の活
動時間を1時間延長し、
7時間とした。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人、全中学校にさわや
か相談員、中学校区にス
クールカウンセラー、全
小学校に子どもと親の相
談員を配置し、児童生徒
及び保護者からの不登校
やいじめ等の悩みについ
ての相談活動を展開し
た。

掲載あり

教育相談事業の充
実

掲載あり 推進・管理事業
教育相談
センター

教育相談センターでは、
障がいのある子どもの早
期からの教育相談体制な
ど、より気軽に相談でき
る体制の整備充実を図
る。また、福祉事務所や
保健センター等の関係機
関の相談機能を強化する
とともに各機関が連携
し、適切な相談活動がで
きるよう努める。

実施中 3

「福祉型児童発達
支援センター」の
建設に向けて庁内
検討委員会を立ち
上げるなどして、
関係各所との連携
を図りながら、事
業内容について検
討を行った。

関係各所との連携をよ
り図りながら、今後も
引き続き、「福祉型児
童発達支援センター」
建設に向けて検討を
行っていく。

継続

新座市地域自立支援協議
会において部会を通じ
て、ネットワークの構築
等に向けた協議を行っ
た。関係機関との相談機
能を強化するとともに、
連携を図った。

平成24年度からの第4次
新座市障がい者基本計画
及び第3期新座市障がい
福祉計画の策定に当た
り、新座市障がい者施策
推進協議会及び新座市地
域自立支援協議会の意見
を聴き、相談支援体制の
強化を施策とした。

障がい者の相談支援体制
を強化するため、新座市
地域自立支援協議会にお
いて、平成25年度から
の相談支援事業所の整備
（委託）について、まず
は1箇所を市内社会福祉
法人に委託することとし
て、具体的な委託内容等
の検討を行った。

みどり学園とわかば学園
を統合し、相談支援事業
が必須事業である、「福
祉型児童発達支援セン
ター」を設置するための
検討を継続して行った。

新座市児童発達支援セン
ター開設庁内検討委員会
を創設し、「福祉型児童
発達支援センター」の設
置に向けての検討を継続
して行った。また、建築
予定地において、地盤調
査を実施し、建築計画の
策定についても着手し
た。

掲載あり

・福祉型児童発達
支援センターの整
備
・保育士及び教職
員に対する啓発
・情報提供・相談
体制の整備・充実 掲載あり 推進・管理事業

障がい者
福祉課

教育相談センターでは、
障がいのある子どもの早
期からの教育相談体制な
ど、より気軽に相談でき
る体制の整備充実を図
る。また、福祉事務所や
保健センター等の関係機
関の相談機能を強化する
とともに各機関が連携
し、適切な相談活動がで
きるよう努める。

実施中 3

　関係機関との連
携を図り、適切な
相談活動に努めて
いる。

　今後も、関係機関と
の連携を図り、適切な
相談活動を努めてい
く。

継続

各関係機関と連携を取っ
て適切な相談活動ができ
るよう努めた。

各関係機関と連携を取っ
て適切な相談活動ができ
るよう努めた。

各関係機関と連携を取っ
て適切な相談活動ができ
るよう努めた。

各関係機関と連携を取っ
て適切な相談活動ができ
るよう努めた。

各関係機関と連携を取っ
て適切な相談活動ができ
るよう努めた。

掲載あり

第３章 福祉・健
康
第１節　地域福祉
１ 地域福祉の充
実
(1)情報提供機能・
相談体制の充実 掲載あり 推進・管理事業

生活福祉
課

教育相談センターでは、
障がいのある子どもの早
期からの教育相談体制な
ど、より気軽に相談でき
る体制の整備充実を図
る。また、福祉事務所や
保健センター等の関係機
関の相談機能を強化する
とともに各機関が連携
し、適切な相談活動がで
きるよう努める。

実施中 5

各機関の連携更な
る強化が必要。

今後も継続して連携を
行い、適切な相談を行
えるよう機能強化を
行っていく。

継続

子ども家庭応援室（家庭
児童相談室を含む）で
は、適切な相談活動がで
きるように、障がい者福
祉課、保健センター、教
育相談センター等と連携
を図り、相談機能の強化
を図った。

子ども家庭応援室（家庭
児童相談室を含む）で
は、適切な相談活動がで
きるように、障がい者福
祉課、保健センター、教
育相談センター等と連携
を図り、相談機能の強化
を図った。

子ども家庭応援室（家庭
児童相談室を含む）で
は、適切な相談活動がで
きるように、障がい者福
祉課、保健センター、教
育相談センター等と連携
を図り、相談機能の強化
を図った。

子ども家庭応援室（家庭
児童相談室を含む）で
は、適切な相談活動がで
きるように、障がい者福
祉課、保健センター、教
育相談センター等と連携
を図り、相談機能の強化
を図った。

児童福祉課（家庭児童相
談室を含む）では、適切
な相談活動ができるよう
に、障がい者福祉課、保
健センター、教育相談セ
ンター等と連携を図り、
相談機能の強化を図っ
た。

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
児 童 福 祉
課

教育相談センターでは、
障がいのある子どもの早
期からの教育相談体制な
ど、より気軽に相談でき
る体制の整備充実を図
る。また、福祉事務所や
保健センター等の関係機
関の相談機能を強化する
とともに各機関が連携
し、適切な相談活動がで
きるよう努める。

実施中 4

５月に就学説明会
の実施。８月に臨
床心理士による就
学相談を実施し
た。また、電話、
面談による相談を
随時受け入れてい
る。また必要に応
じて児童福祉課な
どからの情報提供
を受けた。

今後も継続して就学相
談体制を充実させ、適
切な就学支援を行って
いく。

継続 障がいのある子どもの早
期からの教育相談体制な
ど、より気軽に相談でき
る体制の整備充実を図っ
た。また、関係機関と連
携し、適切な相談活動が
できるよう努めた。

障がいのある子どもの早
期からの教育相談体制な
ど、より気軽に相談でき
る体制の整備充実を図っ
た。また、関係機関と連
携し、適切な相談活動が
できるよう努めた。

障がいのある子どもの早
期からの教育相談体制な
ど、より気軽に相談でき
る体制の整備充実を図っ
た。また、関係機関と連
携し、適切な相談活動が
できるよう努めた。

障がいのある子どもの早
期からの教育相談体制な
ど、より気軽に相談でき
る体制の整備充実を図っ
た。また、関係機関と連
携し、適切な相談活動が
できるよう努めた。

障がいのある子どもの早
期からの教育相談体制な
ど、より気軽に相談でき
る体制の整備充実を図っ
た。また、関係機関と連
携し、適切な相談活動が
できるよう努めた。 掲載あり

保育・教育相談窓
口の整備

掲載あり 推進・管理事業
教育相談
センター

１－（１）
－イ－⑩

各種市民相談事業

法律相談（弁護士）、人
権 相 談 （ 人 権 擁 護 委
員）、行政相談（行政相
談委員）、税務相談（税
理士）等の各種相談事業
を実施する。

実施中 4

　市民のニーズに
見合った各種相談
を開設している。
　登記相談、税務
相談においては、
月１回予約制で行
なっているが、場
合によっては早い
段階で予約が埋
まってしまうこと
がある。その際、
市民には１か月先
の予約をお願いし
なければならず、
市民が相談したい
ときにすぐに対応
できないのが現状
である。

　市民生活にかかわる
諸問題解決のため、今
後も市民相談の充実を
図っていく。状況の変
化に応じては相談方法
の見直しを行なう等、
柔軟に対応していく。

継続

各種相談事業を実施し、
以下のとおり実績があっ
た。　・法律相談（弁護
士）　798件・行政相談
（行政相談委員）　16
件　・税務相談（税理
士）　58件・登記相談
（司法書士・土地家屋調
査士）　54件　・住宅
相談（建設関係団体）
３件　・人権相談（人権
擁護委員）　16件・年
金・社会保険・労働相談
14件平成22年度８月か
ら実施

各種相談事業を実施し、
以下のとおり実績があっ
た。
・法律相談（弁護士）
780件
・行政相談（行政相談委
員）　18件
・税務相談（税理士）
52件
・登記相談（司法書士・
土地家屋調査士）　45
件
・住宅相談（建設関係団
体）　4件
・人権相談（人権擁護委
員）　7件
・年金・社会保険・労働
相談（社会保険労務士）
30件

各種相談事業を実施し、
以下のとおり実績があっ
た。
・法律相談（弁護士）
684件
・行政相談（行政相談委
員）13件
・税務相談（税理士）
59件
・登記相談（司法書士・
土地家屋調査士）48件
・住宅相談（建設関係団
体）5件
・人権相談（人権擁護委
員）28件
・年金・社会保険・労働
相談（社会保険労務士）
39件

　各種相談事業を実施し、
以下のとおり実績があっ
た。
・法律相談（弁護士）　６
８２件
・行政相談（行政相談委
員）　２３件
・税務相談（税理士）　６
２件
・登記相談（司法書士・土
地家屋調査士）　４９件
・住宅相談（建築関係団
体）　２件
・年金・社会保険・労働相
談（社会保険労務士）　２
３件
・人権相談（人権擁護委
員）　１４件

　各種相談事業を実施し、
以下のとおり実績があっ
た。
・法律相談（弁護士）６３
３件
・行政相談（行政相談委
員）　１８件
・税務相談（税理士）９１
件
・登記相談（司法書士・土
地家屋調査士）４８件
・住宅相談（建築関係団
体）２件
・年金・社会保険・労働相
談（社会保険労務士）２６
件
・人権相談（人権擁護委
員）１９件

掲載あり

市民相談の充実
人権相談の実施

掲載あり 連携事業
人権推進
課

１－（１）
－イ－⑨

保育・教育相談窓口の整
備

5



次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（１）
－イ－⑪

女性困りごと相談事業

性別による差別的取扱い
その他の男女共同参画の
推進を阻害する要因に
よって人権を侵害された
市民からの相談を受け
る。

実施中 5

　平成１２年度の
開設以来、現在で
も１日に３件程度
の相談がある。専
門機関や庁内各課
に相談を繋げる窓
口として、その役
割を果たしてい
る。
　また、相談以外
にも、愚痴や日常
生活の疑問などに
ついて電話を掛け
てくる方もいる。

　相談内容が多岐に亘
るとともに、ここ近
年、精神障がい者から
の電話・来庁が増加し
ており、相談員の更な
る専門知識の習得や研
修会等への参加が必要
と考える。 継続

性別による差別的取扱い
その他の男女共同参画の
推進を阻害する要因に
よって人権を侵害された
市民からの相談を受け
る。【相談日】市役所：
月曜日～金曜日（祝日・
年末年始を除く）、　午
前９時～午後５時
男女共同参画推進プラ
ザ：第２土曜日、午前
10時～午後６時【相談
方法】電話又は面談【相
談件数】611件（電話
394件、面談217件）

【相談日】市役所：月曜
日～金曜日（祝日・年末
年始を除く）、午前９時
～午後５時
男女共同参画推進プラ
ザ：第２土曜日、午前
10時～午後６時
【相談方法】電話又は面
談
【相談件数】740件（電
話489件、面談251
件）

【相談日】市役所：月曜
日～金曜日（祝日・年末
年始を除く）、午前9時
から午後5時
男女共同参画推進プラ
ザ：第2土曜日、午前10
時から午後6時
【相談方法】電話又は面
談
【相談件数】700件（電
話478件、面談222
件）

【相談日】
市役所：月曜日～金曜日
（祝日・年末年始を除
く）、午前９時から午後
５時
男女共同参画推進プラ
ザ：第２土曜日、午前１
０時から午後６
【相談方法】電話又は面
談
【相談件数】５６８件
（電話３８５件、面談１
８３件）

【相談日】
市役所：月曜日～金曜日
（祝日・年末年始を除
く）、午前９時から午後
５時
男女共同参画推進プラ
ザ：第２土曜日、午前１
０時から午後６時
【相談方法】電話又は面
談
【相談件数】５４３件
（電話３８４件、面談１
５９件）

掲載あり

・男女共同参画に
関する相談体制の
充実

・性と生殖に関す
る健康と権利につ
いての相談体制の
充実

・DVに関する相談
体制の充実

掲載あり 連携事業
人権推進
課

１－（１）
－イ－⑫

子どもの健全育成事業

被保護世帯の子どもが、
健全に育成される環境を
整備するため、子ども育
成支援相談員を生活福祉
課に配置し、支援する。

実施中 3

　母子世帯や親が
精神的な疾病のあ
る世帯、またＤＶ
や虐待、不登校等
の様々な問題を抱
える世帯に対し、
相談員が中心とな
り支援を行ってい
るが、早期の改善
は困難な状況であ
る。

　長期的な関わりを持
つ中で信頼関係を築
き、家庭環境の改善や
子どもの学習支援につ
なげていくとともに、
就労支援につなげてい
くことで貧困の連鎖を
生じさせない取組みを
行う。

継続

被保護世帯の子どもが健
全に育成される環境の整
備に向けて、日常生活自
立支援や養育、教育を支
援する専門相談員を配置
した。22年度の支援世
帯数40世帯。

被保護世帯の子どもが健
全に育成される環境の整
備に向けて、日常生活自
立支援や養育、教育を支
援する専門相談員を配置
した。23年度の支援世
帯数43世帯。

被保護世帯の子どもが健
全に育成される環境の整
備に向けて、日常生活自
立支援や養育、教育を支
援する専門相談員を配置
した。24年度の支援世
帯数42世帯。

被保護世帯の子どもが健
全に育成される環境の整
備に向けて、日常生活自
立支援や養育、教育を支
援する専門相談員を配置
した。２５年度の支援世
帯数38世帯。

被保護世帯の子どもが健
全に育成される環境の整
備に向けて、日常生活自
立支援や養育、教育を支
援する専門相談員を配置
した。２6年度の支援世
帯数39世帯。

掲載あり

第３章 福祉・健
康
第１節　地域福祉
１ 低所得者福祉
の充実
(2)自立と生活の支
援

掲載あり 推進・管理事業
生活福祉
課

１－（１）
－イ－⑬

子育てマネジャーの配置

県が実施する子育てマネ
ジャー研修の修了生を地
域子育て支援拠点等に配
置する。

終了 廃止

県が実施する子育てマネ
ジャー研修の修了生を地
域子育て支援拠点等に配
置した。

県が実施する子育てマネ
ジャー研修の修了生を地
域子育て支援拠点等に配
置した。

県が実施する子育てマネ
ジャー研修の修了生を地
域子育て支援拠点等に配
置した。

県が実施する子育てマネ
ジャー研修の修了生を地
域子育て支援拠点等に配
置した。

廃止

掲載なし 掲載なし
子育て支
援課

ウ　乳幼児から中・高生までの居場所づくり

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

１－（１）
－ウ－①

放課後児童保育室事業の
充実

保護者の就労等により、
放課後の家庭が常時留守
になっている児童を対象
にした放課後児童保育室
の充実を図る。

実施中 3

大規模化と狭あい
化が進んでいる。

学校の余裕教室等の活
用、学校隣接地への保
育室の設置等により、
平成31年度までに大規
模化と狭あい化の解消
を行う。

継続

保護者の就労・疾病等に
より、放課後の家庭が常
時留守になっている児童
を対象にした放課後児童
保育室の充実を図った。
放課後保育室17か所
平成22年度３月の在籍
児童数　1,107人

保護者の就労等により、
放課後の家庭が常時留守
になっている児童を対象
にした、放課後児童保育
室事業の充実を図った。
放課後児童保育室17室
平成23年度３月の在籍
児童数1,122名

保護者の就労等により、
放課後の家庭が常時留守
になっている児童を対象
にした、放課後児童保育
室事業の充実を図る。
放課後児童保育室17室
平成24年度3月の在籍児
童数1,125人

保護者の就労等により、
放課後の家庭が常時留守
になっている児童を対象
にした、放課後児童保育
室事業の充実を図る。
放課後児童保育室17室
平成25年度3月の在籍児
童数1,106人

保護者の就労等により、
放課後の家庭が常時留守
になっている児童を対象
にした、放課後児童保育
室事業の充実を図る。
放課後児童保育室17室
平成26年度3月の在籍児
童数1,178人

掲載あり

放課後児童保育室
の運営

掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

子育て支
援課

１－（１）
－ウ－②

児童遊園、公園の整備・
充実

子どもの安全な遊び場を
確保するため、児童遊
園、公園の整備・充実を
図る。

実施中 4

児童遊園、公園等
の遊具等の点検及
び清掃を行い、維
持補修等を実施し
た。

児童遊園、公園等の遊
具老朽化に伴い、専門
業者による定期的な点
検等を実施しながら、
遊具の更新を図る。

継続

子どもの安全な遊び場を
確保するため、児童遊
園、公園の整備・充実を
図った。（遊具等の安全
点検・管理・清掃・維持
補修等）

子どもの安全な遊び場を
確保するため、児童遊
園、公園の整備・充実を
図った。（遊具等の安全
点検・管理・清掃・維持
補修等）

子どもの安全な遊び場を
確保するため、児童遊
園、公園の整備・充実を
図った。（遊具等の安全
点検・管理・清掃・維持
補修等）

子どもの安全な遊び場を
確保するため、児童遊
園、公園の整備充実を
図った。
（遊具等の安全点検管
理、清掃、維持補修等）

栄二丁目ふれあい公園及
び池田四丁目ミニパーク
公園整備

子どもの安全な遊び場を
確保するため、児童遊
園、公園の整備充実を
図った。
（遊具等の安全点検管
理、清掃、維持補修等）

新座二丁目ふれあい公園
及び野火止四丁目ミニ
パーク整備

掲載あり

児童遊園、公園の
整備・充実

掲載あり 推進・管理事業
みどりと
公園課

１－（１）
－ウ－③

学校施設の開放

学校施設や余裕教室を活
用して整備したコミュニ
ティ施設等として開放
し、地域の学習機会の充
実を図る。

実施中 3

登録団体数が減
り、利用回数が
減っている。

継続的に開放してい
く。

継続

４校で13団体に教室を
開放した。

４校で12団体に教室を
開放した。

4校で11団体に教室を開
放した。

4校で１0団体に教室を
開放した。

４校で９団体に教室を開
放した。

掲載あり

学校施設の開放

掲載あり 推進・管理事業
教育総務
課

6



次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（１）
－ウ－③

学校施設の開放

学校施設や余裕教室を活
用して整備したコミュニ
ティ施設等として開放
し、地域の学習機会の充
実を図る。

実施中 4

 近隣住民への環境
を配慮しながら、
施設の開放をおこ
なっていく必要が
ある。

　近隣住民の方から寄
せられる要望・苦情等
に応じて、学校及び利
用団体と利用方法につ
いて調整を図る。

継続

１７校で、６６団体に校
庭、７４団体に体育館を
開放した。

学校施設や余裕教室を活
用して整備したコミュニ
ティ施設等として開放
し、地域の学習機会の充
実を図った。
17校で、53団体に校
庭・80団体に体育館を
開放した。

学校施設や余裕教室を活
用して整備したコミュニ
ティ施設等として開放
し、地域の学習機会の充
実を図る。
17校で、59団体に校
庭・84団体に体育館を
開放した。

　学校施設や余裕教室を
活用して整備したコミュ
ニティ施設等として開放
し、地域の学習機会の充
実を図る。１７校で、６
２団体に校庭・8８団体
に体育館を開放した。

　学校施設や余裕教室を
活用して整備したコミュ
ニティ施設等として開放
し、地域の学習機会の充
実を図る。１７校で、
65団体に校庭・92団体
に体育館を開放した。

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
生涯学習
スポーツ
課

１－（１）
－ウ－④

新座っ子ぱわーあっぷく
らぶ事業

地域の教育力の活性化と
子どもたちの地域におけ
る学校外活動の一層の充
実を図るために、地域住
民の協力により自然体
験・社会体験・スポーツ
などの体験活動や、学習
活動を実施する様々なク
ラブを運営する。

実施中 4

　各学校のクラブ
数やクラブ内容を
考慮しながら指導
者を確保していく
ことが必要であ
る。

　事業の円滑な運営の
ため、ボランティア協
力者の確保に努めると
ともに、クラブの見直
しを児童数の増加に努
める。
　また、学校と連携
し、活動教室の確保に
努める。

継続

市内の全市立小学校17
校の余裕教室や体育館、
福祉の里体育館などを会
場として、文化、学習、
スポーツのジャンルで
「くらぶ」を全38クラ
ブ開設し、年間を通じて
活動を行った。延べ参加
登録者数760人。

市内の全市立小学校17
校の余裕教室や体育館な
どを会場として、文化、
学習、スポーツのジャン
ルで「くらぶ」を全38
クラブ開設し、年間を通
じて活動を行った。延参
加登録者数721人。

市内の全市立小学校17
校の余裕教室や体育館な
どを会場として、文化、
学習、スポーツのジャン
ルで全40クラブ開設
し、年間を通じて活動を
行った。延参加登録者数
707人。

　市内の全市立小学校１
７校の余裕教室や体育館
などを会場として、文
化、学習、スポーツの
ジャンルで全３５クラブ
開設し、年間を通じて活
動を行った。延参加登録
者数７２９人。

市内の全市立小学校１７
校の余裕教室や体育館な
どを会場として、文化、
学習、スポーツのジャン
ルで全３６クラブ開設
し、年間を通じて活動を
行った。延参加登録者数
７６４人。

掲載あり

青少年活動の充実

掲載あり 推進・管理事業
生涯学習
スポーツ
課

１－（１）
－ウ－⑤

地域子育て支援拠点事業
（再掲）

子育て家庭への集いの場
の提供、交流の促進、子
育てに関する相談及び援
助、地域の子育て情報の
提供、講習の実施等を行
う「地域子育て支援セン
ター」及び「つどいの広
場」を設置する。

実施中 4

小学校区に１ヵ所
の設置を目指し、
現在１３ヵ所の拠
点が市内にバラン
スよく設置されつ
つあるが、東北地
域への設置及び更
なる内容の充実を
図っていくことが
望ましい。

東北地域に地域子育て
支援拠点が設置できる
よう働き掛けていくと
ともに、多課と積極的
に連携し、内容の充実
を図っていく。

継続

ＮＰＯ法人等に運営委託
し、地域子育て支援セン
ターを８か所（新堀保育
園、栄保育園、旧大和田
交番、山びこ保育園、す
ぎのこ保育園、すこやか
保育園、光第二保育園、
横田保育園）、つどいの
広場を１か所（児童セン
ター内）に設置した。ま
た、出前地域子育て支援
センターを２か所（栗原
公民館、生涯学習セン
ター）で実施した。

ＮＰＯ法人等に運営委託
し、地域子育て支援セン
ターを８か所（新堀保育
園、栄保育園、旧大和田
交番、山びこ保育園、す
ぎのこ保育園、すこやか
保育園、光第二保育園、
横田保育園）、つどいの
広場を１か所（児童セン
ター内）に設置した。
また、出前地域子育て支
援センター実施した。

ＮＰＯ法人等に運営委託
し、地域子育て支援セン
ターを10か所（新堀保
育園、栄保育園、旧大和
田交番、山びこ保育園、
すぎのこ保育園、すこや
か保育園、光第二保育
園、横田保育園、白梅第
二保育園、竹の子保育
園）で実施した。ＮＰＯ
法人に運営委託し、つど
いの広場を1か所（児童
センター内）で実施し
た。
また、出前地域子育て支
援センターを実施した。

ＮＰＯ法人等に運営委託
し、地域子育て支援セン
ターを10か所（新堀保
育園、栄保育園、旧大和
田交番、山びこ保育園、
すぎのこ保育園、すこや
か保育園、光第二保育
園、横田保育園、白梅第
二保育園、竹の子保育
園）で実施した。ＮＰＯ
法人に運営委託し、つど
いの広場を１か所（児童
センター内）で実施し
た。

ＮＰＯ法人等に運営委託
し、地域子育て支援セン
ターを12か所（新堀保
育園、栄保育園、旧大和
田交番、山びこ保育園、
すぎのこ保育園、すこや
か保育園、光第二保育
園、横田保育園、白梅第
二保育園、竹の子保育
園、新座どろんこ保育
園、けやきの森保育園栗
原園）で実施した。ＮＰ
Ｏ法人に運営委託し、つ
どいの広場を１か所（児
童センター内）で実施し
た。

掲載あり
地域子育て支援セ
ンターの充実

掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

子育て支
援課

１－（１）
－ウ－⑥

児童センター業務の充実

子どもに豊かな生活を提
供できるようスポーツ、
文化、レクリエーション
等の多彩なプログラムを
展開し、児童センター業
務の充実を図る。プログ
ラムの策定に当たって
は、子どもの参画を検討
する。

実施中 5

平成25年度から福
祉の里児童セン
ターについても、
指定管理制度を導
入した。

児童センター、福祉の
里児童センターの２館
が同一NPO法人に委託
していることから、各
館の独自事業のほかに
も、２館協力事業な
ど、充実を図ってい
く。

継続

・新座市児童センター
指定管理者制度を導入
し、施設の運営、管理を
NPO法人に委託した。利
用者数：64,153人 主な
事業：「親子ルーム」
「天体観望会」など
事業開催回数・参加者
数：延べ1,265回、
28,514人
・福祉の里児童センター
利用者数：42,809人
主な事業：「親子ルー
ム」、「工作教室」など
事業開催回数・参加者
数：延べ326回、
8,486人

・新座市児童センター
指定管理者制度を導入
し、施設の運営、管理を
NPO法人に委託した。
利用者数：78,826人
主な事業：「あおぞら児
童館」「かえっこ」など
事業開催回数・参加者
数：延べ1,305回、
31,281人
・福祉の里児童センター
利用者数：47,160人
主な事業：「親子ルー
ム」、「工作教室」など
事業開催回数・参加者
数：延べ360回、
10,410人

・新座市児童センター
指定管理者制度を導入
し、施設の運営、管理を
NPO法人に委託した。
利用者数：75,105人
主な事業：「親子くら
ぶ」「天体観望会」など
事業開催回数・参加者
数：延べ1,413回、
28,368人
・福祉の里児童センター
利用者数：42,476人
主な事業：「親子ルー
ム」「作ってあそぼう」
など
事業開催回数・参加者
数：延べ418回、
12,171人

・新座市児童センター及
び福祉の里児童センター
に指定管理者制度を導入
し、施設の運営、管理を
NPO法人に委託した。
・新座市児童センター
利用者数：74,507人
主な事業：「モリモリタ
イム」「天体観望会」な
ど
事業開催回数・参加者
数：延べ1,374回、
23,250人
・福祉の里児童センター
利用者数：40,280人
主な事業：「ぐんぐんタ
イム」「中高生タイム」
など
事業開催回数・参加者
数：延べ922回、
10,555人

新座市児童センター及び
福祉の里児童センターに
指定管理者制度を導入
し、施設の運営、管理を
NPO法人に委託した。
・新座市児童センター
利用者数：77,662人
主な事業：「モリモリタ
イム」「天体観望会」な
ど
事業開催回数・参加者
数：延べ1,505回、
30,209人
・福祉の里児童センター
利用者数：45,140人
主な事業：「ぐんぐんタ
イム」「中高生タイム」
など
事業開催回数・参加者
数：延べ1,139回、
15,431人

掲載あり
児童センター業務
の充実

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

7



次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績
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の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

エ　子どもの健全育成

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

１－（１）
－エ－①

児童センター業務の充実
（再掲）

子どもに豊かな生活を提
供できるようスポーツ、
文化、レクリエーション
等の多彩なプログラムを
展開し、児童センター業
務の充実を図る。プログ
ラムの策定に当たって
は、子どもの参画を検討
する。

実施中 5

平成25年度から福
祉の里児童セン
ターについても、
指定管理制度を導
入した。

児童センター、福祉の
里児童センターの２館
が同一NPO法人に委託
していることから、各
館の独自事業のほかに
も、２館協力事業な
ど、充実を図ってい
く。

継続

・新座市児童センター
指定管理者制度を導入
し、施設の運営、管理を
NPO法人に委託した。利
用者数：64,153人 主な
事業：「親子ルーム」
「天体観望会」など
事業開催回数・参加者
数：延べ1,265回、
28,514人
・福祉の里児童センター
利用者数：42,809人
主な事業：「親子ルー
ム」、「工作教室」など
事業開催回数・参加者
数：延べ326回、
8,486人

・新座市児童センター
指定管理者制度を導入
し、施設の運営、管理を
NPO法人に委託した。
利用者数：78,826人
主な事業：「あおぞら児
童館」「かえっこ」など
事業開催回数・参加者
数：延べ1,305回、
31,281人
・福祉の里児童センター
利用者数：47,160人
主な事業：「親子ルー
ム」、「工作教室」など
事業開催回数・参加者
数：延べ360回、
10,410人

・新座市児童センター
指定管理者制度を導入
し、施設の運営、管理を
NPO法人に委託した。
利用者数：75,105人
主な事業：「親子くら
ぶ」「天体観望会」など
事業開催回数・参加者
数：延べ1,413回、
28,368人
・福祉の里児童センター
利用者数：42,476人
主な事業：「親子ルー
ム」、「作ってあそぼ
う」など
事業開催回数・参加者
数：延べ418回、
12,171人

・新座市児童センター及
び福祉の里児童センター
に指定管理者制度を導入
し、施設の運営、管理を
NPO法人に委託した。
・新座市児童センター
利用者数：74,507人
主な事業：「モリモリタ
イム」「天体観望会」な
ど
事業開催回数・参加者
数：延べ1,374回、
23,250人
・福祉の里児童センター
利用者数：40,280人
主な事業：「ぐんぐんタ
イム」「中高生タイム」
など
事業開催回数・参加者
数：延べ922回、
10,555人

新座市児童センター及び
福祉の里児童センターに
指定管理者制度を導入
し、施設の運営、管理を
NPO法人に委託した。
・新座市児童センター
利用者数：77,662人
主な事業：「モリモリタ
イム」「天体観望会」な
ど
事業開催回数・参加者
数：延べ1,505回、
30,209人
・福祉の里児童センター
利用者数：45,140人
主な事業：「ぐんぐんタ
イム」「中高生タイム」
など
事業開催回数・参加者
数：延べ1,139回、
15,431人

掲載あり
児童センター業務
の充実

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

１－（１）
－エ－②

主任児童委員連絡会議

委員間の情報交換や研修
の場として、地域におけ
る児童の健全育成にかか
わる委員の資質の向上を
図る。

実施中 3

　関係機関との情
報交換を適切に行
えるよう、委員の
資質の向上に努め
ている。

　今後も連絡会議や勉
強会を通じ、関係機関
との情報交換を適切に
行えるよう、委員の資
質の向上に努めてい
く。 継続

主任児童委員の連絡会議
を４回行い、関係機関と
の連携についての勉強会
や情報交換を行った。そ
のうち１回は地区会長も
含めての会議、１回は地
区会長も含めての施設研
修を実施した。述べ参加
人数３８人。

主任児童委員の連絡会議
を4回行い、関係機関と
の連携についての勉強会
や情報交換を行った。そ
のうち2回は地区会長も
含めての会議を実施し
た。延べ参加人数46
人。

主任児童委員の連絡会議
を4回行い、関係機関と
の連携についての勉強会
や情報交換を行った。そ
のうち2回は地区会長も
含めての会議を実施し
た。述べ参加人数45
人。

主任児童委員の連絡会議
を4回行い、関係機関と
の連携についての勉強会
や情報交換を行った。そ
のうち２回は地区会長も
含めての会議を実施し
た。延べ参加人数５6
人。

主任児童委員の連絡会議
を4回行い、関係機関と
の連携についての勉強会
や情報交換を行った。そ
のうち２回は地区会長も
含めての会議を実施し
た。延べ参加人数５８
人。

掲載あり

第３章 福祉・健
康
第５節 低所得者
福祉
１ 地域福祉の充
実
(2)地域福祉活動へ
の支援

掲載あり 推進・管理事業
生活福祉
課

掲載あり
社会教育施設での
体験学習の開催

掲載あり 連携事業
中央公民

館

　体験学習は、子
どもを中心に環境
や風習、親子のふ
れあいなど多種多
様なニーズに合っ
た講座を企画して
いるが、多くの市
民等が応募するわ
けではなく、関心
を持つ親又は子ど
も達が参加する傾
向が見える。

　多種多様なニーズを
企画するとともに、企
画の段階で多くの参加
を見込むように、興味
関心がない子にとって
も受講してよかったと
思われるような講座を
企画し、新たな受講者
を発掘したい。

継続

※人数は延べ参加者数
○中央公民館
人形劇フェスティバル（１回・106
人）、夏休み子どもエコ学び隊（3
回・８６人）、夏休み子どもエコ教
室（1回・27人）
○野火止公民館
サマースクール（3回・48人）、子
どもパン作り教室（１回・15人）、
子ども習字教室（１回・15人）
○栄公民館
夏休みこどもひろば（１回・18
人）、冬休みこどもひろば（２回・
58人）
○栗原公民館
夏休み親子講座① 親子地球かんさつ
隊（５回・８0人）、夏休み親子講座
② マネー育（１回・15人）、夏休み
親子講座③みんなで作ろう簡単おや
つ（１回・23人）、折り紙で作る七
夕飾り（１回・56人）
○畑中公民館
少年少女発明クラブ（13回・244
人）、はばたく鳥のモビール（1回・
29人）、モーターとスピーカーの原
理 （1回・23人）、凧づくり（1
回・32人）、親子パン教室（1回・
26人）
○大和田公民館こども英会話（６
回・113人）、子どもヒップホップ
ダンス（10回・320人）、親子で楽
しむ七夕会（１回・13人）、サマー
スクール（2回・37人）
○東北コミュニティセンター
サマースクール（1回・14人）
○西堀・新堀コミュニティセンター
コミセン夏のおはなし会（１回・
102人）、コミセンクリスマスおは
なし会（１回・73人）、お正月お話
会（1回・53人）、子ども体験教室
（３回・45人）

※人数は延べ参加者数
○中央公民館
人形劇フェスティバル（1回・158
名）、夏休み子どもエコ学び隊(3
回・35名)、夏休み子ども体験教室
(1回・21名)、こども新座のおやつ
作り～クリスマスお菓子を作ろう～
（1回・18名）、こども新座のおや
つ作り～おひなさまのキャロット
カップケーキ～（1回・18名）
○野火止公民館
サマースクール(3回・60名)、母の
日に贈る子どもパン作り教室(１回・
15名)、父の日に贈る子どもお菓子作
り教室（１回・19名）、子ども書初
め練習教室（1回・17名）
○栄公民館
環境にやさしい母の日のプレゼント
(１回・９名)、夏休み子ども広場～ブ
ロックでロボットを作り、マイコン
操作でレースしよう～(2回・39
名)、冬休み子ども広場～小学生の書
き初め教室～（2回・67名）
○栗原公民館
夏休み親子パン作り(1回・21名)、
折り紙で作る七夕飾り(1回・33
名)、親子さつまいも堀り（1回・29
名）、書初め教室（1回・20名）、
夏休み親子地球観察隊（3回・44
名）
○畑中公民館
少年少女発明クラブ(11回・253
名)、少年少女発明クラブ羽ばたく鳥
のモビール(1回・22名)、少年少女
発明クラブ凧作り (1回・15名)、親
子パン教室(1回・22名)
○大和田公民館
子ども英会話（6回・97名）、子ど
もヒップホップダンス前期（6回・
247名）、子どもヒップホップダン
ス後期（7回・251名）、サマース
クール(2回・49名)
○東北コミュニティセンター
サマースクール(1回・21名)、子ど
も夏のお話会（1回・7回）、クリス
マスお話回（1回・45名）
○西堀・新堀コミュニティセンター
コミセン夏のおはなし会(１回・７２
名)、コミセンクリスマスおはなし会
(１回・５２名)、春を楽しむお話と演
奏(1回・４３名)、子ども体験教室①
(１回・18名) 、子ども体験教室②(1
回・14名)

○中央公民館
人形劇フェスティバル（1回・123
人）、夏休み子ども自然調査隊（3
回・45人）、夏休み子ども教室　体
験コース（1回・20人）、こども新
座のおやつ作り（1回・20人）
○野火止公民館
母の日に贈るプレゼント作り教室
（1回・20人）、父の日に贈るプレ
ゼント作り教室（1回・17人）、敬
老の日に贈るプレゼント作り（1回・
9人）、冬休み子ども書き初め練習教
室（1回・14人）
○栄公民館
夏休み子どもひろば（１回・4人）、
子どもダンスタイム（4回・84
人）、冬休み子どもひろば（２回・
62人）
○栗原公民館
夏休みこども地球探検隊（３回・
123人）、いも堀り（1回・24
人）、七夕折り紙教室（1回・51
人)、親子でピザづくり(1回・18
人）、親子パンづくり（1回・16
人）
○畑中公民館
少年少女発明クラブ（11回・16
人）、少年少女発明クラブ公開講座
万華鏡づくり （1回・9人）、少年少
女発明クラブ公開講座ピンホールカ
メラ（1回・15人）
○大和田公民館
こども英会話（２回・34人）、子ど
もヒップホップダンス（７回・280
人）
○東北コミュニティセンター
声優体験講座（1回・18人）、ふれ
あいフェスタ（1回・66人）
○西堀・新堀コミュニティセンター
夏のおはなし会（1回・63人）、ク
リスマスおはなし会（1回・45
人）、節分のおはなし会（1回・39
人）、子どもフラ入門教室（1回・5
人）)

１－（１）
－ウ－⑦

社会教育施設での体験学
習の開催

公民館、図書館、歴史民
俗資料館等の社会教育施
設で児童・生徒を対象と
した様々な体験学習・催
しを開催する。

実施中 4

○中央公民館
サマースクール（3回・49名）、こ
ども新座のおやつ作り（１回・24
名）、子どもミュージカルダンス（4
回・134名）、絵本の広場（11回・
126名)

○野火止公民館
母の日に贈るプレゼント作り教室 (１
回・16名)、父の日に贈るプレゼント
作り教室（１回・12名）、サマース
クール（2回・36名）、小学生書き
初め教室（１回・20名）

○栄公民館
春の子どもひろば（1回・17名）、
夏の子ども体験セミナー①（１回・
19名)、夏の子ども体験セミナー②
（１回・19名)、冬子どもクッキング
（1回・15名）、冬休み子どもひろ
ば（２回・53名）

○栗原公民館
折り紙で作る七夕飾り（1回・30
名）、親子でピザに挑戦（1回・14
名）、親子さつまいも堀り（１回・
45名）、書初め教室（１回・25
名)、親子で手打ちそば体験（１回・
16名)

○畑中公民館
少年少女発明クラブ(14回・214
名）、親子パン教室（1回・19名）

○大和田公民館
子どもヒップホップダンス（７回・
343名）、夏休み子ども体験講座
（2回・35名）、子ども英会話講座
(1)（4回・39名）、子ども英会話講
座(2)（2回・23名）、書初め練習会
（1回・18名）、七夕飾りを作ろう
（1回・8名）

○東北コミュニティセンター
子ども俳優体験講座（1回・7名）、
冬のお楽しみ会（1回・55名）、親
子陶芸教室（1回・39名）

○西堀・新堀コミュニティセンター
夏のおはなし会（１回・63名）、ク
リスマスおはなし会（１回・34名)、
子ども体験教室①（1回・15名)、子
ども体験教室②（1回・23名)、書初
め教室（1回・16名）

○中央公民館
絵本の広場(12回・182名)、サマー
スクール（2回・38名）、こども新
座のおやつ作り（１回・17名）、子
どもミュージカルダンス体験教室（8
回・152名）

○野火止公民館
母の日に贈るプレゼント作り教室 (１
回・17名)、父の日に贈るプレゼント
作り教室（１回・11名）、サマース
クール高学年（1回・13名）、サ
マースクール低学年（1回・20
名）、小中学生書き初め教室（１
回・19名）

○栄公民館
春の子どもひろば（1回・10名）、
夏の子ども体験セミナー①（3回・
21名)、夏の子ども体験セミナー②
（2回・19名)、冬休み子どもひろば
（2回・60名）

○栗原公民館
夏休みこども地球観察隊（3回・
112名）、書初め教室（１回・25
名)、親子で手打ちそば体験（１回・
24名)、親子さつまいも堀り（１回・
52名）、親子七夕折り紙教室（1
回・39名）

○畑中公民館
少年少女発明クラブ(13回・167
名）、絵本とおはなしクラブ(8回・
37名)、楽しい七夕飾り作り（1回・
21名）、夏休みこどもルーム（2
回・7名）、ひな祭りのお菓子作り
（1回・18名）、親子パン教室（1
回・20名）

○大和田公民館
夏休み子ども体験講座（2回・54
名）、子どもヒップホップダンス
（７回・304名）、書初め練習会
（2回・28名）、こどものためのプ
ログラミング講座（2回・21名）、
こども英会話講座（4回・62名）、
大和田小さな家おはなし会（22回・
138名）

○東北コミュニティセンター
子ども俳優体験講座（1回・14
名）、冬のお楽しみ会（1回・83
名）、親子陶芸教室（1回・20名）

○西堀・新堀コミュニティセンター
夏のおはなし会（１回・37名）、子
ども体験教室①（1回・19名)、子ど
も体験教室②（1回・8名)、クリスマ
スおはなし会（１回・25名)、書初め
教室（1回・27名）、春のお話会
（1回・69名）
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（１）
－エ－③

学校懇談会

市内各小・中学校の教員
と地域の民生委員・児童
委員との懇談会による情
報交換と、その後におけ
る地域での要保護児童の
見守りなどの連携を図
る。

実施中 5

地域の民生委員と
年度当初に情報交
換会を設け、意見
交換をするなど、
連携体制が強まっ
ている。
登下校時における
見守り活動も活性
化しており、地域
との連携が日常化
している。

民生委員との話合いの
場を年度当初だけにせ
ず、計画的に年間を通
じて設ける必要もあ
る。また、学校が知り
得た情報を積極的に地
域に発進し、児童生徒
の健全育成に努める必
要がある。

継続

市内各小中学校の教員と
地域の民生委員・児童委
員との懇談会による情報
交換と、その後における
地域での要保護児童の見
守りなどの連携を図る。

市内各小・中学校の教員
と地域の民生委員・児童
委員との懇談会による情
報交換と、その後におけ
る地域での要保護児童の
見守りなどの連携を図っ
た。

市内各小・中学校の教員
と地域の民生委員・児童
委員との懇談会による情
報交換と、その後におけ
る地域での要保護児童の
見守りなどの連携を図っ
た。

市内各小・中学校の教員
と地域の民生委員・児童
委員との懇談会による情
報交換と、その後におけ
る地域での要保護児童の
見守りなどの連携を図っ
た。

市内各小・中学校の教員
と地域の民生委員・児童
委員との懇談会による情
報交換と、その後におけ
る地域での要保護児童の
見守りなどの連携を図っ
た。 掲載あり

学校懇談会

掲載あり 推進・管理事業 指導課

１－（１）
－エ－④

民生委員・児童委員研修
会

児童福祉部会において、
子育てに関する講演会や
児童施設の見学研修など
により、地域における児
童の健全育成にかかわる
委員の資質の向上を図
る。

実施中 3

　民生委員・児童
委員と関わりがあ
る児童の健全育成
に関する研修材料
が乏しい。

　今後も民生委員・児
童委員における児童の
健全育成に関する分野
の研修を行い、理解を
深める。

継続

児童福祉部会として勉強
会を２回、視察研修を１
回行い、非行問題や、子
どもが暴力から自分自身
を守る方法などについて
勉強した。延べ参加人数
92人。

児童福祉部会として勉強
会を2回行い、子育て支
援や子どもの現状などに
ついて勉強した。延べ参
加人数73人。

児童福祉部会として、子
育て支援に関する勉強会
と、児童養護施設の視察
研修をそれぞれ1回ずつ
行った。述べ参加人数
62人。

児童福祉部会として、子
育て支援に関する勉強会
を2回行った。延べ参加
人数６6人。

児童福祉部会として、子
育て支援に関する勉強会
を2回行った。延べ参加
人数７１人。

掲載あり

第３章 福祉・健
康
第５節 低所得者
福祉
１ 地域福祉の充
実
(2)地域福祉活動へ
の支援

掲載なし
生活福祉
課

１－（１）
－エ－⑤

子どもの健全育成事業
（再掲）

被保護世帯の子どもが、
健全に育成される環境を
整備するため、子ども育
成支援相談員を生活福祉
課に配置し、支援する。

実施中 3

　母子世帯や親が
精神的な疾病のあ
る世帯、またＤＶ
や虐待、不登校等
の様々な問題を抱
える世帯に対し、
相談員が中心とな
り支援を行ってい
るが、早期の改善
は困難な状況であ
る。

　長期的な関わりを持
つ中で信頼関係を築
き、家庭環境の改善や
子どもの学習支援につ
なげていくとともに、
就労支援につなげてい
くことで貧困の連鎖を
生じさせない取組みを
行う。

継続

被保護世帯の子どもが健
全に育成される環境の整
備に向けて、日常生活自
立支援や養育、教育を支
援する専門相談員を配置
した。22年度の支援世
帯数40世帯。

被保護世帯の子どもが健
全に育成される環境の整
備に向けて、日常生活自
立支援や養育、教育を支
援する専門相談員を配置
した。23年度の支援世
帯数43世帯。

被保護世帯の子どもが健
全に育成される環境の整
備に向けて、日常生活自
立支援や養育、教育を支
援する専門相談員を配置
した。24年度の支援世
帯数42世帯。

被保護世帯の子どもが健
全に育成される環境の整
備に向けて、日常生活自
立支援や養育、教育を支
援する専門相談員を配置
した。２５年度の支援世
帯数38世帯。

被保護世帯の子どもが健
全に育成される環境の整
備に向けて、日常生活自
立支援や養育、教育を支
援する専門相談員を配置
した。２6年度の支援世
帯数39世帯。

掲載あり

第３章 福祉・健
康
第１節　地域福祉
１ 低所得者福祉
の充実
(2)自立と生活の支
援

掲載あり 推進・管理事業
生活福祉
課

１－（１）
－エ－⑥

青少年市民会議の推進

青少年の健全な育成を市
民総ぐるみで推進するこ
とを目的に、この会議の
趣旨に賛同する者、青少
年関係団体、関係機関を
もって組織し、心の声か
け運動など様々な活動を
行う。

実施中 4

　地域ぐるみの青
少年育成活動を推
進してきたが、今
後は地域に加え、
家庭教育にも目を
向けながら啓発活
動等を進めていく
必要がある。

　家庭教育の啓発を含
め、市民総ぐるみでの
青少年健全育成を推進
していく。

継続

・各中学校区ふれあい地
域連絡協議会と協力し、
年２回の心の声かけ運動
の実施（参加者数：第一
回467人、第二回456
人　計913人）
・市内全小学校６年生を
対象としたふれあいコン
サートの実施
・青少年健全育成啓発チ
ラシを新一年生へ配布

・各中学校区ふれあい地
域連絡協議会と協力し、
年２回の心の声かけ運動
の実施（参加者数：第一
回433人、第二回297
人　計730人）
・市内全小学校６年生を
対象としたふれあいコン
サートの実施
・青少年健全育成啓発チ
ラシを新一年生へ配布

・各中学校区ふれあい地
域連絡協議会と協力し、
年2回の心の声かけ運動
の実施（参加者数：第1
回406人、第2回460人
計866人）
・市内全小学校6年生を
対象としたふれあいコン
サートの実施
・家庭教育に関するリー
フレットを新1年生へ配
布
・青少年健全育成啓発チ
ラシを全戸配布

・各中学校区ふれあい地
域連絡協議会と協力し、
年２回の心の声かけ運動
の実施（参加者数：第一
回４７０人、第二回３４
９人　計８１９人）
・市内全小学校６年生を
対象としたふれあいコン
サートの実施
・家庭教育に関するリー
フレットを新一年生へ配
布
・青少年健全育成啓発チ
ラシを全戸配布

・各中学校区ふれあい地
域連絡協議会と協力し、
年２回の心の声かけ運動
の実施（参加者数：第一
回４２７人、第二回３８
１人　計８０８人）
・市内全小学校６年生を
対象としたふれあいコン
サートの実施
・青少年非行・被害防止
講演会の実施
・家庭教育に関するリー
フレットを新一年生へ配
布
・青少年健全育成啓発チ
ラシを全戸配布

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
生涯学習
スポーツ
課

１－（１）
－エ－⑦

新座市PTA・保護者会連
合会活動の推進

市内公立小・中学校を
もって組織され、保護者
及び教職員が一体とな
り、児童・生徒の福祉の
増進と学校教育の振興に
寄与するとともに、会員
相互の研修と連絡協議を
図ることを目的とした
「新座市PTA・保護者会
連合会」の様々な活動を
支援し、推進する。

実施中 5

新座市PTA・保護
者会連合会が独自
に事業を展開して
いることから、財
政支援、自主的活
動の場の提供、事
務の協力、助言等
の育成支援を行っ
ている。

引き続き、新座市
PTA・保護者会連合会
の活動状況に応じて、
支援をしていく。

継続

「基盤づくりは家庭から
～親子で踏み出す　小さ
な一歩　未来を創る　大
きな力～」のスローガン
のもと、大学教授を招き
講演会を開催した。ま
た、早寝早起き朝ごはん
運動促進のため、「朝食
レシピコンクール」を開
催した。

「基盤づくりは家庭から
～親が変われば子どもも
変わる～」のスローガン
のもと、細田学園高等学
校ラクビー部コーチを招
き講演会を開催した。ま
た、早寝早起き朝ごはん
運動促進のため、「ポス
ターコンクール」を開催
した。

「基盤づくりは家庭から
～親が変われば子どもも
変わる～」のスローガン
のもと、小学校のＰＴＡ
会長を務めた経験を持
ち、いじめ相談のラジオ
パーソナリティもされて
いる方を招き講演会を開
催した。また、早寝早起
き朝ごはん運動促進のた
め、「標語コンクール」
を開催した。

「基盤づくりは家庭から
～親が変われば子どもも
変わる～」のスローガン
の下、保護者と教職員が
一体となり、児童生徒の
福祉の増進と学校教育の
振興に寄与するととも
に、会員相互の研修と連
絡強調を図ることを目的
とした新座市ＰＴＡ・保
護者会連合会に対し、補
助金の交付のほか、様々
な活動を支援した。
補助金交付額：
350,000円

「基盤づくりは家庭から
～親が変われば子どもも
変わる～」のスローガン
の下、保護者と教職員が
一体となり、児童生徒の
福祉の増進と学校教育の
振興に寄与するととも
に、会員相互の研修と連
絡強調を図ることを目的
とした新座市ＰＴＡ・保
護者会連合会に対し、補
助金の交付のほか、様々
な活動を支援した。
補助金交付額：
350,000円

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
生涯学習
スポーツ
課

１－（１）
－エ－⑧

ふれあい地域連絡協議会
活動の推進

地域ぐるみで子どもたち
の健やかな成長を図るこ
とを目的に、地域内の学
校、各種団体、関係機関
等によりネットワークを
形成し、地域の教育力の
向上を目指した「ふれあ
い地域連絡協議会（各中
学校区に設置）」の様々
な活動を支援し、推進す
る。

実施中 4

　各協議会が独自
に事業を展開して
いることから、財
政支援と角子湯議
会の情報交換の場
を提供することで
連携を図れるよう
に努めている。

　引き続き、各協議会
運営の支援を行うとと
もに、市の主催事業に
も御協力いただくな
ど、連携を深めていき
たい。

継続

各中学校区内の学校、各
種団体、関係機関等によ
りネットワークを形成
し、地域の教育力の向上
を目指した「ふれあい地
域連絡協議会」の様々な
活動を支援・推進した。
助成金70,000円×６団
体＝420,000円

各中学校区内の学校、各
種団体、関係機関等によ
りネットワークを形成
し、地域の教育力の向上
を目指した「ふれあい地
域連絡協議会」の様々な
活動を支援・推進した。
補助金70,000円×６団
体＝420,000円

各中学校区内の学校、各
種団体、関係機関等によ
りネットワークを形成
し、地域の教育力の向上
を目指した「ふれあい地
域連絡協議会」の様々な
活動を支援・推進した。
補助金70,000円×6団
体＝420,000円

各中学校区内の学校、各
種団体、関係機関等によ
りネットワークを形成
し、地域の教育力の向上
を目指した「ふれあい地
域連絡協議会」の様々な
活動を支援・推進した。

各中学校区内の学校、各
種団体、関係機関等によ
りネットワークを形成
し、地域の教育力の向上
を目指した「ふれあい地
域連絡協議会」の様々な
活動を支援・推進した。
補助金70,000円×6団
体＝420,000円

掲載あり

青少年健全育成団
体への助成

掲載あり 連携事業
生涯学習
スポーツ
課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（１）
－エ－⑨

青少年団体の育成

子ども会連合会等の青少
年の健全な育成と青少年
教育の振興に資すること
を目的とした活動団体に
対して助成を行う。

実施中 4

　各団体が独自に
に事業を展開して
いることから、財
政支援、自主的活
動の場の提供、事
務の協力等を行っ
ている。

　今後も、青少年を取
り巻く環境や青少年育
成団体の活動状況に応
じて、支援をしていき
たい。

継続

各青少年育成団体に助成
を行った。
青少年団体名補助金額
（円）
新座市青少年市民会議
2,000,000
新座市子ども会連合会
800,000
新座市青少年相談員協議
会337,000
新座市青少年育成推進員
会90,000
新座ボーイスカウト・
ガールスカウト中央育成
会270,000

各青少年育成団体に助成
を行った。
青少年団体名補助金額
（円）
新座市青少年市民会議
2,340,000
新座市子ども会連合会
800,000
新座市青少年相談員協議
会　337,000
新座市青少年育成推進員
会　90,000
新座ボーイスカウト・
ガールスカウト中央育成
会　270,000
各中学校区ふれあい地域
連絡協議会　420,000

各青少年育成団体に助成
を行った。
青少年団体名 補助金額
（円）
新座市青少年市民会議
2340000
新座市子ども会連合会
800000
新座市青少年相談員協議
会337000
新座市青少年育成推進員
会90000
新座ボーイスカウト・
ガールスカウト中央育成
会270000
各中学校区ふれあい地域
連絡協議会420000

各青少年育成団体に助成
を行った。
青少年団体名 補助金額
（円）
新座市青少年市民会議
2340000
新座市子ども会連合会
800000
新座市青少年相談員協議
会337000
新座市青少年育成推進員
会90000
新座ボーイスカウト・
ガールスカウト中央育成
会270000
各中学校区ふれあい地域
連絡協議会420000

各青少年育成団体に助成
を行った。
青少年団体名 補助金額
（円）
新座市青少年市民会議
2340000
新座市子ども会連合会
800000
新座市青少年相談員協議
会337000
新座市青少年育成推進員
会90000
新座ボーイスカウト・
ガールスカウト中央育成
会270000
各中学校区ふれあい地域
連絡協議会420000

掲載あり

青少年団体の育成

掲載あり 推進・管理事業
生涯学習
スポーツ
課

１－（１）
－エ－⑪

小・中学生夏休み一日新
座市長

小・中学生を一日市長に
委嘱し、市長の公務を実
際に体験してもらうこと
により、市政に対する理
解を深めるきっかけとす
る。

実施中 4

　未来を担う小中
学生が各種イベン
トへの参加等市長
の仕事を体験する
ことにより、市政
に対する理解と関
心を深めることが
できている。

今後も継続していく。

継続

市長の公務を実際に体験
してもらい、市政に対す
る理解と関心を深める
きっかけとするため、夏
休みの期間を利用して、
小・中学生１人ずつに一
日市長を委嘱した。対象
校は、市内小中学校の輪
番制としている。

市長の公務を実際に体験
してもらい、市政に対す
る理解と関心を深める
きっかけとするため、夏
休みの期間を利用して、
小・中学生1名ずつに一
日市長を委嘱した。対象
校は、市内小中学校の輪
番制としている。

市長の公務を実際に体験
してもらい、市政に対す
る理解と関心を深める
きっかけとするため、夏
休みの期間を利用して、
小・中学生１人ずつに一
日市長を委嘱した。対象
校は、市内小中学校の輪
番制としている。

　市長の公務を実際に体
験してもらい、市政に対
する理解と関心を深める
きっかけとするため、夏
休みの期間を利用して、
小・中学生１名ずつに一
日市長を委嘱した。対象
校は、市内小中学校の輪
番制としている。

　市長の公務を実際に体
験してもらい、市政に対
する理解と関心を深める
きっかけとするため、夏
休みの期間を利用して、
小・中学生１名ずつに一
日市長を委嘱した。対象
校は、市内小中学校の輪
番制としている。

掲載あり

一日市長の実施

掲載なし
コミュニ
ティ推進
課

１－（１）
－エ－⑫

カブトムシの里づくり事
業

観光都市づくりアクショ
ンプランにおける「新座
版グリーンツーリズム」
のシステムづくりの一環
として、観光都市づくり
を広くＰＲすることを目
的に、市内の雑木林で育
成しているカブトムシを
市内の子どもたちに配布
し、親とともにカブトム
シの里親として飼育して
もらう。カブトムシを育
て観察日記をつけてもら
うことで、命の大切さを
学び、環境教育の一環と
する。

実施中 4

里親として、子ど
も達がカブトムシ
をただ飼育するだ
けでなく、命の大
切さや、雑木林に
ついて理解を深め
られるかが課題と
なっている

里親となる子ども達の
保護者に、事業の趣旨
について理解を深めて
いただき、家族ぐるみ
でカブトムシの里親と
して御協力いただける
仕組みを構築する。

継続

町内会、商店会、老人ク
ラブ及び子ども会等と連
携を図り、市内５か所に
おいてカブトムシの飼育
を行い、７月に子どもた
ちにカブトムシの配布等
を行う「カブトムシの里
親フェア2010」を実施
した。（イベント数５
回）

市内の雑木林の堆肥枡に
おいて飼育したカブトム
シを活用し、市民ボラン
ティア、町内会、体育協
会、児童センター、商店
会、子ども会及び老人会
等に協力していただき、
イベントの開催及び地域
による里親事業を推進し
た。（イベント数6回）

市内の雑木林の堆肥枡に
おいて飼育したカブトム
シを活用し、市民ボラン
ティア、町内会、体育協
会、児童センター、商店
会、子ども会及び老人会
等に協力していただき、
イベントの開催及び地域
による里親事業を推進し
た。（イベント数7回）

市内の雑木林の堆肥枡に
おいて飼育したカブトム
シを活用し、市民ボラン
ティア、町内会、体育協
会、児童センター、商店
会、老人会等に協力して
いただき、イベントの開
催及び地域による里親事
業を推進した。（イベン
ト数７回）

市内の雑木林の堆肥枡に
おいて飼育したカブトム
シを活用し、市民ボラン
ティア、町内会、体育協
会、児童センター、商店
会、老人会等に協力して
いただき、イベントの開
催及び地域による里親事
業を推進した。（イベン
ト数７回）

掲載あり

カブトムシの里づ
くりの推進

掲載なし
観光推進
課

１－（１）
－エ－⑬

こどもエコクラブ事業の
充実

次世代を担う子どもたち
が、地域で楽しく自主的
に環境学習や環境保全活
動に取り組めるよう、子
どもたちを対象とした
「こどもエコクラブ」事
業の充実を図り、子ども
たちの多彩な活動を支援
する。環境学習に役立つ
案内や、キットの配布、
交流会の実施や新座市エ
コクラブニュースの発行
を行う。

実施中 3

毎年度、継続的に
イベントを実施し
ており、多くの子
どもたちが環境へ
の理解を深めるこ
とに寄与してい
る。年度ごとに参
加者数の増減があ
る。

今後も事業を継続して
行うとともに、参加を
促す企画立案をし、事
業内容を積極的にＰＲ
していく。

継続

全国事務局と連携して、環境
学習に役立つ案内やキットの
配布を行った。また、市独自
に環境イベントの開催や新座
市こどもエコクラブ通信の発
行を行った。
【登録クラブ数】７団体（Ｈ
23．３月末現在）
【行事】
行事名：新座の自然をいろい
ろ体験しよう！
実施日：８月22日（日）
内　容：黒目川で魚捕り及び
野菜の収穫体験
行事名：みんなでエコを探し
てみよう！
実施日：11月27日（土）
内　容：東京ガス環境エネル
ギー館での環境学習

全国事務局と連携して、
環境学習に役立つ案内や
キットの配布を行った。
また、市独自に環境イベ
ントの開催や新座市こど
もエコクラブ通信の発行
を行った。
【登録クラブ数】７団体
（Ｈ23.8月末現在）
【行事】
行事名：収穫体験とプラ
ネタリウム
実施日：11月2６日
「土」
内　容：野菜の収穫体験
及びプラネタリウム鑑賞

子どもたちが地域において主
体的に環境学習や環境保全活
動に取り組むために子供たち
を対象としたイベントを実施
した。
【行事】
行事名：東京ガス（株）環境
エネルギー館の見学
実施日：平成25年1月26日
（土）
内　容：環境や生活をテーマ
にしたプログラムを体験した
り、展示物に触れたりするこ
とで、地球環境について感じ
たり、考えたりすることがで
きる東京ガス（株）環境エネ
ルギー館の見学をした。

子どもを対象とした環境
イベントを実施した。
【行事】
行事名：ソーラークッ
カー工作及びソーラー
クッキング
実施日：平成２５年８月
４日（日）
内容：ソーラークッカー
を工作し、太陽光を利用
して食材を調理するソー
ラークッキングを行っ
た。

子どもを対象とした環境
イベントを実施した。
【行事】
行事名：ソーラークッキ
ング
実施日：平成２6年８月
３日（日）
内容：ソーラークッカー
を工作し、太陽光を利用
して食材を調理するソー
ラークッキングを行っ
た。

掲載あり
こどもエコクラブ
事業

掲載なし
環境対策
課

掲載なし

　一般質問の作成等
を通じて、小学生・
中学生議員が現在の
社会情勢や市の状況
を理解する良い機会
となっていると認識
している。
　また、小学生・中
学生議員からの提案
が市の新規事業の実
施につながる（例：
自転車用ヘルメット
の助成）等、広聴活
動の施策としても有
意義な事業であると
認識している。
　課題としては、
テーマの設定（テー
マ数を増やす、テー
マを設定せず小学
生・中学生議員の自
由な発想で質問を作
成する等）が挙げら
れる。

　テーマについては、
平成21年度から、設定
したテーマ以外でも質
問することを可能とし
た。今後、テーマ設定
を検討していく。

継続

小学生議会：平成22年
10月16日（土）実施
34人（各校２人）参加
中学生議会：平成22年
10月23日（土）実施
18人（各校３人）参加

未来を担う子どもたちの
ユニークな意見を市政に
反映するとともに、市政
に対する子どもたちの理
解と関心を深めることを
目的に、市議会議場を使
用して開催した。
小学生議会：平成23年
10月15日（土）実施
34（各校２人）参加
中学生議会：平成2３年
10月22日（土）実施
18人（各校３人）参加

未来を担う子どもたちの
ユニークな意見を市政に
反映するとともに、市政
に対する子どもたちの理
解と関心を深めることを
目的に、市議会議場を使
用して開催する。
小学生議会：平成25年2
月2日（土）実施　32人
（各校2人、当日2人欠
席）参加
中学生議会：平成25年2
月9日（土）実施　16人
（各校3人、当日2人欠
席）参加

≪小学生議会≫
１０月１９日（土）実施
６年生３４名（各校２
名）参加
≪中学生議会≫
１０月５日（土）実施
１・２・３年生１７名
（各校３名、当日１名欠
席）参加

≪小学生議会≫
１０月4日（土）実施
６年生３5名（各校２
名、東野小のみ3名）参
加
≪中学生議会≫
１０月１８日（土）実施
１・２年生１８名（各校
３名）参加

掲載あり
１－（１）
－エ－⑩

新座市小学生議会・中学
生議会

未来を担う子どもたちの
ユニークな意見を市政に
反映するとともに、市政
に対する子どもたちの理
解と関心を深めることを
目的に、市議会議場を使
用して開催する。

実施中 5
秘書広聴
課

・ 小学生議会・
中学生議会、大学
生と市長との懇談
会の実施
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

オ　世代間交流の促進

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

１－（１）
－オ－①

すこやか広場事業

商店街の空き店舗を活用
し、商店街で買物をする
者の休憩の場、地域の高
齢者の仲間づくりの場及
び商店会、町内会等地域
の団体及び市民の活動の
場、健康増進の場を提供
する。

実施中 3

　施設は特定利用
者が多く、子育て
家庭も含め、幅広
い層の利用が少な
い状況がある。

　幅広い層が利用しや
すい環境整備に努め
る。

継続

あたご菅沢すこやか広場
14,199人（うちこども
は649人)、北野すこや
か広場13,308人(うちこ
どもは1,332人）、栄す
こやか広場7,512人（う
ち子どもは1,624人)の
年間利用者がおり、管理
運営を各すこやか広場管
理運営委員会に委託し、
業務運営を新座市シル
バー人材センターに委託
した。

市内3か所のすこやか広
場について、施設の管理
をそれぞれのすこやか広
場管理運営委員会に、施
設の運営を新座市シル
バー人材センターに委託
して実施。
年間利用者数
あたご菅沢すこやか広場
10,134人(うちこどもは
570人)、北野すこやか
広場13,465人(うちこど
もは1,717人)、栄すこ
やか広場7,342人（うち
こどもは1,269人)

商店会の空き店舗を利用
して設置している市内2
か所のすこやか広場につ
いて、施設の管理をそれ
ぞれのすこやか広場管理
運営委員会に、施設の運
営を新座市シルバー人材
センターに委託し、事業
を実施した。
年間利用者数
あたご菅沢すこやか広場
11,904人(うちこどもは
643人）、栄すこやか広
場　7,426人（うちこど
もは1,181人）

商店会の空き店舗を利用
して設置している市内２
か所のすこやか広場につ
いて、施設の管理をそれ
ぞれのすこやか広場管理
運営委員会に、施設の運
営を新座市シルバー人材
センターに委託し、事業
を実施した。
年間利用者数
あたご菅沢すこやか広場
１3，616人（うちこど
もは762人）、栄すこや
か広場７，３８１人
（1,007人）

商店会の空き店舗を利用
して設置している市内２
か所のすこやか広場につ
いて、施設の管理をそれ
ぞれのすこやか広場管理
運営委員会に、施設の運
営を新座市シルバー人材
センターに委託し、事業
を実施した。　年間利用
者数　あたご菅沢すこや
か広場　１3，572人
（うちこどもは614
人）、栄すこやか広場
６，０６３人（うちこど
もは871人）

掲載あり すこやか広場事業

掲載あり 連携事業
経済振興
課

１－（１）
－オ－②

高齢者いきいき広場

現在整備されている高齢
者いきいき広場（５か
所）を充実させ、介護予
防、健康づくり、世代間
交流等を図る。

実施中 4

　現在、広場での
世代間交流を行っ
ているが、若い世
代の利用者が少な
いのが現状であ
る。

　今後は、各広場で若
い世代の方と交流でき
る行事等を検討してい
き、世代間交流の場を
増やしていくことで、
利用者の輪を広げてい
く。
　また、世代間交流を
図ることで、高齢者に
とっては豊富な経験を
伝えることで生きがい
となり、若い世代の方
にとっては知識を学ぶ
機会となる。

継続

現在整備されている高齢
者いきいき広場（５か
所）を活用し、高齢者の
介護予防、健康づくりに
繋がる世代間交流（高齢
者・小学生とその親・保
育園児）を実施した。

児童利用者数
池田高齢者いきいき広場
522人
東野高齢者いきいき広場
16人
西堀高齢者いきいき広場
169人
八石高齢者いきいき広場
266人
新堀高齢者いきいき広場
3人

現在整備されている高齢
者いきいき広場（5か
所）を活用し、高齢者の
介護予防、健康づくりに
繋がる世代間交流（高齢
者・小学生とその親・保
育園児）を実施した。

児童利用者数
池田高齢者いきいき広場
381人
東野高齢者いきいき広場
156人
西堀高齢者いきいき広場
101人
八石高齢者いきいき広場
75人
新堀高齢者いきいき広場
1人

現在整備されている高齢
者いきいき広場（5か
所）を活用し、高齢者の
介護予防、健康づくりに
繋がる世代間交流（児童
等）を実施した。

児童利用者数
池田高齢者いきいき広場
383人
東野高齢者いきいき広場
199人
西堀高齢者いきいき広場
352人
八石高齢者いきいき広場
83人
新堀高齢者いきいき広場
6人

　現在整備されている高
齢者いきいき広場（５か
所）を活用し、高齢者の
介護予防、健康づくりに
繋がる世代間交流（児童
等）を実施した。

児童利用者数
池田高齢者いきいき広場
378人
東野高齢者いきいき広場
241人
西堀高齢者いきいき広場
129人
八石高齢者いきいき広場
84人
新堀高齢者いきいき広場
8人

 現在整備されている高齢
者いきいき広場（５か
所）を活用し、高齢者の
介護予防、健康づくりに
繋がる世代間交流（児童
等）を実施した。

児童利用者数
池田高齢者いきいき広場
301人
東野高齢者いきいき広場
221人
西堀高齢者いきいき広場
224人
八石高齢者いきいき広場
68人
新堀高齢者いきいき広場
31人

掲載あり

高齢者いきいき広
場の充実

掲載あり 連携事業
長寿支援
課

生涯学習
スポーツ
課

文化芸術活動に子どもが
喜んで参加する仕組みづ
くりを行った。
・埼玉県芸術文化祭
2011「睡足軒の森文化
の祭典」（平成23年11
月18日～12月4日）
開催期間中に「子ども呈
茶」「子どもの邦楽」な
ど子どもによる催しを実
施し、参加の機会を設け
た。
・市民まつり文化祭（平
成23年10月７日～11
月27日）
様々なイベントの中に小
中学校児童生徒作品展示
として文化祭への参加の
機会を設けた。

文化芸術活動に子どもが喜ん
で参加する仕組みづくりを
行った。
・埼玉県芸術文化祭2011
「睡足軒の森文化の祭典」
（平成23年11月18日～12
月4日）
開催期間中に「子ども呈茶」
「子どもの邦楽」など子ども
による催しを実施し、参加の
機会を設けた。
・市民まつり文化祭（平成
24年10月12日～11月23
日）
　様々なイベントの中に小中
学校児童生徒作品展示として
文化祭への参加の機会を設け
た。
・すぐそこ新座春まつり（平
成24年4月7日、8日）にお
いて、「子ども写生教室」、
「小学生フォトコンテスト」
や「俳句をつくろう」など子
ども向けの催しを実施

文化芸術活動に子どもが喜ん
で参加する仕組みづくりを
行った。
・「睡足軒の森紅葉ライト
アップ」（平成２５年１１月
２２日～１２月１日）開催期
間中に「子ども呈茶」を実施
し、参加の機会を設けた。
・「睡足軒の森日本の伝統文
化体験講座ー子ども茶道入門
教室ー」実施
・市民まつり文化祭（平成２
５年１０月１８日～１１月２
４日）
様々なイベントの中に小中学
校児童生徒作品展示として文
化祭への参加の機会を設け
た。
・すぐそこ新座春まつり（平
成２５年４月６日）におい
て、「小学生フォトコンテス
ト」や「俳句をつくろう」な
ど子ども向けの催しを実施

文化芸術活動に子どもが喜ん
で参加する仕組みづくりを
行った。
・「睡足軒の森紅葉ライト
アップ」（平成２６年１１月
２１日～１２月２日）開催期
間中に「子ども呈茶」を実施
し、参加の機会を設けた。
・「睡足軒の森日本の伝統文
化体験講座ー子ども茶道入門
教室ー」実施
・市民まつり文化祭（平成２
６年１０月１９日～１１月２
３日）
様々なイベントの中に小中学
校児童生徒作品展示として文
化祭への参加の機会を設け
た。
・すぐそこ新座春まつり（平
成２６年４月５日、６日）に
おいて、「俳句をつくろう」
や「子ども写生教室」など子
ども向けの催しを実施

掲載あり

睡足軒の森文化事
業の実施
市民まつり文化祭
への支援
“すぐそこ新座”
春まつりでの文化
イベントの実施
子どもの文化芸術
環境の充実

１－（１）
－オ－③

子どもの芸術文化環境の
充実

文化芸術活動に子どもが
喜んで参加する仕組みづ
くりを行う。

掲載あり 連携事業実施中 4

各種事業におい
て、子ども向けの
催しを実施し、子
どもが文化芸術活
動に参加する機会
を設けている。

引き続き、各種事業に
おいて、文化芸術活動
に子どもが喜んで参加
する仕組みづくりを行
う。

継続

文化芸術活動に子どもが喜んで参
加する仕組みづくりを行った。
○ふれあいコンサート（平成２３
年１月１４日）
市内公立小学校１７校の六年生全
員を対象に市民会館のホールで芸
術鑑賞（平成２２年度はヴァイオ
リンとピアノの演奏）
○新座っ子ぱわーあっぷくらぶ
各学校において土曜日に地域ボラ
ンティアの協力のもと様々な参加
型プログラムを実施。文化、芸
術、スポーツに触れる活動を行っ
た。
○市民まつり文化祭（平成２２年
１０月８日～１１月２８日）
　様々なイベントの中に小中学校
児童生徒作品展展示として文化祭
への参加の機会を設けた。
○すぐそこ新座春まつり（平成２
２年４月１０～１１日）
　開催期間中、「森の音楽会」で
子どもを含めた出演や「子ども写
生教室」子供向けの催しで参加機
会を設けた。
○睡足軒の森文化の祭典（平成２
２年１１月１５日～１２月５日）
開催期間１７日間中に「子ども呈
茶」「子どもの邦楽」など子ども
による催しを実施し、参加の機会
を設けた。

11



次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（１）
－オ－④

子育て支援ネットワーク
事業「子育て講座」

小・中学校入学前の子ど
もを持つすべての保護者
が参加する「就学時健康
診断」や「入学説明
会」、「保護者会」等の
機会を利用して、専門的
な知識や経験を有する者
を講師として招き、家庭
教育や思春期に関する学
習機会を提供することに
より家庭の教育力の向上
を図るとともに、明日の
親となる中学生を対象に
子育て理解に関する講座
を実施する。

実施中 5

子育て講座A・B
は、就学児健診時
や入学説明会時に
実施しているた
め、大半の保護者
の参加が得られて
いる。中高生対象
の子育て講座Cにつ
いては、各学校に
実施希望調査をし
ている。学校のカ
リキュラムに組込
むことが難しい場
合があるものの
年々実施校が増加
している。

各学校との連携を更に
図りながら事業を実施
していく。

継続

子育て講座（Ａ）（Ｂ）
は、小・中学校入学前の
保護者を対象に23講座
実施した。子育て講座
（Ｃ）は、中学生を対象
に13コマ実施した。
（Ａ）新小学１年生保護
者：1,471人
（Ｂ）新中学１年生保護
者：1,164人
（Ｃ）中学生：434人

子育て講座（Ａ）（Ｂ）
は、小・中学校入学前の
保護者を対象に23講座
実施した。子育て講座
（Ｃ）は、中学生を対象
に1５コマ実施した。
（A）新小学１年生保護
者：1,472人
（Ｂ）新中学１年生保護
者：1,186人
（Ｃ）中学生：675人

子育て講座（Ａ）（Ｂ）
は、小・中学校入学前の
保護者を対象に23講座
実施した。子育て講座
（Ｃ）は、中学生を対象
に20コマ実施した。
（Ａ）新小学１年生保護
者：1,441人
（Ｂ）新中学１年生保護
者：1,125人
（Ｃ）中学生：839人

子育て講座（Ａ）（Ｂ）
は、小・中学校入学前の
保護者を対象に23講座
実施した。子育て講座
（Ｃ）は、中学生を対象
に20コマ実施した。
（Ａ）新小学１年生保護
者：1,461人
（Ｂ）新中学１年生保護
者：1,170人
（Ｃ）中学生：844人

子育て講座（Ａ）（Ｂ）
は、小・中学校入学前の
保護者を対象に23講座
実施した。子育て講座
（Ｃ）は、中学生を対象
に２６コマ実施した。
（Ａ）新小学１年生保護
者：１，４９９人
（Ｂ）新中学１年生保護
者：１，３１８人
（Ｃ）中学生：1,049人

掲載あり

子育てに関する講
座の実施

子育て理解講座の
実施

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

１－（１）
－オ－⑤

ピア・サポーター派遣事
業

地域の大学の臨床心理系
学部等と連携することに
より、大学生をサポー
ターとして各学校等に派
遣し、不登校児童生徒・
集団不適応児童生徒への
支援活動を行う。また、
大学教授がスーパーバイ
ザーとして専門的な立場
から教員等に指導助言を
行う。

実施中 4

地域の大学の臨床
心理学系、教員養
成系学部と連携す
ることにより、
100人規模で大学
生・大学院生をサ
ポーターとして各
学校等に派遣し、
不登校児童生徒・
集団不適応児童生
徒への支援活動を
行った。平成２５
年度は年間９７名
の学生が、延べ１
０６６回派遣され
た。

派遣人数を継続して確
保していくため、近隣
大学との連携をより深
めていく。

継続

地域の大学の臨床心理系
学部と連携することによ
り、100人規模で大学生
をサポーターとして各学
校等に派遣し、不登校児
童生徒・集団不適応児童
生徒への支援活動を行っ
た。

地域の大学の臨床心理学
系、教員養成系学部や福
祉系学部と連携すること
により、100人規模で大
学生・大学院生をサポー
ターとして各学校等に派
遣し、不登校児童生徒・
集団不適応児童生徒への
支援活動を行った。
派遣回数　1,471回

地域の大学の臨床心理学
系、教員養成系学部と連
携することにより、100
人規模で大学生・大学院
生をサポーターとして各
学校等に派遣し、不登校
児童生徒・集団不適応児
童生徒への支援活動を
行った。
派遣回数　1,137回

地域の大学の臨床心理学
系、教員養成系学部と連
携することにより、100
人規模で大学生・大学院
生をサポーターとして各
学校等に派遣し、不登校
児童生徒・集団不適応児
童生徒への支援活動を
行った。
派遣回数　１，０６６回

地域の大学の臨床心理学
系、教員養成系学部と連
携することにより、100
人規模で大学生・大学院
生をサポーターとして各
学校等に派遣し、不登校
児童生徒・集団不適応児
童生徒への支援活動を
行った。
派遣回数　１，３８７ 回

掲載あり

ピア・サポーター
派遣事業

掲載あり 推進・管理事業
教育相談
センター

（２）子どもの健康の確保

ア　子どもや保護者の心身の健康の確保

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
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改善策と
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今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

１－（２）
－ア－①

こども医療費の助成

子どもが必要とする医療
を容易に受けられるよう
にするため、子どもが医
療機関にかかった際に窓
口で支払う保険診療の自
己負担分を助成する。

実施中 4

対象年齢を高校３
年生まで拡大した
ことにより福祉の
向上が図られた。
さらに利用者の利
便性を充実させる
ために、現物給付
の更なる地域拡大
が必要。

現物給付の拡大につい
て、引き続き埼玉県に
要望する。

継続

平成22年10月診療分か
ら通院費を小学校６年生
まで拡大。

子どもが必要とする医療
を容易に受けられるよう
にするため、子どもが医
療機関にかかった際に窓
口で支払う保険診療の自
己負担分を助成し、平成
23年10月診療分から通
院日を中学校３年生まで
拡大した。
支給件数　273,175人
補助額　470,228,112
円

こども（中学校3年生ま
で）が必要とする医療を
容易に受けられるように
するため、こどもが医療
機関にかかった際に窓口
で支払う保険診療の自己
負担分の医療費を支給し
た。
支給件数　305,263件
支給額
521,098,821円

　こども（18歳となる
年の年度末まで）が必要
とする医療を容易に受け
られるようにするため、
こどもが医療機関にか
かった際に窓口で支払う
保険診療の自己負担分の
医療費を支給した。
支給件数　317,631件
支給額
550,363,577件

　こども（18歳となる
年の年度末まで）が必要
とする医療を容易に受け
られるようにするため、
こどもが医療機関にか
かった際に窓口で支払う
保険診療の自己負担分の
医療費を支給した。
支給件数　332,321件
支給額
592,411,071件

掲載あり

子ども医療費の助
成

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

１－（２）
－ア－②

乳幼児健康診査の充実

乳幼児を対象に発育・発
達状況の確認と疾病の早
期発見及び育児不安の軽
減や解消を図るために実
施する。

実施中 4

　３～４か月児、９～１
０か月児健診は、保健セ
ンターを会場に実施し、
平成２５年度からは、市
民会館での健診を再開
し、１歳６か月児健診
は、保健センターと市民
会館、３歳児健診につい
ては、保健センターと市
民会館にふるさと新座館
を新たに加え3会場で実施
している。各健診の受診
率は９０％を超えてお
り、２５年度に関して
は、全健診で前年度より
も受診率が伸びている。
ただ、各健診ともに未受
診者がおり、各地区担当
保健師が訪問等を実施し
ているが、全数把握は難
しい状況がある。

　成長発達段階における重
要な時期の乳幼児健診と
なっているため、今後も周
知、受診勧奨に努め、疾病
の早期発見及び育児不安等
の軽減や解消、身体発育、
精神、運動機能の発達状況
に対する保護者への助言、
支援等も引き続き実施し、
各健診の高い受診率を維持
していきたい。　　また、
事後指導事業や他機関との
連携等により充実した支援
を図る。未受診者への対応
については、訪問や電話、
手紙等の実施により各担当
保健師による全数把握に努
めつつ、必要時には、他機
関との連携、協力により把
握につながるよう努めてい
きたい。

継続

保健センターを会場に、
３～４か月児、９～10
か月児、１歳６か月児、
３歳児を対象に健康診査
を実施した。回数は各健
診２回／月の96回／
年。受診者は３～４か月
児:1,362人（95.
８％）、９～10か月
児:1,389人
（93.3％）、１歳６か
月児:1,3８１人
（95.8％）、３歳
児:1,352人（90.８％）
であった。※（）内は受
診率

保健センターを会場に、
3～4か月児、9～10か
月児、1歳6か月児、3歳
児を対象に健康診査を実
施した。
回数は各健診２回／月の
96回／年。
受診者は3～4か月
児:1,394人(95.７％)、
9～10か月児:1,396人
(96.3％)、１歳６か月
児:1,483人(95.2％)、
３歳児: 1,430人
(93.6％)であった。
※（）内は受診率

保健センターを会場に、
3～4か月児、9～10か
月児、1歳6か月児、３
歳児を対象に健康診査を
実施した。回数は各健診
2回／月の96回／年。受
診者は3～4か月
児:1,307人(95.3％)、9
～10か月児:1,357人
(94.0％)、1歳6か月
児:1,417人(95.2％)、3
歳児:1,420人(92.7％)
であった。　※（）内は
受診率

保健センターを会場に、
３～４か月児、９～１０
か月児、１歳６か月児、
３歳児を対象に健康診査
を実施した。回数は各健
診２回／月の９６回／
年。受診者は３～４か月
児：１，３９０人（９
６．７％）、９～１０か
月児：１，３９８人（９
４．８％）、１歳６か月
児:１，３６２人（９６．
５％）、３歳児: １，４
５４人（９４．１％）で
あった。　※（）内は受
診率

保健センターを会場に、
３～４か月児、９～１０
か月児、１歳６か月児、
３歳児を対象に健康診査
を実施した。回数は各健
診２回／月の９６回／
年。受診者は３～４か月
児：１，３１６人（９
７．０％）、９～１０か
月児：１，３９５人（９
６．５％）、１歳６か月
児:１，４３５人（９５．
８％）、３歳児:１，４４
６ 人（９４．１％）で
あった。　※（）内は受
診率

掲載あり

乳幼児健康診査の
充実

掲載あり 推進・管理事業
保健セン
ター

12



次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（２）
－ア－③

乳幼児歯科健診の充実
歯科健診及び歯科衛生士
による集団ブラッシング
指導を実施する。

実施中 3

親子歯科健診につ
いては、平成２５
年度から朝霞地区
４市全域において
実施を拡大した。
また自己負担が
あったフッ化物塗
布を無料化し受診
率が向上した。３
歳児健診において
は、ふるさとにい
ざ館を加えた３か
所での健診を実施
し、歯科健診の受
診率の向上も図っ
ている。

親子歯科健診について
は、受診者に対しての
配布物の内容やPR方法
を工夫しながら、受診
率の向上を目指してい
く。１歳６か月児や３
歳児健診での歯科健診
については、今後も利
用しやすい健診を工夫
することで受診率の向
上を目指していいく。

継続

１歳６か月児健診、３歳
児健診時に歯科健診を実
施。各年２４回実施。受
診者は１歳６か月児健診
1,381人、３歳児健診は
1,350人で、３歳児健診
時には希望者へフッ素塗
布を実施しており、
1,210人が塗布。２歳児
歯科健診は年６回実施
し、受診者463人。親子
歯科健診（５歳児歯科健
診）は８月～10月の
間、医療機関での個別健
診を実施し、受診児数は
314人。

１歳６か月児健診、３歳
児健診時に歯科健診を実
施。各年24回実施。受
診者は１歳６か月児健診
1,483人、３歳児健診は
1,430人で、３歳児健診
時には希望者へフッ素塗
布を実施しており、
1,294人が塗布。2歳児
歯科健診は年６回実施
し、受診者488人。親子
歯科健診（５歳児歯科健
診）は８月～11月の
間、医療機関での個別健
診を実施し、受診児数は
323人。

1歳6か月児健診、3歳児
健診時に歯科健診を実
施。各年24回実施。受
診者は1歳6か月児健診
1,416人。
3歳児健診は1,420人
で、3歳児健診時には希
望者へフッ化物（フッ
素）塗布を実施してお
り、1,272人が塗布。2
歳児歯科健診は年6回実
施し、受診者473人。親
子歯科健診（5歳児歯科
健診）は8月～11月の
間、医療機関での個別健
診を実施し、受診児数は
279人。フッ化物（フッ
素）塗布は229人。

１歳６か月児健診、３歳
児健診時に歯科健診を実
施。各年２４回実施。受
診者は１歳６か月健診
１，３６２人、３歳児健
診１，４５４人。希望者
にフッ化物塗布を実施、
１，２９２人が塗布し
た。２歳児歯科健診は年
６回実施、受診者は４４
７人。親子歯科健診（５
歳児歯科健診）は８月～
１１月の間に歯科医院で
の個別健診を実施。受診
児数は３５６人、フッ化
物塗布は３４１人が受け
た。

１歳６か月児健診、３歳
児健診時に歯科健診を実
施。各年２４回実施。受
診者は１歳６か月健診
１，４３４人、３歳児健
診１，４４４人。希望者
にフッ化物塗布を実施、
１，２９７人が塗布し
た。２歳児歯科健診は年
６回実施、受診者は４０
４人。親子歯科健診（５
歳児歯科健診）は８月～
１１月の間に歯科医院で
の個別健診を実施。受診
児数は３４９人、フッ化
物塗布は３３０人が受け
た。

掲載あり

乳幼児歯科健診の
充実

掲載あり 推進・管理事業
保健セン
ター

１－（２）
－ア－④

乳幼児相談の充実（再
掲）

保健師と栄養士・歯科衛
生士で実施しているが、
利用者が気軽に相談でき
るよう、利便性を考慮
し、周知方法等を工夫し
ながら推進する。

実施中 4

利用者数は年々減
少傾向であった
が、平成２４年度
に予約制から直接
来所制へ変更した
ところ増加してい
る。乳幼児健診な
どで、体格や発達
に心配のある乳幼
児の経過観察と体
格測定や栄養士、
歯科衛生士などに
相談ができる場と
なっている。

今後も利用者が気軽に
相談できるよう、周知
方法等工夫していく。

継続

保健センターで、保健
師・栄養士・歯科衛生士
により、月１回ずつ実
施。
電話での予約制で、延べ
677人が来所した。

保健センターで、保健
師・栄養士・歯科衛生士
により、月1回ずつ実
施。
電話での予約制で、延べ
671人が来所した。

保健センターで、保健
師・栄養士・歯科衛生士
により、月1回ずつ実
施。
延べ839人が来所した。

保健センターで、保健
師・栄養士・歯科衛生士
により、月１回ずつ実
施。延べ８９２人が来所
した。

保健センターで、保健
師・栄養士・歯科衛生士
により、月１回ずつ実
施。延べ７７９人が来所
した。

掲載あり

乳幼児相談の実施

掲載あり 推進・管理事業
保健セン
ター

１－（２）
－ア－⑤

新生児・乳幼児・妊産婦
訪問指導

訪問指導が必要な乳幼児
及び妊産婦の家庭を保健
師、助産師、栄養士等が
訪問し、保健指導や相談
を行う。とりわけ、育児
不安の大きい出産直後か
ら生後３か月までの乳児
を対象に「お誕生連絡
票」に基づき新生児訪問
指導を行い、母の不安解
消や乳児の健やかな成長
の一助とする。

実施中 4

訪問指導が必要な
家庭であっても、
保護者の希望がな
ければ実現しない
ことが多い。ま
た、家庭の様子を
確認したくても、
家に入れてもらえ
ないこともある。

保護者の希望だけでな
く、本当に訪問指導が
必要な家庭に対して、
どのように支援してい
くか、ケースカンファ
レンスなどを重ねなが
らその家庭に合った方
法を検討していく。ま
た、家庭訪問のメリッ
トを伝えていく。

継続

妊産婦、乳幼児を対象
に、保健師又は助産師等
が訪問して、健康相談や
育児相談等を実施。延べ
人数4,165人。このうち
産婦と新生児を含む生後
４か月までの乳児を対象
とする家庭訪問「赤ちゃ
ん訪問」は1,423件。

妊産婦、乳幼児を対象
に、保健師又は助産師等
が訪問して、健康相談や
育児相談等を実施。延人
数4,327人。このうち産
婦と新生児を含む生後４
か月までの乳児を対象と
する家庭訪問「赤ちゃん
訪問」は1,460件。

妊産婦、乳幼児を対象
に、保健師又は助産師等
が訪問して、健康相談や
育児相談等を実施。延人
数4,243人。このうち産
婦と新生児を含む生後4
か月までの乳児を対象と
する家庭訪問「赤ちゃん
訪問」は1,287件。

妊産婦、乳幼児を対象
に、保健師又は助産師等
が訪問して、健康相談や
育児相談等を実施。延べ
人数４，３３６人。この
うち産婦と新生児を含む
生後４か月までの乳児を
対象とする家庭訪問「赤
ちゃん訪問」は１，２９
４件。

妊産婦、乳幼児を対象
に、保健師又は助産師等
が訪問して、健康相談や
育児相談等を実施。延べ
人数３，６73人。この
うち産婦と新生児を含む
生後４か月までの乳児を
対象とする家庭訪問「赤
ちゃん訪問」は１，２１
５件。

掲載あり
新生児・乳幼児・
妊産婦訪問指導

掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

保健セン
ター

１－（２）
－ア－⑥

妊婦一般健康診査の充実

妊婦一般健康診査の普
及・徹底を図るため、契
約医療機関の拡大を推進
する。

実施中 4

妊婦一般健康診査
は契約医療機関の
増減がある。特に
県外の場合は埼玉
県と契約していな
い医療機関が多
く、里帰り出産時
等においては市よ
り医療機関に説明
を行い、個別契約
のお願いをしてい
る。契約が困難で
ある場合は、妊婦
健康診査等助成金
の制度で対応を
図っている。

契約医療機関等につい
ては、利用者の利便性
を図るため契約医療機
関の拡大等について要
望していく。
また、妊婦健康診査等
助成金の制度について
も、利用者の負担軽減
を図れるよう、更なる
説明及び周知徹底を推
進していく。

継続

契約医療機関は県内275
件（H22.12.16現
在）、県外1,827件
（H22.12.16現在）の
計2,102件。契約助産所
は29件。契約医療機関
以外で妊婦一般健康診査
を受ける方には「助成
金」の制度を案内し、契
約医療機関で受診した者
と同様に負担の軽減を
図った。

契約医療機関は県内266
件（H23.6.29現在）、
県外1,691件
（H23.6.29現在）の計
1,957件。契約助産所は
31件。契約医療機関以
外で妊婦一般健康診査を
受ける方には「助成金」
の制度を案内し、契約医
療機関で受診した者と同
様に負担の軽減を図っ
た。

契約医療機関は県内268
件、1都5県618件、そ
の他157件（H24.11.1
現在）の計1,043件。契
約助産所は30件。契約
医療機関以外で妊婦健康
診査を受ける方には「妊
婦健康診査助成金制度」
を案内し、契約医療機関
で受診した者と同様に負
担の軽減を図った。

契約医療機関は県内２４
９件、１都５県５６１
件、その他１５７件、契
約助産所は２９件（H2
５.１1現在）の計９96
件。契約医療機関以外で
妊婦健康診査を受ける方
には「妊婦健康診査助成
金制度」を案内し、契約
医療機関で受診した者と
同様に負担の軽減を図っ
た。

契約医療機関は県内264
件、１都５県５６１件、
その他１6７件、契約助
産所は２９件（H27.3.
３１現在）の計１，０２
１件。契約医療機関以外
で妊婦健康診査を受ける
方には「妊婦健康診査助
成金制度」を案内し、契
約医療機関で受診した者
と同様に負担の軽減を
図った。

掲載あり
妊婦一般健康診査
の充実

掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

保健セン
ター

１－（２）
－ア－⑦

妊婦ＨＩＶ抗体検査の実
施

妊娠届出時の受診票の利
用拡大を図り、防止対策
を実施する。

実施中 4

妊娠届出、母子手
帳交付時等に受診
票の説明を行うこ
とにより、利用者
への周知、利用が
図られてきてい
る。

今後とも引き続き、妊
娠届出等での受診票に
ついての説明を徹底
し、HIV抗体検査の更な
る利用を推進してい
く。

継続

妊娠届出時、受診票につ
いて説明。1,378人が検
査を実施。

妊娠届出時、受診票につ
いて説明。1,372名が検
査を実施。

妊娠届出時、受診票につ
いて説明。1,393人が検
査を実施。

妊娠届出時、受診票につ
いて説明。　　　　１，
４００名が検査を実施。

妊娠届出時、受診票につ
いて説明。
１，304名が検査を実
施。

掲載あり

妊婦一般健康診査
の充実

一部掲載
あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）
※妊婦健康診査事
業の一部

保健セン
ター

13



次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（２）
－ア－⑧

妊婦超音波検査の実施

すべての妊婦が受診でき
るよう、妊娠届出時に受
診票の利用について説明
するなど、利用の拡大を
図る。

実施中 4

全ての妊婦が対象
となり、妊婦健康
診査の前１４回の
健診の中で、3回
目、6回目、8回
目、12回目の合計
4回が行われてい
る。

全ての妊婦を対象とし
て、今後も引き続き妊
娠届出時における受診
票の説明、周知を徹底
し、利用の拡大及び推
進を図っていく。

継続

妊娠届出時、受診票につ
いて説明。延べ4,777人
が検査を実施。

妊娠届出時、受診票につ
いて説明。延べ5,292名
が検査を実施。

妊娠届出時、受診票につ
いて説明。延べ5,283人
が検査を実施。

妊娠届出時、受診票につ
いて説明。延べ５，２５
９名が検査を実施。

妊娠届出時、受診票につ
いて説明。延べ4，927
名が検査を実施。

掲載あり

妊婦一般健康診査
の充実

一部掲載
あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）
※妊婦健康診査事
業の一部

保健セン
ター

１－（２）
－ア－⑨

Ｂ型肝炎母子感染防止の
推進

妊娠届出時の受診票の利
用拡大を図り、防止対策
を実施する。

実施中 4

妊娠届出時に、受
診票の周知及び説
明を実施すること
により、利用者へ
の利用拡大と充実
が図られている。

今後とも引き続き、妊
娠届出時に、受診票の
説明及び周知徹底を充
実させ、B型肝炎検査の
更なる利用を推進す
る。

継続

妊娠届出時、受診票につ
いて説明。1,379人が検
査を実施。1人の陽性者
があり、病院にて母子感
染防止の対応をした。

妊娠届出時、受診票につ
いて説明。1,371名が検
査を実施。1名の陽性者
があり、病院にて母子感
染防止の対応をした。

妊娠届出時、受診票につ
いて説明。1,395人が検
査を実施。

妊娠届出時、受診票につ
いて説明。
１，３９６名が検査を実
施。

妊娠届出時、受診票につ
いて説明。
１，299名が検査を実
施。

掲載あり

妊婦一般健康診査
の充実

一部掲載
あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）
※妊婦健康診査事
業の一部

保健セン
ター

１－（２）
－ア－⑩

パパママ学級

第１子出産予定の母親と
家族を対象に妊娠・出
産・育児について学ぶ場
を提供することで、育児
不安の解消や地域の仲間
づくりに寄与する。ま
た、栄養士による妊娠
期・授乳期の食生活の改
善と望ましい食事に関す
る学習の機会を設け、知
識・情報の提供を行う。

実施中 4

第１子出産予定の
母親などの参加者
にテキストを配布
し、保健師、助産
師、栄養士、歯科
衛生士による講義
や実習などを実施
し、初めての妊
娠・出産・育児に
ついて理解を深め
る機会となってい
る。
また、地域での母
親同士の仲間づく
りの機会や育児学
級参加中の母子と
の交流により育児
体験談を直接聞け
る良い機会となっ
ている。

妊娠届出時や広報など
により、周知徹底を図
り、第１子出産予定の
母親と父親、家族に対
し妊娠・出産・育児に
ついて学び、考えても
らう場を提供し、今後
も安心して出産・育児
に臨めるよう支援を行
う。

継続

第１子出産予定の母親と
家族を対象に、パパママ
学級3回コースと１回
コースを、各年６回実
施。3回コースは延べ
483人、1回コースは
140人が参加。妊娠・出
産・育児について学ぶと
ともに地域の仲間づくり
の機会とした。

第１子出産予定の母親と
家族を対象に、パパママ
学級3回コースを年6回
実施。延べ616名が参
加。妊娠・出産・育児に
ついて学ぶとともに地域
の仲間づくりの機会とし
た。

第1子出産予定の母親と
家族を対象に、パパママ
学級を年6回実施。延
584名が参加。妊娠・出
産・育児について学ぶと
ともに地域の仲間づくり
の機会とした。

第１子出産予定の母親と
家族を対象に、パパママ
学級を年６回実施。延５
44名が参加。妊娠・出
産・育児について学ぶと
ともに地域の仲間づくり
の機会とした。

第１子出産予定の母親と
家族を対象に、パパママ
学級を年６回実施。延
570名が参加。妊娠・出
産・育児について学ぶと
ともに地域の仲間づくり
の機会とした。

掲載あり

子育てに関する講
座の実施

掲載あり 推進・管理事業
保健セン
ター

１－（２）
－ア－⑪

育児学級

生後３～４か月の第１子
を持つ保護者を対象に、
育児に関する知識や地域
の情報を学ぶ場を提供
し、育児不安の軽減を図
るとともに地域の仲間づ
くりの機会とする。

実施中 4

経年的に見ても、
育児学級への参加
者は多く、時には
定員を上回る実施
月も見られる。参
加者たちは学級に
参加することで、
育児に関する知識
や地域の情報を得
たり、母親同士の
交流をきっかけに
仲間づくりをし、
育児不安の軽減や
解消になってい
る。

今後も引き続き、赤
ちゃん訪問や広報など
での周知を図り、定員
に達した場合でも、
１・３回目は参加でき
るよう配慮していく。
また、回収したアン
ケートから、意見や要
望を反映したプログラ
ム内容の検討を行って
いく。

継続

生後２～4か月の第1子
を持つ保護者を対象に、
３回コースを年６回実施
し、678組が参加。保健
師・栄養士・子育てネッ
トワークの話、離乳食実
習を行った。

生後２～4か月の第1子
を持つ保護者を対象に、
3回コースを年6回実施
し、636組が参加。保健
師・栄養士・子育てネッ
トワークの話、離乳食実
習を行った。

生後2～4か月の第1子を
持つ保護者を対象に、年
6回実施し、延624組が
参加。保健師・栄養士・
子育てネットワークの
話、離乳食実習を行っ
た。

生後２～4か月の第1子
を持つ保護者を対象に、
年６回実施し、延６06
組が参加。保健師・栄養
士・子育てネットワーク
の話、離乳食実習を行っ
た。

生後２～4か月の第1子
を持つ保護者を対象に、
年６回実施し、延547組
が参加。保健師・栄養
士・子育てネットワーク
の話、離乳食実習を行っ
た。

掲載あり

子育てに関する講
座の実施

掲載あり 推進・管理事業
保健セン
ター

１－（２）
－ア－⑫

母子愛育会活動の助成
母と子の保健を中心に地
域の健康づくりを推進し
ている活動を支援する。

実施中 4

育児不安の解消や
母同士の仲間づく
りの場として、母
と子のつどいや子
育て講演会等を開
催しており、愛育
会のようなボラン
ティア団体による
地域での子育て支
援活動は、今後も
重要な地域の健康
づくり推進の一環
である。

子育て中の母などによ
る愛育会班員としての
活動への参加を市民へ
促進していくことが大
切であり、新規班員の
勧誘等を行っていく必
要がある。また、東ふ
れあいの家の参加人数
がやや少ないため、来
年度からは東ふれあい
の家での開催は中止
し、人口が増加してい
る新座駅周辺の母子の
参加を見込んで、野火
止中集会所での開催を
検討している。

継続

母子保健を中心に地域の
健康づくりを推進してい
る活動を実施。市内公民
館や集会所４施設で19
回「母と子のつどい」を
開催。350組の親子が参
加。その他「応急処置講
習会」「子育て講演会」
等では１２６組の親子が
参加。

母子保健を中心に地域の
健康づくりを推進してい
る活動を実施。市内公民
館や集会所４施設で19
回「母と子のつどい」を
開催。255組の親子が参
加。その他「応急処置講
習会」、「子育て講演
会」等では53組の親子
が参加。

母子保健を中心に地域の
健康づくりを推進してい
る活動を実施。市内公民
館や集会所4施設で22回
「母と子のつどい」を開
催。314組の親子が参
加。その他「応急処置講
習会」、「子育て講演
会」等では53組の親子
が参加。

母子保健を中心に地域の
健康づくりを推進してい
る活動を実施。市内公民
館や集会所４施設で２１
回「母と子のつどい」を
開催。2３３組の親子が
参加。その他「応急処置
講習会」、「子育て講演
会」等では65組の親子
が参加。

母子保健を中心に地域の
健康づくりを推進してい
る活動を実施。市内公民
館や集会所４施設で２0
回「母と子のつどい」を
開催。2４５組の親子が
参加。その他「防災・災
害時の対処法」、「子育
て講演会」等では５９組
の親子が参加。

掲載あり

健康づくり活動団
体への支援

掲載あり 推進・管理事業
保健セン
ター
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

イ　「食育」の推進

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

１－（２）
－イ－①

栄養相談・栄養指導の実
施（再掲）

乳幼児健診や乳幼児相談
において栄養士による相
談及び乳幼児の家庭での
食事を通した健康づくり
の支援を行う。

実施中 4

 乳幼児健診や乳幼
児相談において、
栄養士による相談
を行い、健康づく
りの支援を行っ
た。栄養相談件数
が少ない３・４か
月時健診、３歳児
健診は栄養士１
名、相談者が多い
乳幼児相談は栄養
士３名、それ以外
は栄養士２名で対
応している。

引き続き、乳幼児の母
子が地域で安心して健
康づくりに取り組める
よう、相談の機会を継
続して提供する。ま
た、幼少期からの食育
を通じた健康づくりに
ついても普及を行って
いく。

継続

乳幼児健診や乳幼児相談
において栄養士による相
談及び、乳幼児の家庭で
の食事を通した健康づく
りの支援を行った。9回/
月の108回、相談者
677人。

乳幼児健診や乳幼児相談
において栄養士による相
談及び、乳幼児の家庭で
の食事を通した健康づく
りの支援を行った。回数
は9回/月の108回、相
談者709人。

乳幼児健診や乳幼児相談
において栄養士による相
談及び、乳幼児の家庭で
の食事を通した健康づく
りの支援を行う。回数は
9回/月の108回、相談
者778人。

乳幼児健診や乳幼児相談
において栄養士による相
談及び、乳幼児の家庭で
の食事を通した健康づく
りの支援を行う。回数は
9回/月の108回、相談
者７１３人。

乳幼児健診や乳幼児相談
において栄養士による相
談及び、乳幼児の家庭で
の食事を通した健康づく
りの支援を行う。回数は
9回/月の108回、相談
者663人。

一部掲載
あり

・乳幼児健康診査
の実施
・乳幼児相談の実
施

掲載あり 推進・管理事業
保健セン
ター

１－（２）
－イ－②

乳幼児健診の場を通じた
情報提供

乳幼児家庭での食事を通
した健康づくりを支援す
るために、乳幼児健診や
育児学級等において、保
護者を対象に望ましい食
生活に関する資料・情報
の提供を行う。

実施中 4

　乳幼児健診や各
種相談事業におい
て、各健診時の月
齢・年齢に応じた
食事のポイントや
おやつとしての補
食の取り方を記載
したパンフレット
を配布。育児学級
において、乳幼児
の栄養と離乳食に
ついての栄養士の
講話を実施。ま
た、３歳児健診で
食育紙芝居を実施
している。

　国等による食育推進
基本計画を参考に、乳
幼児の食事に関する情
報収集に努める。

継続

　離乳食の進め方や、乳
幼児の食事や、おやつの
摂り方のパンフレットな
どの資料を提供。

離乳食の進め方や、乳幼
児の食事及び、おやつの
摂り方のパンフレットな
どの資料を提供。

離乳食の進め方や、乳幼
児の食事及び、おやつの
摂り方のパンフレットな
どの資料を提供。

離乳食の進め方や、乳幼
児の食事及び、おやつの
摂り方のパンフレットな
どの資料を提供。

離乳食の進め方や、乳幼
児の食事及び、おやつの
摂り方のパンフレットな
どの資料を提供。

一部掲載
あり

・乳幼児健康診査
の実施

掲載あり 推進・管理事業
保健セン
ター

１－（２）
－イ－③

パパママ学級（再掲）

第１子出産予定の母親と
家族を対象に妊娠・出
産・育児について学ぶ場
を提供することで、育児
不安の解消や地域の仲間
づくりに寄与する。ま
た、栄養士による妊娠
期・授乳期の食生活の改
善と望ましい食事に関す
る学習の機会を設け、知
識・情報の提供を行う。

実施中 4

第１子出産予定の
母親などの参加者
にテキストを配布
し、保健師、助産
師、栄養士、歯科
衛生士による講義
や実習などを実施
し、初めての妊
娠・出産・育児に
ついて理解を深め
る機会となってい
る。
また、地域での母
親同士の仲間づく
りの機会や育児学
級参加中の母子と
の交流により育児
体験談を直接聞け
る良い機会となっ
ている。

妊娠届出時や広報など
により、周知徹底を図
り、第１子出産予定の
母親と父親、家族に対
し妊娠・出産・育児に
ついて学び、考えても
らう場を提供し、今後
も安心して出産・育児
に臨めるよう支援を行
う。

継続

第１子出産予定の母親と
家族を対象に、パパママ
学級3回コースと１回
コースを、各年６回実
施。3回コースは延べ
483人、1回コースは
140人が参加。妊娠・出
産・育児について学ぶと
ともに地域の仲間づくり
の機会とした。

第１子出産予定の母親と
家族を対象に、パパママ
学級3回コースを、各年
6回実施。延べ616名が
参加。妊娠・出産・育児
について学ぶとともに地
域の仲間づくりの機会と
した。

第1子出産予定の母親と
家族を対象に、パパママ
学級を、各年6回実施。
延584人が参加。妊娠・
出産・育児について学ぶ
とともに地域の仲間づく
りの機会とした。

第１子出産予定の母親と
家族を対象に、パパママ
学級を年６回実施。延５
44名が参加。妊娠・出
産・育児について学ぶと
ともに地域の仲間づくり
の機会とした。

第１子出産予定の母親と
家族を対象に、パパママ
学級を年６回実施。延５
70名が参加。妊娠・出
産・育児について学ぶと
ともに地域の仲間づくり
の機会とした。

掲載あり

子育てに関する講
座の実施

掲載あり 推進・管理事業
保健セン
ター
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（２）
－イ－④

保育園における食育の推
進

保育園の食事・行事・日
常の保育を通して、健康
な心身と良い食習慣を形
成する。

実施中 4

多様化する生活の
中で、良い食習慣
の推進が必要であ
る。

更に充実させ、良い食
習慣の推進・啓発を進
めていく。

継続

　保育園の食事・行事・
日常の保育を通して、健
康な心身と良い食習慣の
推進を実施した。

保育園の食事・行事・日
常の保育を通して、良い
食習慣の推進を実施し
た。

保育園の食事・行事・日
常の保育を通して、健康
な心身と良い食習慣の推
進を実施した。

　保育園の食事・行事・
日常の保育を通して、健
康な心身と良い食習慣の
推進を実施した。

保育園の食事・行事・日
常の保育を通して、健康
な心身と良い食習慣の推
進を実施した。

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

１－（２）
－イ－⑤

学校における食育の推進

子どもたちが、食に関す
る正しい知識と望ましい
食習慣を身に付けさせる
ことができるように、農
業体験の実施や、地域の
協力を得ながら、朝食欠
食率の減少を目指し、栄
養等について学ぶ場の充
実を図る。

実施中 4

中学校は、小学校
より朝食欠食率が
高いので、朝食を
しっかり食べる習
慣作りに向けて、
家庭への働きかけ
を強める必要があ
る。
栄養教諭による栄
養等について学ぶ
機会を保護者向け
に設けるなど、家
庭への啓発活動を
していくことがを
求められる。

・欠食率のデータ化
し、家庭、地域のへ啓
発する。
・農業体験を更に充実
させ、食への関心を高
める。

継続

子どもたちが、食に関す
る正しい知識と望ましい
食習慣を身に付けさせる
ことができるように、農
業体験の実施や、地域の
協力を得ながら、朝食欠
食率の減少を目指し、栄
養等について学ぶ場の充
実を図った。各校におけ
る朝食欠食率をデータ化
し、体力向上推進委員会
発行誌「すこやか」に分
析とともに掲載した。

子どもたちが、食に関す
る正しい知識と望ましい
食習慣を身に付けさせる
ことができるように、農
業体験の実施や、地域の
協力を得ながら、朝食欠
食率の減少を目指し、栄
養等について学ぶ場の充
実を図った。
各校における朝食欠食率
をデータ化し、体力向上
推進委員会発行誌「すこ
やか」に分析とともに掲
載した。

子どもたちが、食に関す
る正しい知識と望ましい
食習慣を身に付けること
ができるように、農業体
験の実施や、地域の協力
を得ながら、朝食欠食率
の減少を目指し、栄養等
について学ぶ場の充実を
図った。
各校における朝食欠食率
をデータ化し、体力向上
推進委員会発行誌「すこ
やか」に分析とともに掲
載した。

子どもたちが、食に関す
る正しい知識と望ましい
食習慣を身に付けさせる
ことができるように、農
業体験の実施や、地域の
協力を得ながら、朝食欠
食率の減少を目指し、栄
養等について学ぶ場の充
実を図った。
各校における朝食欠食率
をデータ化し、体力向上
推進委員会発行誌「すこ
やか」に分析とともに掲
載し、新座市のＨＰに公
開した。

子どもたちが、食に関す
る正しい知識と望ましい
食習慣を身に付けさせる
ことができるように、農
業体験の実施や、地域の
協力を得ながら、朝食欠
食率の減少を目指し、栄
養等について学ぶ場の充
実を図った。
各校における朝食欠食率
をデータ化し、体力向上
推進委員会発行誌「すこ
やか」に分析とともに掲
載し、新座市のＨＰに公
開した。

掲載あり

学校における食育
の推進

掲載あり 推進・管理事業 指導課

１－（２）
－イ－⑥

食育事業（エプロンシア
ター）

市内幼稚園児及びその保
護者、保育園児に対し、
栄養士によるエプロンシ
アターの実演を行い、幼
児期からの食教育を通じ
て日常の正しい食習慣を
形成し、子どもたちのよ
り健やかな成長と食生活
の改善を図る。公立７保
育園及び希望する幼稚園
に対して地域活動栄養士
会と協働し、エプロンシ
アターを実施する。

実施中 4

　エプロンシア
ター事業は定着し
ており、毎年複数
の幼稚園からの希
望がある。今後も
引き続き市内幼稚
園全園に事業の周
知を行う必要があ
る。
　地域活動栄養士
会「えぷろん」の
協力のもと、引き
続き事業を展開
し、幼児期からの
食育をすすめてい
く必要がある。

　今後も引き続き市内
幼稚園全園に事業の周
知をはかる。
　地域活動栄養士会
「えぷろん」の協力の
もと、引き続き事業を
展開し、幼児期からの
朝食の大切さ等の食育
の普及を行う。 継続

市内幼稚園児及びその保
護者に対し、栄養士によ
るエプロンシアターの実
演を行い、幼児期からの
食教育を通じて日常の正
しい食習慣を形成し、子
供たちのより健やかな成
長と食生活の改善を図っ
た。希望する幼稚園に対
して地域活動栄養士会と
協働し、エプロンシア
ターを実施。６園で実
施、対象798人。

市内幼稚園児及びその保
護者に対し、栄養士によ
るエプロンシアターの実
演を行い、幼児期からの
食教育を通じて日常の正
しい食習慣を形成し、子
供たちのより健やかな成
長と食生活の改善を図っ
た。希望する幼稚園に対
して地域活動栄養士会と
協働し、エプロンシア
ターを実施。7園で実
施、対象921人。

　市内幼稚園児及びその
保護者に対し、栄養士に
よるエプロンシアターの
実演を行い、幼児期から
の食教育を通じて日常の
正しい食習慣を形成し、
子供たちのより健やかな
成長と食生活の改善を図
る。希望する幼稚園に対
して地域活動栄養士会と
協働し、エプロンシア
ターを実施。7園で実
施、対象1,087人。

　市内幼稚園児及びその
保護者に対し、栄養士に
よるエプロンシアターの
実演を行い、幼児期から
の食教育を通じて日常の
正しい食習慣を形成し、
子供たちのより健やかな
成長と食生活の改善を図
る。希望する幼稚園に対
して地域活動栄養士会と
協働し、エプロンシア
ターを実施。８園で実
施、対象１，１８５人。

　市内幼稚園児及びその
保護者に対し、栄養士に
よるエプロンシアターの
実演を行い、幼児期から
の食教育を通じて日常の
正しい食習慣を形成し、
子供たちのより健やかな
成長と食生活の改善を図
る。希望する幼稚園に対
して地域活動栄養士会と
協働し、エプロンシア
ターを実施。6園で実
施、対象934人。

掲載あり

食育の推進

掲載あり 推進・管理事業
保健セン
ター

１－（２）
－イ－⑥

食育事業（エプロンシア
ター）

市内幼稚園児及びその保
護者、保育園児に対し、
栄養士によるエプロンシ
アターの実演を行い、幼
児期からの食教育を通じ
て日常の正しい食習慣を
形成し、子どもたちのよ
り健やかな成長と食生活
の改善を図る。公立７保
育園及び希望する幼稚園
に対して地域活動栄養士
会と協働し、エプロンシ
アターを実施する。

実施中 4

園児にも好評で、
楽しく食について
学んでいる。

園児は楽しく食につい
て学んでいるので、継
続して実施をする。

継続

地域栄養士会によるエプ
ロンシアターを公立７保
育園で実施した。

地域栄養士会によるエプ
ロンシアターを公立７保
育園で実施した。

地域栄養士会によるエプ
ロンシアターを公立7保
育園で実施した。

地域栄養士会によるエプ
ロンシアターを公立７保
育園で実施した。

地域栄養士会によるエプ
ロンシアターを公立７保
育園で実施した。

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

１－（２）
－イ－⑦

食生活改善推進員協議会
の活動支援

健康づくりを支援するた
めに食生活改善推進員協
議会を育成し、活動を支
援する。

実施中 4

　市民が自分で健
康づくりを実践で
きるよう、健康づ
くりのための定例
実習において学習
の機会を設定。メ
タボ予防料理教室
などの講習会を開
催し、会員及び市
民の健康づくりに
努めている。会員
の高齢化により、
今後の活動は継続
のみで、拡大する
ことは難しい。

　今後も引き続き、市
民の健康づくりを支援
するため、食生活改善
推進員協議会を育成
し、食育の普及や生活
習慣病予防等の料理講
習会等の活動支援を行
う。料理教室につい
て、市民への周知を行
う。

継続

健康づくりを支援するた
めに食生活改善推進員協
議会を育成し、活動を支
援した。定例会10回
183人参加。病態別調理
実習等の教室14回299
人参加。

　健康づくりを支援する
ために食生活改善推進員
協議会を育成し、活動を
支援した。定例会10
回：186人参加。病態別
調理実習などの教室14
回：318人参加。

　健康づくりを支援する
ために食生活改善推進員
協議会を育成し、活動を
支援する。
定例会10回：208人参
加。病態別調理実習等の
教室14回：326人参
加。

　健康づくりを支援する
ために食生活改善推進員
協議会を育成し、活動を
支援する。定例会１０
回：２０５人参加。病態
別調理実習等の教室1４
回：３２４人参加。

　健康づくりを支援する
ために食生活改善推進員
協議会を育成し、活動を
支援する。定例会１０
回：２１１人参加。病態
別調理実習等の教室1４
回：2９９人参加。

掲載あり

健康づくり活動団
体への支援

掲載あり 連携事業
保健セン
ター
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（２）
－イ－⑧

食事づくり等体験活動の
開催支援

食生活改善推進員協議会
の開催する調理実習（男
の料理教室、子ども食育
料理教室等）の活動支援
を行い、男性や子どもが
食事づくりに参加する機
会を設ける。

実施中 4

　男性や子どもが
食事づくりに参加
できる機会を設
け、誰でも食を通
じた自分の健康づ
くりができるよう
な機会を提供する
ことが今後も重要
である。

　今後も引き続き、男
性や子どもが食事づく
りに参加できる料理講
習会を開催する。ま
た、教室について、市
民への周知を行う。 継続

男の料理講習会２回31
人、子ども食育料理教室
2回62人。

食生活改善推進員協議会
の開催する調理実習（男
の料理講習会、子ども食
育料理教室等）の活動支
援を行い、男性や子供が
食事づくりに参加する機
会を設けた。男の料理講
習会２回：43人、子ど
も食育料理教室2回：66
人。

　食生活改善推進員協議
会の開催する調理実習
（男の料理講習会、子ど
も食育料理教室等）の活
動支援を行い、男性や子
供が食事づくりに参加す
る機会を設ける。男の料
理講習会2回：36人、子
ども食育料理教室2回：
72人。

　食生活改善推進員協議
会の開催する調理実習
（男の料理講習会、子ど
も食育料理教室等）の活
動支援を行い、男性や子
供が食事づくりに参加す
る機会を設ける。男の料
理講習会２回：３１人、
子ども食育料理教室2
回：６５人。

　食生活改善推進員協議
会の開催する調理実習
（男の料理講習会、子ど
も食育料理教室等）の活
動支援を行い、男性や子
供が食事づくりに参加す
る機会を設ける。男の料
理講習会２回：３５人、
子ども食育料理教室2
回：６７人。

掲載あり

健康づくり活動団
体への支援

掲載あり 連携事業
保健セン
ター

１－（２）
－イ－⑧

食事づくり等体験活動の
開催支援

食生活改善推進員協議会
の開催する調理実習（男
の料理教室、子ども食育
料理教室等）の活動支援
を行い、男性や子どもが
食事づくりに参加する機
会を設ける。

実施中 4

食育を推進する上
でも体験活動は重
要である。

安全を確保しながら、
更に内容を充実させて
いく。

継続

調理保育・野菜の栽培収
穫調理体験・季節の野草
等の収穫調理体験・保育
園給食の下処理手伝いを
継続して実施した。（通
年実施）

調理保育・野菜の栽培収
穫調理体験・季節の野草
等の収穫調理体験・保育
園給食の下処理手伝いを
継続して実施した。（通
年実施）

調理保育・野菜の栽培収
穫調理体験・季節の野草
等の収穫調理体験・保育
園給食の下処理手伝いを
継続して実施した。（通
年実施）

調理保育・野菜の栽培収
穫調理体験・季節の野草
等の収穫調理体験・保育
園給食の下処理手伝いを
継続して実施した。（通
年実施）

調理保育・野菜の栽培収
穫調理体験・季節の野草
等の収穫調理体験・保育
園給食の下処理手伝いを
継続して実施した。（通
年実施）

掲載なし 掲載あり 連携事業
子育て支
援課

１－（２）
－イ－⑨

保健、教育等の連携の推
進

保健、教育の連携により
食に関する学習機会や情
報の提供を進める。

実施中 4

　食育ネットワー
ク会議を通じて、
学校と連携し、食
育に関する情報提
供を行っている。
出前講座等で、学
校保健委員会や保
育園からの要請に
より、食事バラン
ス等の講義等を
行っている。

　今後も引き続き、食
に関する情報の収集に
努めていく。

継続

保健、教育の連携により
食に関する学習機会や情
報の提供を進めた。朝食
や夕食、おやつの摂り方
などを学習し指導してい
く。

保健、教育の連携により
食に関する学習機会や情
報の提供を進めた。朝食
や夕食、おやつの摂り方
などを学習し指導した。

　保健、教育の連携によ
り食に関する学習機会や
情報の提供を進める。朝
食や夕食、おやつの摂り
方などを学習し指導し
た。

保健、教育の連携により
食に関する学習機会や情
報の提供を進めた。

保健、教育の連携により
食に関する学習機会や情
報の提供を進めた。

掲載なし 掲載あり 連携事業
保健セン
ター

１－（２）
－イ－⑨

保健、教育等の連携の推
進

保健、教育の連携により
食に関する学習機会や情
報の提供を進める。

実施中 4

・食に関する授業
のさらなる充実

養護教員部会、栄養教
諭・栄養職員におい
て、授業へ関わりを推
進する研修会の実施す
る。 継続

養護教員部会、栄養教
諭・栄養職員において、
授業への積極的な関わり
を推進する研修会を実施
した。研修会において、
各学校の実践例を持ち寄
り、意識の向上を図っ
た。

保健、教育の連携により
食に関する学習機会や情
報の提供を進めた。

保健、教育の連携により
食に関する学習機会や情
報の提供を進めた。

保健、教育の連携により
食に関する学習機会や情
報の提供を進めた。

保健、教育の連携により
食に関する学習機会や情
報の提供を進めた。

掲載あり
保健、教育等の連
携の推進

掲載あり 連携事業 指導課

１－（２）
－イ－⑩

地産地消の推進

地域の農業団体等との連
携により、市内の農家が
生産した農作物の学校給
食への活用を進める。

実施中 4

地場産品を利用し
た食育の推進や郷
土教育が図られ
る。
課題としては、生
産者（農家）の高
齢化により契約農
家数が減少してい
る。

地元の農業や食に対す
る児童生徒の興味関心
を高めるため、学校給
食に地元食材を利用し
た献立を取り入れる。
課題に対しては、契約
農家数を増加するた
め、農家に働きかけを
行う。

継続

地元食材を積極的に活用
した献立を学校給食に取
り入れた。23校。

地元食材を積極的に活用
した献立を学校給食に取
り入れた。23校実施。

地元食材を積極的に活用
した献立を学校給食に取
り入れた。23校

　地元食材を積極的に活
用した献立を学校給食に
取り入れた。２３校

　地元食材を積極的に活
用した献立を学校給食に
取り入れた。２３校

掲載あり
学校給食における
地場産野菜の積極
的活用

掲載なし 学務課

ウ　思春期保健対策の充実

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

１－（２）
－ウ－①

思春期保健相談体制支援
事業（再掲）

学童期・思春期における
心の問題について、相談
体制の充実を図る。

実施中 2

電話や面接などの
健康相談の中で対
応しているが、相
談者が少ないのが
現状。

学童期や思春期の心の
相談について、病院の
照会や受診勧奨など実
施しているが、継続し
た相談を受けて行くこ
とが困難である。学童
期などの相談について
は、家庭児童相談員や
教育相談センターなど
と連携しながら引き続
き行っていく。

継続

健康相談の中で対応予定
だったが、希望者がいな
かった。

健康相談の中で対応予定
だったが、希望者がいな
かった。

電話相談の中で対応し、
3件の相談があった。

電話相談の中で対応し、
３件の相談があった。

電話相談　４件
家庭訪問　１件

掲載あり
思春期保健相談体
制支援事業（再
掲）

掲載あり 推進・管理事業
保健セン
ター

１－（２）
－ウ－①

思春期保健相談体制支援
事業（再掲）

学童期・思春期における
心の問題について、相談
体制の充実を図る。

実施中 5

不登校児童生徒の
支援や生育環境の
課題に対して、個
別的なきめ細かい
対応を図ってい
る。相談件数は
年々増加傾向にあ
る。

引き続き学校等と連携
し、教育相談体制の充
実に努めていくととも
に、相談件数の推移を
見ながら相談員の増員
についても検討してい
く。

継続

教育相談室に教育相談員
３人と学校カウンセラー
２人を配置し、特に学童
期･思春期における心の
問題について電話や来談
による相談体制の充実を
図った。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
2人を配置し、特に学童
期･思春期における心の
問題について電話や来談
による相談体制の充実を
図った。

教育相談室に教育相談員
4人と学校カウンセラー
2人を配置し、特に学童
期･思春期における心の
問題について電話や来談
による相談体制の充実を
図った。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人を配置し、特に学童
期･思春期における心の
問題について電話や来談
による相談体制の充実を
図った。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人を配置し、特に学童
期･思春期における心の
問題について電話や来談
による相談体制の充実を
図った。

掲載あり

思春期保健相談体
制支援事業

掲載あり 推進・管理事業
教育相談
センター
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（２）
－ウ－②

教育相談事業の充実（再
掲）

教育相談員の配置を見直
し、学校カウンセラー等
との連携を一層密にし、
教育相談の充実を図る。

実施中 4

教育相談室に教育
相談員４人と学校
カウンセラー２人
を配置し、児童生
徒及び保護者から
の不登校やいじめ
等の悩みについて
の相談活動を展開
した。相談員の活
動時間を1時間延長
し、7時間とした結
果、相談件数は前
年度比約１．５倍
の３７３１件で
あった。

引き続き学校等と連携
し、教育相談体制の充
実に努めていくととも
に、相談件数の推移を
見ながら相談員の増員
についても検討してい
く。

継続

教育相談室に教育相談員
３人と学校カウンセラー
２人、全中学校にさわや
か相談員、中学校区にス
クールカウンセラー、全
小学校に子どもと親の相
談員を配置し、児童生徒
及び保護者からの不登校
やいじめ等の悩みについ
ての相談活動を展開し
た。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人、全中学校にさわや
か相談員、中学校区にス
クールカウンセラー、全
小学校に子どもと親の相
談員を配置し、児童生徒
及び保護者からの不登校
やいじめ等の悩みについ
ての相談活動を展開し
た。

教育相談室に教育相談員
4人と学校カウンセラー
2人、全中学校にさわや
か相談員、中学校区にス
クールカウンセラー、全
小学校に子どもと親の相
談員を配置し、児童生徒
及び保護者からの不登校
やいじめ等の悩みについ
ての相談活動を展開し
た。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人、全中学校にさわや
か相談員、中学校区にス
クールカウンセラー、全
小学校に子どもと親の相
談員を配置し、児童生徒
及び保護者からの不登校
やいじめ等の悩みについ
ての相談活動を展開し
た。なお、よりきめ細か
な相談活動を展開するた
め、さわやか相談員の活
動時間を1時間延長し、
7時間とした。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人、全中学校にさわや
か相談員、中学校区にス
クールカウンセラー、全
小学校に子どもと親の相
談員を配置し、児童生徒
及び保護者からの不登校
やいじめ等の悩みについ
ての相談活動を展開し
た。

掲載あり

教育相談事業の充
実

掲載あり 推進・管理事業
教育相談
センター

１－（２）
－ウ－③

学校カウンセリング研修
事業

学校カウンセリングの研
修会を受講し、教員とし
て必要な生徒指導・教育
相談の理論や技法を習得
し、教育活動に活かせる
実践力の向上を図る。

実施中 5

学校カウンセリン
グ中級研修会は生
徒指導・教育相談
研修会に名称を変
更し、夏季休業日
を中心に、これま
でよりも実践的な
研修を行った。参
加教員の生徒指導･
教育相談の理論や
技法の習得を目指
すとともに、教育
活動における実践
的、組織的な技量
の向上を図った。

研修受講者が着実にカ
ウンセリングのスキル
を身に付け、次代の指
導者となって後進を育
成するシステムを構築
する。

継続

学校カウンセリング中級
研修会を夏季休業日中心
に実施し、参加教員の生
徒指導･教育相談の理論
や技法の習得を果たし、
教育活動上の実践力向上
を図った。

（平成24年度から生徒
指導・教育相談研修事業
に名称変更）
学校カウンセリング中級
研修会を夏季休業日中心
に実施し、参加教員の生
徒指導･教育相談の理論
や技法の習得を果たし、
教育活動上の実践力向上
を図った。

（平成24年度から生徒
指導・教育相談研修事業
に名称変更）
学校カウンセリング中級
研修会を夏季休業日中心
に実施し、参加教員の生
徒指導･教育相談の理論
や技法の習得を果たし、
教育活動上の実践力向上
を図った。

学校カウンセリング中級
研修会は生徒指導・教育
相談研修会に名称を変更
し、夏季休業日を中心
に、これまでよりも実践
的な研修を行った。参加
教員の生徒指導･教育相
談の理論や技法の習得を
目指すとともに、教育活
動における実践的、組織
的な力量の向上を図っ
た。

学校カウンセリング中級
研修会は生徒指導・教育
相談研修会に名称を変更
し、夏季休業日を中心
に、実践的な研修を行っ
た。参加教員の生徒指
導･教育相談の理論や技
法の習得を目指すととも
に、教育活動における実
践的、組織的な力量の向
上を図った。

掲載あり

学校カウンセリン
グ研修事業

掲載なし
教育相談
センター

エ　小児医療の確保

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

１－（２）
－エ－①

小児救急医療支援事業

夜間や休日においても小
児科医を確保する体制を
構築するため、「小児病
院群輪番制」の参加病院
に対し運営費の一部を補
助し、小児医療の充実を
図る。

実施中 5

埼玉病院が１年３
６５日全ての日で
当番を実施してい
るほか、富士見市
のイムス富士見総
合病院が平成２４
年１１月より朝霞
地区の輪番制に参
加することとな
り、朝霞地区の小
児救急は、救急指
定病院２か所によ
る年間完全実施の
輪番となり、当番
実施率１００％を
達成している。

全国的に小児科医の慢
性的な不足が問題視さ
れおり、当番実施率は
１００％を達成してい
るものの、小児救急医
療体制は依然、予断を
許さない脆弱な状況に
ある。今後、初期救急
医療体制のより一層の
充実を図り、二次救急
医療を担う病院の負担
を減らす取組が必要で
あると考える。

継続

夜間や休日において小児
科医を確保する「小児病
院群輪番制」の参加病院
に対して運営費の一部を
補助し、小児医療の充実
を図った。・朝霞４市
で、3病院が実施。受診
者数8,301人（集計中）
（新座市の受診者数
1,783人（集計
中））。・新座市分補助
金1,280,414円。

夜間や休日において小児
科医を確保する「小児病
院群輪番制」の参加病院
に対して運営費の一部を
補助し、小児医療の充実
を図った。
・朝霞４市で、3病院が
実施。受診者数8,301名
（集計中）（新座市の受
診者数1,783名（集計
中）。
・新座市分補助金
1,280,414円。

夜間や休日において小児
科医を確保する「小児病
院群輪番制」の参加病院
に対して運営費の一部を
補助し、小児医療の充実
を図った。
・朝霞地区管内6市一町
で、3病院が実施。受診
者数15,996人（新座市
の受診者数3,193人）。
・新座市分補助金
2,473,412円。

夜間や休日において小児
科医を確保する「小児病
院群輪番制」の参加病院
に対して運営費の一部を
補助し、小児医療の充実
を図った。朝霞地区管内
６市一町で、２病院が実
施。受診者数２２，３８
６名（新座市の受診者数
４，３１９名）。・新座
市分補助金2,437,717
円

夜間や休日において小児
科医を確保する「小児病
院群輪番制」の参加病院
に対して運営費の一部を
補助し、小児医療の充実
を図った。朝霞地区管内
６市一町で、２病院が実
施。新座市分補助金2,4
４２,２３５円 掲載あり

小児救急医療支援
事業

掲載あり 推進・管理事業
保健セン
ター

１－（２）
－エ－②

救急医療対策協議会

保健所（県）が主催する
救急医療対策協議会に委
員として職員を派遣す
る。

未実施 3

平成２５年度の開
催はなし。
休日・夜間診療所
の設置や深刻化す
る医師不足、医療
のコンビニ化と
いった深刻な諸問
題についてどう取
り組んでいくかが
課題である。

平成２６年１２月に南
西部地域保健医療協議
会在宅医療専門部会
（朝霞保健所）主催の
研修会を予定してい
る。 継続

平成23年３月に県南西
部消防本部と合同会議を
開催。

平成２３年３月に県南西
部消防本部と合同会議を
開催。

平成24年度は開催な
し。

平成２５年度は開催な
し。

平成２６年度は開催な
し。

掲載あり
救急医療対策協議
会

掲載なし
保健セン
ター

１－（２）
－エ－③

医療情報の提供
広報及びホームページを
通じて休日診療・救急病
院等の情報提供を行う。

実施中 4

広報及びホーム
ページを通じて休
日診療・救急病院
等の情報提供を
行った。
通常の情報提供に
加え、年末年始や
お盆期間等の連休
時の情報も提供し
ている。

引き続き広報及びホー
ムページを通じて休日
診療・救急病院等の情
報提供を実施してい
く。また、ツイッター
などのＳＮＳの活用も
行う。

継続

広報及びホームページを
通じて休日診療・救急病
院等の情報提供を行っ
た。

広報及びホームページを
通じて休日診療・救急病
院等の情報提供を行っ
た。

広報及びホームページを
通じて休日診療・救急病
院等の情報提供を行う。

広報及びホームページを
通じて休日診療・救急病
院等の情報提供を行う。

広報及びホームページを
通じて休日診療・救急病
院等の情報提供を行う。

掲載あり 医療情報の提供 掲載あり 推進・管理事業
保健セン
ター
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（２）
－エ－④

こども医療費の助成（再
掲）

子どもが必要とする医療
を容易に受けられるよう
にするため、子どもが医
療機関にかかった際に窓
口で支払う保険診療の自
己負担分を助成する。

実施中 4

対象年齢を高校３
年生まで拡大した
ことにより福祉の
向上が図られた。
さらに利用者の利
便性を充実させる
ために、現物給付
の更なる地域拡大
が必要。

現物給付の拡大につい
て、引き続き埼玉県に
要望する。

継続

平成22年10月診療分か
ら通院費を小学校６年生
まで拡大。

こどもが必要とする医療
を容易に受けられるよう
にするため、こどもが医
療機関にかかった際に窓
口で支払う保険診療の自
己負担分を助成し、平成
23年10月診療分から通
院費を中学校３年生まで
拡大した。
　支給件数　273,175
人
　補助額
470,228,112円

こども（中学校3年生ま
で）が必要とする医療を
容易に受けられるように
するため、こどもが医療
機関にかかった際に窓口
で支払う保険診療の自己
負担分の医療費を支給し
た。
支給件数　305,263件
支給額
521,098,821円

こども（18歳となる年
の年度末まで）が必要と
する医療を容易に受けら
れるようにするため、こ
どもが医療機関にかかっ
た際に窓口で支払う保険
診療の自己負担分の医療
費を支給した。
支給件数　317,631件
支給額
550,363,577件

　こども（18歳となる
年の年度末まで）が必要
とする医療を容易に受け
られるようにするため、
こどもが医療機関にか
かった際に窓口で支払う
保険診療の自己負担分の
医療費を支給した。
支給件数　332,321件
支給額
592,411,071件

掲載あり

子ども医療費の助
成

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

（３）要支援児童への対応などきめ細かな取組

ア　児童虐待防止対策の充実

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

１－（３）
－ア－①

新座市要保護児童対策地
域協議会

要保護児童を支援するた
め、福祉・保健・医療・
教育・警察など関係機関
が連携し、要保護児童対
策地域協議会を設置し、
子どもや家族への援助の
方法や対策を協議し対応
を図る。

実施中 5

虐待防止啓発の効
果もあり、虐待通
報は増加傾向。関
係機関での連携も
より密なものとし
て虐待ケースに臨
む必要がある。

関係機関を対象に研修
（年２回）を実施。資
質向上に努める。

継続

代表者会議２回（うち１
回はCAP研修）、実務者
会議４回、個別ケース検
討会議46回実施。

代表者会議2回（うち1
回はCAP研修）、実務者
会議5回（臨時会議
含）、個別ケース検討会
議6７回、研修会１回実
施。

代表者会議2回（うち1
回はCAP研修）、実務者
会議12回、個別ケース
検討会議123回、研修会
1回実施。

代表者会議２回（うち１
回はCAP研修）
実務者会議12回
個別ケース検討会議91
回
研修会１回

代表者会議２回（うち１
回はCAP研修）
実務者会議12回
個別ケース検討会議74
回
研修会１回 掲載あり

関係機関との連携
による児童虐待防
止体制の充実

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

１－（３）
－ア－②

緊急一時保護

緊急一時保護が必要な児
童に対し調査を実施し、
必要と認められる場合、
児童相談所に通告を行
う。

実施中 4

児童相談所に通告
を行うほか、必要
に応じ児童相談所
と連携して対応し
ている。

今後も必要に応じ、児
童相談所と連携し対応
していく。

継続

なんらかの理由で緊急一
時保護が必要な児童に対
し調査を実施し、必要と
認められる場合児童相談
所に通告した。保護件数
44件

なんらかの理由で緊急一
時保護が必要な児童に対
し調査を実施し、必要と
認められる場合児童相談
所に通告した。
保護件数41件

なんらかの理由で緊急一
時保護が必要な児童に対
し調査を実施し、必要と
認められる場合児童相談
所に通告した。
保護件数31件

緊急一時保護が必要な児
童に対し調査を実施し、
必要と認められる場合、
児童相談所に通告した。
　保護延べ件数32件

緊急一時保護が必要な児
童に対し調査を実施し、
必要と認められる場合、
児童相談所に通告した。
　保護延べ件数24件

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

１－（３）
－ア－③

児童相談の充実（再掲）

家庭における適切な児童
の養育と、養育に関連し
て発生する児童の問題の
解決を図るため、家庭児
童の福祉に関して専門的
に相談、指導に当たる。

実施中 5

児童及び子育て家
庭の福祉に関し
て、専門的相談、
指導に当たってい
る。

相談の多様化が進んで
おり、担当の相談能力
の一層の向上が課題。

継続

電話又は来庁によって児
童の相談を受けた。新規
相談受付件数267件

電話又は来庁によって児
童の相談を受けた。
新規相談受付件数277件

電話又は来庁によって児
童の相談を受けた。
新規相談受付件数313件

電話又は来庁によって児
童の相談を受けた。
　新規相談受付件数276
件

電話又は来庁によって児
童の相談を受けた。
　新規相談受付件数259
件

掲載あり

児童福祉相談の充
実

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

１－（３）
－ア－③

児童相談の充実（再掲）

家庭における適切な児童
の養育と、養育に関連し
て発生する児童の問題の
解決を図るため、家庭児
童の福祉に関して専門的
に相談、指導に当たる。

実施中 4

近隣の子育て世代
家庭の育児相談を
受けることは、地
域に根ざした保育
園としての使命の
一つである。乳幼
児の保育につい
て、豊富な経験と
知識を有する公立
保育園園長が相談
業務を行うこと
は、子育て不安を
抱える保護者の支
援として重要な役
割を果たしてい
る。

子育て不安を抱える保
護者が、気軽に保育園
を訪れることができる
よう環境整備を図る。
地域の保育園で児童相
談を実施していること
の広報・啓発を促進す
る。

継続

公立保育園の園長が、主
に乳幼児の保護者の育児
の悩みや相談に応じた。
平日の午後１時30分か
ら４時に実施した。

公立保育園の園長が、主
に乳幼児の保護者の育児
の悩みや相談に応じた。
平日の午後１時30分か
ら４時に実施した。

公立保育園の園長が、主
に乳幼児の保護者の育児
の悩みや相談に応じた。
平日の午後1時30分から
4時に実施した。

公立保育園の園長が、主
に乳幼児の保護者の育児
の悩みや相談に応じた。

公立保育園の園長が、主
に乳幼児の保護者の育児
の悩みや相談に応じた。

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

19



次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（３）
－ア－④

家庭児童相談室（再掲）

家庭における適切な児童
の養育と、養育に関連し
て発生する児童の問題の
解決を図るため、家庭児
童の福祉に関して専門的
に相談・指導に当たる。
さらに、必要があれば専
門機関への紹介も行う。

実施中 5

電話または来庁に
よって児童の相談
を受け、助言及び
指導を行ってい
る。

更にきめ細やかな相談
に対応できるよう体制
の充実を図る。

継続

家庭における適切な児童
の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決
を図るため、家庭児童の
福祉に関して相談を受け
た。相談件数延べ2,810
件

家庭における適切な児童
の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決
を図るため、家庭児童の
福祉に関して相談を受け
た。相談件数延べ3,217
件

家庭における適切な児童
の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決
を図るため、家庭児童の
福祉に関して相談を受け
た。相談件数延べ4,485
件

家庭における適切な児童
の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決
を図るため、家庭児童の
福祉に関して相談を受け
た。
　相談件数延べ6,801件

家庭における適切な児童
の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決
を図るため、家庭児童の
福祉に関して相談を受け
た。
　相談件数延べ7,187件

掲載あり

家庭児童相談室の
充実

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

１－（３）
－ア－⑤

乳幼児相談の充実（再
掲）

保健師と栄養士・歯科衛
生士で実施しているが、
利用者が気軽に相談でき
るよう、利便性を考慮
し、周知方法等を工夫し
ながら推進する。

実施中 4

利用者数は年々減
少傾向であった
が、平成２４年度
に予約制から直接
来所制へ変更した
ところ増加してい
る。乳幼児健診な
どで、体格や発達
に心配のある乳幼
児の経過観察と体
格測定や栄養士、
歯科衛生士などに
相談ができる場と
なっている。

今後も利用者が気軽に
相談できるよう、周知
方法等工夫していく。

継続

保健センターで、保健
師・栄養士・歯科衛生士
により、月１回ずつ実
施。電話での予約制で、
延べ677人が来所した。

保健センターで、保健
師・栄養士・歯科衛生士
により、月1回ずつ実
施。
電話での予約制で、延べ
671人が来所した。

保健センターで、保健
師・栄養士・歯科衛生士
により、月1回ずつ実
施。
延べ839人が来所した。

保健センターで、保健
師・栄養士・歯科衛生士
により、月１回ずつ実
施。延べ８９２人が来所
した。

保健センターで、保健
師・栄養士・歯科衛生士
により、月１回ずつ実
施。延べ７７９人が来所
した。

掲載あり
乳幼児相談の充実
（再掲）

掲載あり 推進・管理事業
保健セン
ター

１－（３）
－ア－⑥

地域子育て支援拠点事業
（再掲）

子育て家庭への集いの場
の提供、交流の促進、子
育てに関する相談及び援
助、地域の子育て情報の
提供、講習の実施等を行
う「地域子育て支援セン
ター」及び「つどいの広
場」を設置する。

実施中 4

小学校区に１ヵ所
の設置を目指し、
現在１３ヵ所の拠
点が市内にバラン
スよく設置されつ
つあるが、東北地
域への設置及び更
なる内容の充実を
図っていくことが
望ましい。

東北地域に地域子育て
支援拠点が設置できる
よう働き掛けていくと
ともに、多課と積極的
に連携し、内容の充実
を図っていく。

継続

ＮＰＯ法人等に運営委託
し、地域子育て支援セン
ターを８か所（新堀保育
園、栄保育園、旧大和田
交番、山びこ保育園、す
ぎのこ保育園、すこやか
保育園、光第二保育園、
横田保育園）、つどいの
広場を１か所（児童セン
ター内）に設置した。ま
た、出前地域子育て支援
センターを２か所（栗原
公民館、生涯学習セン
ター）で実施した。

ＮＰＯ法人等に運営委託
し、地域子育て支援セン
ターを８か所（新堀保育
園、栄保育園、旧大和田
交番、山びこ保育園、す
ぎのこ保育園、すこやか
保育園、光第二保育園、
横田保育園）で実施し
た。ＮＰＯ法人に運営委
託し、つどいの広場を１
か所（児童センター内）
に設置した。
また、出前地域子育て支
援センターを実施した。

ＮＰＯ法人等に運営委託
し、地域子育て支援セン
ターを10か所（新堀保
育園、栄保育園、旧大和
田交番、山びこ保育園、
すぎのこ保育園、すこや
か保育園、光第二保育
園、横田保育園、白梅第
二保育園、竹の子保育
園）で実施した。ＮＰＯ
法人に運営委託し、つど
いの広場を1か所（児童
センター内）で実施し
た。
また、出前地域子育て支
援センターを実施した。

ＮＰＯ法人等に運営委託
し、地域子育て支援セン
ターを10か所（新堀保
育園、栄保育園、旧大和
田交番、山びこ保育園、
すぎのこ保育園、すこや
か保育園、光第二保育
園、横田保育園、白梅第
二保育園、竹の子保育
園）で実施した。ＮＰＯ
法人に運営委託し、つど
いの広場を１か所（児童
センター内）で実施し
た。

ＮＰＯ法人等に運営委託
し、地域子育て支援セン
ターを12か所（新堀保
育園、栄保育園、旧大和
田交番、山びこ保育園、
すぎのこ保育園、すこや
か保育園、光第二保育
園、横田保育園、白梅第
二保育園、竹の子保育
園、新座どろんこ保育
園、けやきの森保育園栗
原園）で実施した。ＮＰ
Ｏ法人に運営委託し、つ
どいの広場を１か所（児
童センター内）で実施し
た。

掲載あり
地域子育て支援セ
ンターの充実

掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

子育て支
援課

１－（３）
－ア－⑦

ＣＡＰプログラムの実施

いじめや虐待などの暴力
から身を守る方法を実践
的に学ぶためのＣＡＰプ
ログラムを実施する。

実施中 5

要保護児童対策地
域協議会を構成す
る関係機関を対象
に実施。関係機関
の資質向上に努め
た。

要保護児童対策地域協
議会関係機関への周知
をさらに図る。

継続

新座市要保護児童対策地
域協議会の構成員を対象
に大人向けＣＡＰ研修を
実施。参加者26人。

新座市要保護児童対策地
域協議会の構成員を対象
に大人向けＣＡＰ研修を
実施。参加者32人。

新座市要保護児童対策地
域協議会の構成員を対象
に大人向けＣＡＰ研修を
実施。参加者40人。

新座市要保護児童対策地
域協議会の構成員を対象
に大人向けＣＡＰ研修を
実施。
　参加者55人

新座市要保護児童対策地
域協議会の構成員を対象
に大人向けＣＡＰ研修を
実施。
　参加者5３人 掲載あり

関係機関との連携
による児童虐待防
止体制の充実

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

イ　ひとり親家庭等の自立支援の推進

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

１－（３）
－イー①

児童扶養手当
ひとり親家庭に対して、
児童扶養手当の支給を行
う。

実施中 5

ひとり親家庭等に
対して、児童扶養
手当の支給を行っ
た。

引き続き、ひとり親家
庭等に対して生活の安
定や自立を促進するこ
と目的として児童扶養
手当を支給していく。

継続

ひとり親家庭等に対し
て、児童扶養手当の支給
を行った。なお、平成２
２年８月から父子家庭も
対象となった。
受給者数 　1,040人
支給額
466,193,770円

ひとり親家庭等に対し
て、児童扶養手当の支給
を行った。
受給者数　1,030人
支給額
489,869,380円

ひとり親家庭等に対し
て、児童扶養手当の支給
を行った。
受給者数　1,002人
支給額
485,200,120円

ひとり親家庭等に対して
児童扶養手当の支給を
行った。
受給者数
1,014人
支給額
483,407,650円

ひとり親家庭等に対して
児童扶養手当の支給を
行った。
受給者数
989人
支給額
481,272,080円

掲載あり
児童扶養手当の支
給

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

１－（３）
－イ－②

ひとり親家庭等医療費
ひとり親家庭に対して、
医療費の支給を行う。

実施中 5

ひとり親家庭等に
対して、医療費の
支給を行った。

引き続き、ひとり親家
庭等に対して、安定し
た
日常生活を送ることが
できるよう、医療費を
支給
する。

継続

ひとり親家庭等に対して
医療費の支給を行った。
支給件数　14,184件
支給額
35,174,557円

ひとり親家庭等に対し
て、医療費の支給を行っ
た。
　支給件数　13,230件
　支給額
34,318,014円

ひとり親家庭等に対し
て、医療費の支給を行っ
た。
　支給件数　20,372件
　支給額
48,207,895円

ひとり親家庭等に対し
て、医療費の支給を行っ
た。
支給件数        23,814
件
支給額    55,884,324
円

ひとり親家庭等に対し
て、医療費の支給を行っ
た。
支給件数        23,792
件
支給額   55,327,691
円

掲載あり

ひとり親家庭等医
療費

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（３）
－イ－③

女性・母子相談

女性・母子（ひとり親家
庭含む）に関する相談に
応じ、助言指導や関係機
関の紹介などを行う。

実施中 5

他機関との連携が
不可欠である。

相談ニーズに応じ他機
関との連携を図ってい
く。

継続

相談件数108件 相談件数115件 ひとり親家庭に関する相
談に応じ、助言指導や関
係機関の紹介などを行っ
た。
相談件数　142件

相談件数113件 相談件数２４６件

掲載あり

ひとり親家庭等支
援の実施

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

１－（３）
－イ－④

母子生活支援施設入所

保護の必要が認められる
（自立が困難等）母子家
庭又は母子に準じる家庭
に対して入所を行う。

実施中 5

保護の必要が認め
られる（自立が困
難等）家庭に入所
支援を行ってい
る。

今年も必要時対応して
いく。

継続

利用件数０件 利用件数０件 保護が認められる（自立
が困難等）母子家庭又は
母子に準じる家庭に対し
て入所を行う。入所が適
切な方法と判断された場
合に適用した。1件

利用件数１件 利用件数１件

掲載あり

母子生活支援施設
入所委託の実施

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

１－（３）
－イ－⑤

ひとり親家庭児童就学支
度金（県事業）

中学校に就学予定の児童
を扶養するひとり親家庭
に対して、申請に基づき
支給する。

実施中 5

県の事業で、経由
事務。児童扶養手
当現況届出時に申
請書を手渡してい
る。また、広報や
ホームページを通
じて申請を周知
し、学校を通じて
申請書を配布して
いる。

引き続き周知に努めて
いく。

継続

翌年度中学校に入学する
児童に１万円の就学支度
金を支給する県の事業。
30件に支給。

翌年度中学校に入学する
児童に1万円の就学支度
金を支給する県の事業。
27件に支給。

翌年度中学校に入学する
児童に1万円の就学支度
金を支給する県の事業。
19件に支給。

翌年度中学校に入学する
児童に１万円の就学支度
金を支給する県の事業。
２３件に支給。

翌年度中学校に入学する
児童に１万円の就学支度
金を支給する県の事業。
３１件に支給。

掲載なし 掲載なし
児童福祉
課

１－（３）
－イ－⑥

母子・寡婦福祉資金貸付
（県事業）

母子家庭の母及び寡婦の
経済的自立や、扶養して
いる子どもの福祉増進の
ために必要な資金の貸付
を行う。

実施中 5

県の事業で、経由
事務。

引き続き広報やホーム
ページ、相談の機会を
通じて制度を周知して
いく。

継続

【実績】計　23件
修学資金　10件、就学
支度資金　８件
技能習得資金　２件、生
活資金　３件

県の事業
修学資金15件、就学支
度資金18件
技能習得資金　0件、生
活資金0件
計　34件

県の事業
修学資金　14件、就学
支度資金　17件　修業
資金　2件、転宅資金
3件、就職支度　1件
計　37件

県の事業
修学資金 　　14件
就学支度資金 15件
技術習得資金   3件
生活資金   　　2件
住宅支度   　　1件
合計　　　  ３５件

県の事業
修学資金 　　5件
就学支度資金 6件
修業資金       1件
合計　　　１２件 掲載なし 掲載なし

児童福祉
課

１－（３）
－イ－⑦

ＪＲ通勤定期乗車券の割
引制度

児童扶養手当の受給世帯
員に対し、ＪＲ通勤定期
乗車券の割引制度を利用
する際に必要となる「特
定者資格証明書」及び
「特定者用定期乗車券購
入証明書」を発行する。

実施中 4

児童扶養手当の受
給世帯員に対し、
ＪＲ通勤定期乗車
券の割引制度を利
用する際に必要と
なる「特定者資格
証明書」及び「特
定者用定期乗車券
購入証明書」を発
行した。

引き続き、児童扶養手
当の受給者に対して、
自立の促進することを
目的として「特定者資
格証明書」及び「特定
者用定期乗車券購入証
明書」を発行する。 継続

児童扶養手当の受給世帯
員に対し、ＪＲ通勤定期
乗車券の割引制度を利用
する際に必要となる「特
定者資格証明書」及び
「特定者用定期乗車券購
入証明書」を発行した。
発行件数　特定者資格証
明書　18件
特定者用定期乗車券購入
証明　　59件

児童扶養手当の受給世帯
員に対し、JR通勤定期
乗車券の割引制度を利用
する際に必要となる「特
定者資格証明書」及び
「特定者用定期乗車券購
入証明書」を発行した。
発行件数
特定者資格証明書
13件
特定者定期乗車券購入証
明36件

児童扶養手当の受給世帯
員に対し、JR通勤定期
乗車券の割引制度を利用
する際に必要となる「特
定者資格証明書」及び
「特定者用定期乗車券購
入証明書」を発行した。
発行件数 特定者資格証明
書13件
特定者定期乗車券購入証
明29件

児童扶養手当の受給世帯
員に対し、JR通勤定期
乗車券の割引制度を利用
する際に必要となる「特
定者資格証明書」及び特
定者定期乗車券購入証明
書」を発行した。
発行件数
特定者資格証明書  12件
特定者定期乗車券購入証
明    34件

児童扶養手当の受給世帯
員に対し、JR通勤定期
乗車券の割引制度を利用
する際に必要となる「特
定者資格証明書」及び特
定者定期乗車券購入証明
書」を発行した。
発行件数
特定者資格証明書  18件
特定者定期乗車券購入証
明    44件

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

１－（３）
－イ－⑧

ひとり親家庭親子のつど
い

ひとり親家庭に対してレ
クリエーションを実施
し、親子又はひとり親家
庭の相互交流と親睦を図
る。

実施中 3

参加申込者が少な
かったが、レクリ
エーション内容を
検討し、周知方法
もホームページや
広報等で呼び掛け
徐々に人数も増加
傾向となってい
る。

周知方法や他の行事と
の日程調整により、参
加希望者の増加を図
る。

継続

フライパンでできるピザ
作りを実施。３家庭８人
が参加。

フライパンでできるピザ
作りを実施。2家庭4人
が参加。

松ぼっくりツリーづくり
を実施。2家庭6人が参
加。

おしばなをラミネートで
加工しランチョンマット
やしおりづくりを実施。
５家庭14人が参加。

折り紙で、鍋敷きにもな
るかわいい小物入れや、
夏の思い出を飾れる写真
立てづくりを実施。
６家庭18人が参加。 掲載なし 掲載あり 推進・管理事業

児童福祉
課

１－（３）
－イ－⑨

新座市母子・父子及び寡
婦福祉会事務局

新座市母子・父子及び寡
婦福祉会の活動を支援す
る。

終了 廃止

会の運営費補助として
50,000円を支給した。

新座市母子・父子及び寡
婦福祉会補助金　０円
※会の活動が休止状態と
なり、補助金の交付申請
もなかったため。

新座市母子・父子及び寡
婦福祉会補助金　0円
※会の活動が休止状態と
なり、補助金の交付申請
もなかったため。

平成23年度から廃止 平成23年度から廃止

掲載なし 掲載なし
児童福祉
課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（３）
－イ－⑩

ひとり親家庭等児童夜間
養護事業（トワイライト
ステイ）

父親や母親の帰宅が仕事
などの都合で遅いため、
夕刻を一人で過ごしてい
るような家庭の児童を夕
方から夜にかけて預か
り、夕食や入浴を提供す
る。

実施中 1

協力者が少なく、
積極的に制度の案
内が出来ていない
現状。
広報紙を通じて協
力者の登録を呼び
かけている。

他機関で類似事業が実
施されていることや相
談ニーズの多様化、他
市の状況から、今後の
方向性を検討中。 見直し

協力（登録）家庭34世
帯、委託２世帯３人
利用日数　延べ250日

協力（登録）家庭35世
帯、委託1世帯1人
利用日数延べ41日

協力（登録）家庭35世
帯、委託0件

協力（登録）家庭35世
帯
委託0件

協力（登録）家庭35世
帯
委託0件

掲載なし 掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

児童福祉
課

１－（３）
－イ－⑪

母子自立支援プログラム
策定事業

児童扶養手当受給者の自
立を促進するため、母子
自立支援プログラム策定
員を設置し、個々の母子
家庭の実情に応じた自立
支援プログラムを策定す
る。さらに、必要に応じ
生活保護受給者等就労支
援事業を活用し、公共職
業安定所等と緊密に連携
しつつ、きめ細やかで確
実な就業・自立支援を行
う。

実施中 5

ひとり親家庭への
就業促進対策につ
いて、国も制度改
革を行っていると
ころである。

法改正などに迅速・柔
軟に対応することが必
要。

継続

母子自立支援プログラム
策定件数　30件

母子自立支援プログラム
策定件数　28件

母子自立支援プログラム
策定件数　24件

対象をひとり親家庭の父
にも拡大し、事業名を
「ひとり親自立支援プロ
グラム策定事業」に変更
した。

ひとり親自立支援プログ
ラム策定件数
14件

ひとり親自立支援プログ
ラム策定件数　４０件

掲載あり

ひとり親家庭就業
支援の実施

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

１－（３）
－イ－⑫

母子自立支援教育訓練給
付

雇用保険制度に基づく教
育訓練給付を受ける資格
の無い母子家庭の母に対
し、就職に必要な資格な
どを得るための教育訓練
講座受講費用の一部を負
担することによって資格
取得を支援する。

実施中 5

ひとり親家庭への
就業促進対策につ
いて、国も制度改
革を行っていると
ころである。

法改正などに迅速・柔
軟に対応することが必
要。

継続

講座指定申請　３件
給付金支給　　１件

講座指定申請　０件
給付金支給　　１件

講座指定申請　3件 給付
金支給　　1件

対象をひとり親家庭の父
にも拡大し、事業名を
「ひとり親家庭自立支援
教育訓練給付金事業」に
変更した。

ひとり親家庭自立支援教
育訓練給付
講座指定申請　０件
給付金支給　　１件
（24年度申請）

ひとり親家庭自立支援教
育訓練給付
講座指定申請　０件
給付金支給　　０件

掲載あり

ひとり親家庭就業
支援の実施

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

１－（３）
－イ－⑬

母子家庭高等技能訓練促
進費等給付

母子家庭の母の就労に直
結する高等技能資格取得
を促進するため、２年以
上養成機関などで修業す
る場合に生活を支援する
目的で促進費等を支給す
る。

実施中 5

ひとり親家庭への
就業促進対策につ
いて、国も制度改
革を行っていると
ころである。

法改正などに迅速・柔
軟に対応することが必
要。

継続

・訓練促進費支給件数
13件述べ141月
・修了一時金支給件数
２件
（取得中の資格　看護師
６件、准看護師１件、介
護福祉士３件、保育士１
件、作業療法士１件、検
査技師１件）

・訓練促進費支給件数
19件　延べ207月
・修了一時金支給件数
6件

・訓練促進費支給件数
15件述べ170月
　修了一時金支給件数
9件
（取得中の資格　看護師
4件、准看護師7件、介
護福祉士2件、作業療法
士1件、臨床検査技師1
件）

対象をひとり親家庭の父
にも拡大し、事業名を
「ひとり親家庭高等技能
訓練促進費等給付金事
業」に変更した。

ひとり親家庭高等技能訓
練促進費等給付
（取得中の資格　看護師
3件、准看護師3件、介
護福祉士1件、保育士2
件、作業療法士１件、鍼
灸師１件）
訓練促進費支給件数 11
件 延べ116月
修了一時金支給件数   5
件

ひとり親家庭高等技能訓
練促進費等給付
（取得中の資格　看護師
1件、准看護師5件、介
護福祉士・保育士1件、
鍼灸師1件）
訓練促進費支給件数　8
件 延べ84月
修了一時金支給件数   2
件

掲載あり

ひとり親家庭就業
支援の実施

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

ウ　障がいのある子どもへの施策の充実

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

１－（３）
－ウ－①

乳幼児健康診査の充実
（再掲）

乳幼児を対象に発育・発
達状況の確認と疾病の早
期発見及び育児不安の軽
減や解消を図るために実
施する。

実施中 4

３～４か月児、９～１０か月児
健診は、保健センターを会場に
実施し、平成２５年度からは、
市民会館での健診を再開し、１
歳６か月児健診は、保健セン
ターと市民会館、３歳児健診に
ついては、保健センターと市民
会館にふるさと新座館を新たに
加え3会場で実施している。各
健診の受診率は９０％を超えて
おり、２５年度に関しては、全
健診で前年度よりも受診率が伸
びている。ただ、各健診ともに
未受診者がおり、各地区担当保
健師が訪問等を実施している。
未受診者の中には、ほとんど健
診を受けていないケースもあ
り、受診につながっていない現
状がある。

成長発達段階における重要
な時期の乳幼児健診となっ
ているため、今後も周知、
受診勧奨に努め、疾病の早
期発見及び育児不安等の軽
減や解消、身体発育、精
神、運動機能の発達状況に
対する保護者への助言、支
援等も引き続き実施し、各
健診の高い受診率を維持し
ていきたい。　　また、事
後指導事業や他機関との連
携等により充実した支援を
図る。未受診者への対応に
ついては、訪問や電話、手
紙等の実施により各担当保
健師による全数把握に努め
つつ、必要時には、他機関
との連携、協力により把握
につながるよう努めていき
たい。

継続

保健センターを会場に、
３～４か月児、９～10
か月児、１歳６か月児、
３歳児を対象に健康診査
を実施した。回数は各健
診２回／月の96回／
年。受診者は３～４か月
児:1,362人（95.
８％）、９～10か月
児:1,389人
（93.3％）、１歳６か
月児:1,381人
（95.8％）、３歳
児:1,352人（90.８％）
であった。※（）内は受
診率

保健センターを会場に、
３～４か月児、9～10か
月児、１歳６か月児、３
歳児を対象に健康診査を
実施した。回数は各健診
２回／月の９６回／年。
受診者は３～４か月児:1,
３９４人(95.７％)、９
～１０か月児:1,3９６人
(9６.３％)、１歳６か月
児:1,483人(95.2％)、3
歳児:1,430人(9３.６％)
であった。　※（）内は
受診率

保健センターを会場に、
3～4か月児、9～10か
月児、1歳6か月児、３
歳児を対象に健康診査を
実施した。回数は各健診
2回／月の96回／年。受
診者は3～4か月
児:1,307人(95.3％)、9
～10か月児:1,357人
(94.0％)、1歳6か月
児:1,417人(95.2％)、3
歳児:1,420人(92.7％)
であった。※（）内は受
診率

保健センターを会場に、
３～４か月児、９～１０
か月児、１歳６か月児、
３歳児を対象に健康診査
を実施した。回数は各健
診２回／月の９６回／
年。受診者は３～４か月
児：１，３９０人（９
６．７％）、９～１０か
月児：１，３９８人（９
４．８％）、１歳６か月
児:１，３６２人（９６．
５％）、３歳児: １，４
５４人（９４．１％）で
あった。　※（）内は受
診率

保健センターを会場に、
３～４か月児、９～１０
か月児、１歳６か月児、
３歳児を対象に健康診査
を実施した。回数は各健
診２回／月の９６回／
年。受診者は３～４か月
児：１，３１６人（９
７．０％）、９～１０か
月児：１，３９５人（９
６．５％）、１歳６か月
児:１，４３５人（９５．
８％）、３歳児:１，４４
６ 人（９４．１％）で
あった。　※（）内は受
診率

掲載あり

乳幼児健康診査の
充実

掲載あり 推進・管理事業
保健セン
ター
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（３）
－ウ－②

家庭児童相談員の健診事
業等への参加

１歳６か月児健診や３歳
児健診の会場で発達や育
児の相談を受け、必要に
応じ健診事後指導グルー
プにつなげたり、専門機
関へ紹介を行うなど関係
機関と連携を図りながら
支援を行う。

実施中 5

健診会場で発達や
育児の相談を受
け、必要に応じて
継続相談や健診事
後指導グループに
つなげている。

今後も、実施に合わせ
て相談員を派遣してい
く。

継続

１歳６か月健診、３歳児
健診の発達相談事業へ参
加し、育児支援、相談活
動、グループ指導への紹
介を行った。また、ころ
ころクラブ（１歳６か月
児健診事後グループ）へ
の参加協力を行った。１
歳６か月健診、３歳児健
診年間各24回、ころこ
ろクラブ年間12回

1歳6か月健診、3歳児健
診の発達相談事業へ参加
し、育児支援、相談活
動、グループ指導への紹
介を行った。
また、ころころクラブ
（1歳6か月児健診事後
グループ）への参加協力
を行った。
1歳6か月健診、3歳児健
診年間各24回、ころこ
ろクラブ年間12回

1歳6か月児健診、3歳児
健診の発達相談事業へ参
加し、育児支援、相談活
動、グループ指導への紹
介を行った。
また、ころころクラブ
（1歳6か月児健診事後
グループ）への参加協力
を行った。
1歳6か月児健診、3歳児
健診年間各24回、ころ
ころクラブ年間12回

１歳６か月児健診や３歳
児健診の会場で発達や育
児の相談を受け、必要に
応じ健診事後指導グルー
プにつなげたり、専門機
関へ紹介を行うなど関係
機関と連携を図りながら
支援を行った。
１歳６か月児健診、３歳
児健診年間各２４回、こ
ろころクラブ年間12回

１歳６か月児健診や３歳
児健診の会場で発達や育
児の相談を受け、必要に
応じ健診事後指導グルー
プにつなげたり、専門機
関へ紹介を行うなど関係
機関と連携を図りながら
支援を行った。
１歳６か月児健診、３歳
児健診年間各２４回、ひ
よこクラブ年間12回、
ころころクラブ年間12
回

掲載あり

家庭児童相談室の
充実

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

１－（３）
－ウ－③

妊婦一般健康診査の充実
（再掲）

妊婦一般健康診査の普
及・徹底を図るため、契
約医療機関の拡大を推進
する。

実施中 4

妊婦一般健康診査
は契約医療機関の
増減がある。特に
県外の場合は埼玉
県と契約していな
い医療機関が多
く、里帰り出産時
等においては市よ
り医療機関に説明
を行い、個別契約
のお願いをしてい
る。契約が困難で
ある場合は、妊婦
健康診査等助成金
の制度で対応を
図っている。

契約医療機関等につい
ては、利用者の利便性
を図るため契約医療機
関の拡大等について要
望していく。
また、妊婦健康診査等
助成金の制度について
も、利用者の負担軽減
を図れるよう、更なる
説明及び周知徹底を推
進していく。

継続

契約医療機関は県内275
件（H22.12.16現
在）、県外1,827件
（H22.12.16現在）の
計2,102件。契約助産所
は29件。契約医療機関
以外で妊婦一般健康診査
を受ける方には「助成
金」の制度を案内し、契
約医療機関で受診した者
と同様に負担の軽減を
図った。

契約医療機関は県内266
件（H23.6.29現在）、
県外1,691件
（H23.6.29現在）の計
1,957件。契約助産所は
31件。契約医療機関以
外で妊婦一般健康診査を
受ける方には「助成金」
の制度を案内し、契約医
療機関で受診した者と同
様に負担の軽減を図っ
た。

契約医療機関は県内268
件、1都5県618件、そ
の他157件（H24.11.1
現在）の計1,043件。契
約助産所は30件。契約
医療機関以外で妊婦健康
診査を受ける方には「妊
婦健康診査助成金制度」
を案内し、契約医療機関
で受診した者と同様に負
担の軽減を図った。

契約医療機関は県内２４
９件、１都５県５６１
件、その他１５７件、契
約助産所は２９件。
（H2５.１1現在）の計
９96件。契約医療機関
以外で妊婦健康診査を受
ける方には「妊婦健康診
査助成金制度」を案内
し、契約医療機関で受診
した者と同様に負担の軽
減を図った。

契約医療機関は県内264
件、１都５県５６１件、
その他１6７件、契約助
産所は２９件（H27.3.
３１現在）の計１０２１
件。契約医療機関以外で
妊婦健康診査を受ける方
には「妊婦健康診査助成
金制度」を案内し、契約
医療機関で受診した者と
同様に負担の軽減を図っ
た。

掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

保健セン
ター

１－（３）
－ウ－④

定期健康診断事業

市内小・中学校におい
て、児童生徒の心と体に
ついて、健康観察、保健
調査や健康診断等に基づ
く健康相談などを通し
て、児童・生徒の健康の
維持、増進に努める。

実施中 5

健康診断の結果に
基づき、疾病の予
防及び治療等の適
切な措置が図られ
る。

小中学校の児童生徒の
健康の保持増進を図る
ため、学校教育法12条
に基づき定期健康診断
を行う。

継続

児童・生徒の健康診断
（４月～６月）を実施し
た。23校。（身長・体
重・座高・視力の測定及
び学校医による内科・歯
科・耳鼻科・眼科の健康
診断、尿検査、ぎょう虫
検査、脊柱側わん検診、
心臓検診、結核検診、細
菌検査）

児童・生徒の健康診断
（4月～６月）を実施し
た。23校（身長・体
重・座高・視力の測定及
び学校医による内科・歯
科・耳鼻科・眼科の健康
診断、尿検査、ぎょう虫
検査、脊柱側わん検診、
心臓検診、結核検診、細
菌検査）

児童・生徒の健康診断
（4月～6月）を実施し
た。23校
（身長・体重・座高・視
力の測定及び学校医によ
る内科・歯科・耳鼻科・
眼科の健康診断、尿検
査、ぎょう虫検査、脊柱
側わん検診、心臓検診、
結核検診、細菌検査）

　児童・生徒の健康診断
（４月～６月）を実施し
た。
２３校
　（身長・体重・座高・
視力の測定及び学校医に
よる内科・歯科・耳鼻
科・眼科の健康診断、尿
検査、ぎょう虫検査、脊
柱側わん検診、心臓検
診、結核検診、細菌検

　児童・生徒の健康診断
（４月～６月）を実施し
た。
２３校
　（身長・体重・座高・
視力の測定、学校医及び
学校歯科医による内科・
眼科・耳鼻科・歯科の健
康診断、尿検査、ぎょう
虫検査、脊柱側わん症検
診、心臓検診、結核検

掲載なし 掲載あり 連携事業 学務課

１－（３）
－ウ－⑤

肢体不自由児通園施設み
どり学園、障がい児通園
施設わかば学園の充実

みどり学園、わかば学園
の療育基盤整備を図り、
療育機能を充実する。

実施中 3

「福祉型児童発達
支援センター」建
設に向け、地質調
査などを行った。
また、庁内検討委
員会を立ち上げ、
関係各所と連携を
図りながら具体的
に話し合いを進め
ている。今後も、
関係各所との連携
を深めながら、検
討を進めた。

今後、「福祉型児童発
達支援センター」業務
の設計、建設を迎える
にあたり今まで以上に
具体的な事業概要を検
討していくとともに、
関係各所との連携を
図っていく。 継続

総合福祉センター建設の
検討には至らなかった。
わかば学園の療育を目的
とした親子教室の平成
22年度の年間登録者数
は、18人となってい
る。

障害者自立支援法及び児
童福祉法の改正による児
童施設の一元化に伴い、
みどり学園、わかば学園
の今後の施設類型及び療
育体制について検討する
ため、庁内検討委員会を
設置した。

障害者自立支援法及び児
童福祉法の改正による、
みどり学園、わかば学園
の施設類型について、現
状を鑑み、両施設を「児
童発達支援事業所」とす
ることを決定した。ま
た、今後、両園を統合し
た「福祉型児童発達支援
センター」を設置するこ
ととして、新たなプロ
ジェクトチームによる検
討を行うこととした。

4月1日よりみどり学園
の施設類型を医療型児童
発達支援から児童発達支
援に移行した。さらに、
わかば学園とみどり学園
を統合し、「福祉型児童
発達支援センター」を設
置する検討を継続した。

新座市児童発達支援セン
ター開設庁内検討委員会
を創設し、「福祉型児童
発達支援センター」の設
置に向けての検討を継続
して行った。また、建築
予定地において、地盤調
査を実施し、建築計画の
策定についても着手し
た。

掲載あり

・福祉型児童発達
支援センターの整
備

掲載あり 推進・管理事業
障がい者
福祉課

１－（３）
－ウ－⑥

在宅福祉サービスの推進

障がい者ができる限り住
み慣れた地域で生活でき
るよう、訪問介護等の在
宅福祉サービスを更に充
実するとともに、地域で
の生活の充実や社会参加
の促進等の幅広い在宅福
祉サービスを推進する。

実施中 4

平成２４年４月か
ら、計画相談支援
制度が導入され、
利用者個人がどの
ような暮らしを希
望し、そのために
どんなサービスを
利用するか等を記
載した「サービス
等利用計画」を相
談支援専門員が作
成することとなっ
た。本人のニーズ
に合わせたよりき
め細かい支援がで
きるようになっ
た。

計画相談を全利用者に
導入するため、計画相
談支援事業所を市内に
増やしていく。

継続

障がい児に係るサービス
利用は、居宅介護者８
人、短期入所者４人、児
童デイサービス32人。

在宅福祉サービスの充実
を図ると共に、地域での
生活の充実や社会参加の
促進を図った。

第4次新座市障がい者基
本計画及び第3期新座市
障がい福祉計画に基づ
き、在宅福祉サービスの
充実を図るとともに、地
域での生活の充実や社会
参加の促進を図った。

第4次新座市障がい者基
本計画及び第3期新座市
障がい福祉計画に基づ
き、在宅福祉サービスの
充実を図ると共に、地域
での生活の充実や社会参
加の促進を図った。

第4次新座市障がい者基
本計画及び第3期新座市
障がい福祉計画に基づ
き、在宅福祉サービスの
充実を図ると共に、地域
での生活の充実や社会参
加の促進を図った。

掲載あり

・障がい児通所支
援の充実
・情報提供・相談
体制の整備・充実

掲載あり 推進・管理事業
障がい者
福祉課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（３）
－ウ－⑦

障がい者医療とリハビリ
テーションの充実

幼児期から成人期、高齢
期にわたって地域の医
科、歯科医療ケア体制の
充実と日常的な医学的リ
ハビリテーション体制の
整備を行うとともに、県
総合リハビリテーション
センター等の専門機関と
の情報交換などのネット
ワークづくりを推進す
る。

実施中 3

障がい者の医療、
医学的リハビリ
テーション体制の
整備を行うと共
に、連携を図り、
専門機関との情報
交換などのネット
ワーク作りを推進
することが望まし
いが、なかなかそ
の機会を持つこと
が困難であった。
また、医療費の増
加が著しく、予算
の確保が厳しい面
もあった。

引き続き、障がい者の
医療、医学的リハビリ
テーション体制の整備
を行うと共に、連携を
図り、専門機関との情
報交換などのネット
ワーク作りを推進して
いく。

継続

重度障がい者医療の着実
な実施に努めた。

障がい者の医療、医学的
リハビリテーション体制
の整備を行うと共に、専
門機関との情報交換など
のネットワーク作りを推
進した。

障がい者の医療、医学的
リハビリテーション体制
の整備を行うとともに、
連携を図り、専門機関と
の情報交換などのネット
ワーク作りを推進した。

障がい者の医療、医学的
リハビリテーション体制
の整備を行うと共に、連
携を図り、専門機関との
情報交換などのネット
ワーク作りを推進した。

障がい者の医療、医学的
リハビリテーション体制
の整備を行うと共に、連
携を図り、専門機関との
情報交換などのネット
ワーク作りを推進した。

掲載あり

・保健・医療・福
祉のネットワーク
の構築

掲載あり 推進・管理事業
障がい者
福祉課

１－（３）
－ウ－⑧

地域療育支援センターの
設置

療育相談、指導訓練等が
必要な児童を総合的に支
援する地域療育支援セン
ターの設置について、広
域的な視点で総合福祉セ
ンター内に併設整備を検
討する。

実施中 3

「福祉型児童発達
支援センター」に
向け、庁内検討委
員会を立ち上げる
中で、通園部分以
外の事業内容につ
いても検討中であ
る。職員配置や、
今後の福祉型児童
発達支援センター
の設計、建設にも
影響してくるた
め、慎重に検討し
ている。

今後も関係各所と調整
を進めながら、事業内
容については、検討し
ていく。

継続

総合福祉センター内に地
域療育支援センターを設
置する計画であるが、セ
ンター建設の検討には至
らなかった。

平成24年度からの第4次
新座市障がい者基本計画
及び第3期新座市障がい
福祉計画において、障が
い児の療育相談、指導訓
練等を総合的に提供する
専門的拠点としての児童
発達支援センターの整備
検討を重点施策とした。

平成25年度からのみど
り学園、わかば学園の施
設類型を検討する中で具
体的な検討を行い、両園
を統合し、新たな地域の
療育の拠点となる「福祉
型児童発達支援セン
ター」を設置することと
して、新たなプロジェク
トチームによる検討を行
うこととした。

わかば学園とみどり学園
を統合し、地域療育の拠
点となる「福祉型児童発
達支援センター」を設
置、施設の規模、業務内
容、職員体制等について
具体的な検討を行った。

新座市児童発達支援セン
ター開設庁内検討委員会
を創設し、「福祉型児童
発達支援センター」の設
置に向けての検討を継続
して行った。また、建築
予定地において、地盤調
査を実施し、建築計画の
策定についても着手し
た。

掲載あり

・福祉型児童発達
支援センターの整
備

掲載あり 推進・管理事業
障がい者
福祉課

１－（３）
－ウ－⑨

保育・教育内容の充実

保育・教育・福祉・保
健・医療の連携を更に強
化し、障がいのある子ど
もが地域の保育園、学校
に通い共に育ち、学ぶ環
境の整備を人的支援と施
設のバリアフリー化の両
面から促進に努める。ま
た、障がいや障がいのあ
る子どもに対する教員や
職員の理解を深める研修
会等の機会を増やす。

実施中 3

介助が必要な児童
生徒への介助員の
配置を行ってい
る。施設設備の面
で必要に応じて、
スロープなどの設
置を行った。また
通常学級に在籍す
る特別な教育的な
ニーズが必要な児
童生徒に対して、
巡回相談カウンセ
ラーを派遣した
り、教員への研修
会を実施したりし
て、職員への理解
を深めている。

学校内での取組は行わ
れてきているが、まだ
保育・福祉・保健・医
療との連携が十分でな
いため、より充実させ
ていく必要がある。

継続

保育・教育・福祉・保健
の連携をさらに強化し、
障がいのある子どもが地
域の学校に通い共に育
ち、学ぶ環境の人的支援
を促進した。また、障が
いのある子どもに対する
教員や職員の理解を深め
る研修会等を実施した。

保育・教育・福祉・保健
の連携をさらに強化し、
障がいのある子どもが地
域の学校に通い共に育
ち、学ぶ環境の人的支援
を促進した。また、障が
いのある子どもに対する
教員や職員の理解を深め
る研修会等を実施した。

保育・教育・福祉・保健
等の連携をさらに強化
し、障がいのある子ども
が地域の学校に通い共に
育ち、学ぶ環境の人的支
援を促進した。また、障
がいのある子どもに対す
る教員や職員の理解を深
める研修会等を実施し
た。

保育・教育・福祉・保健
の連携を強化し、障がい
のある子どもが地域の学
校に通い共に育ち、学ぶ
環境の人的支援を促進し
た。また、障がいのある
子どもに対する教員や職
員の理解を深める研修会
等を実施した。

保育・教育・福祉・保健
の連携を強化し、障がい
のある子どもが地域の学
校に通い共に育ち、学ぶ
環境の人的支援を促進し
た。また、障がいのある
子どもに対する教員や職
員の理解を深める研修会
等を実施した。

掲載あり

保育・教育内容の
充実

掲載あり 連携事業
教育相談
センター

１－（３）
－ウ－⑨

保育・教育内容の充実

保育・教育・福祉・保
健・医療の連携を更に強
化し、障がいのある子ど
もが地域の保育園、学校
に通い共に育ち、学ぶ環
境の整備を人的支援と施
設のバリアフリー化の両
面から促進に努める。ま
た、障がいや障がいのあ
る子どもに対する教員や
職員の理解を深める研修
会等の機会を増やす。

実施中 3

エレベーター設置
工事など、費用が
非常にかかるもの
については、障が
いの重さなどから
検討を必要とす
る。
多目的トイレにつ
いて、1階のみに設
置しており、必要
とする方は1階まで
下りる必要があ
る。

トイレ部分のバリアフ
リー化は大きく進ん
だ。今後は、学校全体
のバリアフリー化を進
めていくこと、また学
校ごとで偏りが出ない
ように対応していくこ
とが必要となる。 継続

トイレのバリアフリーに
係る改修を４校行った
（片山小学校、第四小学
校、新座中学校、第二中
学校屋内運動場）。　エ
レベーター設置工事を２
校行った（第二中学校、
第六中学校）。平成21
年度からの繰越事業。

トイレのバリアフリーに
係る改修又は増築を2校
行った（第三中学校武道
場、第五中学校校舎）。
エレベーター設置工事を
1校行った（第五中学
校）。

トイレのバリアフリーに
係る改修を2校行った
（八石小学校校舎、野寺
小学校校舎）。

○トイレのバリアフリー
に係る改修を実施した。
校舎：新堀小、栄小、第
四中
屋内運動場：西堀小、片
山小、八石小、東北小、
野寺小、池田小、新堀
小、栄小、新開小、栗原
小、陣屋小、新座小、新
座中、第三中、第六中
○エレベーター設置工事
を１校実施した（第四中
学校）。

トイレのバリアフリーに
係る改修を実施した。
校舎：東北小、野火止
小、池田小、石神小、新
開小、栗原小

掲載なし 掲載あり 連携事業
教育総務
課
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事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（３）
－ウ－⑨

保育・教育内容の充実

保育・教育・福祉・保
健・医療の連携を更に強
化し、障がいのある子ど
もが地域の保育園、学校
に通い共に育ち、学ぶ環
境の整備を人的支援と施
設のバリアフリー化の両
面から促進に努める。ま
た、障がいや障がいのあ
る子どもに対する教員や
職員の理解を深める研修
会等の機会を増やす。

実施中 4

障がいの有無にか
かわらず地域の保
育園で保育が実施
されるよう受入体
制を整える。その
ための障がい児保
育研究会の活動が
欠かせないものと
なっている。

保育現場で障がい児保
育に関する専門的な知
識を有する保育士を育
てることが重要であ
る。そのための研修や
障がい児保育研究会の
活動を活発化させる。

継続

障がい者福祉課や保健セ
ンター等と連携し、保育
に欠け、かつ集団保育が
可能な障がい児童の保育
園入園をサポートした。
また、障がい児保育の充
実を図るため障がい児保
育研究会を設置し、定例
会や講演会を実施した。

障がい者福祉課や保健セ
ンター等と連携し、保育
に欠け、かつ集団保育が
可能な障がい児童の保育
園入園をサポートした。
また、障がい児保育の充
実を図るため障がい児保
育研究会を設置し、定例
会や講演会を実施した。

障がい者福祉課や保健セ
ンター等と連携し、保育
に欠け、かつ集団保育が
可能な障がい児童の保育
園入園をサポートした。
また、障がい児保育の充
実を図るため障がい児保
育研究会を設置し、定例
会や講演会を実施した。

障がい者福祉課や保健セ
ンター等と連携し、保育
に欠け、かつ集団保育が
可能な障がい児童の保育
園入園をサポートした。
また、障がい児保育の充
実を図るため障がい児保
育研究会を設置し、定例
会や講演会を実施した。

障がい者福祉課や保健セ
ンター等と連携し、保育
に欠け、かつ集団保育が
可能な障がい児童の保育
園入園をサポートした。
また、障がい児保育の充
実を図るため障がい児保
育研究会を設置し、定例
会や講演会を実施した

一部掲載
あり

障害児保育の充実

掲載あり 連携事業
子育て支
援課

１－（３）
－ウ－⑨

保育・教育内容の充実

保育・教育・福祉・保
健・医療の連携を更に強
化し、障がいのある子ど
もが地域の保育園、学校
に通い共に育ち、学ぶ環
境の整備を人的支援と施
設のバリアフリー化の両
面から促進に努める。ま
た、障がいや障がいのあ
る子どもに対する教員や
職員の理解を深める研修
会等の機会を増やす。

実施中 3

保育・教育・福
祉・保健等の専門
機関との連携を強
化し、障がいの有
無に関わらず、共
に育ち・学ぶ環境
が整備されるよう
支援を行うことが
望ましいが、障が
い者福祉課単独で
は、なかなかその
機会を持つことが
困難であった。

当面は、障保研への積
極的な参加を行い、障
がいの有無に関わら
ず、共に育ち・学ぶ環
境が整備されるよう支
援体制を整えていきた
い。

継続

新座市地域自立支援協議
会において部会を通じ
て、ネットワークの構築
等に向けた協議を行っ
た。

平成24年度からの第4次
新座市障がい者基本計画
及び第3期新座市障がい
福祉計画において、保
育・教育・福祉・保健の
連携の強化を施策とし
た。

保育・教育・福祉・保健
等の専門機関との連携を
強化し、障がいの有無に
関わらず、共に育ち・学
ぶ環境が整備されるよう
支援を行った

保育・教育・福祉・保健
等の専門機関との連携を
強化し、障がいの有無に
関わらず、共に育ち・学
ぶ環境が整備されるよう
支援を行った。

保育・教育・福祉・保健
等の専門機関との連携を
強化し、障がいの有無に
関わらず、共に育ち・学
ぶ環境が整備されるよう
支援を行った。

掲載あり

・保育士及び教職
員に対する啓発

掲載あり 連携事業
障がい者
福祉課

１－（３）
－ウ－⑩

保育・教育相談窓口の整
備（再掲）

教育相談センターでは、
障がいのある子どもの早
期からの教育相談体制な
ど、より気軽に相談でき
る体制の整備充実を図
る。また、福祉事務所や
保健センター等の関係機
関の相談機能を強化する
とともに各機関が連携
し、適切な相談活動がで
きるよう努める。

実施中 3

「福祉型児童発達
支援センター」の
建設に向けて庁内
検討委員会を立ち
上げるなどして、
関係各所との連携
を図りながら、事
業内容について検
討を行った。

関係各所との連携をよ
り図りながら、今後も
引き続き、「福祉型児
童発達支援センター」
建設に向けて検討を
行っていく。

継続

引き続き新座市地域自立
支援協議会における部会
等を通じて、地域の関係
機関によるネットワーク
の構築等に向けて協議し
た。

平成２４年度からの第４
次新座市障がい者基本計
画及び第３期新座市障が
い福祉計画の策定に当た
り、新座市障がい者施策
推進協議会及び新座市地
域自立支援協議会の意見
を聴き、相談支援体制の
強化を施策とした。

障がい者の相談支援体制
を強化するため、新座市
地域自立支援協議会にお
いて、平成25年度から
の相談支援事業所の整備
（委託）について、まず
は１箇所を市内社会福祉
法人に委託することとし
て、具体的な委託内容等
の検討を行った。

みどり学園とわかば学園
を統合し、相談支援事業
が必須事業である、「福
祉型児童発達支援セン
ター」を設置するための
検討を継続して行った。

新座市児童発達支援セン
ター開設庁内検討委員会
を創設し、「福祉型児童
発達支援センター」の設
置に向けての検討を継続
して行った。また、建築
予定地において、地盤調
査を実施し、建築計画の
策定についても着手し
た。

掲載あり

・福祉型児童発達
支援センターの整
備

掲載あり 推進・管理事業
障がい者
福祉課

１－（３）
－ウ－⑩

保育・教育相談窓口の整
備（再掲）

教育相談センターでは、
障がいのある子どもの早
期からの教育相談体制な
ど、より気軽に相談でき
る体制の整備充実を図
る。また、福祉事務所や
保健センター等の関係機
関の相談機能を強化する
とともに各機関が連携
し、適切な相談活動がで
きるよう努める。

実施中 3

　関係機関との連
携を図り、適切な
相談活動に努めて
いる。

　今後も、関係機関と
の連携を図り、適切な
相談活動を努めてい
く。

継続

各関係機関と連携を取っ
て適切な相談活動ができ
るよう努めた。

各関係機関と連携を取っ
て適切な相談活動ができ
るよう努めた。

各関係機関と連携を取っ
て適切な相談活動ができ
るよう努めた。

各関係機関と連携を取っ
て適切な相談活動ができ
るよう努めた。

各関係機関と連携を取っ
て適切な相談活動ができ
るよう努めた。

掲載あり

第３章 福祉・健
康
第１節　地域福祉
１ 地域福祉の充
実
(1)情報提供機能・
相談体制の充実 掲載あり 推進・管理事業

生活福祉
課

１－（３）
－ウ－⑩

保育・教育相談窓口の整
備（再掲）

教育相談センターでは、
障がいのある子どもの早
期からの教育相談体制な
ど、より気軽に相談でき
る体制の整備充実を図
る。また、福祉事務所や
保健センター等の関係機
関の相談機能を強化する
とともに各機関が連携
し、適切な相談活動がで
きるよう努める。

実施中 5

各機関の連携更な
る強化が必要。

今後も継続して連携を
行い、適切な相談を行
えるよう機能強化を
行っていく。

継続

子ども家庭応援室（家庭
児童相談室を含む）で
は、適切な相談活動がで
きるように、障がい者福
祉課、保健センター、教
育相談センター等と連携
を図り、相談機能の強化
を図った。

子ども家庭応援室（家庭
児童相談室を含む）で
は、適切な相談活動がで
きるように、障がい者福
祉課、保健センター、教
育相談センター等と連携
を図り、相談機能の強化
を図った。

子ども家庭応援室（家庭
児童相談室を含む）で
は、適切な相談活動がで
きるように、障がい者福
祉課、保健センター、教
育相談センター等と連携
を図り、相談機能の強化
を図った。

子ども家庭応援室（家庭
児童相談室を含む）で
は、適切な相談活動がで
きるように、障がい者福
祉課、保健センター、教
育相談センター等と連携
を図り、相談機能の強化
を図った。

児童福祉課（家庭児童相
談室を含む）では、適切
な相談活動ができるよう
に、障がい者福祉課、保
健センター、教育相談セ
ンター等と連携を図り、
相談機能の強化を図っ
た。 掲載なし 掲載あり 推進・管理事業

児童福祉
課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（３）
－ウ－⑩

保育・教育相談窓口の整
備（再掲）

教育相談センターでは、
障がいのある子どもの早
期からの教育相談体制な
ど、より気軽に相談でき
る体制の整備充実を図
る。また、福祉事務所や
保健センター等の関係機
関の相談機能を強化する
とともに各機関が連携
し、適切な相談活動がで
きるよう努める。

実施中 4

５月に就学説明会
の実施。８月に臨
床心理士による就
学相談を実施し
た。また、電話、
面談による相談を
随時受け入れてい
る。また必要に応
じて児童福祉課な
どからの情報提供
を受けた。

今後も継続して就学相
談体制を充実させ、適
切な就学支援を行って
いく。

継続

障がいのある子どもの早
期からの教育相談体制な
ど、より気軽に相談でき
る体制の整備充実を図っ
た。また、関係機関と連
携し、適切な相談活動が
できるよう努めた。

障がいのある子どもの早
期からの教育相談体制な
ど、より気軽に相談でき
る体制の整備充実を図っ
た。また、関係機関と連
携し、適切な相談活動が
できるよう努めた。

障がいのある子どもの早
期からの教育相談体制な
ど、より気軽に相談でき
る体制の整備充実を図っ
た。また、関係機関と連
携し、適切な相談活動が
できるよう努めた。

障がいのある子どもの早
期からの教育相談体制な
ど、より気軽に相談でき
る体制の整備充実を図っ
た。また、関係機関と連
携し、適切な相談活動が
できるよう努めた。

障がいのある子どもの早
期からの教育相談体制な
ど、より気軽に相談でき
る体制の整備充実を図っ
た。また、関係機関と連
携し、適切な相談活動が
できるよう努めた。

掲載あり
保育・教育相談窓
口の整備（再掲）

掲載あり 推進・管理事業
教育相談
センター

１－（３）
－ウ－⑪

障がい児保育の充実

障がいのある子どもの中
で、発達のために集団保
育が必要とされる子ども
を保育する障がい児保育
の充実を図る。

実施中 4

職員体制の確保が
できず、障がい児
の受け入れができ
ない場合がある。

職員体制を充実させ、
できる限り障がい児保
育の充実を図る。

継続

発達のために集団保育が
必要となる障がいを持つ
子どもの保育の充実を
図った。

発達のために集団保育が
必要となる障がいを持つ
子どもの保育の充実を
図った。

発達のために集団保育が
必要となる障がいを持つ
子どもの保育の充実を
図った。

発達のために集団保育が
必要となる障がいを持つ
子どもの保育の充実を
図った。

発達のために集団保育が
必要となる障がいを持つ
子どもの保育の充実を
図った。 掲載あり

障がい児保育の充
実

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

１－（３）
－ウ－⑫

障がい児保育研究会
障がい児保育をめぐる諸
問題を研究協議し、障が
い児保育を推進する。

実施中 3

特になし。 今後も､継続して実施し
ていく。

継続

障がい児保育をめぐる諸
問題を研究協議し、共通
認識を保ち、障がい児保
育の推進に努めた。

障がい児保育をめぐる諸
問題を研究協議し、共通
認識を保ち、障がい児保
育の推進に努めた。

障がい児保育をめぐる諸
問題を研究協議し、共通
認識を保ち、障がい児保
育の推進に努めた。

障がい児保育をめぐる諸
問題を研究協議し、共通
認識を保ち、障がい児保
育の推進に努めた。

障がい児保育をめぐる諸
問題を研究協議し、共通
認識を保ち、障がい児保
育の推進に努めた。

一部掲載
あり

保育士・指導員へ
の研修

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

１－（３）
－ウ－⑬

介助員制度

肢体の不自由等で車椅子
を使用する児童生徒に対
して、学校生活を円滑に
送るために介助員を配置
する。

実施中 4

肢体不自由等で車
椅子を使用する児
童生徒に対して、
学校生活を円滑に
送るために介助員
を配置した。
介助員　１２名配
置

今後も児童生徒の状況
を見て適切に介助員が
配置ができるように努
めていく。

継続

肢体不自由等で車椅子を
使用する児童生徒に対し
て、学校生活を円滑に送
るために介助員を配置し
た。介助員　20人

肢体不自由等で車椅子を
使用する児童生徒に対し
て、学校生活を円滑に送
るために介助員を配置し
た。
介助員　15名

肢体不自由等で車椅子を
使用する児童生徒に対し
て、学校生活を円滑に送
るために介助員を配置し
た。
介助員　11人

肢体不自由等で車椅子を
使用する児童生徒に対し
て、学校生活を円滑に送
るために介助員を配置し
た。
介助員　１０名配置

肢体不自由等で車椅子を
使用する児童生徒に対し
て、学校生活を円滑に送
るために介助員を配置し
た。
介助員　１０名配置 掲載あり

介助員制度

掲載あり 推進・管理事業
教育相談
センター

１－（３）
－ウ－⑭

巡回相談カウンセラー制
度

通常の学級に在籍してい
る特別な教育的支援を必
要とする児童生徒の支援
について指導及び助言す
る巡回相談カウンセラー
を学校に派遣する。

実施中 4

通常の学級に在籍
している特別な教
育的支援を必要と
する児童生徒の支
援について指導及
び助言する巡回相
談カウンセラーを
学校に派遣する。
また、乳幼児期か
らの早期発見、早
期就学支援を行う
巡回相談員を幼稚
園及び保育園に派
遣する。

今後も学校からの要請
に応じて、巡回相談カ
ウンセラーの派遣を
行っていく。
また、乳幼児期からの
早期発見、早期就学支
援を行う巡回相談員を
幼稚園及び保育園に派
遣する。

継続

通常の学級に在籍してい
る特別な教育的支援を必
要とする児童生徒の支援
について指導及び助言す
る巡回相談カウンセラー
を学校に派遣した。巡回
相談カウンセラー９人
派遣回数　計31回

通常の学級に在籍してい
る特別な教育的支援を必
要とする児童生徒の支援
について指導及び助言す
る巡回相談カウンセラー
を学校に派遣した。
また、発達障がいを含む
特別な教育的支援を必要
とする幼児児童生徒を対
象に巡回相談員を派遣
し、乳幼児期からの早期
発見、早期就学支援を
行った。
巡回相談カウンセラー
10名　派遣回数　41回
巡回相談員　5名　派遣
回数　20回

通常の学級に在籍してい
る特別な教育的支援を必
要とする児童生徒の支援
について指導及び助言す
る巡回相談カウンセラー
を学校に派遣した。
また、発達障がいを含む
特別な教育的支援を必要
とする幼児児童生徒を対
象に巡回相談員を派遣
し、乳幼児期からの早期
発見、早期就学支援を
行った。
巡回相談カウンセラー
6人
派遣回数　40回
巡回相談員　2人　派遣
回数　6回

通常の学級に在籍してい
る特別な教育的支援を必
要とする児童生徒の支援
について指導及び助言す
る巡回相談カウンセラー
を学校に派遣した。
また、乳幼児期からの早
期発見、早期就学支援を
行う巡回相談員を幼稚園
及び保育園に派遣した。
巡回相談カウンセラー８
名　３８回派遣
巡回相談員２名　８回派
遣

通常の学級に在籍してい
る特別な教育的支援を必
要とする児童生徒の支援
について指導及び助言す
る巡回相談カウンセラー
を学校に派遣した。
また、乳幼児期からの早
期発見、早期就学支援を
行う巡回相談員を幼稚園
及び保育園に派遣した。
巡回相談カウンセラー
４８回派遣
巡回相談員　１２回派遣

掲載あり

巡回相談カウンセ
ラー制度

掲載あり 推進・管理事業
教育相談
センター
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

（４）地域における子育て支援のネットワークづくり

ア　子育てにかかわるすべての人の多様な活動の支援

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

１－（４）
－ア－①

子育てサークル等への活
動の支援

公民館、児童センター、
集会所などにおいて、子
育てサークル等の活動す
る機会や場所の提供を行
う。

実施中 3

子育てサークルを
作ることを希望せ
ず、施設の利用の
みに止まる利用者
も多い。

希望者には、子育て
サークルの設立支援、
活動の支援が行えるよ
うに、今後も各施設で
は広く機会を提供して
いく。 継続

地域子育て支援センター
やつどいの広場において
サークルの育成支援及び
活動支援を実施した。

地域子育て支援センター
やつどいの広場において
サークルの育成支援及び
活動支援を実施した。

地域子育て支援センター
やつどいの広場において
サークルの育成支援及び
活動支援を実施した。

地域子育て支援センター
やつどいの広場において
サークルの育成支援及び
活動支援を実施した。

地域子育て支援センター
やつどいの広場において
サークルの育成支援及び
活動支援を実施した。

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

１－（４）
－ア－①

子育てサークル等への活
動の支援

公民館、児童センター、
集会所などにおいて、子
育てサークル等の活動す
る機会や場所の提供を行
う。

実施中 3

　子育てサークルで
公開を希望する団体
は、一般市民にサー
クルの活動情報を提
供している。
　また、公民館・コ
ミセン講座から子育
てサークルが派生し
た場合は団体育成の
援助を行い、既存の
子育てサークルに対
して公民館・コミセ
ン職員が必要に応じ
て学習相談を実施し
ている。
しかし、施設によっ
ては保育用の場所・
トイレ等、保育設備
に差がある。

　施設修繕時等に需要
に応じて改善を図って
いく。

継続

子育てサークル等の活動
する機会や場所の提供を
行った。

子育てサークル等の活動
する機会や場所の提供を
行った。

子育てサークル等の活動
する機会や場所の提供を
行った。

子育てサークル等の活動
する機会や場所の提供を
行った。

子育てサークル等の活動
する機会や場所の提供を
行った。

掲載あり
子育てサークル等
への活動の支援

掲載あり 推進・管理事業
中央公民
館

１－（４）
－ア－①

子育てサークル等への活
動の支援

公民館、児童センター、
集会所などにおいて、子
育てサークル等の活動す
る機会や場所の提供を行
う。

実施中 4

集会所の老朽化が
進み、特に古いタ
イプの集会所の改
修や修繕につい
て、利用者からの
要望に基づき、限
られた予算内で順
次対応している。
また、集会所が整
備されていない地
域への新設が課題
である。

集会所については、突
発的な対応を含め、緊
急性の高いものを優先
しながら随時改善を図
り、集会所のない地域
については、今後策定
される第４次基本計画
構想総合振興計画に位
置づけるなど、順次整
備を進めていく。

継続

市内３８か所の集会所を
利用に供した（石神三丁
目集会所については、建
替に伴う解体により、１
月以降利用不可となっ
た。また、建て替えられ
た片山集会所について
は、２月から供用を開始
した。）。

市内40か所の集会所を
利用に供した（栄五丁目
集会所については11月
から供用を開始し、野火
止中集会所及び石神集会
所については1月から供
用を開始した）。

市内41か所の集会所を
利用に供した（野火止四
丁目集会所については1
月から供用を開始し
た）。

　市内４１か所の集会所
を利用に供した。（野寺
集会所及び栗原六丁目集
会所は平成２６年３月２
８日付けで供用を開始）

市内４１か所の集会所を
利用に供した。（北野ふ
れあいの家は平成２６年
４月１日付けで供用を開
始）

掲載あり

・ 集 会 所 の 建 替
え・改修
・集会所の新設

掲載あり 推進・管理事業
コミュニ
ティ推進
課

１－（４）
－ア－②

元気の出るまちづくり出
前講座

市民の求めに応じ、市民
が主催する集会等に市職
員が講師として出向き、
市政の説明、職員の専門
知識を生かした講義を行
い、サークル活動等を支
援する。

実施中 5

市内小中学校の利
用もあり、新座市
や市の取組につい
て学ぶために活用
されたが、利用団
体が固定化してい
る傾向がある。

多くの団体に利用して
いただけるよう、更な
る内容の充実のため、
積極的なメニューの拡
充を各課へ働きかけ
る。

継続

66講座でメニューを組
み実施したところ、市内
活動団体から168件の申
込みがあり、講座全体と
して11,276人の参加が
あった。

68講座でメニューを組
み実施したところ、市内
活動団体から168件の申
し込みがあり、講座全体
として11,276名の参加
があった。

72講座でメニューを組
み実施したところ、市内
活動団体から394件の申
込みがあり、講座全体と
して34,744名の参加が
あった。

７２講座でメニューを組
み実施したところ、市内
活動団体から376件の申
込みがあり、講座全体と
して25,750名の参加が
あった。

７４講座のでメニューを
組み、実施した。とこ
ろ、市内活動団体から3
９7件の申込みがあり、
講座全体として2７,5７
５名の参加があった。

掲載あり

元気の出るまちづ
くり出前講座の実
施

掲載あり 連携事業
生涯学習
スポーツ
課

１－（４）
－ア－③

パパ・ママ応援ショップ
事業（県事業）

妊娠中又は中学生までの
子どもがいる家庭に対し
て、協賛店舗で商品割引
等の優待が受けられる優
待カードを配布するとと
もに、事業に協力をする
協賛店舗の受付を行う。

実施中 4

年々事業の周知が
図られてきてお
り、店舗数も増加
しているが、制度
を知らない対象者
や事業者もいる。

県に協力し、事業の周
知を図る。また、事業
者に対しても事業への
協力と理解を得られる
よう努める。

継続

妊娠中又は中学生までの
子どもがいる家庭に対し
て、協賛店舗で商品割引
等の優待が受けられる優
待カードを子ども家庭応
援室、保健センター、公
民館等で配布した。ま
た、事業に協力をする協
賛店舗の受付を行った。
平成22年度カード配布
枚数：1642枚

妊娠中又は中学生までの
子どもがいる家庭に対し
て、協賛店舗で商品割引
等の優待が受けられる優
待カードを子ども家庭応
援室、保健センター、公
民館等で配布した。ま
た、事業に協力をする協
賛店舗の受付を行った。
平成23年度カード配布
枚数：1,648枚

妊娠中又は中学生までの
子どもがいる家庭に対し
て、協賛店舗で商品割引
等の優待が受けられる優
待カードを子ども家庭応
援室、保健センター、公
民館等で配布した。ま
た、事業に協力をする協
賛店舗の受付を行った。

妊娠中又は中学生までの
子どもがいる家庭に対し
て、協賛店舗で商品割引
等の優待が受けられる優
待カードを子ども家庭応
援室、保健センター、公
民館等で配布した。ま
た、事業に協力をする協
賛店舗の受付を行った。

妊娠中又は中学生までの
子どもがいる家庭に対し
て、協賛店舗で商品割引
等の優待が受けられる優
待カードを子ども家庭応
援室、保健センター、公
民館等で配布した。ま
た、事業に協力をする協
賛店舗の受付を行った。

掲載なし 掲載あり 連携事業
子育て支
援課

27



次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（４）
－ア－④

子育てＮＰＯの活動支援

ＮＰＯ法人の活動を活性
化するため、活動の場を
提供するとともにＮＰＯ
活動への市民の理解を深
めるための情報提供を行
う。また、分野の異なる
団体同士の相互交流を実
施していく。

実施中 4

NPO法人に地域子
育て支援センター
の運営及び子育て
支援ネットワーク
事業を委託してい
る。今後も引き続
き委託し、連携及
び活動支援を行
う。

より連携を密にし、活
動の支援を行ってい
く。

継続

子育て支援に関するＮＰ
Ｏ法人２団体に、地域子
育て支援センター等の運
営を委託し、活動支援を
行った。

子育てに関するＮＰＯ法
人２団体に、地域子育て
支援センター等の運営を
委託し、活動支援を行っ
た。

子育て支援に関するＮＰ
Ｏ法人2団体に、地域子
育て支援センター等の運
営を委託し、活動支援を
行った。

子育て支援に関するＮＰ
Ｏ法人2団体に、地域子
育て支援センター等の運
営を委託し、活動支援を
行った。

子育て支援に関するＮＰ
Ｏ法人2団体に、地域子
育て支援センター等の運
営を委託し、活動支援を
行った。

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

１－（４）
－ア－④

子育てＮＰＯの活動支援

ＮＰＯ法人の活動を活性
化するため、活動の場を
提供するとともにＮＰＯ
活動への市民の理解を深
めるための情報提供を行
う。また、分野の異なる
団体同士の相互交流を実
施していく。

実施中 4

　ＮＰＯ法人の設
立における諸手続
の案内以外にも、
既存団体の活動情
報の提供や活動団
体同士の相互交流
の場の充実を図る
必要がある。

　市内ＮＰＯをはじめ
としたボランティア、
地域活動団体に参加を
呼び掛け、ＰＲの場及
び団体同士の交流の場
として開催している
「地域デビューセミ
ナー」を引き続き継続
していくとともに、内
容を充実させていく。

継続

たっての手続などの情報
提供を行った。

場として、市内38か所
の集会所及びふれあいの
家の会議室等を貸し出し
た。

たっての手続などの情報
提供を行った。

場として、市内38か所
の集会所及びふれあいの
家の会議室等を貸し出し
た。

たっての手続などの情報
提供を行った。

場として、市内41か所
の集会所及びふれあいの
家の会議室等を貸し出し
た。

たっての手続などの情報
提供を行った。

の場として、市内４１か
所の集会所及びふれあい
の家の会議室等を貸し出
した。

ＮＰＯの活動を活性化す
るため、平成２７年３月
に「地域デビューセミ
ナー」を開催し、市内Ｎ
ＰＯをはじめとしたボラ
ンティア、地域活動団体
に参加を呼び掛け、ＰＲ
の場を提供した。

掲載あり

・各種講座・セミ
ナーの実施
・ボランティア・
市民活動情報の収
集・発信
・「にいざの地域
活動だより」の充
実
・団体交流事業の
実施

掲載あり 推進・管理事業
コミュニ
ティ推進
課

１－（４）
－ア－⑤

ボランティア活動の支援

ボランティアや地域活動
を行う市民の支援とボラ
ンティア等に関する情報
提供を行う。

実施中 4

　より広くボラン
ティア・市民活動
に関する情報を収
集するための効果
的な仕組みづくり
を進める必要があ
る。

　安心安全に市民公益
活動を行えるよう、
「市民公益活動補償制
度」を継続して運用し
ていくとともに、未加
入の団体に積極的に情
報提供を行っていく。
　市ホームページや
「にいざの地域だよ
り」をはじめとした既
存の媒体を含め、情報
発信のあり方を検証す
る。

継続

ボランティアをはじめと
する公益的な活動を行う
市民や団体が、万が一活
動中に事故を起こした場
合に、当該事故を補償す
る市民公益活動補償制度
の運用を行った。また、
ボランティア活動への関
心や理解を高めるため、
広報にいざ、市ホーム
ページ、「にいざの地域
だより」等の媒体を用い
て、効果的に情報発信を
行った。

ボランティアをはじめと
する公益的な活動を行う
市民や団体が、万が一活
動中に事故を起こした場
合に、当該事故を補償す
る市民公益活動補償制度
の運用を行った。
また、ボランティア活動
への関心や理解を高める
ため、広報にいざ、市
ホームページ、「にいざ
の地域活動だより」等の
媒体を用いて、効果的に
情報発信を行った。

ボランティアをはじめと
する公益的な活動を行う
市民や団体が、万が一活
動中に事故を起こした場
合に、当該事故を補償す
る市民公益活動補償制度
の運用を行った。
また、ボランティア活動
への関心や理解を高める
ため、広報にいざ、市
ホームページ、「にいざ
の地域活動だより」等の
媒体を用いて、効果的に
情報発信を行った。

　ボランティアをはじめ
とする公益的な活動を行
う市民や団体が、万が一
活動中に事故を起こした
場合に、当該事故を補償
する市民公益活動補償制
度の運用を行った。

ボランティアをはじめと
する公益的な活動を行う
市民や団体が、万が一活
動中に事故を起こした場
合に、当該事故を補償す
る市民公益活動補償制度
の運用を行った。

掲載あり

・市民公益活動補
償制度の運用

掲載あり 連携事業
コミュニ
ティ推進
課

イ　地域における子育て支援のネットワークの発展

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

１－（４）
－イ－①

新座市子育て支援ネット
ワーク推進委員会

家庭教育及び地域での子
育て支援を図るために家
庭・学校・幼稚園・保育
園・子育てサークル・関
係機関・関係団体などに
よる子育てネットワーク
を形成し、様々な事業を
実施し、市内の子育て支
援体制を整備する。

終了 3

子育てネットワー
ク事業が市の事業
として定着したこ
とから平成２５年
度をもって廃止。

子育てネットワーク事
業については新座市福
祉部子育て支援課が引
継ぎ、運営等を行って
いく。

廃止

家庭教育及び地域での子
育て支援を図るために保
育園、幼稚園、学校、子
育て支援関係機関等から
成る子育て支援ネット
ワーク推進委員会（委員
12人）を設置し、子育
てに関する様々な事業の
企画、立案等を行う。会
議開催回数：年３回

家庭教育及び地域での子
育て支援を図るために保
育園、幼稚園、学校、子
育て支援関係機関等から
成る子育て支援ネット
ワーク推進委員会（委員
12人）を設置し、子育
てに関する様々な事業の
企画、立案等を行った。
会議開催回数：年３回

家庭教育及び地域での子
育て支援を図るために保
育園、幼稚園、学校、子
育て支援関係機関等から
成る子育て支援ネット
ワーク推進委員会（委員
12人）を設置し、子育
てに関する様々な事業の
企画、立案等を行った。
会議開催回数：年2回

家庭教育及び地域での子
育て支
援を図るために保育園、
幼稚園、学校、子育て支
援関係機関等から成る子
育て支援ネットワーク推
進委員会（委員10人）
を設置し、子育てに関す
る様々な事業の企画、立
案等を行った。
会議開催回数：年2回

平成２５年度をもって新
座市子育て支援ネット
ワーク推進委員会は終
了。

掲載なし 掲載なし
子育て支
援課

１－（４）
－イ－②

各子育て支援サービス間
の連携

各子育て支援サービス間
で連携を図り、きめ細か
な子育て支援サービス・
保育サービスを効果的・
効率的に提供するととも
に、サービスの向上を図
る。

実施中 4

必要に応じ、子育
て支援ネットワー
ク事業、保育、幼
児教育、学校教
育、家庭教育、大
学、保健事業、家
庭児童相談事業等
の連携を図った。

今後も必要に応じ、各
子育て支援サービス間
の連携を進める。

継続

新座市子育て支援ネット
ワーク推進委員会におい
て、子育て支援ネット
ワーク事業、保育、幼児
教育、学校教育、家庭教
育、大学、保健事業、家
庭児童相談事業等の連携
を図った。

新座市子育て支援ネット
ワーク推進委員会におい
て、子育て支援ネット
ワーク事業、保育、幼児
教育、学校教育、家庭教
育、大学、保健事業、家
庭児童相談事業等の連携
を図った。

新座市子育て支援ネット
ワー推進委員会におい
て、子育て支援ネット
ワーク事業、保育、幼児
教育、学校教育、家庭教
育、大学、保健事業、家
庭児童相談事業等の連携
を図った。

新座市子育て支援ネット
ワー推進委員会におい
て、子育て支援ネット
ワーク事業、保育、幼児
教育、学校教育、家庭教
育、大学、保健事業、家
庭児童相談事業等の連携
を図った。

子育て支援ネットワーク
事業、保育、幼児教育、
学校教育、家庭教育、大
学、保健事業、家庭児童
相談事業等の連携を図っ
た。 掲載なし 掲載なし

子育て支
援課

１－（４）
－イ－③

子育てＮＰＯの活動支援
（再掲）

ＮＰＯ法人の活動を活性
化するため、活動の場を
提供するとともにＮＰＯ
活動への市民の理解を深
めるための情報提供を行
う。また、分野の異なる
団体同士の相互交流を実
施

実施中 4

NPO法人に地域子
育て支援センター
の運営及び子育て
支援ネットワーク
事業を委託してい
る。今後も引き続
き委託し、連携及
び活動支援を行
う。

より連携を密にし、活
動の支援を行ってい
く。

継続

子育て支援に関するＮＰ
Ｏ法人２団体に、地域子
育て支援センター等の運
営を委託し、活動支援を
行った。

子育てに関するＮＰＯ法
人２団体に、地域子育て
支援センター等の運営を
委託し、活動支援を行っ
た。

子育て支援に関するＮＰ
Ｏ法人2団体に、地域子
育て支援センター等の運
営を委託し、活動支援を
行った。

子育て支援に関するＮＰ
Ｏ法人2団体に、地域子
育て支援センター等の運
営を委託し、活動支援を
行った。

子育て支援に関するＮＰ
Ｏ法人2団体に、地域子
育て支援センター等の運
営を委託し、活動支援を
行った。

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

28



次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（４）
－イ－③

子育てＮＰＯの活動支援
（再掲）

ＮＰＯ法人の活動を活性
化するため、活動の場を
提供するとともにＮＰＯ
活動への市民の理解を深
めるための情報提供を行
う。また、分野の異なる
団体同士の相互交流を実
施

実施中 4

　ＮＰＯ法人の設
立における諸手続
の案内以外にも、
既存団体の活動情
報の提供や活動団
体同士の相互交流
の場の充実を図る
必要がある。

　市内ＮＰＯをはじめ
としたボランティア、
地域活動団体に参加を
呼び掛け、ＰＲの場及
び団体同士の交流の場
として開催している
「地域デビューセミ
ナー」を引き続き継続
していくとともに、内
容を充実させていく。

継続

たっての手続などの情報
提供を行った。

場として、市内38か所
の集会所及びふれあいの
家の会議室等を貸し出し
た。

たっての手続などの情報
提供を行った。

場として、市内38か所
の集会所及びふれあいの
家の会議室等を貸し出し
た。

たっての手続などの情報
提供を行った。

場として、市内41か所
の集会所及びふれあいの
家の会議室等を貸し出し
た。

たっての手続などの情報
提供を行った。

の場として、市内４１か
所の集会所及びふれあい
の家の会議室等を貸し出
した。

ＮＰＯの活動を活性化す
るため、平成２７年３月
に「地域デビューセミ
ナー」を開催し、市内Ｎ
ＰＯをはじめとしたボラ
ンティア、地域活動団体
に参加を呼び掛け、ＰＲ
の場を提供した。

掲載あり

・各種講座・セミ
ナーの実施
・ボランティア・
市民活動情報の収
集・発信
・「にいざの地域
活動だより」の充
実
・団体交流事業の
実施

掲載あり 推進・管理事業
コミュニ
ティ推進
課

３－（２）
－イ－④

ちびっこふるさと探検隊
事業

新座市と那須塩原市にあ
る史跡や文化を楽しみな
がら学ぶことを通して、
将来のまちづくりを担う
子どもたちに、豊かな心
とふるさと意識が芽生え
ていくということを願っ
て開催する。

実施中 4

　本市と那須塩原
市との双方の財政
事情等により事業
を度々休止してい
る（平成17、
18、20年度）。
事業を休止するこ
となく今後も事業
を継続させていく
ことが課題であ
る。

　両市とも厳しい財政
状況の中、事業を継続
していくために、那須
塩原市と連携を強め、
実施日数及び事業内容
等の工夫をしていく。

継続

平成22年8月５日
（木）、６日（金）の１
泊２日で、本市の小学
５・６年生17人が友好
姉妹都市である那須塩原
市を訪れ、那須塩原市の
小学５・６年生17人と
ともにウォークラリーや
バーベキュー、那須疏水
の見学などを通して、史
跡や文化を楽しみなが
ら、交流を深めた。

平成23年8月４日
（木）･5日（金）の1泊
２日で、友好姉妹都市で
ある那須塩原市の小学5･
6年生17名が本市を訪
れ、本市の小学5･6年生
16名とともに野火止用
水沿いでのスタンプラ
リー、キャンプファイ
ヤー、うどんづくりなど
を通して、史跡や文化を
学びながら、交流を深め
た。

平成24年8月9日
（木）・10日（金）の1
泊2日で、友好姉妹都市
である那須塩原市を本市
の小学5・6年生16人が
訪れ、那須塩原市の小学
5・6年生17人とともに
ウォークラリーやバーベ
キュー、那須野が原博物
館などに行き、史跡や文
化を学びながら、交流を
深めた。

平成２５年8月７日
（水）・８日（木）の１
泊２日で、友好姉妹都市
である那須塩原市の小学
５・６年生１７名が本市
を訪れ、本市の小学５・
６年生１７名とともに野
火止用水沿いでのウォー
クラリー、キャンプファ
イヤー、うどんづくりな
どを通して、史跡や文化
を学びながら、交流を深
めた。

平成26年8月7日
（木）・8日（金）の1
泊2日で、友好姉妹都市
である那須塩原市を本市
の小学5・6年生17人が
訪れ、那須塩原市の小学
5・6年生17人とともに
キャニオニングツアーや
バーベキュー、那須野が
原博物館などに行き、史
跡や文化を学びながら、
交流を深めた。

掲載あり

国内友好姉妹都市
との交流

掲載あり 連携事業
コミュニ
ティ推進
課

３－（２）
－イ－⑤

新座市国際交流協会への
支援事業

市民を主体とした幅広い
分野における国際交流を
推進し、異文化の相互理
解を深め、世界の人々の
友好親善を図るととも
に、世界に開かれたまち
づくりのために、市民の
国際認識や国際理解の高
揚していくことを目的と
する。

実施中 3

会員のほとんどが
日本人であり、外
国語を話せる会員
が少ないため、日
本語が話せない外
国人との関わりが
難しい。

市民及び外国人市民へ
の呼びかけや、各公共
施設へのチラシ等の配
布に加え、市内３大学
留学生への案内を行っ
ている。

継続

新座市国際交流協会の活
動を支援するため、事務
事業費として補助金
150,000円を交付し
た。

新座市国際交流協会の活
動を支援するため、事務
事業費として補助金
150,000円を交付し
た。

新座市国際交流協会の活
動を支援するため、事務
事業費として補助金
150,000円を交付し
た。

新座市国際交流協会の活
動を支援するため、事務
事業費として補助金
150,000円を交付し
た。

新座市国際交流協会の活
動を支援するため、事務
事業費として補助金
150,000円を交付し
た。 掲載あり

・国際交流団体へ
の支援
・国際交流デーへ
の支援

掲載なし
コミュニ
ティ推進
課

３－（２）
－イ－⑥

新座市青少年海外派遣事
業

市内在住の中学生を海外
へ派遣し、ホームステイ
などを通じて、国際理解
を図るとともに、これを
契機に市民に対して国際
意識の啓発を図る。

実施中 4

事業着手から実施
までの期間が短
く、最終的な行程
等の調整の詰めが
直前になり、市や
団員の準備に支障
が出ている。

予算作成時からの早い
段階での企画・準備
や、海外友好姉妹都市
二市との連絡をより密
にしていく必要があ
る。 継続

派遣する友好姉妹都市側
の都合により、事業中止
となった。

平成23年度に事業実施
を計画していたが、3月
11日に発生した東日本
大震災の影響により、事
業を中止した

平成23年度に事業実施
を計画していたが、3月
11日に発生した東日本
大震災の影響により、事
業を中止した。
平成24年度は、実施な
し。

友好姉妹都市であるフィ
ンランド共和国ユヴァス
キュラ市及びドイツ連邦
共和国ブランデンブルグ
州ノイルッピン市に市内
中学生１３名と引率５名
を派遣し、親善交流、
ホームステイによる異文
化体験、文化・まちづく
りの視察・学習等を行っ
た。

平成２６年は実施なし。

掲載あり

青少年海外派遣の
実施

掲載あり 連携事業
コミュニ
ティ推進
課

４－（３）
－イ－④

防犯灯設置及び維持管理
費補助金

夜間における犯罪等の防
止を図るため、私道に防
犯灯を設置し、管理する
町内会に補助金を交付す
る。

実施中 4

環境への負担の少
ないまち「エコシ
ティ新座」の実現
に向け、町内会が
管理する防犯灯に
ついてLEDを含む
環境配慮型照明灯
への転換を推進し
ていくことが課題
である。

左記推進の取組とし
て、本補助金制度にお
いてLEDを含む環境配
慮型照明灯に新設又は
取り替え（修繕）を
行った場合の補助限度
額を引き上げており、
今後、よりこの周知を
図っていく必要があ
る。

継続

防犯灯設置費補助金
392,480円、防犯灯維
持管理費補助金
6,262,694円を交付し
た。

防犯灯設置費補助金
457,810円、防犯灯維
持管理費補助金
6,634,261円を交付し
た。

防犯灯設置費補助金
390,600円、防犯灯維
持管理費補助金
6,574,704円を交付し
た。

防犯灯設置費補助金
405,285円、防犯灯維
持管理費補助金
6,988,000円を交付し
た。

防犯灯設置費補助金
578,579円、防犯灯維
持管理費補助金
8,196,190円を交付し
た。

掲載あり

防犯灯整備への助
成

掲載あり 連携事業
コミュニ
ティ推進
課

１－（４）
－ウ－①

地域子育て支援拠点事業
（再掲）

子育て家庭への集いの場
の提供、交流の促進、子
育てに関する相談及び援
助、地域の子育て情報の
提供、講習の実施等を行
う「地域子育て支援セン
ター」及び「つどいの広
場」を設置する。

実施中 4

小学校区に１ヵ所
の設置を目指し、
現在１３ヵ所の拠
点が市内にバラン
スよく設置されつ
つあるが、東北地
域への設置及び更
なる内容の充実を
図っていくことが
望ましい。

東北地域に地域子育て
支援拠点が設置できる
よう働き掛けていくと
ともに、多課と積極的
に連携し、内容の充実
を図っていく。

継続

ＮＰＯ法人等に運営委託
し、地域子育て支援セン
ターを８か所（新堀保育
園、栄保育園、旧大和田
交番、山びこ保育園、す
ぎのこ保育園、すこやか
保育園、光第二保育園、
横田保育園）で実施し
た。ＮＰＯ法人に運営委
託し、つどいの広場を１
か所（児童センター内）
に設置した。また、出前
地域子育て支援センター
を２か所（栗原公民館、
生涯学習センター）で実
施した。

ＮＰＯ法人等に運営委託
し、地域子育て支援セン
ターを８か所（新堀保育
園、栄保育園、旧大和田
交番、山びこ保育園、す
ぎのこ保育園、すこやか
保育園、光第二保育園、
横田保育園）で実施し
た。ＮＰＯ法人に運営委
託し、つどいの広場を１
か所（児童センター内）
に設置した。
また、出前地域子育て支
援センターを実施した。

ＮＰＯ法人等に運営委託
し、地域子育て支援セン
ターを10か所（新堀保
育園、栄保育園、旧大和
田交番、山びこ保育園、
すぎのこ保育園、すこや
か保育園、光第二保育
園、横田保育園、白梅第
二保育園、竹の子保育
園）で実施した。ＮＰＯ
法人に運営委託し、つど
いの広場を1か所（児童
センター内）で実施し
た。
また、出前地域子育て支
援センターを実施した。

ＮＰＯ法人等に運営委託
し、地域子育て支援セン
ターを10か所（新堀保
育園、栄保育園、旧大和
田交番、山びこ保育園、
すぎのこ保育園、すこや
か保育園、光第二保育
園、横田保育園、白梅第
二保育園、竹の子保育
園）で実施した。ＮＰＯ
法人に運営委託し、つど
いの広場を１か所（児童
センター内）で実施し
た。

ＮＰＯ法人等に運営委託
し、地域子育て支援セン
ターを12か所（新堀保
育園、栄保育園、旧大和
田交番、山びこ保育園、
すぎのこ保育園、すこや
か保育園、光第二保育
園、横田保育園、白梅第
二保育園、竹の子保育
園、新座どろんこ保育
園、けやきの森保育園栗
原園）で実施した。ＮＰ
Ｏ法人に運営委託し、つ
どいの広場を１か所（児
童センター内）で実施し
た。

掲載あり
地域子育て支援セ
ンターの充実

掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

子育て支
援課
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課題
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改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（４）
－ウ－②

子育て支援ネットワーク
事業「子育て支援交流事
業」、「地域交流事業」
の実施

子育て支援交流事業で
は、乳幼児を持つ親が子
どもと共に集い、子育て
に関する喜びや悩みを共
有し合い、子育てサポー
ターからアドバイスを受
けながら手遊びなどで楽
しい時間を過ごす「子育
てサロン」「ステップ・
サロン」を開設する。地
域交流事業では、関係団
体・機関を招き子育てに
関する情報交換、運動
会、アトラクションなど
を実施する「子育てネッ
トワークフェスティバ
ル」を開催する。

実施中 4

地域子育て支援セ
ンターのない地域
を中心に実施して
いる。地域子育て
支援センター、つ
どいの広場の整備
が進み、事業は縮
小傾向にある。

地域子育て支援セン
ターの整備や他の類似
事業の実施状況を鑑み
ながら、地域的な偏り
がないよう考慮して実
施していく。

継続

（子育てサロン）
子育てサロンは、２か所
の社会教育施設（参加親
子157組）で、ステッ
プ・サロンは、１か所の
社会教育施設（参加親子
107組）で実施した。
（子育てネットワーク
フェスティバル）
10月に「なかよしうん
どうかい」を開催した。
参加親子100組。
３月に「春色コンサー
ト」を開催。参加親子
62組。

○子育てサロン
子育てサロンは、２か所
の社会教育施設（参加親
子191組）で、ステッ
プ・サロンは、１か所の
社会教育施設（参加親子
77組）
○子育てネットワーク
フェスティバル
11月に「積み木の森の
フェスティバル」を開
催。参加親子86組。３
月に「トイピアノ・トイ
楽器コンサート」を開
催。参加親子22組。

（子育てサロン）
子育てサロンは、2か所
の社会教育施設（参加親
子106組）で、ステッ
プ・サロンは、1か所の
社会教育施設（参加親子
63組）（子育てネット
ワークフェスティバル）
11月に「歌って踊って
みんなで遊ぼう！」を開
催した。参加親子60
組。
1月に「大きな森の木の
下で！」を開催。参加親
子16組。

（子育てサロン）
子育てサロンは、2か所
の社会教育施設（参加親
子160組）で、ステッ
プ・サロンは、1か所の
社会教育施設（参加親子
81組）
（子育てネットワーク
フェスティバル）
12月に「きて！みて！
子ども夢ショップ」を開
催した。参加親子43
組。
３月に「春呼ぶコンサー
ト」を開催。参加親子
48組。

（子育てサロン）
子育てサロンは、2か所
の社会教育施設（参加親
子115組）で、ステッ
プ・サロンは、1か所の
社会教育施設（参加親子
53組）
（子育てネットワーク
フェスティバル）
11月に「親子で作ろ
う、みんなに見せよ
う！！」を開催した。参
加親子27組。
３月に「春よ来い・コン
サート」を開催。参加親
子51組。

掲載あり

子育てネットワー
クフェスティバル
の実施

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

１－（４）
－ウ－③

“すぐそこ新座”春まつ
り

菜の花まつり、にいざシ
ティウォーキング、森の
音楽会など、春のイベン
トを統合したイベントと
して開催する。

実施中 4

事業の定着及び認
知度の向上による
来場者数の増加に
伴い、総合運動公
園会場では駐車場
の確保が課題と
なっている。

平成２６年度について
は、臨時駐車場として
新たに新座市役所駐車
場及び凸版印刷あたご
事業所の敷地をお借り
したほか、シャトルバ
スの増便及び停留場所
の追加等で駐車場の問
題解消にあたった。一
定の効果が得られたこ
とから、引き続き上記
対応にて実施。

継続

菜の花まつり、朝霞法人
会うどんまつり、にいざ
シティウォーキング等の
春季のイベントを統合
し、各種体験イベント、
子育て支援団体やＮＰＯ
法人によるブース、ダン
スサークルの子どもたち
が出演するイベントを開
催した。

東日本大震災の影響を考
慮し、開催を中止した。

菜の花まつり、にいざシ
ティウォーキング、森の
音楽会など、春のイベン
トを統合したイベントと
して開催した。

菜の花まつり、にいざシ
ティウォーキング、森の
音楽会など、春のイベン
トを統合したイベントと
して開催した。
（ステージ：参加団体４
１団体７２２名、店舗：
のべ５１店舗２１団体）

菜の花まつり、にいざシ
ティウォーキング、森の
音楽会など、春のイベン
トを統合したイベントと
して開催した。
（ステージ：参加団体３
４団体７０７名、店舗：
のべ５０店舗２３団体）

掲載あり

“すぐそこ新座”
春まつりの実施

掲載なし
観光推進
課

１－（４）
－ウ－④

“すぐそこ新座”ひまわ
りまつり

本多の森お花畑における
ヒマワリの開花時期に合
わせ、ヒマワリ迷路、は
しご車体験、写生教室な
どのイベントを開催す
る。

終了 3

ひまわりまつりに
ついては、終日の
開催による熱中症
の危険性から、平
成２４年度をもっ
て事業終了とし
た。
ヒマワリ畑の開放
については引き続
き行い、自由に散
策、写真撮影及び
写生等ができる場
を提供した。

ヒマワリの見頃に合わ
せ、８月半ばにウォー
クラリーイベントを実
施。事業の改善とし
て、開催期間を半日の
みと限定し、イベント
会場にはミストシャ
ワーを設置するなど熱
中症対策を行ってい
る。

見直し

本多の森お花畑における
ヒマワリの開花時期に合
わせて、ヒマワリ畑迷路
でのスタンプラリー、
シャボン玉シャワー、ヒ
マワリの花摘み、子ども
写生教室及びクラフト教
室等のイベントを開催し
た。

（”ひまわり畑の開放
“と名称変更）
本多の森お花畑における
ヒマワリ畑を開放し、自
由に散策、写真撮影及び
写生等ができる場を提供
した。

（”ひまわり畑の開放
“と名称変更）
本多の森お花畑における
ヒマワリ畑を開放し、自
由に散策、写真撮影及び
写生等ができる場を提供
した。

本多の森お花畑のヒマワ
リ畑を開放し、自由に散
策、写真撮影及び写生等
ができる場を提供した。
また、ヒマワリの見頃に
合わせ、「ゾウキリンを
探せ　夏休み家族ウォー
クラリー」を実施した。
（参加者８７組２７６
名）

本多の森お花畑のヒマワ
リ畑を開放し、自由に散
策、写真撮影及び写生等
ができる場を提供した。
また、ヒマワリの見頃に
合わせ、「ゾウキリンを
探せ　夏休み家族ウォー
クラリー」を実施した。
（参加者５５組１５７
名）

掲載なし 掲載なし
観光推進
課

（５）子育て支援のためのＩＣＴ活用

ア　ＩＣＴを含む子育て情報の提供

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

１－（５）
－ア－①

子育て支援ネットワーク
事業「子育て情報提供事
業」の実施

子育て中の親が必要な
様々な情報（子育て支援
サービス、公共施設案
内、幼稚園・保育園情報
等）を収集し、編集した
「子育て情報誌」「子育
て通信」を発行する。ま
た、上記紙面の内容を
ホームページに掲載す
る。

実施中 5

紙面には限りがあ
るが、ホームペー
ジへ内容を掲載す
るようになり、よ
り多くの市民に周
知を図ることがで
きた。

市民が求める情報を把
握するよう努め、提供
していく。

継続

ＮＰＯ法人に事業委託
し、実施した。
子育て情報誌：年間１回
4,000部
子育て通信  ：年間２回
6,000部
また、市ホームページに
掲載した。

ＮＰＯ法人に事業委託
し、実施した。
子育て情報誌：年間１回
4,000部
子育て通信：年間２回
6,000部
また、市ホームページに
掲載した。

子育てに関する情報を集
約し、発行した。
子育て情報誌：年間1回
4,000部

子育てに関する情報を集
約し、発行した。
子育て情報誌：年間1回
4,000部

子育てに関する情報を集
約し、発行した。
子育て情報誌：年間1回
4,000部

掲載あり

子育てに関する情
報の提供

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

30



次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（５）
－ア－②

「民生委員・児童委員だ
より」の配布

民生委員・児童委員（主
任児童委員含む）の活動
内容（子育て支援ほか）
の紹介の便りを委員が担
当地域内の各家庭を訪問
配布し、地域への周知を
図る。

実施中 3

　通常時は、民生
委員が各担当区域
の中で必要に応じ
配布を行ってお
り、三年に一度の
一斉改選時には、
原則として担当区
域全世帯に配布を
行うようにしてい
る。

　今後も、民生委員・
児童委員だよりの継続
的な配布に努める。

継続

民生委員が各担当区域の
中で、必要に応じ民生委
員・児童委員だよりを配
布した。

民生委員が各担当区域の
中で、民生委員・児童委
員だよりを原則として全
世帯に配布した。

民生委員が各担当区域の
中で、必要に応じ民生委
員・児童委員だよりを配
布した。

民生委員が各担当区域の
中で、必要に応じ民生委
員・児童委員だよりを配
布した。

民生委員が各担当区域の
中で、民生委員・児童委
員だよりを原則として全
世帯に配布した。

掲載あり

第３章 福祉・健
康
第５節 低所得者
福祉
１ 地域福祉の充
実
(2)地域福祉活動へ
の支援

掲載なし
生活福祉
課

１－（５）
－ア－③

子育てバリアフリー情報
の提供

乳幼児を連れて外出する
際の遊び場、授乳コー
ナー、子ども連れに優し
いトイレの設置場所など
を示した子育てバリアフ
リー情報を提供する。

実施中 5

にいざ子育て情報
誌に子育てバリア
フリーマップの要
素を取り入れ、広
く市民に配布して
いる。子育て情報
誌をホームページ
に掲載すること
で、より多くの市
民に情報提供をす
ることができた。

子育て情報誌をはじ
め、ホームページ等を
通じて、今後も情報提
供を続けていく。

継続

子育てバリアフリーマッ
プの要素を取り入れた
「子育て情報誌」を
4,000部作成し発行し
た。

子育てバリアフリーマッ
プの要素を取り入れた
「子育て情報誌」を
4,000部作成し発行し
た。

子育てバリアフリーマッ
プの要素を取り入れた
「子育て情報誌」を
4,000部作成し発行し
た。

子育てバリアフリーマッ
プの要素を取り入れた
「子育て情報誌」を
4,000部作成し発行し
た。

子育てバリアフリーマッ
プの要素を取り入れた
「子育て情報誌」を
4,000部作成し発行し
た。

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

１－（５）
－ア－④

インターネット等を利用
した子育て情報の提供

子育て関連情報を一元化
し、いつでもどこからで
も情報が得られるよう、
インターネットでの情報
提供事業を行う。

実施中 5

市のホームページ
に、子育て情報誌
等の子育て支援に
関する情報を掲載
し、情報提供を
行っている。提供
する情報の充実と
インターネットの
特性を活かした迅
速な情報提供が求
められる。

提供する情報の充実と
迅速な情報提供につい
て引き続き実施する。
しかし、市の体制には
限界があるため、県や
NPO法人等のホーム
ページも活用しながら
多様な情報提供を図っ
ていく。

継続

市のホームページを通じ
て子育て情報の提供を
行った。

市のホームページを通じ
て子育て情報の提供を
行った。

市のホームページを通じ
て子育て情報の提供を
行った。

市のホームページを通じ
て子育て情報の提供を
行った。

市のホームページを通じ
て子育て情報の提供を
行った。

一部掲載
あり

子育てに関する情
報の提供

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

イ　子どもの情報モラル教育の推進

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

１－（５）
－イ－①

情報モラル教育の推進
小・中学校において、情
報モラル教育を推進す
る。

実施中 4

児童生徒への情報
モラル教育はもと
より、保護者への
啓発がやや不足し
ている。

「情報モラル教育」を
扱った授業の推進を図
り、授業参観時に公開
するなどし、家庭への
普及啓発を図る。

継続

小・中学校において情報
モラル教育を年間指導計
画に位置づけるよう働き
かけた。

小・中学校において情報
モラル教育を年間指導計
画に位置づけるよう働き
かけた。

小・中学校において情報
モラル教育を年間指導計
画に位置づけるよう働き
かけた。

小・中学校において情報
モラル教育を年間指導計
画に位置づけるよう働き
かけた。

小・中学校において情報
モラル教育を年間指導計
画に位置づけるよう働き
かけた。 掲載あり

情報モラル教育の
推進

掲載あり 推進・管理事業 指導課

１－（５）
－イ－②

情報教育の推進

子どもの情報活用能力を
育成するメディアリテラ
シー教育の実施ととも
に、情報機能のネット
ワーク化を図る。

実施中 4

電子版百科事典シ
ステムの導入によ
りパソコンを用い
た課題解決学習が
進められる児童生
徒が増えた。

調べ学習などでパソコ
ンを活用する際には、
計画表を作成の上、行
うなど何のためにパソ
コンを用いるのかな
ど、意味のある学習を
進められるよう授業改
善を図る。

継続

児童生徒の情報活用能力
を育成することを目標
に、全小中学校に1人ず
つコンピュータ指導員を
配置し、その活用を図る
授業実践を推進した。

児童生徒の情報活用能力
を育成することを目標
に、全小中学校に1人ず
つコンピュータ操作補佐
員を配置し、その活用を
図る授業実践を推進し
た。

児童生徒の情報活用能力
を育成することを目標
に、全小中学校2校に1
人、コンピュータ操作補
佐員を配置し、その活用
を図る授業実践を推進し
た。

児童生徒の情報活用能力
を育成することを目標
に、全小中学校２校に1
人、コンピュータ操作補
佐員を配置し、その活用
を図る授業実践を推進し
た。

児童生徒の情報活用能力
を育成することを目標
に、全小中学校２校に1
人、コンピュータ操作補
佐員を配置し、その活用
を図る授業実践を推進し
た。

掲載あり 情報教育の推進 掲載あり 推進・管理事業 指導課

１－（５）
－イ－③

教育インターネット環境
の充実

小・中学校間のみならず
他の教育機関も含めたイ
ンターネット環境を整備
することで、教育指導や
授業方法等の充実を図
る。

実施中 5

通信速度の向上 プロバイダの見直しな
どを含めて、通信速度
の向上を図る。

継続

ＫＤＤＩ（ＶＰＮ）を使
用してインターネット通
信を行う。
教育委員会→教育ネット
ワーク通信料
小・中学校→教育ネット
ワーク通信料（小・中学
校23件）
教育相談室→教育ネット
ワーク通信料（教育相談
室）

ＫＤＤＩ（ＶＰＮ）を使
用してインターネット通
信を行った。
教育委員会→教育ネット
ワーク通信
小・中学校→教育ネット
ワーク通信（小・中学校
23件）
教育相談室→教育ネット
ワーク通信（教育相談
室）

ＫＤＤＩ（ＶＰＮ）を使
用してインターネット通
信を行う。
教育委員会→教育ネット
ワーク通信
小・中学校→教育ネット
ワーク通信（小・中学校
23件）
教育相談室→教育ネット
ワーク通信（教育相談
室）

整備されたインターネッ
ト環境において、教育指
導や授業方法等の充実を
図った。

整備されたインターネッ
ト環境において、教育指
導や授業方法等の充実を
図った。

一部掲載
あり

教育インターネッ
トの整備

掲載あり 推進・管理事業
教育総務
課

31



次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

１－（５）
－イ－④

コンピュータ教育の充実

情報化の進展に対応した
学習環境を推し進めるた
め、小・中学校の授業等
に校内ＬＡＮを活用し、
よりわかりやすい授業を
実施する。

実施中 5

校内LANの整備等
を行い、情報化の
進展に対応した学
習環境を構築して
いる。今後、タブ
レットPCの導入な
ど、時代的要請に
則した対応を検討
する必要がある。

タブレットPC生徒一人
１台化の必要性などに
ついて検討し、必要に
応じて整備を行う。

継続

賃貸借契約によりコン
ピュータ整備を継続し
た。
・市立大和田小学校外9
校教育コンピュータ・Ｌ
ＡN賃貸借契約　外２件
・市立各中学校教育コン
ピュータ・ＬＡN賃貸借

賃貸借契約によりコン
ピュータ整備を継続し
た。
・市立大和田小学校外9
校教育コンピュータ・
LAN賃貸借契約　外2件
・市立各中学校教育コン
ピュータ・ＬＡN賃貸借

賃貸借契約によりコン
ピュータ整備を継続する。
・新座市立小・中学校校務
システム機器賃貸借
・新座市教育ネットワーク
賃貸借
・新座市立池田小学校教育
用コンピュータ・ＬＡＮ等
賃貸借
・市立池田小学校教員用コ
ンピュータ貸借料（ＰＣ
11台）
・新座市立各中学校教育用
コンピュータ・ＬＡＮ賃貸
借
・市立各中学校教員用コン
ピュータ貸借料（ＰＣ
135台）

校務システム及び授業支
援システムを活用し、教
育におけるコンピュータ
環境を充実させた。

校務システム及び授業支
援システムを活用し、教
育におけるコンピュータ
環境を充実させた。

一部掲載
あり

コンピュータ教育
環境の整備

掲載あり 推進・管理事業
教育総務
課

２　働きと子育ての調和を応援するために

（１）保育・放課後児童保育サービスの充実

ア　保育サービスの充実

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

２－（１）
－ア－①

保育園の運営

保護者の労働又は疾病等
により、家庭において当
該児童を保育することが
できないと認められる場
合に保護者に代わり、保
育園での保育を実施す
る。

実施中 4

平成26年9月１日現
在、市内公立・法人保
育園の定員は2,381人
である。これを定員の
弾力化により170人
拡大（7％）し、
2,415人（定員内
2,245人、定員拡大
170人）の児童の保
育を実施している。
認可保育園の新増設に
より、平成22年４月
時点での定員数1,735
人（22園）を平成26
年4月現在2,381人
（29園）まで拡大し
た。
これに伴い、待機児童
数は市基準で、233
人（H22）から127
人（H26）まで減少
した。

認可保育園の新増設によ
り、定員数は大幅に増加
したが、依然多くの待機
児童がいる現状である。
今後もできる限りの定員
拡大を実施し、保育を必
要とする児童の保育を実
施する。
今後については、平成27
年4月に新設１園、建替
えに伴う増員２園、幼稚
園の認定こども園移行に
伴う増員１園等により、
拡大を行う。
平成28年度以降について
は、小規模保育事業の活
用、幼稚園の認定こども
園への移行推進により、
対応していく。

継続

保護者の就労又は、疾病
等により、家庭において
児童を保育することがで
きないと認められる場合
に、保護者に代わり保育
園での保育を実施した。

保護者の就労又は、疾病
等により、家庭において
児童を保育することがで
きないと認められる場合
に、保護者に代わり保育
園での保育を実施した。

保護者の就労又は、疾病
等により、家庭において
児童を保育することがで
きないと認めれらる場合
に、保護者に代わり保育
園での保育を実施した。

保護者の就労又は、疾病
等により、家庭において
児童を保育することがで
きないと認めれらる場合
に、保護者に代わり保育
園での保育を実施した。

保護者の就労又は、疾病
等により、家庭において
児童を保育することがで
きないと認めれらる場合
に、保護者に代わり保育
園での保育を実施した。

一部掲載
あり

民 間 保 育 所 の 新
設・建替えへの支
援

掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

子育て支
援課

２－（１）
－ア－②

保育園の新設
保育需要が高い地域に保
育園を建設し、入所待機
児童の解消を図る。

実施中 4

認可保育園の新増
設により、平成22
年４月時点での定
員数1,735人（22
園）を平成26年4
月現在2,381人
（29園）まで拡大
した。
これに伴い、待機
児童数は市基準
で、233人
（H22）から127
人（H26）まで減
少したものの、保
育園の新設が新た
な保育需要を呼ぶ
いわゆる「保育需
要の喚起」によ
り、依然として待
機児童が非常に多
い状態である。

今後については、平成
27年4月に新設１園、
建替えに伴う増員２
園、幼稚園の認定こど
も園移行に伴う増員１
園等により、拡大を行
う。
平成28年度以降につい
ては、小規模保育事業
の活用、幼稚園の認定
こども園への移行推進
により、対応してい
く。

継続

保育需要の高い地域に新
設する法人保育園建設に
ついて、補助金を支出し
入所児童の解消を図っ
た。

保育需要の高い地域に新
設する法人保育園建設に
ついて、補助金を支出し
入所児童の解消を図っ
た。

保育需要の高い地域に新
設する法人保育園建設に
ついて、補助金を支出し
入所待機児童の解消を図
る。

保育需要の高い地域に新
設する法人保育園建設に
ついて、補助金を支出し
入所児童の解消を図る。

保育需要の高い地域に新
設する法人保育園建設に
ついて、補助金を支出し
入所児童の解消を図る。

一部掲載
あり

民 間 保 育 所 の 新
設・建替えへの支
援

掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

子育て支
援課

32



次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

２－（１）
－ア－③

保育園の建替え
老朽化した保育園を順次
建て替える。

実施中 5

後期計画期間中
に、公立保育園の
建替え４園及び大
正保育園と第七保
育園の統廃合を実
施したことによ
り、全園の老朽化
への対応が完了し
た。
また、法人保育園
についても、昭和
５６年以前に建築
された園舎の建替
え、耐震補強工事
の支援を完了し
た。

今後については、必要
に応じて財政状況を勘
案しながら、実施して
いく。

継続

平成23年度に行う市立
西堀保育園建替えのため
の設計を実施。

・市立西堀保育園の建替
え工事を実施。
・平成24年度実施予
定、市立第一保育園建替
えのための設計を実施。

・市立第一保育園の建替
え工事を実施。
・平成25年度実施予
定、市立北野保育園建替
えのための設計を実施。

・市立北野保育園の建替
え工事を実施。

・市立第二保育園の建替
え工事を実施。
・市立大正保育園及び第
七保育園の建替え工事を
実施。

一部掲載
あり

民 間 保 育 所 の 新
設・建替えへの支
援

掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

子育て支
援課

２－（１）
－ア－④

育休明け入所予約事業

育児休業明けにスムーズ
な入所が図れるよう、入
所予約の導入を実施す
る。

実施中 3

待機児童が多い状
況であることか
ら、入所予約事業
の実施は難しい。
在園児童の保護者
の育児休業に伴
う、継続利用を特
例で行っている。
また、産休・育休
明けの保育園入園
については、選考
時の指数加点を設
けている。

子ども・子育て支援新
制度における保育認
定・利用調整の中での
優先利用のあり方を検
討する。

廃止

育児休業明けにスムーズ
な入所が図れるよう、入
所予約の導入を継続検討
した。

育児休業明けにスムーズ
な入所が図れるよう、入
所予約の導入を継続検討
した。

育児休業明けにスムーズ
な入所が図れるよう、入
所予約の導入を継続検討
した。

育児休業明けにスムーズ
な入所が図れるよう、入
所予約の導入を継続検討
した。

子ども・子育て支援新制
度における保育認定・利
用調整の中での優先利用
のあり方を検討した。

掲載なし 掲載なし
子育て支
援課

２－（１）
－ア－⑤

病後児保育の充実
病気の回復期にある子ど
もの保育体制を充実す
る。

実施中 3

病後児保育の認知
度が低い。
病児対応型の施設
がない。

広報紙等を通じて周知
し、更なる利用を促進
する。
病児対応型の施設、可
能であれば病院併設型
の設置を目指す。 継続

法人保育園１園で実施し
た。平成22年度延べ利
用児童数40人

法人保育園１園で実施し
た。
平成23年度延べ利用児
童数43人

法人保育園1園で実施し
た。
平成24年度延べ利用児
童数 50人

法人保育園１園で実施し
た。
平成25年度延べ利用児
童数 64人

法人保育園１園で実施し
た。
平成26年度延べ利用児
童数 103人

掲載あり

病後児保育の充実

掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

子育て支
援課

２－（１）
－ア－⑥

休日保育の充実
休日の保育の需要に対応
するため、法人保育園で
実施する。

実施中 3

休日保育の認知度
が低い。

広報紙等を通じて周知
し、更なる利用を促進
する。
実施施設数について
は、地域性を踏まえ、
検討していく。 継続

法人保育園１園で実施し
た。
平成２２年度延べ利用児
童数252人

法人保育園１園で実施し
た。
平成23年度延べ利用児
童数118人

法人保育園1園で実施し
た。
平成24年度延べ利用児
童数 152人

法人保育園１園で実施し
た。
平成25年度延べ利用児
童数 181人

法人保育園１園で実施し
た。
平成26年度延べ利用児
童数 177人

掲載あり

休日保育の充実

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

２－（１）
－ア－⑦

時間延長保育の充実

保護者の就労形態の多様
化に対応するため、通常
の開所時間を超えて保育
を行う。

実施中 5

特になし。 引き続き全園で延長保
育を実施し、ニーズに
対応していく。

継続

市内全園（公立７園、法
人15園）で実施した。
２園17:00～20:00
20園17:00～19:00

市内全園（公立７園、法
人17園）で実施した。
２園17:00～20:00
20園17:00～19:00

市内全園（公立７園、法
人１９園）で実施した。
2園17：00～20：00
24園17：00～19：
00

市内全園（公立７園、法
人２０園）で実施した。
2園17：00～20：00
25園17：00～19：
00

市内全園（公立７園、法
人２2園）で実施した。
1園17：00～21：45
1園17：30～19：30
3園17：00～20：00
24園17：00～19：
00

掲載あり

延長保育の充実

掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

子育て支
援課

２－（１）
－ア－⑧

夜間保育の検討

保護者の就労などによ
り、夜間の保育を必要と
する子どものために夜間
保育の実施を検討する。

実施中 2

夜間保育のニーズ
を見極める必要が
ある。

社会情勢等と照らし合
わせ、実施すべきか引
き続き検討する。

継続

保護者の就労等により、
夜間の保育園を必要とす
る子どものために夜間保
育の実施を検討した。

保護者の就労等により、
夜間の保育園を必要とす
る子どものために夜間保
育の実施を検討した。

保護者の就労等により、
夜間の保育園を必要とす
る子どものために夜間保
育の実施を検討した。

保護者の就労等により、
夜間の保育園を必要とす
る子どものために夜間保
育の実施を検討した。

保護者の就労等により、
夜間の保育園を必要とす
る子どものために夜間保
育の実施を検討した。

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

２－（１）
－ア－⑨

特定保育の充実

保護者の就労などにより
家庭での保育が困難な児
童に対して、週２、３日
又は午前か午後のみ等の
柔軟な保育を行う特定保
育を実施する。

実施中 3

認可保育園におけ
る通常保育の受入
れ枠の拡大によ
り、就労による一
時保育の利用数は
減少傾向にある。

周知活動による利用促
進を図っていく。

見直し

保護者の就労などによ
り、家庭での保育が困難
子どもに対して、週２、
３日又は午前か午後のみ
等の柔軟な保育を行う特
定保育を実施した。平成
２２年度延べ利用日数
6,294日

保護者の就労などによ
り、家庭での保育が困難
な子どもに対して、週
2、3日又は午前か午後
のみ等の柔軟な保育を行
う特定保育を実施した。
平成23年度延べ利用日
数5,738日

保護者の就労などによ
り、家庭での保育が困難
な子どもに対して、週
2、3日又は午前か午後
のみ等の柔軟な保育を行
う特定保育を実施した。
平成24年度延べ利用日
数5,608日

保護者の就労などによ
り、家庭での保育が困難
な子どもに対して、週
２、３日又は午前か午後
のみ等の柔軟な保育を行
う特定保育を実施した。
平成25年度延べ利用日
数3,517日

保護者の就労などによ
り、家庭での保育が困難
な子どもに対して、週
２、３日又は午前か午後
のみ等の柔軟な保育を行
う特定保育を実施した。
平成26年度延べ利用日
数3,517日

掲載なし 掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

子育て支
援課

２－（１）
－ア－⑩

一時保育の充実（再掲）

非定型的保育サービス・
緊急保育サービス等、多
様な保育サービスの拡充
を検討し、推進する。

実施中 4

認可保育園におけ
る通常保育の受入
れ枠の拡大によ
り、就労による一
時保育の利用数は
減少傾向にある。

就労による利用数の減
少に伴い、リフレッ
シュ等による一時利用
の利用可能枠が増加し
ていることから、周知
活動による利用促進を
図っていく。

継続

非定型的保育サービス、
緊急保育サービス等、多
様な保育サービスの拡充
を検討し、推進した。
平成２２年度延べ利用日
数5,328日
延べ11,623人（公立保
育園１園、法人保育園
11園）

非定型的保育サービス、
緊急保育サービス等、多
様な保育サービスの拡充
を検討し、推進した。
平成23年度延べ利用日
数5,663日
延べ11,402人（公立保
育園1園、法人保育園13
園）

非定型的保育サービス、
緊急保育サービス等、多
様な保育サービスの拡充
を検討し、推進した。
平成２４年度延べ利用日
数6,131日
延べ11,738人（公立保
育園１園、法人保育園
13園）

非定型的保育サービス、
緊急保育サービス等、多
様な保育サービスの拡充
を検討し、推進した。
平成25年度延べ利用日
数6,580日　延べ
10,096人（公立保育園
1園、法人保育園13園）

定型的保育サービス、緊
急保育サービス等、多様
な保育サービスの拡充を
検討し、推進した。
平成２６年度延べ利用日
数7,374日
延べ11,482人（公立保
育園１園、法人保育園
16園）

掲載あり

一時保育の充実

掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

子育て支
援課

２－（１）
－ア－⑪

産休明け保育の充実

出産後の養育者の就労と
子育ての両立支援を図る
ため、産休明け保育事業
の充実を図る。

実施中 4

平成26年9月現
在、認可保育園29
園中11保育園で産
休明け保育を実施
している。
更に実施園を拡大
することで、保護
者の利便性の向上
が望める。

産休明け保育の実施が
できるよう設備面を整
えることや保育士の配
置についての支援を検
討していく。 継続

出産後の養育者の就労と
子育ての両立支援を図る
ため、産休明け保育事業
を実施した。

出産後の養育者の就労と
子育ての両立支援を図る
ため、産休明け保育事業
を実施した。

出産後の養育者の就労と
子育ての両立支援を図る
ため、産休明け保育事業
を実施した。

出産後の養育者の就労と
子育ての両立支援を図る
ため、産休明け保育事業
を実施した。

出産後の養育者の就労と
子育ての両立支援を図る
ため、産休明け保育事業
を実施した。

掲載あり

産休明け保育の充
実

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

２－（１）
－ア－⑫

障がい児保育の充実（再
掲）

障がいのある子どもの中
で、発達のために集団保
育が必要とされる子ども
を保育する障がい児保育
の充実を図る。

実施中 4

職員体制の確保が
できず、障がい児
の受け入れができ
ない場合がある。

職員体制を充実させ、
できる限り障がい児保
育の充実を図る。

継続

障がいのある子どもの中
で、発達のために集団保
育が必要とされる子ども
を保育する障がい児保育
の充実を図った。

発達のために集団保育が
必要となる障がいを持つ
子どもの保育の充実を
図った。

発達のために集団保育が
必要となる障がいを持つ
子どもの保育の充実を
図った。

発達のために集団保育が
必要となる障がいを持つ
子どもの保育の充実を
図った。

発達のために集団保育が
必要となる障がいを持つ
子どもの保育の充実を
図った。

掲載あり

障がい児保育の充
実

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

２－（１）
－ア－⑬

保育園における幼児教育
の充実

保育園から小学校の教育
へ円滑に移行できるよ
う、保育園における幼児
教育の充実を図る。

実施中 3

特になし 児童が、学びの場であ
る小学校に円滑に移行
するために、保育園時
代において、必要な集
団生活のルールやマ
ナーが習得できるよう
引き続き推進する。

継続

保育園から小学校の教育
へ円滑に移行できるよ
う、保育園における幼児
教育の充実を推進した。

保育園から小学校の教育
へ円滑に移行できるよ
う、保育園における幼児
教育の充実を推進した。

保育園から小学校の教育
へ円滑に移行できるよ
う、保育園における幼児
教育の充実を推進した。

保育園から小学校の教育
へ円滑に移行できるよ
う、保育園における幼児
教育の充実を推進した。

保育園から小学校の教育
へ円滑に移行できるよ
う、保育園における幼児
教育の充実を推進した。

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

２－（１）
－ア－⑭

幼稚園長時間預かり保育
補助事業（再掲）

保育園の待機児童解消、
子育て家庭の就労機会拡
大のため、幼稚園教育時
間の前後や春季･夏季及
び冬季休園時に預かり保
育を実施する市内私立幼
稚園に対し人件費等の補
助を行う。

実施中 4

平成26年度に実施
園が４園となり、
利用児童数も本計
画期間内で２倍に
増加した。

幼稚園長時間預かり保
育の更なる普及を促進
する。
なお、平成26年度実施
園（4園）のうち、1園
は平成27年度に認定こ
ども園に移行するた
め、長時間預かり保育
事業としての実績は一
時低下が見込まれる。

継続

幼稚園２園で実施した。
平成２２年度延べ利用児
童数６９２人

幼稚園２園で実施した。
平成23年度延べ利用児
童数771人

幼稚園2園で実施した。
平成24年度延べ利用児
童数 882人

幼稚園３園で実施した。
平成25年度延べ利用児
童数1,368人

幼稚園４園で実施した。
平成2６年度延べ利用児
童数1,948人

掲載あり

幼稚園長時間預か
り保育への助成

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

２－（１）
－ア－⑮

幼保小交流研修会の充実

幼稚園・保育園と小学校
の職員が一堂に会して円
滑な移行や卒園までの達
成目標等について協議す
る等の研修を行う。ま
た、近隣の小学校に卒園
前の園児が訪問する交流
体験を行う。

実施中 4

幼稚園・保育園と
小学校との交流を
通して子どもたち
の理解を深めるだ
けでなく、指導す
る側の職員同士の
交流をさらに深め
ていき、小学校や
幼稚園・保育園で
の指導に生かして
いくことが大切で
ある。

交流の計画を立てる時
間を確保していくこと
が難しいとの判断か
ら、お互いの年間計画
などの資料を提供し
合って、双方が効率的
に交流計画を立てられ
るよう工夫する。職員
間の理解の深まりが園
児や児童の指導に生か
されていくものと考え
られる。

継続

幼稚園（12園）・保育
園（22園）と小学校
（17校）の職員が一堂
に会して円滑な移行や卒
園までの達成目標等につ
いて協議する等の研修
（幹事会２回、全体研修
会２回、小学校ブロック
毎の交流会及び打合会複
数回）を行った。また近
隣の小学校ブロック毎に
園児及び小学生、職員間
の相互交流を行い幼稚園
や保育園から小学校への
円滑なつながりが図れる
ようにした。

幼稚園（12園）・保育
園（24園）と小学校
（17校）の職員が一堂
に会して円滑な移行や卒
園までの達成目標等につ
いて協議する等の研修
（幹事会２回、全体研修
会２回、小学校ブロック
毎の交流会及び打合会複
数回）を行った。また近
隣の小学校ブロック毎に
園児及び小学生、職員間
の相互交流を行い幼稚園
や保育園から小学校への
円滑なつながりが図れる
ようにした。

幼稚園（12園）・保育
園（26園）と小学校
（17校）の職員が一堂
に会して円滑な移行や卒
園までの達成目標等につ
いて協議する等の研修
（幹事会２回、全体会２
回、全体研修会1回、小
学校ブロック毎の交流会
及び打合会複数回）を
行った。また近隣の小学
校ブロック毎に園児及び
小学生、職員間の相互交
流を行い幼稚園や保育園
から小学校への円滑なつ
ながりが図れるようにし
た。

幼稚園（12園）・保育
園（2７園）と小学校
（17校）の職員が一堂
に会して円滑な移行や卒
園までの達成目標等につ
いて協議する等の研修
（幹事会２回、全体会２
回、全体研修会１回、小
学校ブロック毎の交流会
及び打合会複数回）を
行った。また近隣の小学
校ブロック毎に園児及び
小学生、職員間の相互交
流を行い幼稚園や保育園
から小学校への円滑なつ
ながりが図れるようにし
た。

幼稚園（12園）・保育
園（29園）と小学校
（17校）の職員が一堂
に会して円滑な移行や卒
園までの達成目標等につ
いて協議する等の研修
（幹事会２回、全体会２
回、全体研修会１回、小
学校ブロック毎の交流会
及び打合会複数回）を
行った。また近隣の小学
校ブロック毎に園児及び
小学生、職員間の相互交
流を行い幼稚園や保育園
から小学校への円滑なつ
ながりが図れるようにし
た。

掲載あり

幼保小交流研修会
の充実

掲載あり 推進・管理事業 指導課

34



次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

２－（１）
－ア－⑮

幼保小交流研修会の充実

幼稚園・保育園と小学校
の職員が一堂に会して円
滑な移行や卒園までの達
成目標等について協議す
る等の研修を行う。ま
た、近隣の小学校に卒園
前の園児が訪問する交流
体験を行う。

実施中 3

各種情報提供を
行った。

今後も、子育て支援課
の立場から協力を行
う。

継続

幼保小連携推進協議会の
幹事及び全体研修会に参
加し、相互交流及び研修
等の推進に協力した。

幼保小連携推進協議会の
幹事及び全体研修会に参
加し、相互交流及び研修
等の推進に協力した。

幼保小連携推進協議会の
幹事及び全体研修会に参
加し、相互交流及び研修
等の推進に協力した。

幼保小連携推進協議会の
幹事及び全体研修会に参
加し、相互交流及び研修
等の推進に協力した。

幼保小連携推進協議会の
幹事及び全体研修会に参
加し、相互交流及び研修
等の推進に協力した。

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業

子育て支
援課
（支援
係）

２－（１）
－ア－⑮

幼保小交流研修会の充実

幼稚園・保育園と小学校
の職員が一堂に会して円
滑な移行や卒園までの達
成目標等について協議す
る等の研修を行う。ま
た、近隣の小学校に卒園
前の園児が訪問する交流
体験を行う。

実施中 4

職員間の連携、理
解の共有が重要で
ある。

引き続き実施する中
で、連携の強化に努め
る。

継続

小学校教職員や保育士等
が協力し、小学校教育へ
の移行や卒園までの達成
目標等について協議する
等の研修を行った。ま
た、卒園前の園児が近隣
の小学校を訪問して交流
体験の実施をした。

小学校教職員や保育士等
が協力し、小学校教育へ
の移行や卒園までの達成
目標等について協議する
等の研修を行った。ま
た、卒園前の園児が近隣
の小学校を訪問して交流
体験の実施をした。

小学校教職員や保育士等
が協力し、小学校教育へ
の移行や卒園までの達成
目標等について協議する
等の研修を行った。ま
た、卒園前の園児が近隣
の小学校を訪問して交流
体験の実施をした。

小学校教職員や保育士等
が協力し、小学校教育へ
の移行や卒園までの達成
目標等について協議する
等の研修を行った。ま
た、卒園前の園児が近隣
の小学校を訪問して交流
体験の実施をした。

小学校教職員や保育士等
が協力し、小学校教育へ
の移行や卒園までの達成
目標等について協議する
等の研修を行った。ま
た、卒園前の園児が近隣
の小学校を訪問して交流
体験の実施をした。

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業

子育て支
援課
（保育
係）

２－（１）
－ア－⑯

家庭保育室委託事業の充
実

保護者の就労・疾病等に
より、保育に欠ける乳幼
児の保育業務を保育室に
委託し、実施する。

実施中 4

子ども・子育て支
援新制度に伴い、
埼玉県の家庭保育
室事業が平成31年
度で終了予定であ
る。

埼玉県の家庭保育室事
業終了までは、現在の
まま支援を行う。
保育室が、子ども・子
育て支援新制度の小規
模保育事業等に移行す
る場合に積極的に支援
していく。 継続

保護者の就労・疾病等に
より、保育に欠ける乳幼
児の保育業務を保育室に
委託し、実施した。
また、家庭保育室を利用
する保護者の負担を少な
くするため、保育料の軽
減の拡大を図った。
市内保育室15か所　市
外保育室５か所
平成22年度利用乳幼児
数　225人

保護者の就労・疾病等に
より、保育に欠ける乳幼
児の保育業務を保育室に
委託し、実施した。
また、家庭保育室を利用
する保護者の負担を少な
くするため、保育料の軽
減の拡大を図った。
市内保育室18か所　市
外保育室７か所
平成23年度利用乳幼児
数　235名

保護者の就労・疾病等に
より、保育に欠ける乳幼
児の保育業務を保育室に
委託し、実施した。
また、家庭保育室を利用
する保護者の負担を少な
くするため、保育料の軽
減の拡大を図った。
市内保育室19か所
市外保育室10か所
平成24年度利用乳幼児
数303名

保護者の就労・疾病等に
より、保育に欠ける乳幼
児の保育業務を保育室に
委託し、実施した。

保護者の就労・疾病等に
より、保育に欠ける乳幼
児の保育業務を保育室に
委託し、実施した。
また、家庭保育室を利用
する保護者の負担を少な
くするため、保育料の軽
減の対象年齢の拡大を
図った。
市内保育室２１か所
市外保育室９か所
平成２６年度利用乳幼児
数2,888名

掲載あり

家庭保育室への助
成

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

イ　放課後児童保育サービスの充実

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

２－（１）
－イ－①

放課後児童保育室事業の
充実（再掲）

保護者の就労等により、
放課後の家庭が常時留守
になっている児童を対象
にした放課後児童保育室
の充実を図る。

実施中 3

大規模化と狭あい
化が進んでいる。

学校の余裕教室等の活
用、学校隣接地への保
育室の設置等により、
平成31年度までに大規
模化と狭あい化の解消
を行う。

継続

保護者の就労・疾病等に
より、放課後の家庭が常
時留守になっている児童
を対象にした放課後児童
保育室の充実を図った。
放課後保育室17か所
平成22年度３月の在籍
児童数　1,107人

保護者の就労等により、
放課後の家庭が常時留守
になっている児童を対象
にした、放課後児童保育
室事業の充実を図った。
放課後児童保育室17室
平成23年度３月の在籍
児童数1,122名

保護者の就労等により、
放課後の家庭が常時留守
になっている児童を対象
にした、放課後児童保育
室事業の充実を図る。
放課後児童保育室17室
平成24年度3月の在籍児
童数1,125人

保護者の就労等により、
放課後の家庭が常時留守
になっている児童を対象
にした、放課後児童保育
室事業の充実を図る。
放課後児童保育室17室
平成25年度3月の在籍児
童数1,106人

保護者の就労等により、
放課後の家庭が常時留守
になっている児童を対象
にした、放課後児童保育
室事業の充実を図る。
放課後児童保育室17室
平成26年度3月の在籍児
童数1,178人

一部掲載
あり

放課後児童保育室
施設の整備

掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

子育て支
援課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

ウ　サービスの質の確保

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

２－（１）
－ウ－①

保育サービスに係る情報
提供

保育サービスの利用者に
よる選択や質の向上のた
めに、保育サービスに関
する積極的な情報提供を
行う。

実施中 4

引き続き迅速かつ
分かりやすい情報
提供を実施してい
く必要がある。

引き続き迅速かつ分か
りやすい情報提供を実
施していく。

継続

保育サービスの利用者に
よる選択や質の向上のた
めに、保育サービスに関
する積極的な情報提供を
行った。市ホームページ
や市民便利帳及び市広報
紙への掲載、また、市役
所窓口や電話等で随時案
内を行った。

保育サービスの利用者に
よる選択や質の向上のた
めに、保育サービスに関
する積極的な情報提供を
行った。
市ホームページや市民便
利帳及び市広報紙への掲
載、また、市役所窓口や
電話等で随時案内を行っ
た。

保育サービスの利用者に
よる選択や質の向上のた
めに、保育サービスに関
する積極的な情報提供を
行った。
市ホームページや市民便
利帳及び市広報紙への掲
載、また、市役所窓口や
電話等で随時案内を行っ
た。

保育サービスの利用者に
よる選択や質の向上のた
めに、保育サービスに関
する積極的な情報提供を
行った。

保育サービスの利用者に
よる選択や質の向上のた
めに、保育サービスに関
する積極的な情報提供を
行った。
市ホームページや市民便
利帳及び市広報紙への掲
載、また、市役所窓口や
電話等で随時案内を行っ
た。

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

２－（１）
－ウ－②

サービス評価の仕組みの
導入・実施

保育サービスの評価等仕
組みの導入・実施につい
て取組みを進める。

実施中 3

導入が進んでいな
い。

公立保育園への導入に
ついて引き続き検討す
る。
法人保育園への導入に
ついて、協力してい
く。

継続

福祉施設第三者評価の成
果・結果の採用に努め
た。

福祉施設第三者評価の成
果・結果の採用に努め
た。

福祉施設第三者評価の成
果・結果の採用に努め
た。

福祉施設第三者評価の成
果・結果の採用に努め
た。

福祉施設第三者評価の成
果・結果の採用に努め
た。

掲載なし 掲載あり 連携事業
子育て支
援課

（２）仕事と子育ての両立の推進

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

２－（２）
－①

ファミリー・サポート・
センター事業（再掲）

保育等の援助を受けたい
人と行いたい人を会員と
する組織により、保育園
への送迎、一時的な預か
り等育児についての助け
合いを行う。

実施中 4

9割を超える援助者
とのマッチングが
叶っている状況で
あるため、引き続
き、事業の安全な
運営に努める。ま
た、援助者の環境
整備を図り、協力
会員を増やしてい
く必要がある。

病児保育、夜間保育等
の機能拡充について、
安全面に配慮し慎重に
検討していく

継続

入会説明会３回、講習会
９回、交流会４回実施。
【登録者数】計945人
（利用会員680人、協力
会員165人、両方会員
100人）
【援助活動実績】5,914
件

入会説明会３回、講習会
９回、交流会４回実施
会員数：利用会員742
人、協力会員192人、両
方会員104人
合計1,038人の登録者
援助活動5,490件

入会説明会3回、講習会
12回、交流会4回実施
利用会員810人、協力会
員199人、両方会員
117人
合計1,126人の登録者
援助活動6,213件

入会説明会４回、講習会
13回、交流会５回実施
利用会員913人、協力会
員207人、両方会員
128人
合計1,248人の登録者
援助活動6,015件

入会説明会４回、講習会
13回、交流会４回実施
利用会員966人、協力会
員220人、両方会員
130人
合計1,316人の登録者
援助活動5,509件

掲載あり
ファミリー・サ

ポート・センター
の充実

掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

子育て支
援課

２－（２）
－②

保育サービス及び放課後
児童健全育成事業等の充
実

保育サービス及び放課後
児童健全育成事業等の充
実により、仕事と子育て

実施中 4

保育所保育につい
ては、認可保育園
の新増設により、
待機児童は解消さ
れつつある。
また、放課後児童
健全育成事業につ
いては、放課後児
童保育室の狭あい
化・大規模化の解
消が引き続きの課
題となっている。

未就学児童について
は、小規模保育事業の
活用、幼稚園の認定こ
ども園への移行推進に
より、対応していく。
また、放課後児童保育
室については、学校の
余裕教室等の活用、学
校隣接地への保育室の
設置等により、平成31
年度までに大規模化・
狭あいの解消を行う。

継続

保育サービス及び放課後
児童健全育成事業等の充
実により、仕事と子育て
の両立支援に努めた。

保育サービス及び放課後
児童健全育成事業等の充
実により、仕事と子育て
の両立支援に努めた。

保育サービス及び放課後
児童健全育成事業等の充
実により、仕事と子育て
の両立支援に努めた。

保育サービス及び放課後
児童健全育成事業等の充
実により、仕事と子育て
の両立支援に努めた。

保育サービス及び放課後
児童健全育成事業等の充
実により、仕事と子育て
の両立支援に努めた。

一部掲載
あり

放課後児童保育室
施設の整備

掲載あり

法定１３事業
（子ども・子育て
支援法第５９条に
基づく１３事業）

子育て支
援課

２－（２）
－③

労働時間の短縮

女性と男性の労働者が職
業生活と家庭生活及び地
域活動に共に参加するこ
とができるように、事業
所に対して労働時間短縮
への啓発を実施する。ま
た、ノー残業デーの推進
を図る。

実施中 3

　パンフレット等
を通じた啓発活動
を実施している
が、各事業所との
直接的な折衝機会
が少ない。

　機会を捉え、効果的
な啓発に努める。

継続

商工会を通じて事業所及
び従業員に対し広報やポ
スターで啓発を行った。

啓発用パンフレットの配
布のほか、商工会を通じ
て事業所及び従業員に対
して、広報やポスターで
の啓発を行った。

啓発用パンフレットの配
布や広報にいざへの関連
記事の掲載のほか、商工
会を通じて事業所及び従
業員に対して、ポスター
等での啓発を行った。

啓発用パンフレットの配
布や広報にいざへの関連
記事の掲載のほか、商工
会を通じて市内事業所等
に対して、適宜啓発を
行った。

啓発用パンフレットの配
布や広報にいざへの関連
記事の掲載のほか、商工
会を通じて市内事業所等
に対して、適宜啓発を
行った。

掲載あり 労働時間の短縮

掲載あり 連携事業
経済振興
課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

２－（２）
－③

労働時間の短縮

女性と男性の労働者が職
業生活と家庭生活及び地
域活動に共に参加するこ
とができるように、事業
所に対して労働時間短縮
への啓発を実施する。ま
た、ノー残業デーの推進
を図る。

実施中 3

　各課の残業時間
の状況を四半期ご
とに報告し残業の
短縮を呼びかけた
り、ノー残業デー
やノー残業ウィー
クを実施すること
で残業時間は短縮
傾向にあるが、職
員に対して継続し
た呼び掛けが必要
である。

　引き続き、定期的に
ノー残業デー・ノー残
業ウィークを実施し、
職員へ残業時間の短縮
を呼びかけいく。

継続

　各課の残業時間の状況
を四半期に一度幹部連絡
会議に報告し、その際、
残業の短縮を呼び掛け
た。
また、四半期に一度（水
曜日）に、人事課職員が
教育委員会を除く本庁舎
及び第二庁舎の各課（教
育委員会を除く）を巡回
し、ノー残業デーの実施
状況を集計するととも
に、ノー残業デー実施の
呼び掛けを行った。

　各課の残業時間の状況
を四半期に一度幹部連絡
会議に報告し、その際、
残業の短縮を呼び掛け
た。
また、四半期に一度（水
曜日）、人事課職員が教
育委員会を除く本庁舎及
び第二庁舎の各課を巡回
し、ノー残業デーの実施
状況を集計するととも
に、ノー残業デー実施の
呼び掛けを行った。

　各課の残業時間の状況
を四半期に一度幹部連絡
会議に報告し、その際、
残業の短縮を呼び掛け
た。
また、四半期に一度（水
曜日）、人事課職員が教
育委員会を除く本庁舎及
び第二庁舎の各課を巡回
し、ノー残業デーの実施
状況を集計するととも
に、ノー残業デー実施の
呼び掛けを行った。

　各課の残業時間の状況
を四半期に一度幹部連絡
会議に報告し、その際、
残業の短縮を呼びかけ
た。
　また、四半期に一度
（水曜日）、人事課職員
が教育委員会を除く本庁
舎及び第二庁舎の各課を
巡回し、ノー残業デーの
実施状況を集計するとと
もに、ノー残業デー及び
ノー残業ウィークの実施
を呼びかけた。

　各課の残業時間の状況
を四半期に一度幹部連絡
会議に報告し、その際、
残業の短縮を呼びかけ
た。
　また、四半期に一度
（水曜日）、人事課職員
が教育委員会を除く本庁
舎及び第二庁舎の各課を
巡回し、ノー残業デーの
実施状況を集計するとと
もに、ノー残業デー及び
ノー残業ウィークの実施
を呼びかけた。

掲載なし 掲載あり 連携事業 人事課

２－（２）
－④

男性の育児休業取得の推
進

男性の育児休業取得を推
進するため、事業所及び
従業員に対して啓発を行
う。

実施中 3

　パンフレット等
を通じた啓発活動
を実施している
が、各事業所との
直接的な折衝機会
が少ない。

　機会を捉え、効果的
な啓発に努める。

継続

商工会を通じて事業所及
び従業員に対し広報やポ
スターで啓発を行った。

啓発用パンフレットの配
布のほか、商工会を通じ
て事業所及び従業員に対
して、広報やポスターで
の啓発を行った。

啓発用パンフレットの配
布や広報にいざへの関連
記事の掲載のほか、商工
会を通じて事業所及び従
業員に対して、ポスター
等での啓発を行った。

啓発用パンフレットの配
布や広報にいざへの関連
記事の掲載のほか、商工
会を通じて市内事業所等
に対して、適宜啓発を
行った。

啓発用パンフレットの配
布や広報にいざへの関連
記事の掲載のほか、商工
会を通じて市内事業所等
に対して、適宜啓発を
行った。

掲載あり 男性の育児休業取
得の推進

掲載あり 連携事業
経済振興
課

２－（２）
－④

男性の育児休業取得の推
進

男性の育児休業取得を推
進するため、事業所及び
従業員に対して啓発を行
う。

実施中 3

　「職員の子育て
応援ハンドブッ
ク」を作成し全職
員に配付したり、
所属長への通知や
研修等において男
性職員の育児休業
取得の啓発を行っ
ているが、取得率
は目標を達成して
いない。

　引き続き、研修等機
会を捉えて、男性職員
の育児休業取得を啓発
していく。

継続

　「職員の子育て応援ハ
ンドブック（改訂版）」
を配布するとともに、集
合研修において、子育て
中及び子どもが生まれる
予定の男性職員を対象と
した「イクメン講座」を
開催し、配布資料及び講
義の中で育児休暇制度の
説明及び取得の啓発を
行った。
育児休業取得者：０人
育児休業取得率：０％

　未配付職員に「職員の
子育て応援ハンドブック
（改訂版）」を配付し、
男性職員の育児休業取得
の啓発を行った。

育児休業取得者：１人
育児休業取得率：10％

　未配布職員に「職員の
子育て応援ハンドブック
（改訂版）」を配布し、
男性職員の育児休業取得
の啓発を行った。

育児休業取得者：1人
育児休業取得率：7%

　平成２６年３月に「職
員の子育て応援ブック」
を改訂し、全職員に配
付・周知した。併せて、
男性職員の育児休業取得
の啓発を行った。

育児休業取得者：1人
育児休業取得率：4%

　第３次新座市特定事業
主行動計画を策定し、男
性職員の育児休業等の取
得促進に係る新たな指標
及び目標数値を定めた。
計画は、全職員への周知
のため、電子掲示板に掲
載した。

育児休業取得者：2人
育児休業取得率：12%

掲載なし 掲載あり 連携事業 人事課

（３）男性を含めた働き方の見直しと男性の子育て参加の促進

ア　男性を含めた働き方の見直し

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

２－（３）
－ア－①

男性の育児休業取得の推
進（再掲）

男性の育児休業取得を推
進するため、事業所及び
従業員に対して啓発を行
う。

実施中 3

　パンフレット等
を通じた啓発活動
を実施している
が、各事業所との
直接的な折衝機会
が少ない。

　機会を捉え、効果的
な啓発に努める。

継続

商工会を通じて事業所及
び従業員に対し広報やポ
スターで啓発を行った。

啓発用パンフレットの配
布のほか、商工会を通じ
て事業所及び従業員に対
して、広報やポスターで
の啓発を行った。

啓発用パンフレットの配
布や広報にいざへの関連
記事の掲載のほか、商工
会を通じて事業所及び従
業員に対して、ポスター
等での啓発を行った。

啓発用パンフレットの配
布や広報にいざへの関連
記事の掲載のほか、商工
会を通じて市内事業所等
に対して、適宜啓発を
行った。

啓発用パンフレットの配
布や広報にいざへの関連
記事の掲載のほか、商工
会を通じて市内事業所等
に対して、適宜啓発を
行った。

掲載あり 男性の育児休業取
得の推進（再掲）

掲載あり 連携事業
経済振興
課

２－（３）
－ア－①

男性の育児休業取得の推
進（再掲）

男性の育児休業取得を推
進するため、事業所及び
従業員に対して啓発を行
う。

実施中 3

　「職員の子育て
応援ハンドブッ
ク」を作成し全職
員に配付したり、
所属長への通知や
研修等において男
性職員の育児休業
取得の啓発を行っ
ているが、取得率
は目標を達成して
いない。

　引き続き、研修等機
会を捉えて、男性職員
の育児休業取得を啓発
していく。

継続

　「職員の子育て応援ハ
ンドブック（改訂版）」
を配布するとともに、集
合研修において、子育て
中及び子どもが生まれる
予定の男性職員を対象と
した「イクメン講座」を
開催し、配布資料及び講
義の中で育児休暇制度の
説明及び取得の啓発を
行った。

育児休業取得者：０人
育児休業取得率：０％

　未配付職員に「職員の
子育て応援ハンドブック
（改訂版）」を配付し、
男性職員の育児休業取得
の啓発を行った。

育児休業取得者：１人
育児休業取得率：10％

　未配付職員に「職員の
子育て応援ハンドブック
（改訂版）」を配付し、
男性職員の育児休業取得
の啓発を行った。

育児休業取得者：1人
育児休業取得率：7%

　平成２６年３月に「職
員の子育て応援ブック」
を改訂し、全職員に配
付・周知した。併せて、
男性職員の育児休業取得
の啓発を行った。

育児休業取得者：1人
育児休業取得率：4%

　第３次新座市特定事業
主行動計画を策定し、男
性職員の育児休業等の取
得促進に係る新たな指標
及び目標数値を定めた。
計画は、全職員への周知
のため、電子掲示板に掲
載した。

育児休業取得者：2人
育児休業取得率：12%

掲載なし 掲載あり 連携事業 人事課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

２－（３）
－ア－②

男女共同参画意識の啓発

就業の場における男女共
同参画意識の醸成と浸透
を図るため、事業所に対
して啓発を行う。また、
男女共同参画に関する諸
情報を提供するととも
に、市民の意識高揚と理
解を図るため講座や講演
会等を開催する。

実施中 4

・男女共同参画情
報紙ＦｏｒＹｏｕ
は、わかりやすく
手にとってもらえ
るように作成し
た。
・男女共同参画に
ついては、市民か
らの関心が得られ
ないことがあり、
講座や講演会等
は、内容によって
はなかなか参加者
が集まらず、集客
に苦心している。

・男女共同参画情報紙
ＦｏｒＹｏｕは、より
多くの市民の方に、男
女共同参画に関する知
識や理解を深めていた
だくために発行した
い。
・講座や講演会は、受
講者の声（アンケー
ト）などを聞きながら
ニーズに応じた適切な
講座を用意し、併せて
男性や若年層の参加者
が参加しやすい内容で
開催する。

継続

・後期初任者研修において、男女
共同参画に係る講義を行った。
（平成２２年１１月）
・国際ソロプチミスト志木に協力
し、ＤＶ防止に係る街頭啓発活動
を実施した。（平成２２年１１
月）
・人権問題講演会において、ＤＶ
防止に係る啓発パンフレットを配
布した。（平成２２年１２月）
・指名業者登録を申請する事業所
に対し、男女共同参画推進に関す
るアンケート調査を実施した。ま
た、併せて資料等を配布し、事業
所における男女共同参画意識の向
上に努めた。（平成２３年１月～
２月）

・広報にいざの特集ページとし
て、男女共同参画情報紙ＦｏｒＹ
ｏｕ10月号（第3１号）３月号
（第32号）を掲載。また、男女
共同参画に関する情報収集と提
供、関連する講座、講演会を開催
した。

・男女共同参画に関する
諸情報を提供するととも
に、市民の意識向場と理
解を図るため講座や講演
会等を開催した。
・広報にいざの特集ペー
ジとして、男女共同参画
情報誌For　You11月号
（第33号）3月号（第
34号）を掲載。また、
男女共同参画に関する情
報収集と提供、関連する
講座、講演会を開催し
た。

・男女共同参画に関する
諸情報を提供し、市民の
意識向上を目指すととも
に、理解を深めるための
講座や講演会等を開催し
た。
・広報にいざの特集ペー
ジとして、男女共同参画
情報紙Ｆｏｒ　Ｙｏｕ
10月号（第35号）3月
号（第36号）を掲載し
た。また、男女共同参画
に関する情報を収集し、
提供するとともに、関連
する講座、講演会を開催
した。

・男女共同参画に関する
諸情報を提供し、市民の
意識向上を目指すととも
に、理解を深めるために
講座及び講演会等を開催
した。

・広報にいざの特集ペー
ジとして、男女共同参画
情報紙Ｆｏｒ　Ｙｏｕ１
0月号（第3７号）3月号
（第3８号）を掲載し
た。また、男女共同参画
に関する情報を収集し提
供するとともに、関連す
る講座及び講演会を開催
した。

・男女共同参画に関する
諸情報を提供し、市民の
意識向上を目指すととも
に、理解を深めるために
講座及び講演会等を開催
した。

・広報にいざの特集ペー
ジとして、男女共同参画
情報紙Ｆｏｒ　Ｙｏｕ１
0月号（第3９号）3月号
（第４０号）を掲載し
た。また、男女共同参画
に関する情報を収集し提
供するとともに、関連す
る講座及び講演会を開催
した。

一部掲載
あり

・男女共同参画意
識の啓発
・家庭における男
女共同参画意識の
啓発
・男女平等教育・
学習の推進
・男女共同参画推
進プラザの充実

掲載あり 連携事業
男女共同
参画推進
プラザ

２－（３）
－ア－②

男女共同参画意識の啓発

就業の場における男女共
同参画意識の醸成と浸透
を図るため、事業所に対
して啓発を行う。また、
男女共同参画に関する諸
情報を提供するととも
に、市民の意識高揚と理
解を図るため講座や講演
会等を開催する。

実施中 4

　パネル展や啓発
品を配布したりな
どの啓発活動を実
施しているが、男
女平等意識が市民
にどの程度浸透し
てきたか、その成
果を計ることは難
しい。
　しかしながら、
啓発活動は継続し
て行っていくこと
が望ましいと考え
る。

　今後も様々な機会を
捉え、啓発活動を実施
する。

継続

・後期初任者研修において、男女
共同参画に係る講義を行った。
（平成２２年１１月）
・国際ソロプチミスト志木に協力
し、ＤＶ防止に係る街頭啓発活動
を実施した。（平成２２年１１
月）
・人権問題講演会において、ＤＶ
防止に係る啓発パンフレットを配
布した。（平成２２年１２月）
・指名業者登録を申請する事業所
に対し、男女共同参画推進に関す
るアンケート調査を実施した。ま
た、併せて資料等を配布し、事業
所における男女共同参画意識の向
上に努めた。（平成２３年１月～
２月）

・広報にいざの特集ページとし
て、男女共同参画情報紙ＦｏｒＹ
ｏｕ10月号（第3１号）３月号
（第32号）を掲載。また、男女
共同参画に関する情報収集と提
供、関連する講座、講演会を開催
した。

・後期初任者研修におい
て、男女共同参画に係る
講義を行った。（平成２
３年１１月）
・国際ソロプチミスト志
木に協力し、ＤＶ防止に
係る街頭啓発活動を実施
した。（平成２３年１１
月）
・成人式において、デー
トＤＶ防止に係る啓発パ
ンフレットを配布した。
（平成２４年１月）
・中級職員向けの男女共
同参画研修において、講
義を行った。（平成２４
年２月）

・後期初任者研修におい
て、男女共同参画に係る
講義を行った。（平成２
４年１１月）
・女性に対する暴力をな
くす運動期間に合わせ、
女性に対する暴力根絶の
シンボルであるパープル
リボンを作成し、配布し
た。（平成２４年１１
月）
・成人式において、デー
トＤＶ防止に係る啓発パ
ンフレットを配布した。
（平成２５年１月）
・指名業者登録を申請す
る業者に対し、男女共同
参画推進に関するアン
ケート調査を実施した。
（平成２５年１月）

・市役所ロビーにて、Ｄ
Ｖ防止パネル展を実施し
た。（平成２５年５月）
・後期初任者研修におい
て、男女共同参画に係る
講義を行った。（平成２
５年１１月）
・女性に対する暴力をな
くす運動期間に合わせ、
女性に対する暴力根絶の
シンボルであるパープル
リボンのシールを作成
し、配布した。（平成２
５年１１月）
・男女共同参画に係る出
前講座を実施した。（平
成２５年１２月）
・成人式において、デー
トＤＶ防止に係る啓発パ
ンフレットを配布した。
（平成２６年１月）

・ふるさと新座館ロビー
において、ＤＶ防止パネ
ル展を実施した。（平成
２６年１１月）
・後期初任者研修におい
て、男女共同参画に係る
講義を行った。（平成２
６年１１月）
・女性に対する暴力をな
くす運動期間に合わせ、
女性に対する暴力根絶の
シンボルであるパープル
リボンのシールを作成
し、配布した。（平成２
６年１１月）
・成人式において、デー
トＤＶ防止に係る啓発パ
ンフレットを配布した。
（平成２７年１月）

一部掲載
あり

・男女共同参画の
ための生活環境づ
くりの推進
・DV根絶のための
意識啓発
・働きやすい職場
作りの推進
・就業における男
女共同参画の推進
・地域・社会活動
への参画促進 掲載あり 連携事業

人権推進
課

２－（３）
－ア－③

働き方の見直し

市民に対しワーク・ライ
フ・バランスの考え方に
ついて、積極的な広報・
啓発活動を行う。

実施中 3

　パンフレット等
を通じた啓発活動
を実施している
が、各事業所との
直接的な折衝機会
が少ない。

　機会を捉え、効果的
な啓発に努める。

継続

商工会を通じて事業所及
び従業員に対し広報やポ
スターで啓発を行った。

啓発用パンフレットの配
布のほか、商工会を通じ
て事業所及び従業員に対
して、広報やポスターで
の啓発を行った。

啓発用パンフレットの配
布や広報にいざへの関連
記事の掲載のほか、商工
会を通じて事業所及び従
業員に対して、ポスター
等での啓発を行った。

啓発用パンフレットの配
布や広報にいざへの関連
記事の掲載のほか、商工
会を通じて市内事業所等
に対して、適宜啓発を
行った。

啓発用パンフレットの配
布や広報にいざへの関連
記事の掲載のほか、商工
会を通じて市内事業所等
に対して、適宜啓発を
行った。

掲載あり 働き方の見直し

掲載あり 連携事業
経済振興
課

イ　男性の子育て参加の促進

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

２－（３）
－イ－①

父子手帳の配布

妊娠、出産、育児に対す
る心構え、協力の仕方な
ど父親向けの育児情報を
提供する。

実施中 4

パパママ学級や育
児学級、乳幼児健
診などでの父親参
加が増加傾向であ
ることから、近年
父親の育児参加へ
関心が高まってい
る様子が伺える。
今後も、父子手帳
の需要が高まるこ
とが予想される。

父親の積極的な育児参
加を促すために、妊娠
届出時やパパママ学
級、育児学級などで父
親向けの育児情報とし
て父子手帳の配布に努
めたい。

継続

父親に対し、必要な育児
知識の普及を図るととも
に、積極的な育児参加を
促すため、妊娠届出時、
パパママ学級などで希望
者に配布した。配布数
636冊。

父親に対し、必要な育児
知識の普及を図るととも
に、積極的な育児参加を
促すため、妊娠届出時、
パパママ学級などで希望
者に配布した。配布数
589冊。

父親に対し、必要な育児
知識の普及を図るととも
に、積極的な育児参加を
促すため、妊娠届出時、
パパママ学級などで希望
者に配布した。平成24
年度より、「父子手帳」
から父親向け小冊子に内
容を変更し配布。配布数
612冊。

父親に対し、必要な育児
知識の普及を図るととも
に、積極的な育児参加を
促すため、妊娠届出時、
パパママ学級などで希望
者に配布した。配布数７
０６冊。

父親に対し、必要な育児
知識の普及を図るととも
に、積極的な育児参加を
促すため、妊娠届出時、
パパママ学級などで希望
者に配布した。配布数
570冊。

掲載あり 父子手帳の配布 掲載あり 推進・管理事業
保健セン
ター
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

２－（３）
－イ－②

育児学級・パパママ学級
への参加啓発

夫婦が協力して出産、育
児に臨めるよう父親の参
加を促進するとともに、
父親が積極的に参加でき
るよう講座内容を検討す
る。

実施中 4

パパママ学級・育
児学級への父親の
参加数は近年横ば
い状態である。パ
パママ学級では父
親優先で、沐浴実
習を実施し、妊婦
体験や調理実習も
積極的に参加して
いる。またパパマ
マ学級・育児学級
共に、父親同士の
交流の機会をもう
け、情報交換をす
ることにより、育
児参加を促してい
る。

母親の参加と比べ、父
親の参加は少ない状況
がうかがわれるため、
パパママ学級・育児学
級の申し込み時、チラ
シの工夫により周知を
図っていく。

継続

パパママ学級：3回コー
スと1回コースの父親の
参加は延べ213人であっ
た。育児学級：父親の参
加は延べ47人であっ
た。

パパママ学級：父親の参
加は延べ208名であっ
た。
育児学級：父親の参加は
延べ24名であった。

パパママ学級：父親の参
加は延192人であった。
育児学級：父親の参加は
延16人であった。

パパママ学級：父親の参
加は延190名であった。
育児学級：父親の参加は
延１６名であった。

パパママ学級：父親の参
加は延200名であった。
育児学級：父親の参加は
延１4名であった。

一部掲載
あり

子育てに関する講
座の実施

掲載なし
保健セン
ター

２－（３）
－イ－③

お父さん応援隊事業

父親の子育てへの意識啓
発を図ることを目的に会
議や事業の企画・運営を
行う。

実施中 4

前期計画期間から
継続して、実施し
ているが、母親対
象の事業と比べる
と参加者は少な
く、効果が少な
い。

父親の子育て参加につ
いては、社会的には増
加してきている。
事業内容・方法につい
て、検討を行ってい
く。

継続

父親の子育てへの意識啓
発を図ることを目的に会
議や事業の企画・運営を
行った。
お父さん応援会議：委員
８人、会議開催回数３回
実施事業
・産業フェスティバルこ
どものひろば「手作りお
もちゃで遊ぼう」（10
月）
・お父さんと一緒に、ふ
れあいウォーク（11
月）
・お父さん応援隊写真展
（平成23年１月～２
月）

父親の子育てへの意識啓
発を図ることを目的に会
議や事業の企画・運営を
行った。
お父さん応援会議：委員
10人、会議開催回数３
回
実施事業
・産業フェスティバルこ
どものひろば「手作りお
もちゃで遊ぼう」（10
月）
・お父さんと一緒に、ふ
れあいウォーク（11
月）
・お父さん応援隊写真展
（平成23年１月～２
月）

父親の子育てへの意識啓
発を図ることを目的に会
議や事業の企画・運営を
行った。
お父さん応援会議：委員
6人、会議開催回数３回
実施事業
・産業フェスティバルこ
どものひろば「手作りお
もちゃで遊ぼう」（10
月）
・お父さんと一緒に、ふ
れあいウォーク（11
月）
・お父さん応援隊写真展
（平成25年1月～2月）

父親の子育てへの意識啓
発を図ることを目的に会
議や事業の企画・運営を
行った。
お父さん応援会議：委員
８人、会議開催回数３回
実施事業
・産業フェスティバルこ
どものひろば「手作りお
もちゃで遊ぼう」（10
月）
・お父さんの餅つき大会
（11月）
・お父さん応援隊事業写
真展
（平成2６年1月～2月）

父親の子育てへの意識啓
発を図ることを目的に会
議や事業の企画・運営を
行った。
お父さん応援会議：委員
８人、会議開催回数３回
実施事業
・産業フェスティバルこ
どものひろば「手作りお
もちゃで遊ぼう」（10
月）
・お父さんの餅つき大会
（11月）
・お父さん応援隊事業写
真展
（平成2６年1月～2月）

掲載あり

お父さん応援隊の
充実

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

２－（３）
－イ－④

お父さんの読み聞かせ講
座

家庭でお父さんが子ども
に行う読み聞かせの入門
講座を開催する。

実施中 5

家庭での読み聞か
せを、母親と子ど
もという限られた
関係だけでなく、
父親も含め家族全
員で楽しむこと
で、より浸透する
という観点から、
いろいろな年齢層
の方に興味を持っ
てもらえるような
講座を企画してい
る。

今後も、お父さんに限
定することなく、魅力
的な講師を招き、より
幅広い年齢層が楽しめ
る講座を企画する。ま
た、読み聞かせボラン
ティアの研修を目的と
した講座と合同で行う
ことにより、市民とボ
ランティアが共に学べ
る場を提供していく。

継続

お父さん歓迎！大人のた
めの読み聞かせ講座「読
んでもらうということ」
10月31日（日）午前
10時30分～正午。午後
2時から講師による読み
聞かせパフォーマンスも
実施。会場：中央図書
館。講師：「聞かせ屋。
けいたろう」・河野文
彦。参加者27人

11月6日（日）親子絵本
講座「絵本＆おてて絵本
親子いっしょに読みま
ショー」会場：市民会館
第１会議室
講師：絵本作家　参加者
64人

12月22日（土）お父さ
んの読み聞かせ講座「親
子で楽しむ　おもしろ科
学実験教室」光をテーマ
にした不思議な実験や工
作を行う親子参加型の講
座を実施した。
会場：新座市障がい者福
祉センター3階講義室
講師：サイエンスプロ
デューサー
参加者52人

お父さんの読み聞かせ講
座「親子で楽しむ読み聞
かせ講座」（10/27
講師/三田村慶春　参加
人数57名）

「『聞かせ屋。けいたろ
う』の絵本レッスン」
（4/26　講師「聞かせ
屋。けいたろう｣  参加人
数58名）

一部掲載
あり

ボランティアの育
成と活動の場の提
供
子ども読書活動機
会の充実

掲載あり 連携事業
中央図書
館

（４）子育て中の親の就職支援

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

２－（４）
－①

求人情報相談の充実

身近に求人情報が得られ
るように情報提供システ
ムの充実を図る。また、
女性、高齢者、障がい者
などの就業機会の確保を
図るため、ハローワーク
との連携を密に、女性職
業サービスルーム等の相
談業務の活用を促進す
る。

実施中 4

　雇用情勢の悪化
もあり、育児中の
親の再就職は引き
続き厳しい状況に
ある。

　ハローワークを始
め、各関係機関と連携
を図りながら、育児中
の親の再就職の支援に
努める。

継続

「新座市ふるさとハロー
ワーク」において、朝霞
公共職業安定所（ハロー
ワーク）と連携しなが
ら、若年者等を含む一般
職業相談及び職業紹介を
実施し、雇用の促進を
図った。・就業件数
484人

市役所第二庁舎１階に設
置している新座市ふるさ
とハローワークにおい
て、朝霞公共職業安定所
と連携しながら、職業相
談及び職業紹介を行うな
ど、求人情報の提供等の
充実を図った。　年間相
談件数　6,299件、年間
紹介件数　3,498件、年
間就業者数　497人

市役所第二庁舎1階に設
置している新座市ふるさ
とハローワークにおい
て、朝霞公共職業安定所
（ハローワーク朝霞）と
連携しながら、職業相談
及び職業紹介を行うな
ど、求人情報の提供等の
充実を図った。年間相談
件数　5,248件、年間紹
介件数　3,133件、年間
就業者数　478人

市役所第二庁舎１階に設
置している新座市ふるさ
とハローワークにおい
て、朝霞公共職業安定所
と連携しながら、職業相
談及び職業紹介を行うな
ど、求人情報の提供等の
充実を図った。　年間相
談件数　４，３１４件、
年間紹介件数　２，３７
０件、年間就業者数　４
２５人

市役所第二庁舎１階に設
置している新座市ふるさ
とハローワークにおい
て、朝霞公共職業安定所
と連携しながら、職業相
談及び職業紹介を行うな
ど、求人情報の提供等の
充実を図った。　年間相
談件数　５，００３件、
年間紹介件数　２，７４
９件、年間就業者数　４
６４人

掲載あり 求人情報相談の充
実

掲載あり 連携事業
経済振興
課

39



次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

２－（４）
－①

求人情報相談の充実

身近に求人情報が得られ
るように情報提供システ
ムの充実を図る。また、
女性、高齢者、障がい者
などの就業機会の確保を
図るため、ハローワーク
との連携を密に、女性職
業サービスルーム等の相
談業務の活用を促進す
る。

実施中 3

ハローワーク内に
障がい者求人専用
窓口があり、求職
相談を行ってい
る。平成２４年１
２月からインター
ネットサービスに
よる障がい者求人
情報の検索サービ
スが開始され、利
便性が向上した。
障がい種別によっ
て特別な相談日を
設けている場合も
あるが、女性向け
の相談は実施して
いない。

障がい者就労事業は次
世代育成支援行動計画
に本来、掲載する内容
でなかったと思われ
る。第２次次世代育成
行動計画には掲載しな
い。

継続

障がい者の就労機会の確
保を図るため、ハロー
ワーク、埼玉県障害者雇
用サポートセンター、４
市障がい者就労支援セン
ター、障害者就業・生活
支援センターかわごえ及
び地域振興センターとの
連携を図り、年４回の就
労支援活動を実施した。

一般就労を希望する障が
い者に対して、朝霞職業
安定所（ハローワーク）
の障がい者窓口を案内し
た。

一般就労を希望する障が
い者に対して、朝霞公共
職業安定所（ハローワー
ク朝霞）の障がい者窓口
を案内した。

一般就労を希望する障が
い者に対して、朝霞公共
職業安定所（ハローワー
ク）の障がい者窓口を案
内した。

一般就労を希望する障が
い者に対して、朝霞公共
職業安定所（ハローワー
ク）の障がい者窓口を案
内した。

掲載なし 掲載あり 連携事業
障がい者
就労支援
センター

２－（４）
－②

内職相談事業

家庭外で働くことが困難
な市民で、内職を希望す
る者に対し、内職に関す
る相談及び内職のあっせ
んを行い、もって市民の
福祉を増進する。

実施中 4

　一部の内職求人
にあっては、子育
て家庭に不利な条
件（事業所内勤
務、自身による物
品の引取等）もあ
り、就労にいたら
ないケースもあ
る。

　求人事業所に対して
は、可能な範囲で子育
て家庭でも就労可能な
条件設定となるよう協
力を求める。

継続

窓口案内件数254件 内職の仕事を提供する事
業者の情報を一覧にまと
めて、窓口や電話での問
合せに対して、その情報
を提供し、あっせんを
行った。
年間案内件数　490件

内職の仕事を提供する事
業者の情報を一覧にまと
めて、窓口や電話での問
合せに対して、その情報
を提供し、あっせんを
行った。年間案内件数
453件

内職の仕事を提供する事
業者の情報を一覧にまと
めて、市ホームページ、
窓口や電話での問合せに
対して、その情報を提供
し、あっせんを行った。

内職の仕事を提供する事
業者の情報を一覧にまと
めて、市ホームページ、
窓口や電話での問合せに
対して、その情報を提供
し、あっせんを行った。

掲載あり 内職相談事業

掲載あり 連携事業
経済振興
課

２－（４）
－③

資格・技能情報の収集と
提供

適性に見合った職業選
択、有効な資格や技能の
取得ができるよう、情報
収集し市民に提供する。

実施中 4

　適宜、情報提供
に努めているが、
雇用情勢の悪化も
あり、育児中の親
の再就職は引き続
き厳しい状況にあ
る。

　引き続き、情報収集
に努め、育児中の親の
再就職の支援に努め
る。

継続

関係機関と連携し講習会
や若年者を含む就職支援
セミナーを開催した。
・平成22年７月８日
（受講者　13人）、平
成22年10月29日（受
講者　５人）、平成22
年11月11日実施（受講
者　７人）

埼玉県等の関係機関から
送付される資格・技能情
報に関するポスターの掲
示やパンフレットの配布
のほか、資格や技能の取
得のための講座、職業選
択に役立つセミナーを開
催した。
日時　平成23年11月9
日
受講者数12人、セミ
ナー平成23年８月25日
受講者数９人、平成23
年10月25日　受講者数
８人

埼玉県等の関係機関から
送付される資格・技能情
報に関するポスターの掲
示やパンフレットの配布
のほか、資格や技能の取
得のための講座、職業選
択に役立つセミナーを開
催した。講座　平成24
年11月15日　受講者数
７人、セミナー　平成
24年8月2日　受講者数
10人、平成24年10月
23日　受講者数9人

埼玉県等の関係機関から
送付される資格・技能情
報に関するポスターの掲
示やパンフレットの配布
のほか、資格や技能の取
得のための講座、職業選
択に役立つセミナーを開
催した。
講座：６回／受講者数延
べ４０人、セミナー：５
回／参加者数６６人

埼玉県等の関係機関から
送付される資格・技能情
報に関するポスターの掲
示やパンフレットの配布
のほか、資格や技能の取
得のための講座、職業選
択に役立つセミナーを開
催した。
講座：１２回／受講者数
延べ１１６人、セミ
ナー：５回／参加者数９
２人

掲載あり 資格・技能情報の
収集と提供

掲載あり 連携事業
経済振興
課

２－（４）
－③

資格・技能情報の収集と
提供

適性に見合った職業選
択、有効な資格や技能の
取得ができるよう、情報
収集し市民に提供する。

実施中 5

ひとり親家庭への
就業促進対策につ
いて、国も制度改
革を行っていると
ころである。

法改正などに迅速・柔
軟に対応することが必
要。

継続

母子家庭の母から資格や
技能修得等に関する相談
があった際には、助言指
導や関係機関の案内や、
情報提供を実施。

母子家庭の母から資格や
技能修得等に関する相談
があった際には、助言指
導や関係機関の案内や、
情報提供を実施。

ひとり親家庭の母から資
格や技能修得等に関する
相談があった際には、助
言指導や関係機関の案内
や、情報提供を実施。

ひとり親家庭の母又は父
から資格や技能修得等に
関する相談があった際に
は、助言指導や関係機関
の案内や、情報提供を実
施した。

ひとり親家庭の母又は父
から資格や技能修得等に
関する相談があった際に
は、助言指導や関係機関
の案内や、情報提供を実
施した。 掲載あり

ひとり親家庭就業
支援の実施

掲載あり 連携事業
児童福祉
課

２－（４）
－④

職業能力開発のための講
座・講習会の充実

商工会及び事業所との連
携を推進し、各種講習会
を開催する。

実施中 3

　育児中の親に特
化した講座がない
ので、参加しづら
い日程等になって
いるものもある。

　講座の内容によっ
て、育児中の者が参加
しやすい日程等を検討
する。

継続

関係機関と連携し講習会
や若年者を含む就職支援
セミナーを開催した。ま
た、新座市勤労青少年
ホームにおいて、パソコ
ン講座、英会話講座等、
職業能力開発に寄与する
講座を実施した。

市内商工業の総合的振興
を図り、事業者からの多
様な学習需要及び生涯教
育の推進のため、商工会
が実施する講習会等の事
業に対して補助金を交付
し、支援を行った。
新座市商工会補助金
9,800,000円
中小企業生涯学習事業補
助金　600,000円

市内商工業の総合的振興
を図り、事業者からの多
様な学習需要及び生涯教
育の推進のため、商工会
が実施する講習会等の事
業に対して補助金を交付
し、支援を行った。新座
市商工会補助金
9,800,000円、中小企
業生涯学習事業補助金
600,000円

市内商工業の総合的振興
を図り、事業者からの多
様な学習需要及び生涯教
育の推進のため、商工会
が実施する講習会等の事
業に対して補助金を交付
し、支援を行った。　新
座市商工会補助金　９，
８００千円、中小企業生
涯学習事業補助金　６０
０千円

市内商工業の総合的振興
を図り、事業者からの多
様な学習需要及び生涯教
育の推進のため、商工会
が実施する講習会等の事
業に対して補助金を交付
し、支援を行った。　新
座市商工会補助金　９，
８００千円、中小企業生
涯学習事業補助金　６０
０千円

掲載あり 職業能力開発のた
めの講座・講習会
の充実

掲載あり 連携事業
経済振興
課

２－（４）
－④

職業能力開発のための講
座・講習会の充実

商工会及び事業所との連
携を推進し、各種講習会
を開催する。

終了 4

専門学校公開講座
以外にも、市内各
公民館でパソコン
講座を実施してい
る。

市内各公民館でパソコ
ン講座を実施してお
り、学習機会の場の提
供としてはそちらで十
分と考えられるので、
平成２６年度をもって
専門学校との連携は廃
止とする。

廃止

　市内専門学校に委託
し、全６回のパソコン
（アクセス）講座を開
催。20人の参加があっ
た。（定員20人。）

市内専門学校に委託し、
全6回のパソコン（アク
セス）講座を開催。14
名の参加があった。（定
員20名）

市内専門学校に委託し、
全6回のパソコン（ワー
ド＆エクセル）講座を開
催。16名の参加があっ
た。（定員20名。）

市内専門学校に委託し、
全６回のパソコン（ワー
ド＆エクセル）講座を開
催。２１名の参加があっ
た。

市内専門学校に委託し、
全６回のパソコン（ワー
ド＆エクセル）講座を開
催。１３名の参加があっ
た。

掲載なし 掲載あり 連携事業
生涯学習
スポーツ
課

40



次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

２－（４）
－④

職業能力開発のための講
座・講習会の充実

商工会及び事業所との連
携を推進し、各種講習会
を開催する。

実施中 4

　定員を上回る応
募があり、市民か
らの需要の高い講
座である。

　平成2６年度に新機種
のリースを開始し、パ
ソコン講座の充実を図
る。

継続

○中央公民館
   パソコンサロン（31
回・290人）、はじめて
のパソコン「ワード入
門」（4回・57人）、パ
ソコン指導者養成講座
（１回・１5人）、初心
者のためのPowerPoint
講座（２回・25人）
〇野火止公民館
  パソコン教室①（4
回・54人）、パソコン
教室②（4回・延べ54
人）、パソコン教室（１
回・14人）
○栄公民館
  パソコンサロン（1１
回・70人）、ステップ
アップ楽しいパソコン講
座（１回・10人）

○中央公民館
パソコンサロン(34回・367
名)、本当にはじめてのパソ
コン入門(4回・59名)、パソ
コン指導者養成講座(１回・
10名)、初心者のためのＰｏ
ｗｅｒＰｏｉｎｔ講座（2
回・29名）
〇野火止公民館
初心者パソコン教室①(4回・
55名)初心者パソコン教室②
(4回・52名)、初心者パソコ
ン教室③（4回・47名）
○栄公民館
  パソコンサロン(12回・
136名)
○畑中公民館
初心者パソコン講座（4回・
45名）
○西堀・新堀コミュニティセ
ンター
ワード2007で作る年賀状
（2回・28名）

○中央公民館
パソコンサロン（29回・332人）、初心者
のためのパソコン入門（4回・56人）、パソ
コン指導者養成講座（2回・31人）、保育サ
ポーター研修会（4回・85人）
〇野火止公民館
初心者パソコン教室①（4回・53人）、初心
者パソコン教室②（４回・49人)
○栄公民館
デジタルカメラ入門（1回・13人）、パソコ
ンサロン（12回・99人）
○畑中公民館
初心者パソコン講座（3回・33人）、デジカ
メ入門講座（6回・64人）
○大和田公民館
パソコン入門講座（4回・57人）、初心者パ
ソコン講座（2回・29人）
○東北コミュニティセンター
パソコン講座①（5回・48人）、パソコン講
座②（4回・37人）、パソコン講座③（3
回・28人）
○西堀・新堀コミュニティセンター
はじめてのパソコン教室（4回・59人）

○中央公民館
パソコンサロン(30回・359名)、初心者のた
めのパソコン入門(4回・51名)、パソコン講
座（1回・14名）

〇野火止公民館
初心者パソコン教室①(４回・55名)、初心者
パソコン教室②(４回・45名)、初心者パソコ
ン教室（4回・48名）

○栄公民館
パソコン講座（１回・12名）、パソコンサロ
ン(11回・80名)

○栗原公民館
パソコン講座（2回・16名）

○畑中公民館
はじめてのエクセル講座（4回・58名）、初
心者パソコン講座（３回・33名）

○大和田公民館
デジタルカメラを使いこなそう（2回・30
名）、シニア向けスマートフォン体験講座
（1回・22名）

○東北コミュニティセンター
ワード入門講座（3回・17名）、ワード
2007で作るパソコン年賀状入門講座（1
回・10名）

○西堀・新堀コミュニティセンター
はじめてのパソコン教室（４回・43名）

○中央公民館
パソコン指導者養成講座（3回・37名）、初
心者のためのパソコン入門（4回・46名）、
初級パソコン講座（4回・60名）、パソコ
ン・サロン（36回・539名）

〇野火止公民館
初心者パソコン教室（4回・52名）、パソコ
ン教室（3回・42名）

○栄公民館
パソコンサロン（12回・113名）

○畑中公民館
気持ちが伝わるポスター・ちらしの作り方
（2回・27名）

○大和田公民館
はやりのタブレットを使ってみよう（1回・
20名）

○東北コミュニティセンター
ワードで作るポスター・チラシ講座（3回・
38名）

○西堀・新堀コミュニティセンター
Windows8.1ではじめてのExcel2013を学
ぶ（４回・30名）

掲載あり
職業能力開発のた
めの講座・講習会
の充実

掲載あり 連携事業
中央公民
館

２－（４）
－⑤

転職・再就職講座の開催

転職や再就職を円滑に進
めるため、労働関係機関
等と連携しながら、適性
の発見や能力開発のため
の講座を開催する。

実施中 3

　育児中の親に特
化した講座がない
ので、参加しづら
い日程等になって
いるものもある。

　講座の内容によっ
て、育児中の者が参加
しやすい日程等を検討
する。

継続

関係機関と連携し就職支
援セミナーや就労相談を
開催した。

埼玉県等の関係機関から
送付される転職・再就職
に関するポスターの掲示
やパンフレットの配布の
ほか、適性の発見や能力
開発のための講座、セミ
ナーを開催した。
・講座：平成23年11月
９日　受講者数12人
・セミナー：平成23年
８月25日　受講者数９
人、平成23年10月25
日　受講者数８人

埼玉県等の関係機関から
送付される資格・技能情
報に関するポスターの掲
示やパンフレットの配布
のほか、資格や技能の取
得のための講座、職業選
択に役立つセミナーを開
催した。講座　平成24
年11月15日　受講者数
7人、セミナー　平成24
年8月2日　受講者数10
人、平成24年10月23
日　受講者数9人

埼玉県等の関係機関から
送付される資格・技能情
報に関するポスターの掲
示やパンフレットの配布
のほか、資格や技能の取
得のための講座、職業選
択に役立つセミナーを開
催した。
講座：６回／受講者数延
べ４０人、セミナー：５
回／参加者数６６人

埼玉県等の関係機関から
送付される資格・技能情
報に関するポスターの掲
示やパンフレットの配布
のほか、資格や技能の取
得のための講座、職業選
択に役立つセミナーを開
催した。
講座：１２回／受講者数
延べ１１６人、セミ
ナー：５回／参加者数９
２人

掲載あり 転職・再就職講座
の開催

掲載あり 連携事業
経済振興
課

２－（４）
－⑥

再雇用制度の普及
再雇用を進めるため、事
業所に対して再雇用制度
の普及啓発をする。

実施中 3

　パンフレット等
を通じた啓発活動
を実施している
が、各事業所との
直接的な折衝機会
が少ない。

　機会を捉え、効果的
な啓発に努める。

継続

商工会を通じ事務所に対
しポスター等で再雇用制
度の普及啓発を行った。

啓発用パンフレットの配
布のほか、商工会を通じ
て事業所及び従業員に対
して、広報やポスターで
の啓発を行った。

啓発用パンフレットの配
布や広報にいざへの関連
記事の掲載のほか、商工
会を通じて事業所及び従
業員に対して、ポスター
等での啓発を行った。

啓発用パンフレットの配
布や広報にいざへの関連
記事の掲載のほか、商工
会を通じて市内事業所等
に対して、適宜啓発を
行った。

啓発用パンフレットの配
布や広報にいざへの関連
記事の掲載のほか、商工
会を通じて市内事業所等
に対して、適宜啓発を
行った。

掲載あり 再雇用制度の普及

掲載あり 連携事業
経済振興
課

２－（４）
－⑦

国・県の機関との連携

労働関連法規や処遇の改
善等を身近に相談できる
窓口の紹介と周知を図
る。

実施中 4

　雇用情勢の悪化
もあり、育児中の
親の再就職は引き
続き厳しい状況に
ある。

　ハローワークを始
め、各関係機関と連携
を図りながら、育児中
の親の再就職の支援に
努める。

継続

国・県などの就労相談
コーナーを紹介し雇用機
会拡充に努めた。

労働関係法規や処遇の改
善等に関する情報につい
て、広報紙やパンフレッ
ト等による啓発を行うと
ともに、窓口及び電話に
よる相談に対しては、埼
玉県等の関係機関を紹介
するなどの連携を図っ
た。

労働関係法規や処遇の改
善等に関する情報につい
て、広報にいざへの掲載
やパンフレット等による
啓発を行うとともに、窓
口及び電話による相談に
対しては、埼玉県等の関
係機関を紹介するなどの
連携を図った。

労働関係法規や処遇の改
善等に関する情報につい
て、広報にいざへの掲載
やパンフレット等による
啓発を行うとともに、窓
口及び電話による相談に
対しては、埼玉県等の関
係機関を紹介するなどの
連携を図った。

労働関係法規や処遇の改
善等に関する情報につい
て、広報にいざへの掲載
やパンフレット等による
啓発を行うとともに、窓
口及び電話による相談に
対しては、埼玉県等の関
係機関を紹介するなどの
連携を図った。

掲載あり 国・県の機関との
連携

掲載あり 連携事業
経済振興
課

継続

事業無し 平成23年度実施なし。 平成24年度実施なし。

２－（４）
－⑤

転職・再就職講座の開催

転職や再就職を円滑に進
めるため、労働関係機関
等と連携しながら、適性
の発見や能力開発のため
の講座を開催する。

実施中 3

　社会の厳しい雇
用情勢や女性の就
職に対する意欲の
高まりから、育児
中の方の転職や再
就職については関
心の高いテーマで
あると考えられ
る。しかし就職に
対してはそれぞれ
個人的な条件が違
うためか、幅広い
内容で転職や再就
職をテーマとした
講座を保育付で実
施しても応募が定
員に達しない場合
があった。

　さらに育児中の方の
転職や再就職に対して
何が具体的に必要かを
検討したうえ、広報活
動も活発にし対象者が
参加しやすい講座の実
施を図る。

掲載あり
転職・再就職講座
の開催

掲載あり 連携事業
中央公民
館

○中央公民館
パソコンサロン(30回・359名)、初
心者のためのパソコン入門(4回・51
名)、パソコン講座（1回・14名）

〇野火止公民館
初心者パソコン教室①(４回・55
名)、初心者パソコン教室②(４回・
45名)、初心者パソコン教室（4回・
48名）

○栄公民館
パソコン講座（１回・12名）、パソ
コンサロン(11回・80名)

○栗原公民館
パソコン講座（2回・16名）

○畑中公民館
はじめてのエクセル講座（4回・58
名）、初心者パソコン講座（３回・
33名）

○大和田公民館
デジタルカメラを使いこなそう（2
回・30名）、シニア向けスマート
フォン体験講座（1回・22名）

○東北コミュニティセンター
ワード入門講座（3回・17名）、
ワード2007で作るパソコン年賀状
入門講座（1回・10名）

○西堀・新堀コミュニティセンター
はじめてのパソコン教室（４回・43
名）

○中央公民館
パソコン指導者養成講座（3回・37
名）、初心者のためのパソコン入門
（4回・46名）、初級パソコン講座
（4回・60名）、パソコン・サロン
（36回・539名）

〇野火止公民館
初心者パソコン教室（4回・52
名）、パソコン教室（3回・42名）

○栄公民館
パソコンサロン（12回・113名）

○畑中公民館
気持ちが伝わるポスター・ちらしの
作り方（2回・27名）

○大和田公民館
はやりのタブレットを使ってみよう
（1回・20名）

○東北コミュニティセンター
ワードで作るポスター・チラシ講座
（3回・38名）

○西堀・新堀コミュニティセンター
Windows8.1ではじめての
Excel2013を学ぶ（４回・30名）
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

２－（４）
－⑧

母子自立支援プログラム
策定事業（再掲）

児童扶養手当受給者の自
立を促進するため、母子
自立支援プログラム策定
員を設置し、個々の母子
家庭の実情に応じた自立
支援プログラムを策定す
る。さらに、必要に応じ
生活保護受給者等就労支
援事業を活用し、公共職
業安定所等と緊密に連携
しつつ、きめ細やかで確
実な就業・自立支援を行
う。

実施中 5

ひとり親家庭への
就業促進対策につ
いて、国も制度改
革を行っていると
ころである。

法改正などに迅速・柔
軟に対応することが必
要。

継続

母子自立支援プログラム
策定件数　30件

母子自立支援プログラム
策定件数　28件

母子自立支援プログラム
策定件数　24件

対象をひとり親家庭の父
にも拡大し、事業名を
「ひとり親自立支援プロ
グラム策定事業」に変更
した。

ひとり親自立支援プログ
ラム策定件数
14件

ひとり親自立支援プログ
ラム策定件数　４０件

掲載あり

ひとり親家庭就業
支援の実施

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

２－（４）
－⑨

母子自立支援教育訓練給
付（再掲）

雇用保険制度に基づく教
育訓練給付を受ける資格
の無い母子家庭の母に対
し、就職に必要な資格な
どを得るための教育訓練
講座受講費用の一部を負
担することによって資格
取得を支援する。

実施中 5

ひとり親家庭への
就業促進対策につ
いて、国も制度改
革を行っていると
ころである。

法改正などに迅速・柔
軟に対応することが必
要。

継続

講座指定申請　３
給付金支給　　１件

講座指定申請　０件 講座指定申請　3件
給付金支給　　1件

対象をひとり親家庭の父
にも拡大し、事業名を
「ひとり親家庭自立支援
教育訓練給付金事業」に
変更した。

ひとり親家庭自立支援教
育訓練給付
講座指定申請　０件
給付金支給　　１件
（24年度申請）

ひとり親家庭自立支援教
育訓練給付
講座指定申請　０件
給付金支給　　０件

掲載あり

ひとり親家庭就業
支援の実施

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

２－（４）
－⑩

母子家庭高等技能訓練促
進費等給付（再掲）

母子家庭の母の就労に直
結する高等技能資格取得
を促進するため、２年以
上養成機関などで修業す
る場合に生活を支援する
目的で促進費等を支給す
る。

実施中 5

ひとり親家庭への
就業促進対策につ
いて、国も制度改
革を行っていると
ころである。

法改正などに迅速・柔
軟に対応することが必
要。

継続

・訓練促進費支給件数
13件述べ141月
・修了一時金支給件数
２件
（取得中の資格　看護師
６件、准看護師１件、介
護福祉士３件、保育士１
件、作業療法士１件、検
査技師１件）

訓練促進費支給件数
19件延べ207月
修了一時金支給件数　6
件

　訓練促進費支給件数
15件述べ170月
　修了一時金支給件数
9件
（取得中の資格　看護師
4件、准看護師7件、介
護福祉士2件、作業療法
士1件、臨床検査技師1
件）

対象をひとり親家庭の父
にも拡大し、事業名を
「ひとり親家庭高等技能
訓練促進費等給付金事
業」に変更した。

ひとり親家庭高等技能訓
練促進費等給付
（取得中の資格　看護師
3件、准看護師3件、介
護福祉士1件、保育士2
件、作業療法士１件、鍼
灸師１件）
訓練促進費支給件数 11
件 延べ116月
修了一時金支給件数   5
件

ひとり親家庭高等技能訓
練促進費等給付
（取得中の資格　看護師
1件、准看護師5件、介
護福祉士・保育士1件、
鍼灸師1件）
訓練促進費支給件数　8
件 延べ84月
修了一時金支給件数   2
件 掲載あり

ひとり親家庭就業
支援の実施

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

３　子どもがいきいきと育ち、親が学び高まることを応援するために

（１）子どもの豊かな心と体の育みの支援

ア　子どもの豊かな心を育むための取組

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
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平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績
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掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

３－（１）
－ア－①

総合的な学習の時間の支
援

新学習指導要領による総
合的な学習の時間の活動
を支援する。

終了 廃止

平 成 20 年 度 に 事 業 終
了。

平成20年に事業廃止 廃止 廃止 廃止

掲載なし 掲載なし 指導課

３－（１）
－ア－②

教育副読本の整備

小学校社会科副読本、中
学校社会科地域教材、道
徳郷土資料集の作成等を
行う。また、体育副読本
の整備を通して、児童・
生徒の体育に関する基礎
技能の定着及び体力向上
を図る。

実施中 4

各校において副読
本の有効活用の方
法を確立していく
ことが課題であ
る。

教科書の採択時期にあ
わせて、内容の見直し
を実施する。（小学校
は、平成２６年度）
（中学校は平成２７年
度）
社会科主任会をとおし
て活用方法について周
知をする。

継続

小学校社会科副読本、中
学校社会科地域教材、道
徳郷土資料集の作成等を
行った。また中学校にお
いては体育副読本の整備
を通して、生徒の体育に
関する基礎技能の定着及
び体力向上を図った。

小学校社会科副読本、中
学校社会科地域教材、道
徳郷土資料集の作成等を
行った。また中学校にお
いては体育副読本の整備
を通して、生徒の体育に
関する基礎技能の定着及
び体力向上を図った。

小学校社会科副読本、中
学校社会科地域教材、道
徳郷土資料集の見直し等
を行った。また中学校に
おいては体育副読本の整
備を通して、生徒の体育
に関する基礎技能の定着
及び体力向上を図った。

小学校社会科副読本、中
学校社会科地域教材、道
徳郷土資料集の見直し等
を行った。また中学校に
おいては体育副読本の整
備を通して、生徒の体育
に関する基礎技能の定着
及び体力向上を図った。

小学校社会科副読本、中
学校社会科地域教材、道
徳郷土資料集の見直し等
を行った。また中学校に
おいては体育副読本の整
備を通して、生徒の体育
に関する基礎技能の定着
及び体力向上を図った。

掲載あり 教育副読本の整備 掲載なし 指導課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

３－（１）
－ア－③

教育資料の整備・活用

教育情報に関する資料室
を整備し、各校での研究
成果や、発表等について
情報収集するとともに、
冊子や書籍等を整備す
る。また、インターネッ
トで各校と接続し、資料
の共有化を図る。

実施中 4

整備されている。
増加する情報を整
理して、必要な情
報について吟味す
る必要がある。
校務システムが導
入され、教材の共
有化、ファイルの
共有化が進み、各
校での研究成果が
すぐ見られる状況
である。

新しい情報の収集と、
古い資料の整理

継続

各校での研究成果や、発
表等について情報収集す
るとともに、冊子や書籍
等の整備を進めた。

各校での研究成果や、発
表等について情報収集す
るとともに、冊子や書籍
等の整備を進めた。

各校での研究成果や、発
表等について情報収集す
るとともに、冊子や書籍
等の整備を進めた。

各校での研究成果や、発
表等について情報収集す
るとともに、冊子や書籍
等の整備を進めた。

各校での研究成果や、発
表等について情報収集す
るとともに、冊子や書籍
等の整備を進めた。

教育資料の整備・
活用

指導課

３－（１）
－ア－④

学校サポート推進事業
（キャリア教育職場体
験）

キャリア教育の視点であ
る、「生きること、学ぶ
こと、働くこと」の大切
さを学習する機会とする
ため、全中学校の２年生
が３日間、地域の中で
様々な社会体験活動に取
り組む。

実施中 4

学校が職場を選定
するにあたり、よ
り多くの事業所の
確保が必要とな
る。現状として
は、足りない状況
にあるため、事業
所の新規開拓が必
要となる。

職場体験推進委員会に
おいて、商工会との連
携を図り、事業所の開
拓を進める

継続

キャリア教育の視点であ
る、「生きること、学ぶ
こと、働くこと」の大切
さを学習する機会とする
ため、全中学校の２年生
が３日間、地域の中で
様々な社会体験活動に取
り組んだ。新座中201
人、第二中286人、第三
中197人、第四中173
人、第五中210人、第六
中190人。

キャリア教育の視点であ
る、「生きること、学ぶ
こと、働くこと」の大切
さを学習する機会とする
ため、全中学校の２年生
が４日間、地域の中で
様々な社会体験活動に取
り組んだ。新座中186
人、第二中297人、第三
中194人、第四中20②
人、第五中213人、第六
中175人。

キャリア教育の視点であ
る、「生きること、学ぶ
こと、働くこと」の大切
さを学習する機会とする
ため、全中学校の2年生
が4日間、地域の中で
様々な社会体験活動に取
り組んだ。新座中183
人、第二中290人、第三
中216人、第四中165
人、第五中210人、第六
中188人。

キャリア教育の視点であ
る、「生きること、学ぶ
こと、働くこと」の大切
さを学習する機会とする
ため、全中学校の２年生
が４日間、地域の中で
様々な社会体験活動に取
り組んだ。新座中１８６
人、第二中２７６人、第
三中２２６人、第四中１
７２人、第五中１７８
人、第六中２００人。

キャリア教育の視点であ
る、「生きること、学ぶ
こと、働くこと」の大切
さを学習する機会とする
ため、全中学校の２年生
が４日間、地域の中で
様々な社会体験活動に取
り組んだ。新座中１８３
人、第二中３０７人、第
三中１９１人、第四中１
８０人、第五中２２４
人、第六中１７２人。

掲載あり
学校サポート推進
事業（キャリア教
育職場体験）

掲載あり 推進・管理事業 指導課

３－（１）
－ア－⑤

地域ふれあい講演会

学校と地域が連携し多様
な体験を持つ方に講演を
頂き、中学生に豊かな心
を育むとともに広い意味
での進路指導を行う。

実施中 4

講師選定に苦労す
る点に課題があ
る。著名人や地域
の会社経営者など
を学校に招いて、
直接生徒に体験な
どを語っていただ
き、将来に向けて
前向きに考えさせ
る機会となってい
る。

講師情報に係るデータ
ベース等による情報の
共有化を進める。

継続

全中学校が講演会を実施
した。
新座中11月22日（月）
第二中10月30日（土）
第三中11月５日（金）
第四中10月19日（火）
第五中11月22日（月）
第六中12月３日（金）

全中学校が講演会を実施
した。
新座中11月25日
（金）、12月15日
（木）
第二中10月30日（日）
第三中10月5日（水）
第四中10月26日（水）
第五中11月25日（金）
第六中12月１日（木）

全中学校が講演会を実施
した。
新座中12月6日（木）
第二中11月13日（火）
第三中11月10日（土）
第四中11月10日（土）
第五中11月10日（土）
第六中11月10日（土）

全中学校が講演会を実施
した。
新座中1１月　９日
（土）
第二中　６月　４日
（火）
第三中1１月２９日
（金）
第四中1０月２７日
（日）
第五中１１月　６日
（水）
第六中1０月１５日
（火）

全中学校が講演会を実施
した。
新座中1１月１２日
（水）
第二中１０月２５日
（土）
第三中１１月２８日
（金）
第四中1０月２５日
（土）
第五中１１月　５日
（水）
第六中1１月　８日
（土）

掲載あり
地域ふれあい講演
会

掲載あり 推進・管理事業 指導課

３－（１）
－ア－⑥

小学校第１学年副担任事
業

児童の基本的な学習指導
や生活習慣の確立を図る
ため、市内17小学校に
第１学年の学級担任の補
助として副担任を配置す
る。（児童数及び学校の
状況により配置人数の変
動がある。）

実施中 4

副担任設置要綱に
基づき配置する。

副担任設置要綱に基づ
き配置をしていく。

継続

小学校第１学年に９人の
副担任を配置した。

小学校第１学年に延べ９
名の副担任を配置した。

小学校第1学年に延べ13
人の副担任を配置した。

　小学校第１学年に１２
名の副担任を配置した。

　小学校第１学年に１２
名の副担任を配置した。

掲載あり
小学校第１学年へ
の副担任の配置

掲載あり 推進・管理事業 学務課

３－（１）
－ア－⑦

国際理解教育の推進

地域の外国人との交流を
通して、異文化理解を深
めるとともに、コミュニ
ケーション能力の育成を
図る。

実施中 4

「英会話の時間」
及び「外国語科」
の教育について
小・中９年間のつ
ながりがある学習
内容の充実

研究協力員を中心とし
て、「英会話の時間」
の学習計画について検
討を加え、充実を図
る。

継続

地域の外国人との交流を
通して異文化理解を深め
るとともに、コミュニ
ケーション能力の育成を
図った。市内全小・中学
校を対象に1クラスに対
して年間35時間の「英
会話の時間」を実施し
た。

地域の外国人との交流を
通して異文化理解を深め
るとともに、コミュニ
ケーション能力の育成を
図った。市内全小・中学
校を対象に1クラスに対
して年間35時間の「英
会話の時間」を実施し
た。

地域の外国人との交流を
通して異文化理解を深め
るとともに、コミュニ
ケーション能力の育成を
図った。市内全小学校を
対象に1クラスに対して
年間35時間の「英会話
の時間」を実施した。

地域の外国人との交流を
通して異文化理解を深め
るとともに、コミュニ
ケーション能力の育成を
図った。市内全小学校を
対象に1クラスに対して
年間35時間の「英会話
の時間」を実施した。

地域の外国人との交流を
通して異文化理解を深め
るとともに、コミュニ
ケーション能力の育成を
図った。市内全小学校を
対象に1クラスに対して
年間35時間の「英会話
の時間」を実施した。

掲載あり
国際理解教育の推
進

掲載あり 連携事業 指導課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

３－（１）
－ア－⑧

環境教育の推進

自然保護やリサイクルな
どの資源の再利用につい
ての理解を深め、環境や
アメニティに配慮するな
どの環境教育を推進す
る。

実施中 4

子どもたちの自然
保護や環境に対す
る意識は高まり、
育ってきている。
しかし、実生活の
中でいかにその意
識を生かし、実践
していくかが課題
である。

様々な活動や授業の中
で計画的に環境に対す
る視点をもたせる。ま
た、総合的な活動の時
間などでの体験活動を
積極的に行わせてい
く。

継続

自然保護やリサイクルな
どの資源の再利用につい
ての理解を深め、環境や
アメニティに配慮するな
どの環境教育を推進し
た。

自然保護やリサイクルな
どの資源の再利用につい
ての理解を深め、環境や
アメニティに配慮するな
どの環境教育を推進し
た。

自然保護やリサイクルな
どの資源の再利用につい
ての理解を深め、環境や
アメニティに配慮するな
どの環境教育を推進し
た。

自然保護やリサイクルな
どの資源の再利用につい
ての理解を深め、環境や
アメニティに配慮するな
どの環境教育を推進し
た。

自然保護やリサイクルな
どの資源の再利用につい
ての理解を深め、環境や
アメニティに配慮するな
どの環境教育を推進し
た。 掲載あり 環境教育の推進 掲載あり 連携事業 指導課

３－（１）
－ア－⑨

学校ふるさと構想の推進

子どもたちの遊び場や自
然とふれあえる場とし
て、学校教育農園、学校
教育林等の学校教育の環
境の充実を図る。

実施中 4

学校農園及び学校
林設置校において
は土にふれた農業
体験や、林の中で
季節の変化を感じ
させながら工夫し
た体験活動が実践
されている。課題
としては、立地条
件などの関係で設
置できない学校が
あること、農地な
どの維持管理の問
題があり、地権者
に依頼することも
ある。

農業支援員や地権者な
どの支援や指導を受け
ながら、学校側で管理
しきれない部分を解消
していきながら環境整
備を行っていく。

継続

子どもたちの遊び場や自
然とふれあえる場とし
て、学校教育農園（小学
校17校、中学校３
校）、学校教育林（小学
校５校）、学校ビオトー
プ等の学校教育の環境の
充実を図った。

子どもたちの遊び場や自
然とふれあえる場とし
て、学校教育農園（小学
校17校、中学校３
校）、学校教育林（小学
校５校）、学校ビオトー
プ等の環境の充実を図っ
た。

子どもたちの遊び場や自
然とふれあえる場とし
て、学校教育農園（小学
校17校、中学校3校）、
学校教育林（小学校5
校）、学校ビオトープ等
の環境の充実を図った。

子どもたちの遊び場や自
然とふれあえる場とし
て、学校教育農園（小学
校17校、中学校３
校）、学校教育林（小学
校５校）、学校ビオトー
プ等の環境の充実を図っ
た。

子どもたちの遊び場や自
然とふれあえる場とし
て、学校教育農園（小学
校17校、中学校３
校）、学校教育林（小学
校５校）、学校ビオトー
プ等の環境の充実を図っ
た。 掲載あり

学校ふるさと構想
の推進

掲載あり 連携事業 指導課

３－（１）
－ア－⑩

地域の人材活用の推進

地域の人材を授業、行
事、部活動等に生かすこ
とにより、児童生徒の興
味･関心を高め、学校の
活性化の推進を図る。

実施中 4

部活動ボランティ
アを活用し、部活
動の活性化を図っ
た。（運動部14
人、文化部2人）
各学校で組織され
た学校応援団の
方々が、学校の教
育活動を支援し
た。
（228団体、10，
643人の登録）

部活動ボランティアに
応募してくださる方へ
の周知を図る必要があ
る。学校においても地
域へ学校だよりで積極
的に声かけをしたり、
学校応援団として学校
に関わっている方に声
をかけたりするなど、
地域との連携協力をよ
り推進する必要があ
る。

継続

平成18年度に事業終了 平成18年度に事業終了 平成18年度に事業終了 部活動ボランティアを活
用し、部活動の活性化を
図った。（運動部14
人、文化部2人）
各学校で組織された学校
応援団の方々が、学校の
教育活動を支援した。
（228団体、10，643
人の登録）

部活動ボランティアを活
用し、部活動の活性化を
図った。（運動部14
人、文化部2人）
各学校で組織された学校
応援団の方々が、学校の
教育活動を支援した。
（22９団体、1１，８７
５人の登録）

掲載あり
地域の人材活用の
推進

掲載なし 指導課

３－（１）
－ア－⑪

情報教育の推進（再掲）

子どもの情報活用能力を
育成するメディアリテラ
シー教育の実施ととも
に、情報機能のネット
ワーク化を図る。

実施中 4

コンピュータ操作
スキルは向上して
いる。授業で活用
できる教員が中学
校でまだ多くな
い。

パソコンの台数の増、
研修の充実が必要であ
るので、計画的に研修
を行っていく。

継続

児童生徒の情報活用能力
を育成することを目標
に、全小中学校に1人ず
つコンピュータ指導員を
配置し、その活用を図る
授業実践を推進した。

児童生徒の情報活用能力
を育成することを目標
に、全小中学校に1人ず
つコンピュータ操作補佐
員を配置し、その活用を
図る授業実践を推進し
た。

児童生徒の情報活用能力
を育成することを目標
に、全小中学校2校に1
人、コンピュータ操作補
佐員を配置し、その活用
を図る授業実践を推進し
た。

児童生徒の情報活用能力
を育成することを目標
に、全小中学校２校に1
人、コンピュータ操作補
佐員を配置し、その活用
を図る授業実践を推進し
た。

児童生徒の情報活用能力
を育成することを目標
に、全小中学校２校に1
人、コンピュータ操作補
佐員を配置し、その活用
を図る授業実践を推進し
た。

掲載あり
情報教育の推進
（再掲）

掲載あり 推進・管理事業 指導課

３－（１）
－ア－⑫

子どもの芸術文化環境の
充実（再掲）

文化芸術活動に子どもが
喜んで参加する仕組みづ
くりを行う。

実施中 4

各種事業におい
て、子ども向けの
催しを実施し、子
どもが文化芸術活
動に参加する機会
を設けている。

引き続き、各種事業に
おいて、文化芸術活動
に子どもが喜んで参加
する仕組みづくりを行
う。

継続

文化芸術活動に子どもが
喜んで参加する仕組みづ
くりを行った。

文化芸術活動に子どもが
喜んで参加する仕組みづ
くりを行った。
・埼玉県芸術文化祭
2011「睡足軒の森文化
の祭典」（平成23年11
月18日～12月4日）
開催期間中に「子ども呈
茶」「子どもの邦楽」な
ど子どもによる催しを実
施し、参加の機会を設け
た。
・市民まつり文化祭（平
成23年10月7日～11月
27日）
様々なイベントの中に小
中学校児童生徒作品展示
として文化祭への参加の
機会を設けた。

文化芸術活動に子どもが喜ん
で参加する仕組みづくりを
行った。
開催期間中に「子ども呈茶」
「子どもの邦楽」など子ども
による催しを実施し、参加の
機会を設けた。
・市民まつり文化祭（平成
24年10月12日～11月23
日）
　様々なイベントの中に小中
学校児童生徒作品展示として
文化祭への参加の機会を設け
た。
・すぐそこ新座春まつり（平
成24年4月7日、8日）にお
いて、「子ども写生教室」、
「小学生フォトコンテスト」
や「俳句をつくろう」など子
ども向けの催しを実施

文化芸術活動に子どもが喜ん
で参加する仕組みづくりを
行った。
・「睡足軒の森紅葉ライト
アップ」（平成２５年１１月
２２日～１２月１日）開催期
間中に「子ども呈茶」を実施
し、参加の機会を設けた。
・「睡足軒の森日本の伝統文
化体験講座ー子ども茶道入門
教室ー」実施
・市民まつり文化祭（平成２
５年１０月１８日～１１月２
４日）
様々なイベントの中に小中学
校児童生徒作品展示として文
化祭への参加の機会を設け
た。
・すぐそこ新座春まつり（平
成２５年４月６日）におい
て、「小学生フォトコンテス
ト」や「俳句をつくろう」な
ど子ども向けの催しを実施

文化芸術活動に子どもが喜ん
で参加する仕組みづくりを
行った。
・「睡足軒の森紅葉ライト
アップ」（平成２６年１１月
２１日～１２月２日）開催期
間中に「子ども呈茶」を実施
し、参加の機会を設けた。
・「睡足軒の森日本の伝統文
化体験講座ー子ども茶道入門
教室ー」実施
・市民まつり文化祭（平成２
６年１０月１９日～１１月２
３日）
様々なイベントの中に小中学
校児童生徒作品展示として文
化祭への参加の機会を設け
た。
・すぐそこ新座春まつり（平
成２６年４月５日、６日）に
おいて、「俳句をつくろう」
や「子ども写生教室」など子
ども向けの催しを実施

掲載あり

睡足軒の森文化事
業の実施
市民まつり文化祭
への支援
“すぐそこ新座”
春まつりでの文化
イベントの実施
子どもの文化芸術
環境の充実

掲載あり 連携事業
生涯学習
スポーツ
課

３－（１）
－ア－⑬

新座っ子ぱわーあっぷく
らぶ事業（再掲）

地域の教育力の活性化と
子どもたちの地域におけ
る学校外活動の一層の充
実を図るために、地域住
民の協力により自然体
験・社会体験・スポーツ
などの体験活動や、学習
活動を実施する様々なク
ラブを運営する。

実施中 4

　各学校のクラブ
数やクラブ内容を
考慮しながら指導
者を確保していく
ことが必要であ
る。

　事業の円滑な運営の
ため、ボランティア協
力者の確保に努めると
ともに、クラブの見直
しを児童数の増加に努
める。
　また、学校と連携
し、活動教室の確保に
努める。

継続

市内の全市立小学校17
校の余裕教室や体育館、
福祉の里体育館などを会
場として、文化、学習、
スポーツのジャンルで
「くらぶ」を全38クラ
ブ開設し、年間を通じて
活動を行った。延べ参加
登録者数760人。

市内の全市立小学校17
校の余裕教室や体育館な
どを会場として、文化、
学習、スポーツのジャン
ルで「くらぶ」を全38
クラブ開設し、年間を通
じて活動を行った。延参
加登録者数721人。

市内の全市立小学校17
校の余裕教室や体育館な
どを会場として、文化、
学習、スポーツのジャン
ルで全40クラブ開設
し、年間を通じて活動を
行った。延参加登録者数
707人。

　市内の全市立小学校１
７校の余裕教室や体育館
などを会場として、文
化、学習、スポーツの
ジャンルで全３５クラブ
開設し、年間を通じて活
動を行った。延参加登録
者数７２９人。

市内の全市立小学校１７
校の余裕教室や体育館な
どを会場として、文化、
学習、スポーツのジャン
ルで全３６クラブ開設
し、年間を通じて活動を
行った。延参加登録者数
７６４人。

掲載あり

青少年活動の充実

掲載あり 推進・管理事業
生涯学習
スポーツ
課
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計画
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事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

イ　健やかな体の育成

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

３－（１）
－イ－②

指導者養成講座の充実

スポーツ・レクリエー
ション活動の一層の普及
を図るため、スポーツ指
導者及び指導者養成のた
めに講座等を充実させ
る。

実施中 4

　実施種目の検討
が課題となる。

　スポーツ推進委員と
協議しながら実施種目
を決定する。

継続

（財）新座市体育協会加
盟２６連盟の指導者を対
象にスポーツ・レクリ
エーション指導者養成講
習会として普通救急救命
講座を１日開催した。参
加者２１人。

スポーツ・レクリエー
ション活動の一層の普及
を図るため、スポーツ指
導者及び指導者養成のた
めに講座等を充実させ
る。
（財）新座市体育協会加
盟２６連盟の指導者を対
象にスポーツ・レクリ
エーション指導者養成講
習会として普通救急救命
講座を１日開催した。参
加者5７名。

スポーツ推進委員講習会
としてラケットテニスを
開催した。参加委員は
18人。

　スポーツ推進委員１７
名が参加し、体操の講習
会を実施した。

　スポーツ推進委員２３
名が参加し、体操の講習
会を実施した。

掲載あり

指導者養成講座の
充実

掲載なし
生涯学習
スポーツ
課

３－（１）
－イ－③

健康教育の推進

子どもたちの体力向上、
健康の増進を図るため、
体育的活動を充実させ、
外遊びを奨励する。

実施中 4

体力向上推進委員
会において、体力
向上に向けた取組
を全校が作成し
た。各校が取組を
紹介、情報交換を
し合うことで、意
識の向上にはつな
がっているが、学
校によりばらつき
が見られる。

体力向上につながった
学校の取組例を紹介
し、意識の向上を図
る。
また、小中学校それぞ
れで行う体育授業研究
協議会を活用して、授
業づくりの視点作りに
努める。市内なわとび
オリンピックを奨励
し、積極的な外遊びに
つなげていく。

継続

体力向上推進委員会にお
いて、体力向上に向けた
取組を全校が作成した。
各校が取組を紹介、情報
交換をし合うことで、意
識の向上につながり、各
校での実践化が図れた。

体力向上推進委員会にお
いて、体力向上に向けた
取組を全校が作成した。
各校が取組を紹介、情報
交換をし合うことで、意
識の向上につながり、各
校での実践化が図れた。

体力向上推進委員会にお
いて、体力向上に向けた
取組を全校が作成した。
各校が取組を紹介、情報
交換をし合うことで、意
識の向上につながり、各
校での実践化が図れた。

体力向上推進委員会にお
いて、体力向上に向けた
取組を全校が作成した。
各校が取組を紹介、情報
交換をし合うことで、意
識の向上につながり、各
校での実践化が図れた。

体力向上推進委員会にお
いて、体力向上に向けた
取組を全校が作成した。
各校が取組を紹介、情報
交換をし合うことで、意
識の向上につながり、各
校での実践化が図れた。

掲載あり 健康教育の推進 掲載あり 連携事業 指導課

生涯学習
スポーツ
課

○一般を対象にノルディックウォーキング教室を３
日間開催した。参加者20名（3日間延べ人数40
名）。
○一般を対象に、スポーツ吹き矢教室を3日間開催
した。参加者25名（３日間延べ人数74名）。
○一般を対象に、健康体操教室を２日間開催した。
受講者125名（2日間延べ人数125名）。
○（財）新座市体育協会と連携し、市レクリエー
ション協会スポーツ教室を２日間開催した。参加者
35名（2日間延べ人数56名）。
○市レクリエーション協会連携スポーツ教室（ペタ
ンク、グラウンドゴルフ等）を２日開催した。参加
者35名（２日間延べ人数57名）。
○障がい者を対象にジャズダンス教室を３日間開催
した。参加者12名（3日間延べ人数31名）。
○小学1～3年生を対象にプールの苦手な子供たち
の水泳教室を7～8月の期間に3日間回催した。参加
者数36名（3日間延べ人数83名）。
○小学生を対象に7月に夏休みスポーツ（バスケッ
トボール）教室を1日間開催した。参加者180名
（１日間延べ人数180名）。
○市内小学生を対象に新座っ子ぱわーあっぷ事業で
各種スポーツ教室を開催した。スポーツ系クラブ数
8クラブ、スポーツ系の登録児童数249名。
○小学生から一般を対象に市内各小学校（17校）
体育館で地域スポーツ教室としてラケットテニスを
開催した。
○小中学生及び一般を対象に11月に立教大学ス
ポーツ教室５種目（サッカー・野球・バレーボー
ル・テニス・乗馬）を２日間に分けて開催した。2
日間の総参加者数513名。
○新座市内高等学校硬式野球市長杯争奪大会を11
月に2日間開催した。参加者150名（２日間延べ人
数150名）。
○サークル対抗硬式テニス大会を11月に開催し
た。参加総数２６団体179名。

○一般市民を対象に、健康体操教
室を4日間開催した。受講者20人
（4日間延べ人数58人）。
○小学1～3年生を対象にプール
の苦手な子どもたちの水泳教室を
7～8月の期間に4日間開催した。
参加者数29人（4日間延べ人数
100人）。
○市内小学生を対象に新座っ子ぱ
わーあっぷ事業で各種スポーツ教
室を開催した。スポーツ系クラブ
数8クラブ、スポーツ系の登録児
童数264人。
○小学生から一般市民を対象に市
内各小学校（17校）体育館で地
域スポーツ教室としてラケットテ
ニスを開催した。
○小中学生及び一般市民を対象に
11月に立教大学スポーツ教室5種
目（サッカー・野球・バレーボー
ル・テニス・乗馬）を2日間に分
けて開催した。2日間の総参加者
数275人。
○新座市内高等学校硬式野球市長
杯争奪大会を11月に2日間開催し
た。参加者150人（2日間延べ人
数150人）。
○サークル対抗硬式テニス大会を
11月に開催した。参加総数24団
体144人。

○障がい者ジャズダンス教室
　４回、１５名参加
○バドミントン教室
　２回、２９名参加
○ネオホッケー教室
　３回、１５名参加
○空手道教室
　３回、１６名参加
○ノルディックウォーキング教室
　３回、18名参加
○マレットゴルフ教室（前期・後
期）
　全４回、合計３５名参加
○スポーツ吹き矢教室
　３回、９名参加
○親子でわくわく体操（１学期）
　３回、２７組（５４名）参加
○親子っでわくわく体操（２学
期）
　３回、２９組（５８名）参加
○親子でわくわく体操（３学期）
　３回、２９組（５８名）参加
○フラダンス教室
　２回、１１組（２２名）参加
○地域スポーツ教室事業（ラケッ
トテニス）
　１７回、１２８名参加

○障がい者ジャズダンス教室
　４回、１1名参加
○バドミントン教室
　２回、30名参加
○ネオホッケー教室
　３回、１５名参加
○空手道教室
　３回、21名参加
○ノルディックウォーキング教室
　３回、27名参加
○マレットゴルフ教室（前期・後
期）
　全４回、合計63名参加
○スポーツ吹き矢教室
　３回、7名参加
○親子でわくわく体操（１学期）
　３回、２0組（40名）参加
○親子っでわくわく体操（２学
期）
　３回、30組（60名）参加
○親子でわくわく体操（３学期）
　３回、２９組（５８名）参加
○フラダンス教室
　２回、１3組（30名）参加
○地域スポーツ教室事業（ラケッ
トテニス）
　１７回、204名参加

一部掲載
あり

軽スポーツ・レク
リエーション教室
の実施

中央公民
館

３－（１）
－イ－①

軽スポーツ・レクリエー
ション教室の開催

市民が求めるスポーツを
振興するため、（財）新
座市体育協会と連携を図
り、ニュースポーツを取
り入れながら、初心者か
ら参加できるスポーツ教
室を開催する。また、各
小学校単位での地域ス
ポーツ教室を開催してい
く。

実施中 4

 体育協会と連携を
図り、市民の要望
に応じた種目を検
討する必要があ
る。

　体育協会と連携し、
アンケート等の実施に
より市民要望等を確認
しながら対応を図る。

継続

○一般を対象に、ソフトテニス教室を２日間開催し
た。参加者12人（２日間延べ人数17人）。
○一般を対象に、ニュースポーツ（ソフトバレー
ボール）教室を３日間開催した。参加者19人（３
日間延べ人数41人）。
○一般を対象に、初心者ラケットテニス教室を４日
間開催した。参加者30人（４日間延べ人数83
人）。
○一般を対象に、ウォーキング教室を２日間開催し
た。参加者５人（２日間延べ人数７人）。
○一般を対象に、スポーツ吹き矢教室を２日間開催
した。参加者30人（２日間延べ人数45人）。
○一般を対象に、健康体操教室を４日間開催した。
受講者13人（４日間延べ人数68人）。
○（財）新座市体育協会と連携し、市マレットゴル
フ協会連携スポーツ教室を２日間開催した。参加者
19人（２日間延べ人数27人）。
○市レクリエーション協会連携スポーツ教室（ペタ
ンク、グラウンドゴルフ等）を１日開催した。参加
者13人。
○障がい者を対象にジャズダンス教室を３日間開催
した。参加者14人（３日間延べ人数36人）。
○小学１～３年生を対象にプールの苦手な子供たち
の水泳教室を７～８月の期間に４日間開催した。参
加者数３５人（４日間延べ人数85人）。
○小学生を対象に７月に夏休みスポーツ（ミニバス
ケットボール）教室を３日間開催した。参加者33
人（３日間延べ人数88人）。
○市内小学生を対象に新座っ子ぱわーあっぷ事業で
各種スポーツ教室を開催した。スポーツ系クラブ数
９クラブ、スポーツ系の登録児童数281人。
○小学生から一般を対象に市内各小学校（17校）
体育館で地域スポーツ教室としてラケットテニスを
開催した。
○小中学生及び一般を対象に11月に立教大学ス
ポーツ教室５種目（サッカー・野球・バレーボー
ル・テニス・乗馬）を２日間に分けて開催した。２
日間の総参加者数332人。
○新座市内高等学校硬式野球市長杯争奪大会を11
月に２日間開催した。参加者100人（２日間延べ人
数150人）。
○サークル対抗硬式テニス大会を11月に開催し
た。参加総数26団体179人。

○中央公民館
サマースクール（3回・49名）、こども新座のおやつ作り
（１回・24名）、子どもミュージカルダンス（4回・
134名）、絵本の広場（11回・126名)

○野火止公民館
母の日に贈るプレゼント作り教室 (１回・16名)、父の日
に贈るプレゼント作り教室（１回・12名）、サマース
クール（2回・36名）、小学生書き初め教室（１回・20
名）

○栄公民館
春の子どもひろば（1回・17名）、夏の子ども体験セミ
ナー①（１回・19名)、夏の子ども体験セミナー②（１
回・19名)、冬子どもクッキング（1回・15名）、冬休み
子どもひろば（２回・53名）

○栗原公民館
折り紙で作る七夕飾り（1回・30名）、親子でピザに挑戦
（1回・14名）、親子さつまいも堀り（１回・45名）、
書初め教室（１回・25名)、親子で手打ちそば体験（１
回・16名)

○畑中公民館
少年少女発明クラブ(14回・214名）、親子パン教室（1
回・19名）

○大和田公民館
子どもヒップホップダンス（７回・343名）、夏休み子ど
も体験講座（2回・35名）、子ども英会話講座(1)（4
回・39名）、子ども英会話講座(2)（2回・23名）、書初
め練習会（1回・18名）、七夕飾りを作ろう（1回・8
名）

○東北コミュニティセンター
子ども俳優体験講座（1回・7名）、冬のお楽しみ会（1
回・55名）、親子陶芸教室（1回・39名）

○西堀・新堀コミュニティセンター
夏のおはなし会（１回・63名）、クリスマスおはなし会
（１回・34名)、子ども体験教室①（1回・15名)、子ど
も体験教室②（1回・23名)、書初め教室（1回・16名）

○中央公民館
絵本の広場(12回・182名)、サマースクール（2回・38名）、こど
も新座のおやつ作り（１回・17名）、子どもミュージカルダンス体
験教室（8回・152名）

○野火止公民館
母の日に贈るプレゼント作り教室 (１回・17名)、父の日に贈るプレ
ゼント作り教室（１回・11名）、サマースクール高学年（1回・13
名）、サマースクール低学年（1回・20名）、小中学生書き初め教
室（１回・19名）

○栄公民館
春の子どもひろば（1回・10名）、夏の子ども体験セミナー①（3
回・21名)、夏の子ども体験セミナー②（2回・19名)、冬休み子ど
もひろば（2回・60名）

○栗原公民館
夏休みこども地球観察隊（3回・112名）、書初め教室（１回・25
名)、親子で手打ちそば体験（１回・24名)、親子さつまいも堀り
（１回・52名）、親子七夕折り紙教室（1回・39名）

○畑中公民館
少年少女発明クラブ(13回・167名）、絵本とおはなしクラブ(8回・
37名)、楽しい七夕飾り作り（1回・21名）、夏休みこどもルーム
（2回・7名）、ひな祭りのお菓子作り（1回・18名）、親子パン教
室（1回・20名）

○大和田公民館
夏休み子ども体験講座（2回・54名）、子どもヒップホップダンス
（７回・304名）、書初め練習会（2回・28名）、こどものための
プログラミング講座（2回・21名）、こども英会話講座（4回・62
名）、大和田小さな家おはなし会（22回・138名）

○東北コミュニティセンター
子ども俳優体験講座（1回・14名）、冬のお楽しみ会（1回・83
名）、親子陶芸教室（1回・20名）

○西堀・新堀コミュニティセンター
夏のおはなし会（１回・37名）、子ども体験教室①（1回・19名)、
子ども体験教室②（1回・8名)、クリスマスおはなし会（１回・25
名)、書初め教室（1回・27名）、春のお話会（1回・69名）

掲載あり
社会教育施設での
体験学習の開催

掲載あり 連携事業

　体験学習は、子
どもを中心に環境
や風習、親子のふ
れあいなど多種多
様なニーズに合っ
た講座を企画して
いるが、多くの市
民等が応募するわ
けではなく、関心
を持つ親又は子ど
も達が参加する傾
向が見える。

　多種多様なニーズを
企画するとともに、企
画の段階で多くの参加
を見込むように、興味
関心がない子にとって
も受講してよかったと
思われるような講座を
企画し、新たな受講者
を発掘したい。

継続

※人数は延べ参加者数
○中央公民館
人形劇フェスティバル（１回・106人）、夏
休み子どもエコ学び隊（3回・86人）、夏休
み子どもエコ教室（1回・27人）
○野火止公民館
サマースクール（3回・４8人）、子どもパン
作り教室（１回・１5人）、子ども習字教室
（１回・15人）
○栄公民館
夏休みこどもひろば（１回・18人）、冬休み
こどもひろば（２回・58人）
○栗原公民館
夏休み親子講座① 親子地球かんさつ隊（５
回・８0人）、夏休み親子講座② マネー育
（１回・15人）、夏休み親子講座③みんなで
作ろう簡単おやつ（１回・23人）、折り紙で
作る七夕飾り（１回・56人）
○畑中公民館
少年少女発明クラブ（13回・244人）、は
ばたく鳥のモビール（1回・29人）、モー
ターとスピーカーの原理 （1回・23人）、凧
づくり（1回・32人）、親子パン教室（1
回・26人）
○大和田公民館
こども英会話（６回・113人）、子どもヒッ
プホップダンス（１０回・320人）、親子で
楽しむ七夕会（１回・13人）、サマースクー
ル（2回・37人）
○東北コミュニティセンター
サマースクール（1回・14人）
○西堀・新堀コミュニティセンター
コミセン夏のおはなし会（１回・10２人）、
コミセンクリスマスおはなし会（１回・7３
人）、お正月お話会（1回・53人）、子ども
体験教室（３回・45人）

※人数は延べ参加者数
○中央公民館
人形劇フェスティバル（１回・158名）、夏休み子
どもエコ学び隊(3回・35名)、夏休み子ども体験教
室(1回・21名)、こども新座のおやつ作り～クリス
マスお菓子を作ろう～（１回・１８名）、こども新
座のおやつ作り～おひなさまのキャロットカップ
ケーキ～（１回・18名）
○野火止公民館
サマースクール(3回・60名)、母の日に贈る子ども
パン作り教室(１回・15名)、父の日に贈る子どもお
菓子作り教室（１回・19名）、子ども書き初め練
習教室（１回・17名）
○栄公民館
環境にやさしい母の日のプレゼント(１回・９名)、
夏休み子ども広場～ブロックでロボットを作り、マ
イコン操作でレースしよう～(２回・39名)、冬休み
子ども広場～小学生の書き初め教室～（２回・67
名）
○栗原公民館
夏休み親子パン作り(１回・21名)、折り紙で作る七
夕飾り(１回・33名)、親子さつまいも堀り（１回・
29名）、書き初め教室（１回・20名）、夏休み親
子地球観察隊（３回・44名）
○畑中公民館
少年少女発明クラブ(1１回・253名)、少年少女発
明クラブはばたく鳥のモビール(1回・22名)、少年
少女発明クラブ凧作り (1回・15名)、親子パン教室
(1回・22名)
○大和田公民館
子ども英会話（６回・97名）、子どもヒップホッ
プダンス前期（６回・247名）、子どもヒップホッ
プダンス後期（７回・251名）、サマースクール(2
回・49名)
○東北コミュニティセンター
サマースクール(1回・21名)、子ども夏のお話会
（１回・７回）、クリスマスおはなし会（１回・
45名）
○西堀・新堀コミュニティセンター
コミセン夏のおはなし会(１回・７２名)、コミセン
クリスマスおはなし会(１回・５２名)、春を楽しむ
お話と演奏(1回・４３名)、子ども体験教室①(１
回・18名) 、子ども体験教室②(１回・14名)

○中央公民館
人形劇フェスティバル（1回・123人）、夏
休み子ども自然調査隊（3回・45人）、夏休
み子ども教室　体験コース（１回・20人）、
こども新座のおやつ作り（１回・20人）
○野火止公民館
母の日に贈るプレゼント作り教室 （1回・20
人、父の日に贈るプレゼント作り教室（1
回・17人）、敬老の日に贈るプレゼント作り
（1回・9人）、冬休み子ども書き初め練習教
室（1回・14人）
○栄公民館
夏休み子どもひろば（1回・4人）、子どもダ
ンスタイム（4回・84人）、冬休み子どもひ
ろば（2回・62人）
○栗原公民館
夏休みこども地球探検隊（3回・123人）、
いも堀り（1回・24人）、七夕折り紙教室
（1回・51人）、親子でピザづくり（1回・
18人）、親子パンづくり（1回・16人）
○畑中公民館
少年少女発明クラブ（11回・16人）、少年
少女発明クラブ公開講座万華鏡づくり （1
回・９人）、少年少女発明クラブ公開講座ピ
ンホールカメラ（1回・15人）
○大和田公民館
こども英会話（2回・34人）、子どもヒップ
ホップダンス（7回・280名）
○東北コミュニティセンター
声優体験講座（１回・18人）、ふれあいフェ
スタ（1回・66人）
○西堀・新堀コミュニティセンター
夏のおはなし会（1回・63人）、クリスマス
おはなし会（1回・45人）、節分のおはなし
会（1回・39人）、子どもフラ入門教室（1
回・5人）

掲載なし

３－（１）
－ア－⑭

社会教育施設での体験学
習の開催（再掲）

公民館、図書館、歴史民
俗資料館等の社会教育施
設で児童・生徒を対象と
した様々な体験学習・催
しを開催する。

実施中 4
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

３－（１）
－イ－④

新座市民健康体操普及事
業

市内各地において、子ど
もから高齢者まで幅広い
年齢層の市民を対象に健
康体操の普及を目指す。

実施中 3

希望者にＤＶＤの
配布し、元気アッ
プ広場等で市民健
康体操を実施して
普及を図る。

今後も継続して普及を
図っていく。

継続

新座市民健康体操普及講
座を４日間７回開催し
た。延べ参加者数68
人。

市内各地において、子供
から高齢者まで幅広い年
齢層の市民を対象に健康
体操の普及を目指した。

市内各地において、子供
から高齢者まで幅広い年
齢層の市民を対象に健康
体操の普及を目指す。

市内各地において、子ど
もから高齢者まで幅広い
年齢層の市民を対象に健
康体操の普及を目指し、
いきいき広場健康教室や
出前講座で実施した。

市内各地において、子ど
もから高齢者まで幅広い
年齢層の市民を対象に健
康体操の普及を目指し、
元気アップ広場や出前講
座で実施した。

掲載あり

市民健康体操の普
及

掲載なし
保健セン
ター

３－（１）
－イ－④

新座市民健康体操普及事
業

市内各地において、子ど
もから高齢者まで幅広い
年齢層の市民を対象に健
康体操の普及を目指す。

実施中 4

　保健センターと
連携を密に取りな
がら実施していく
ことが課題とな
る。

　長寿支援課・保健セ
ンター・国保年金課と
の連携事業である新座
元気アップ広場におい
て、３課と連携を図り
ながら市民健康体操の
普及を図る。

継続

保健センターと連携して
市内各地域において子ど
もから高齢者まで幅広い
年齢層の市民を対象に健
康体操の普及を目指し
た。

保健センターと連携して
市内各地域において子ど
もから高齢者まで幅広い
年齢層の市民を対象に健
康体操の普及を目指し
た。
新座市民健康体操普及講
座を2日間2回開催し
た。延べ参加者数125
名。

保健センターと連携して
市内各地域において子ど
もから高齢者まで幅広い
年齢層の市民を対象に健
康体操の普及を目指す。
新座市民健康体操普及講
座を3日間3回開催し
た。延べ参加者数97
人。

　４会場で計５日間健康
体操普及講習会を実施し
た。参加人数の合計は１
２７名。

長寿支援課・保健セン
ター・国保年金課との連
携事業である新座元気
アップ広場において、３
課と連携を図りながら市
民健康体操の普及を図っ
た。

掲載なし 掲載なし
生涯学習
スポーツ
課

ウ　確かな学力の向上

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

３－（１）
－ウ－①

確かな学力の向上

市内の小・中学校の学力
の向上を目指し、基礎・
基本の習得に力を入れた
授業の充実に努める。ま
た、学校と家庭との連携
を密にして、家庭学習の
充実を目指した取組を進
める。

実施中 5

市内全小中学校に
おいて研究委嘱を
受けて、研究を進
めた。小学校５
校、中学校３校が
研究成果の発表会
を行っているが、
発表の年度だけで
なく、継続的な研
修となるとう支援
していく必要があ
る。

指導主事が担当校との
研究の推進にあたり、
相談役となり、しっか
りと見届をする必要が
ある。進捗状況の確認
を定期的に行ってい
く。

継続

市内全小中学校において
研究委嘱を受けて、研究
を進めた。小学校４校、
中学校３校が研究成果の
発表会を行った。

市内の小・中学校の学力
の向上を目指し、基礎・
基本の習得に力を入れた
授業の充実に努める。ま
た、学校と家庭との連携
を密にして、家庭学習の
充実を目指した取組を進
める。市内全小中学校に
おいて研究委嘱を受け
て、研究を進めた。小学
校６校、中学校２校が研
究成果の発表会を行っ
た。

市内の小・中学校の学力
の向上を目指し、基礎・
基本の習得に力を入れた
授業の充実に努めた。ま
た、学校と家庭との連携
を密にして、家庭学習の
充実を目指した取組を進
めた。市内全小中学校に
おいて研究委嘱を受け
て、研究を進め、小学校
7校、中学校１校が研究
成果の発表会を行った。

市内の小・中学校の学力
の向上を目指し、基礎・
基本の習得に力を入れた
授業の充実に努めた。ま
た、学校と家庭との連携
を密にして、家庭学習の
充実を目指した取組を進
めた。市内全小中学校に
おいて研究委嘱を受け
て、研究を進め、小学校
５校、中学校３校が研究
成果の発表会を行った。

市内の小・中学校の学校
教育課題の解決のため、
学力の向上と授業改善に
努めた。主体的・協同的
な学びとなるよう、言語
活動を充実させたり、指
導法を工夫改善したりす
る実践に取り組んだ。小
学校６校、中学校２校が
研究発表を行った。

掲載あり 確かな学力の向上 掲載あり 連携事業 指導課

エ　特色ある学校づくり

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

３－（１）
－エ－①

学区域の弾力的運用

地域の実情に即した学区
域の弾力的運用を図るた
め、検討委員会を設置す
る。

実施中 4

新座駅周辺などの
人口増加地域にお
ける教室不足など
に対応するため、
学区域の見直しや
学校の適正配置・
増改築について検
討する。

各学校における児童生
徒数の地域的偏りが発
生した場合は、これを
是正するため、通学区
域の見直しや学校の適
正配置を検討する。

継続

ＰＴＡ・保護者連合会代
表、小・中学校校長会会
長・副会長、町内会連合
会会長・副会長、ふれあ
い地域連絡協議会代表、
学校教育部長の計15人
で組織し、年3回委員会
を開催した。

ＰＴＡ・保護者連合会代
表、小・中学校校長会会
長・副会長、町内会連合
会会長・副会長、ふれあ
い地域連絡協議会代表、
学校教育部長の計15名
で組織し、年２回委員会
を開催した。

ＰＴＡ・保護者連合会代
表、小・中学校校長会会
長・副会長、町内会連合
会会長・副会長、ふれあ
い地域連絡協議会代表、
学校教育部長の計15人
で組織し、年2回委員会
を開催した。

　ＰＴＡ・保護者連合会
代表、小・中学校校長会
会長・副会長、町内会連
合会会長・副会長、ふれ
あい地域連絡協議会代
表、学校教育部長の計
15名で組織し、年２回
委員会を開催した。

　平成２６年度から市の
附属機関に移行され、審
議会となった。
　ＰＴＡ・保護者連合会
代表、小・中学校校長会
会長・副会長、町内会連
合会会長・副会長、ふれ
あい地域連絡協議会代
表、学校教育部長の計
15名で組織し、年２回
審議会を開催した。

掲載あり
通学区域の見直し

学校の適正配置
掲載あり 連携事業 学務課

３－（１）
－エ－②

学校評議員の導入

学校・家庭･地域が連携
し、開かれた学校を目指
し、学校評議員を各学校
に設置する。

実施中 4

地域の方はPTA役
員などの保護者の
代表者、地域の学
識経験者などの御
理解御協力を得な
がら、学校評議員
制度は各学校で定
着してきている
が、学校が更に地
域に開かれた存在
となり、地域や家
庭と連携して子ど
もを図っていく必
要がある。

学校評価システムの学
校関係者評価委員を兼
ねている評議員の方も
多く、様々な視点から
の御意見をいただきな
がら、学校が更に地域
に開かれた存在とな
り、地域や家庭と連携
して、子どもを育んで
いく必要がある。

継続

市内全市立小・中学校に
学校評議員を設置し、定
期的に学校評議員会を開
いた。

市内全市立小・中学校に
学校評議員を設置し、定
期的に学校評議員会を開
いた。評議員は市内で
156人。

市内全市立小・中学校に
学校評議員を配置し、定
期的に学校評議員会を開
いた。評議員は市内で
161人。

市内全市立小・中学校に
学校評議員を配置し、定
期的に学校評議員会を開
いた。評議員は市内で１
４３人。

市内全市立小・中学校に
学校評議員を配置し、定
期的に学校評議員会を開
いた。評議員は市内で１
３６人。

掲載あり 学校評議員の導入 掲載あり 連携事業 指導課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

３－（１）
－エ－③

教育インターネット環境
の充実（再掲）

小・中学校間のみならず
他の教育機関も含めたイ
ンターネット環境を整備
することで、教育指導や
授業方法等の充実を図
る。

実施中 5

通信速度の向上 プロバイダの見直しな
どを含めて、通信速度
の向上を図る。

継続

ＫＤＤＩ（ＶＰＮ）を使
用してインターネット通
信を行う。
教育委員会→教育ネット
ワーク通信料
小・中学校→教育ネット
ワーク通信料（小・中学
校23件）
教育相談室→教育ネット
ワーク通信料（教育相談
室）

ＫＤＤＩ（ＶＰＮ）を使
用してインターネット通
信を行った。
教育委員会→教育ネット
ワーク通信
小・中学校→教育ネット
ワーク通信（小・中学校
23件）
教育相談室→教育ネット
ワーク通信（教育相談
室）

ＫＤＤＩ（ＶＰＮ）を使
用してインターネット通
信を行う。
教育委員会→教育ネット
ワーク通信
小・中学校→教育ネット
ワーク通信（小・中学校
23件）
教育相談室→教育ネット
ワーク通信（教育相談
室）

整備されたインターネッ
ト環境において、教育指
導や授業方法等の充実を
図った。

整備されたインターネッ
ト環境において、教育指
導や授業方法等の充実を
図った。

一部掲載
あり

教育インターネッ
トの整備

掲載あり 推進・管理事業
教育総務
課

３－（１）
－エ－④

コンピュータ教育の充実
（再掲）

情報化の進展に対応した
学習環境を推し進めるた
め、小・中学校の授業等
に校内ＬＡＮを活用し、
よりわかりやすい授業を
実施する。

実施中 5

校内LANの整備等
を行い、情報化の
進展に対応した学
習環境を構築して
いる。今後、タブ
レットPCの導入な
ど、時代的要請に
則した対応を検討
する必要がある。

タブレットPC生徒一人
１台化の必要性などに
ついて検討し、必要に
応じて整備を行う。

継続

・市立大和田小学校外9
校教育コンピュータ・Ｌ
ＡN賃貸借契約　外２件
・市立各中学校教育コン
ピュータ・ＬＡN賃貸借

賃貸借契約によりコン
ピュータ整備を継続し
た。
・市立大和田小学校外9
校教育コンピュータ・Ｌ
ＡN賃貸借契約　外２件
・市立各中学校教育コン
ピュータ
・ＬＡN賃貸借

賃貸借契約によりコンピュー
タ整備を継続する。
・新座市立小・中学校校務シ
ステム機器賃貸借
・新座市教育ネットワーク賃
貸借
・新座市立池田小学校教育用
コンピュータ・ＬＡＮ等賃貸
借
・市立池田小学校教員用コン
ピュータ貸借料（ＰＣ11
台）
・新座市立各中学校教育用コ
ンピュータ・ＬＡＮ賃貸借
・市立各中学校教員用コン
ピュータ貸借料（ＰＣ135
台）

校務システム及び授業支
援システムを活用し、教
育におけるコンピュータ
環境を充実させた。

校務システム及び授業支
援システムを活用し、教
育におけるコンピュータ
環境を充実させた。

一部掲載
あり

コンピュータ教育
環境の整備

掲載あり 推進・管理事業
教育総務
課

３－（１）
－エ－⑤

21世紀教育研究の推進

社会の急激な変化や、学
校教育に対する様々な期
待に対応し、学校、グ
ループ、個人で時代に合
わせたテーマを定め、研
究を進める。

実施中 4

　各学校の児童・
生徒の実態や課題
に即した研究テー
マを設定し、指導
者を要請したり、
講義を受けたりし
ながら、研修を進
めている。

　各種調査の分析を生
かした取組や研究の成
果と課題を明確にし
て、研究を推進してい
く。また、研究発表等
による公開を継続して
いく。 継続

各学校ごとに、自校の課
題を設定し、全教員で研
究に当たるため、教育委
員会が研究を委嘱した。
本発表校は、西堀小、第
四小、栄小、新座小、第
三中、第四中、第五中の
７校であった。

各学校ごとに、自校の課
題を設定し、全教員で研
究に当たるため、教育委
員会が研究を委嘱した。
本発表校は、大和田小、
東北小、野火止小、野寺
小、新開小、陣屋小、第
二中、第六中の8校で
あった。

各学校ごとに、自校の課
題を設定し、全教員で研
究に当たるため、教育委
員会が研究を委嘱した。
本発表校は、片山小、八
石小、池田小、新堀小、
東野小、石神小、栗原
小、第二中、新座中の8
校であった。

各学校ごとに、自校の課
題を設定し、全教員で研
究に当たるため、教育委
員会が研究を委嘱した。
本発表校は、西堀小、第
四小、栄小、新座小、池
田小、第三中、第四中、
第五中の８校であった。

各種調査の分析や意識調
査等により、事項の課題
を明らかにし、全教職員
が研究授業や環境整備な
どの実践に継続して取り
組み、課題解決のために
研究を重ねた。
　本発表は、大和田小・
東北小・野火止小・野寺
小・新開小・陣屋小・第
二中・第六中の８校が行
い、市内外から多くの参
観者が訪れた。

掲載あり
21世紀教育研究の
推進

掲載なし 指導課

３－（１）
－エ－⑥

学校サポート推進事業
（キャリア教育職場体
験）（再掲）

キャリア教育の視点であ
る、「生きること、学ぶ
こと、働くこと」の大切
さを学習する機会とする
ため、全中学校の２年生
が３日間、地域の中で
様々な社会体験活動に取
り組む。

実施中 4

学校が職場を選定
するにあたり、よ
り多くの事業所の
確保が必要とな
る。現状として
は、足りない状況
にあるため、事業
所の新規開拓が必
要となる。

職場体験推進委員会に
おいて、商工会との連
携を図り、事業所の開
拓を進める

継続

キャリア教育の視点であ
る、「生きること、学ぶ
こと、働くこと」の大切
さを学習する機会とする
ため、全中学校の２年生
が３日間、地域の中で
様々な社会体験活動に取
り組んだ。新座中201
人、第二中286人、第三
中197人、第四中173
人、第五中210人、第六
中190人。

キャリア教育の視点であ
る、「生きること、学ぶ
こと、働くこと」の大切
さを学習する機会とする
ため、全中学校の2年生
が４日間、地域の中で
様々な社会体験活動に取
り組んだ。新座中186
人、第二中297人、第三
中194人、第四中202
人、第五中213人、第六
中175人。

キャリア教育の視点であ
る、「生きること、学ぶ
こと、働くこと」の大切
さを学習する機会とする
ため、全中学校の2年生
が4日間、地域の中で
様々な社会体験活動に取
り組んだ。新座中183
人、第二中290人、第三
中216人、第四中165
人、第五中210人、第六
中188人。

キャリア教育の視点であ
る、「生きること、学ぶ
こと、働くこと」の大切
さを学習する機会とする
ため、全中学校の２年生
が４日間、地域の中で
様々な社会体験活動に取
り組んだ。新座中１８６
人、第二中２７６人、第
三中２２６人、第四中１
７２人、第五中１７８
人、第六中２００人。

キャリア教育の視点であ
る、「生きること、学ぶ
こと、働くこと」の大切
さを学習する機会とする
ため、全中学校の２年生
が４日間、地域の中で
様々な社会体験活動に取
り組んだ。新座中１８３
人、第二中３０７人、第
三中１９１人、第四中１
８０人、第五中２２４
人、第六中１７２人。

掲載あり

学校サポート推進
事業（キャリア教
育職場体験）（再
掲）

掲載あり 推進・管理事業 指導課

３－（１）
－エ－⑦

にいざの輝く学校プラン
事業

教職員や児童生徒が創意
工夫を生かし、輝く学校
を目指して創造活動、文
化的活動、ボランティア
活動等を行う。

実施中 4

創意活動、文化的
活動、ボランティ
ア活動等の充実

各学校の特質を生か
し、更に教職員や児童
生徒の創意工夫がなさ
れるよう支援する

継続

教職員や児童生徒が創意
工夫を生かし、輝く学校
を目指して創意活動、文
化的活動、ボランティア
活動等を行った。選考委
員会において、18万円
予算配当事業（Aプラ
ン）および10万円予算
配当事業（Bプラン）を
決定した。Aプラン５
校、Bプラン18校で実施
した。

教職員や児童生徒が創意
工夫を生かし、輝く学校
を目指して創意活動、文
化的活動、ボランティア
活動等を行った。選考委
員会において、30万円
および18万円予算配当
事業を決定し、30万プ
ラン５校、18万プラン
18校で実施した。

教職員や児童生徒が創意
工夫をし、輝く学校を目
指して創意活動、文化的
活動、ボランティア活動
等を行う。選考委員会に
おいて、30万円及び18
万円予算配当事業を決定
し、30万プラン5校、
18万プラン18校で実施
した。

教職員や児童生徒が創意
工夫を生かし、輝く学校
を目指して創意活動、文
化的活動、ボランティア
活動等を行う。選考委員
会において、30万円お
よび18万円予算配当事
業を決定し、30万プラ
ン５校、18万プラン18
校で実施した。

教職員や児童生徒が創意
工夫を生かし、輝く学校
を目指して創意活動、文
化的活動、ボランティア
活動等を行う。選考委員
会において、24万円お
よび14万円予算配当事
業を決定し、24万プラ
ン５校、14万プラン18
校で実施した。

掲載あり
にいざの輝く学校
プラン事業

掲載なし 指導課

３－（１）
－エ－⑧

国際理解教育の推進（再
掲）

地域の外国人との交流を
通して、異文化理解を深
めるとともに、コミュニ
ケーション能力の育成を
図る。

実施中 4

「英会話の時間」
及び「外国語科」
の教育について
小・中９年間のつ
ながりがある学習
内容の充実

研究協力員を中心とし
て、「英会話の時間」
の学習計画について検
討を加え、充実を図
る。

継続

地域の外国人との交流を
通して異文化理解を深め
るとともに、コミュニ
ケーション能力の育成を
図った。市内全小・中学
校を対象に1クラスに対
して年間35時間の「英
会話の時間」を実施し
た。

地域の外国人との交流を
通して異文化理解を深め
るとともに、コミュニ
ケーション能力の育成を
図った。市内全小・中学
校を対象に1クラスに対
して年間35時間の「英
会話の時間」を実施し
た。

地域の外国人との交流を
通して異文化理解を深め
るとともに、コミュニ
ケーション能力の育成を
図った。市内全小学校を
対象に1クラスに対して
年間35時間の「英会話
の時間」を実施した。

地域の外国人との交流を
通して異文化理解を深め
るとともに、コミュニ
ケーション能力の育成を
図った。市内全小学校を
対象に1クラスに対して
年間35時間の「英会話
の時間」を実施した。

地域の外国人との交流を
通して異文化理解を深め
るとともに、コミュニ
ケーション能力の育成を
図った。市内全小学校を
対象に1クラスに対して
年間35時間の「英会話
の時間」を実施した。

掲載あり
国際理解教育の推
進（再掲）

掲載あり 連携事業 指導課

47



次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

３－（１）
－エ－⑨

環境教育の推進（再掲）

自然保護やリサイクルな
どの資源の再利用につい
ての理解を深め、環境や
アメニティに配慮するな
どの環境教育を推進す
る。

実施中 4

計画的な学習の実
施と内容の充実

各教科等の授業に環境
教育を位置づけ、年間
指導計画の充実を図
る。

継続

自然保護やリサイクルな
どの資源の再利用につい
ての理解を深め、環境や
アメニティに配慮するな
どの環境教育を推進し
た。

自然保護やリサイクルな
どの資源の再利用につい
ての理解を深め、環境や
アメニティに配慮するな
どの環境教育を推進し
た。

自然保護やリサイクルな
どの資源の再利用につい
ての理解を深め、環境や
アメニティに配慮するな
どの環境教育を推進し
た。

自然保護やリサイクルな
どの資源の再利用につい
ての理解を深め、環境や
アメニティに配慮するな
どの環境教育を推進し
た。

自然保護やリサイクルな
どの資源の再利用につい
ての理解を深め、環境や
アメニティに配慮するな
どの環境教育を推進し
た。 掲載あり

環境教育の推進
（再掲）

掲載あり 連携事業 指導課

３－（１）
－エ－⑩

学校ふるさと構想（再
掲）

子どもたちの遊び場や自
然とふれあえる場とし
て、学校教育農園、学校
教育林等の学校教育の環
境の充実を図る。

実施中 4

計画的な学習の実
施と内容の充実

・関連する教科等の年
間指導計画に農園活動
を位置づけ活動の充実
を図る。
・地域との連携・協力
を深める。 継続

子どもたちの遊び場や自
然とふれあえる場とし
て、学校教育農園（小学
校17校、中学校３
校）、学校教育林（小学
校５校）、学校ビオトー
プ等の学校教育の環境の
充実を図った。

子どもたちの遊び場や自
然とふれあえる場とし
て、学校教育農園（小学
校17校、中学校３
校）、学校教育林（小学
校５校）、学校ビオトー
プ等の学校教育の環境の
充実を図った。

子どもたちの遊び場や自
然とふれあえる場とし
て、学校教育農園（小学
校17校、中学校3校）、
学校教育林（小学校5
校）、学校ビオトープ等
の学校教育の環境の充実
を図った。

子どもたちの遊び場や自
然とふれあえる場とし
て、学校教育農園（小学
校17校、中学校３
校）、学校教育林（小学
校５校）、学校ビオトー
プ等の環境の充実を図っ
た。

子どもたちの遊び場や自
然とふれあえる場とし
て、学校教育農園（小学
校17校、中学校３
校）、学校教育林（小学
校５校）、学校ビオトー
プ等の環境の充実を図っ
た。

掲載あり
学校ふるさと構想
（再掲）

掲載あり 連携事業 指導課

３－（１）
－エ－⑪

学校応援団の推進

学校における学習活動、
安心・安全確保、環境整
備などについてボラン
ティアとして協力・支援
を行う保護者・地域住民
の活動を推進する。

実施中 4

学校応援コーディ
ネーター、地域
コーディネーター
の高齢化が課題と
なっている。

学校応援コーディネー
ター・地域コーディ
ネーター研修会を実施
し、先進した実践であ
る川口市立安行中学校
の学校応援コーディ
ネーターの講演会を実
施した。その実践をも
とに、市内において教
頭、学校応援コーディ
ネーター・地域コー
ディネーターでの協議
の場を設け、改善策に
ついて検討する。

継続

学校における学習活動
（年間活動人数延べ
1,617人）、安心・安全
確保（延べ25,753
人）、環境整備（延べ
5,175人）など（年間全
活動人数延べ42,346
人）についてボランティ
アとして協力・支援を行
う保護者・地域住民の活
動を推進した。

学校における学習活動
（年間活動人数延べ
10,494）、安心・安全
確保（延べ27,621
人）、環境整備（延べ
4,727人）など（年間全
活動人数延べ46,008
人）についてボランティ
アとして協力・支援を行
う保護者・地域住民の活
動を推進した。

学校における学習活動
（年間活動人数延べ
10,977人）、安心・安
全確保（延べ29,845
人）、環境整備（延べ
5,795人）などについて
ボランティアとして協
力・支援を行う保護者・
地域住民の活動を推進し
た。（年間全活動人数延
べ50,992人）

学校における学習活動
（年間活動人数延べ１０,
６４５人）、安心・安全
確保（延べ３３,４６３
人）、環境整備（延べ５,
７６４人）など（年間全
活動人数延べ５６,００５
人）についてボランティ
アとして協力・支援を行
う保護者・地域住民の活
動を推進した。

学校における学習活動
（年間活動人数延べ1
１，８７５人）、安心・
安全確保（延べ４８８４
人）、環境整備（延べ
１，２２９人）など（年
間全活動人数延べ１１０
３９人）についてボラン
ティアとして協力・支援
を行う保護者・地域住民
の活動を推進した。

掲載あり 学校応援団の推進 掲載あり 連携事業 指導課

３－（１）
－エ－⑫

学校評価システムの推進

学校運営の改善と発展を
目指し、教育水準の向上
と保障を図るため、学校
評価を行う。

実施中 4

学校が行なう自己
評価・学校関係者
評価を補い、学校
運営の質を高める
実効性のある第三
者評価を実施して
いる。

第三者評価委員会での
検討を中心に、第三者
評価に係る学校訪問の
在り方や評価項目等に
ついて協議する。

継続

学校評価システムを推進
するため、市内全市立
小・中学校に学校関係者
評価委員を設置し、定期
的に学校訪問や授業参観
等を行った。また、学校
評価システムを進めるた
め、運営委員会を開催し
た。さらに、評価の集計
を行うため、情報集約員
を雇い、活用した。

学校評価システムを推進
するため、市内全市立
小・中学校に学校関係者
評価委員を設置し、定期
的に学校訪問や授業参観
等を行った。また、学校
評価システムを進めるた
め、運営委員会を開催し
た。さらに、評価の集計
を行うため、情報集約員
を雇い、活用した。学校
関係者評価委員は169
人。

学校評価システムを推進
するため、市内全市立
小・中学校に学校関係者
評価委員を設置し、定期
的に学校訪問や授業参観
等を行った。また、学校
評価システムを進めるた
め、運営委員会を開催し
た。さらに、評価の集計
を行うため、情報集約員
を雇い、活用した。学校
関係者評価委員は162
人。

学校評価システムを推進
するため、市内全市立
小・中学校に学校関係者
評価委員を設置し、定期
的に学校訪問や授業参観
等を行った。また、学校
評価システムを進めるた
め、運営委員会を開催し
た。さらに、評価の集計
を行うため、情報集約員
を雇い、活用した。学校
関係者評価委員は１６２
人。

学校評価システムを推進
するため、市内全市立
小・中学校に学校関係者
評価委員を設置し、定期
的に学校訪問や授業参観
等を行った。また、学校
運営の質を高めるため
に、第三者評価委員によ
る学校訪問を市内５校の
小学校を対象に実施し
た。学校関係者評価委員
は１６２人。

掲載あり
学校評価システム
の推進

掲載なし 指導課
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の有無】

【子育て支援事
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オ　幼児教育の充実
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事業名 事業内容
実施
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（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
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平成22年度
事業実績

平成23年度
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平成24年度
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平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の
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掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

３－（１）
－オ－①

幼稚園教育の推進事業

私立幼稚園就園奨励費補
助金、就園費補助金、幼
稚園入園費補助金等の拡
充等により、保護者の経
済的負担の軽減を図り、
心身共に穏やかな発達が
できるよう幼稚園への就
園を奨励する。

実施中 3

子ども・子育て支
援新制度に伴い、
幼稚園利用（補
助）が現行制度、
新制度の２つに分
かれたことから、
利用者にとっては
解りづらい制度と
なっている。
どちらの制度を利
用したとしても、
差のないように保
育料などの制度設
計する必要があ
る。

幼稚園への説明、広報
等の媒体を活用した説
明を積極的に行い、周
知を図っていく。

継続

私立幼稚園就園奨励費補
助金、就園費補助金の交
付により保護者の経済的
負担の軽減を図るため保
育料を減免した。
就園奨励費（国庫補助）
2,268人
203,672,060円
就園費補助（市単独補
助）
665人
19,827,600円
入園費補助（市単独補
助）
1,110人
5,550,000円

就園奨励費補助金などの
交付により、保護者の経
済的負担の軽減を図るた
め保育料等を減免した。
就園奨励費（国庫補助）
2,327人
214,597,300円
就園費補助金（市単独補
助） 698人
20,840,500円
入園費補助金（市単独補
助）1,146人
5,730,000円

保護者の経済的負担の軽
減のため、私立幼稚園就
園奨励費補助金等を交付
した。
就園奨励費（国庫補助）
2,205人
213,084,750円
就園費補助金（市単独補
助）786人
23,336,400円
入園費補助金（市単独補
助）1,044人
5,220,000円

保護者の経済的負担の軽
減のため、私立幼稚園就
園奨励費補助金等を交付
した。

就園奨励費（国庫補助）
2,234人
232,356,600円
就園費補助金（市単独補
助）790人
23,218,000円
入園費補助金（市単独補
助）1,092人
5,460,000円

保護者の経済的負担の軽
減のため、私立幼稚園就
園奨励費補助金等を交付
した。

就園奨励費（国庫補助）
2542人
323,981,100円
就園費補助金（市単独補
助）488人
14,282,000円
入園費補助金（市単独補
助）1,091人
5,455,000円

掲載あり

入園費の助成
幼稚園就園費の助
成
幼稚園就園奨励費
の助成

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

３－（１）
－オ－②

幼保小交流研修会の充実
（再掲）

幼稚園・保育園と小学校
の職員が一堂に会して円
滑な移行や卒園までの達
成目標等について協議す
る等の研修を行うまた、
近隣の小学校に卒園前の
園児が訪問する交流体験
を行う。

実施中 4

幼稚園・保育園と
小学校との交流を
通して子どもたち
の理解を深めるだ
けでなく、指導す
る側の職員同士の
交流をさらに深め
ていき、小学校や
幼稚園・保育園で
の指導に生かして
いくことが大切で
ある。

交流の計画を立てる時
間を確保していくこと
が難しいとの判断か
ら、お互いの年間計画
などの資料を提供し
合って、双方が効率的
に交流計画を立てられ
るよう工夫する。職員
間の理解の深まりが園
児や児童の指導に生か
されていくものと考え
られる。

継続

幼稚園（12園）・保育
園（22園）と小学校
（17校）の職員が一堂
に会して円滑な移行や卒
園までの達成目標等につ
いて協議する等の研修
（幹事会２回、全体研修
会２回、小学校ブロック
毎の交流会及び打合会複
数回）を行った。また近
隣の小学校ブロック毎に
園児及び小学生、職員間
の相互交流を行い幼稚園
や保育園から小学校への
円滑なつながりが図れる
ようにした。

幼稚園（12園）・保育
園（24園）と小学校
（17校）の職員が一堂
に会して円滑な移行や卒
園までの達成目標等につ
いて協議する等の研修
（幹事会２回、全体研修
会２回、小学校ブロック
毎の交流会及び打合会複
数回）を行った。また近
隣の小学校ブロック毎に
園児及び小学生、職員間
の相互交流を行い幼稚園
や保育園から小学校への
円滑なつながりが図れる
ようにした。

幼稚園（12園）・保育
園（26園）と小学校
（17校）の職員が一堂
に会して円滑な移行や卒
園までの達成目標等につ
いて協議する等の研修
（幹事会2回、全体会2
回、全体研修会1回、小
学校ブロック毎の交流会
及び打合会複数回）を
行った。また近隣の小学
校ブロック毎に園児及び
小学生、職員間の相互交
流を行い幼稚園や保育園
から小学校への円滑なつ
ながりが図れるようにし
た。

幼稚園（12園）・保育
園（2７園）と小学校
（17校）の職員が一堂
に会して円滑な移行や卒
園までの達成目標等につ
いて協議する等の研修
（幹事会２回、全体会２
回、全体研修会１回、小
学校ブロック毎の交流会
及び打合会複数回）を
行った。また近隣の小学
校ブロック毎に園児及び
小学生、職員間の相互交
流を行い幼稚園や保育園
から小学校への円滑なつ
ながりが図れるようにし
た。

幼稚園（12園）・保育
園（29園）と小学校
（17校）の職員が一堂
に会して円滑な移行や卒
園までの達成目標等につ
いて協議する等の研修
（幹事会２回、全体会２
回、全体研修会１回、小
学校ブロック毎の交流会
及び打合会複数回）を
行った。また近隣の小学
校ブロック毎に園児及び
小学生、職員間の相互交
流を行い幼稚園や保育園
から小学校への円滑なつ
ながりが図れるようにし
た。

掲載あり
幼保小交流研修会
の充実（再掲）

掲載あり 推進・管理事業 指導課

３－（１）
－オ－②

幼保小交流研修会の充実
（再掲）

幼稚園・保育園と小学校
の職員が一堂に会して円
滑な移行や卒園までの達
成目標等について協議す
る等の研修を行うまた、
近隣の小学校に卒園前の
園児が訪問する交流体験
を行う。

実施中 3

各種情報提供を
行った。

今後も、子育て支援課
の立場から協力を行
う。

継続

幼保小連携推進協議会の
幹事及び全体研修会に参
加し、相互交流及び研修
等の推進に協力した。

幼保小連携推進協議会の
幹事及び全体研修会に参
加し、相互交流及び研修
等の推進に協力した。

幼保小連携推進協議会の
幹事及び全体研修会に参
加し、相互交流及び研修
等の推進に協力した。

幼保小連携推進協議会の
幹事及び全体研修会に参
加し、相互交流及び研修
等の推進に協力した。

幼保小連携推進協議会の
幹事及び全体研修会に参
加し、相互交流及び研修
等の推進に協力した。

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

３－（１）
－オ－②

幼保小交流研修会の充実
（再掲）

幼稚園・保育園と小学校
の職員が一堂に会して円
滑な移行や卒園までの達
成目標等について協議す
る等の研修を行うまた、
近隣の小学校に卒園前の
園児が訪問する交流体験
を行う。

実施中 4

職員間の連携、理
解の共有が重要で
ある。

引き続き実施する中
で、連携の強化に努め
る。

継続

小学校教職員や保育士等
が協力し、小学校教育へ
の移行や卒園までの達成
目標等について協議する
等の研修を行った。ま
た、卒園前の園児が近隣
の小学校を訪問して交流
体験の実施をした。

小学校教職員や保育士等
が協力し、小学校教育へ
の移行や卒園までの達成
目標等について協議する
等の研修を行った。ま
た、卒園前の園児が近隣
の小学校を訪問して交流
体験の実施をした。

小学校教職員や保育士等
が協力し、小学校教育へ
の移行や卒園までの達成
目標等について協議する
等の研修を行った。ま
た、卒園前の園児が近隣
の小学校を訪問して交流
体験の実施をした。

小学校教職員や保育士等
が協力し、小学校教育へ
の移行や卒園までの達成
目標等について協議する
等の研修を行った。ま
た、卒園前の園児が近隣
の小学校を訪問して交流
体験の実施をした。

小学校教職員や保育士等
が協力し、小学校教育へ
の移行や卒園までの達成
目標等について協議する
等の研修を行った。ま
た、卒園前の園児が近隣
の小学校を訪問して交流
体験の実施をした。

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業

子育て支
援課
（保育
係）

３－（１）
－オ－③

幼児教育についての情報
提供（再掲）

市内幼稚園の情報など幼
児教育についての情報提
供を行う。

実施中 5

市内にある私立幼
稚園（12園）の基
本的な情報を掲載
した幼稚園がガイ
ドを作成し、公共
施設で配布及び市
ホームページに掲
載し、情報提供を
実施している。例
年、夏ごろの発行
であるが、４月を
過ぎると市民から
最新版の発行はい
つになるのか問い
合わせが多い。

迅速に情報提供が図れ
るよう、幼稚園協会と
も連携しながら紙面を
工夫する。
また、子ども・子育て
支援新制度により、従
来の制度、新たな制度
の利用方法、利用料等
の違い等を分かりやす
く説明していく。

継続

東上地区私立幼稚園協会
の協力を得て、幼稚園ガ
イド900部を作成して情
報提供を実施した。

東上地区私立幼稚園協会
の協力を得て、幼稚園ガ
イド900部を作成して情
報提供を実施した。

東上地区私立幼稚園協会
の協力を得て、幼稚園ガ
イド920部を作成して情
報提供を実施した。

東上地区私立幼稚園協会
の協力を得て、幼稚園ガ
イド920部を作成して情
報提供を実施した。

東上地区私立幼稚園協会
の協力を得て、幼稚園ガ
イド920部を作成して情
報提供を実施した。

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

カ　いじめ、少年非行等の問題行動や不登校への対応

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

３－（１）
－カ－①

教育相談事業の充実（再
掲）

教育相談員の配置を見直
し、学校カウンセラー等
との連携を一層密にし、
教育相談の充実を図る。

実施中 4

教育相談室に教育
相談員４人と学校
カウンセラー２人
を配置し、児童生
徒及び保護者から
の不登校やいじめ
等の悩みについて
の相談活動を展開
した。相談員の活
動時間を1時間延長
し、7時間とした結
果、相談件数は前
年度比約１．５倍
の３７３１件で
あった。

引き続き学校等と連携
し、教育相談体制の充
実に努めていくととも
に、相談件数の推移を
見ながら相談員の増員
についても検討してい
く。

継続

教育相談室に教育相談員
３人と学校カウンセラー
２人、全中学校にさわや
か相談員、中学校区にス
クールカウンセラー、全
小学校に子どもと親の相
談員を配置し、児童生徒
及び保護者からの不登校
やいじめ等の悩みについ
ての相談活動を展開し
た。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人、全中学校にさわや
か相談員、中学校区にス
クールカウンセラー、全
小学校に子どもと親の相
談員を配置し、児童生徒
及び保護者からの不登校
やいじめ等の悩みについ
ての相談活動を展開し
た。

教育相談室に教育相談員
4人と学校カウンセラー
2人、全中学校にさわや
か相談員、中学校区にス
クールカウンセラー、全
小学校に子どもと親の相
談員を配置し、児童生徒
及び保護者からの不登校
やいじめ等の悩みについ
ての相談活動を展開し
た。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人、全中学校にさわや
か相談員、中学校区にス
クールカウンセラー、全
小学校に子どもと親の相
談員を配置し、児童生徒
及び保護者からの不登校
やいじめ等の悩みについ
ての相談活動を展開し
た。なお、よりきめ細か
な相談活動を展開するた
め、さわやか相談員の活
動時間を1時間延長し、
7時間とした。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人、全中学校にさわや
か相談員、中学校区にス
クールカウンセラー、全
小学校に子どもと親の相
談員を配置し、児童生徒
及び保護者からの不登校
やいじめ等の悩みについ
ての相談活動を展開した

掲載あり

教育相談事業の充
実

掲載あり 推進・管理事業
教育相談
センター

３－（１）
－カ－②

登校支援事業

新座市教育相談室で教育
相談員（３人）と学校カ
ウンセラー（１人）が電
話・来室相談やカウンセ
リングを行い、必要な場
合は、学校訪問や家庭訪
問も行う。

実施中 4

教育相談室で教育
相談員（4人）と学
校カウンセラー（2
人）が電話・来談
相談やカウンセリ
ングを行い、必要
な場合は直接学校
を訪問し、コンサ
ルテーションを
行った。

引き続き学校等と連携
し、教育相談体制の充
実に努めていく。

継続

教育相談室で教育相談員
（３人）と学校カウンセ
ラー（２人）が電話・来
談相談やカウンセリング
を行い、必要な場合は直
接学校訪問し、コンサル
テーションを行った。

教育相談室で教育相談員
（４人）と学校カウンセ
ラー（２人）が電話・来
談相談やカウンセリング
を行い、必要な場合は直
接学校を訪問し、コンサ
ルテーションを行った。

教育相談室で教育相談員
（4人）と学校カウンセ
ラー（2人）が電話・来
談相談やカウンセリング
を行い、必要な場合は直
接学校を訪問し、コンサ
ルテーションを行った。

教育相談室で教育相談員
（４人）と学校カウンセ
ラー（２人）が電話・来
談相談やカウンセリング
を行い、必要な場合は直
接学校を訪問し、コンサ
ルテーションを行った。

教育相談室で教育相談員
（４人）と学校カウンセ
ラー（２人）が電話・来
談相談やカウンセリング
を行い、必要な場合は直
接学校を訪問し、コンサ
ルテーションを行った。

掲載あり

登校支援事業

掲載あり 推進・管理事業
教育相談
センター

３－（１）
－カ－③

いじめ等青少年の問題行
動対策事業

いじめ等青少年の問題行
動へ対応するために、各
中学校にさわやか相談室
を開設し、６人のさわや
か相談員が相談活動を行
うとともに、教師がカウ
ンセリングマインドを
持って積極的な生徒指導
が行えるよう学校カウン
セリング研修会を開催す
る。

実施中 4

全中学校にさわや
か相談員と中学校
区にスクールカウ
ンセラーを配置
し、相談活動を行
い、いじめや問題
行動等の早期発
見・早期対応を
図った。

研修を充実させ、個別
の相談によりきめ細か
く対応する技量を高め
ていく。

継続

全中学校にさわやか相談
員と中学校区にスクール
カウンセラーを配置し、
相談活動を行い、いじめ
や問題行動等の早期発
見・早期対応を図った。

全中学校にさわやか相談
員と中学校区にスクール
カウンセラーを配置し、
相談活動を行い、いじめ
や問題行動等の早期発
見・早期対応を図った。

全中学校にさわやか相談
員と中学校区にスクール
カウンセラーを配置し、
相談活動を行い、いじめ
や問題行動等の早期発
見・早期対応を図った。

全中学校にさわやか相談
員と中学校区にスクール
カウンセラーを配置し、
相談活動を行い、いじめ
や問題行動等の早期発
見・早期対応を図った。

全中学校にさわやか相談
員と中学校区にスクール
カウンセラーを配置し、
相談活動を行い、いじめ
や問題行動等の早期発
見・早期対応を図った。

掲載あり

いじめ等青少年の
問題行動対策事業

掲載あり 推進・管理事業
教育相談
センター

３－（１）
－カ－④

ピア・サポーター派遣事
業（再掲）

地域の大学の臨床心理系
学部等と連携することに
より、大学生をサポー
ターとして各学校等に派
遣し、不登校児童生徒・
集団不適応児童生徒への
支援活動を行う。また、
大学教授がスーパーバイ
ザーとして専門的な立場
から教員等に指導助言を
行う。

実施中 4

地域の大学の臨床
心理学系、教員養
成系学部と連携す
ることにより、
100人規模で大学
生・大学院生をサ
ポーターとして各
学校等に派遣し、
不登校児童生徒・
集団不適応児童生
徒への支援活動を
行った。平成２５
年度は年間９７名
の学生が、延べ１
０６６回派遣され
た。

派遣人数を継続して確
保していくため、近隣
大学との連携をより深
めていく。

継続

地域の大学の臨床心理系
学部と連携することによ
り、100人規模で大学生
をサポーターとして各学
校等に派遣し、不登校児
童生徒・集団不適応児童
生徒への支援活動を行っ
た。

地域の大学の臨床心理学
系、教員養成系学部や福
祉系学部と連携すること
により、100人規模で大
学生・大学院生をサポー
ターとして各学校等に派
遣し、不登校児童生徒・
集団不適応児童生徒への
支援活動を行った。
派遣回数　1,471回

地域の大学の臨床心理学
系、教員養成系学部と連
携することにより、100
人規模で大学生・大学院
生をサポーターとして各
学校等に派遣し、不登校
児童生徒・集団不適応児
童生徒への支援活動を
行った。
派遣回数　1,137回

地域の大学の臨床心理学
系、教員養成系学部と連
携することにより、100
人規模で大学生・大学院
生をサポーターとして各
学校等に派遣し、不登校
児童生徒・集団不適応児
童生徒への支援活動を
行った。
派遣回数　１，０６６回

地域の大学の臨床心理学
系、教員養成系学部と連
携することにより、100
人規模で大学生・大学院
生をサポーターとして各
学校等に派遣し、不登校
児童生徒・集団不適応児
童生徒への支援活動を
行った。
派遣回数
回

掲載あり

ピア・サポーター
派遣事業

掲載あり 推進・管理事業
教育相談
センター
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

キ　引きこもりへの支援

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

３－（１）
－キ－①

思春期保健相談体制支援
事業（再掲）

学童期・思春期における
心の問題について、相談
体制の充実を図る。

実施中 2

電話や面接などの
健康相談の中で対
応しているが、相
談者が少ないのが
現状。

学童期や思春期の心の
相談について、病院の
照会や受診勧奨など実
施しているが、継続し
た相談を受けて行くこ
とが困難である。学童
期などの相談について
は、家庭児童相談員や
教育相談センターなど
と連携しながら引き続
き行っていく。

継続

健康相談の中で対応予定
だったが、希望者がいな
かった。

健康相談の中で対応予定
だったが、希望者がいな
かった。

電話相談の中で対応し、
3件の相談があった。

電話相談の中で対応し、
３件の相談があった。

電話相談　４件
家庭訪問　１件

掲載あり
思春期保健相談体
制支援事業（再
掲）

掲載あり 推進・管理事業
保健セン
ター

３－（１）
－キ－①

思春期保健相談体制支援
事業（再掲）

学童期・思春期における
心の問題について、相談
体制の充実を図る。

実施中 5

不登校児童生徒の
支援や生育環境の
課題に対して、個
別的なきめ細かい
対応を図ってい
る。相談件数は
年々増加傾向にあ
る。

引き続き学校等と連携
し、教育相談体制の充
実に努めていくととも
に、相談件数の推移を
見ながら相談員の増員
についても検討してい
く。

継続

教育相談室に教育相談員
３人と学校カウンセラー
２人を配置し、特に学童
期･思春期における心の
問題について電話や来談
による相談体制の充実を
図った。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人を配置し、特に学童
期･思春期における心の
問題について電話や来談
による相談体制の充実を
図った。

教育相談室に教育相談員
4人と学校カウンセラー
2人を配置し、特に学童
期･思春期における心の
問題について電話や来談
による相談体制の充実を
図った。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人を配置し、特に学童
期･思春期における心の
問題について電話や来談
による相談体制の充実を
図った。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人を配置し、特に学童
期･思春期における心の
問題について電話や来談
による相談体制の充実を
図った。

掲載あり

思春期保健相談体
制支援事業

掲載あり 推進・管理事業
教育相談
センター

３－（１）
－キ－②

教育相談事業の充実（再
掲）

教育相談員を配置し、学
校カウンセラー等との連
携を一層密にし、教育相
談の充実を図る。

実施中 4

教育相談室に教育
相談員４人と学校
カウンセラー２人
を配置し、児童生
徒及び保護者から
の不登校やいじめ
等の悩みについて
の相談活動を展開
した。相談員の活
動時間を1時間延長
し、7時間とした結
果、相談件数は前
年度比約１．５倍
の３７３１件で
あった。

引き続き学校等と連携
し、教育相談体制の充
実に努めていくととも
に、相談件数の推移を
見ながら相談員の増員
についても検討してい
く。

継続

教育相談室に教育相談員
３人と学校カウンセラー
２人、全中学校にさわや
か相談員、中学校区にス
クールカウンセラー、全
小学校に子どもと親の相
談員を配置し、児童生徒
及び保護者からの不登校
やいじめ等の悩みについ
ての相談活動を展開し
た。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人、全中学校にさわや
か相談員、中学校区にス
クールカウンセラー、全
小学校に子どもと親の相
談員を配置し、児童生徒
及び保護者からの不登校
やいじめ等の悩みについ
ての相談活動を展開し
た。

教育相談室に教育相談員
4人と学校カウンセラー
2人、全中学校にさわや
か相談員、中学校区にス
クールカウンセラー、全
小学校に子どもと親の相
談員を配置し、児童生徒
及び保護者からの不登校
やいじめ等の悩みについ
ての相談活動を展開し
た。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人、全中学校にさわや
か相談員、中学校区にス
クールカウンセラー、全
小学校に子どもと親の相
談員を配置し、児童生徒
及び保護者からの不登校
やいじめ等の悩みについ
ての相談活動を展開し
た。なお、よりきめ細か
な相談活動を展開するた
め、さわやか相談員の活
動時間を1時間延長し、
7時間とした。

教育相談室に教育相談員
４人と学校カウンセラー
２人、全中学校にさわや
か相談員、中学校区にス
クールカウンセラー、全
小学校に子どもと親の相
談員を配置し、児童生徒
及び保護者からの不登校
やいじめ等の悩みについ
ての相談活動を展開し
た。

掲載あり

教育相談事業の充
実

掲載あり 推進・管理事業
教育相談
センター

３－（１）
－キ－③

児童相談の充実（再掲）

家庭における適切な児童
の養育と、養育に関連し
て発生する児童の問題の
解決を図るため、家庭児
童の福祉に関して専門的
に相談、指導に当たる。

実施中 5

児童及び子育て家
庭の福祉に関し
て、専門的相談、
指導に当たってい
る。

相談の多様化が進んで
おり、担当の相談能力
の一層の向上が課題。

継続

電話又は来庁によって児
童の相談を受けた。

電話又は来庁によって児
童の相談を受けた。
新規相談受付件数277件

電話又は来庁によって児
童の相談を受けた。 新規
相談受付件数313件

電話又は来庁によって児
童の相談を受けた。
　新規相談受付件数２７
６件

電話又は来庁によって児
童の相談を受けた。
　新規相談受付件数２
59件

掲載なし

児童福祉相談の充
実

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

３－（１）
－キ－③

児童相談の充実（再掲）

家庭における適切な児童
の養育と、養育に関連し
て発生する児童の問題の
解決を図るため、家庭児
童の福祉に関して専門的
に相談、指導に当たる。

実施中 4

近隣の子育て世代
家庭の育児相談を
受けることは、地
域に根ざした保育
園としての使命の
一つである。乳幼
児の保育につい
て、豊富な経験と
知識を有する公立
保育園園長が相談
業務を行うこと
は、子育て不安を
抱える保護者の支
援として重要な役
割を果たしてい
る。

子育て不安を抱える保
護者が、気軽に保育園
を訪れることができる
よう環境整備を図る。
地域の保育園で児童相
談を実施していること
の広報・啓発を促進す
る。

継続

公立保育園の園長が、主
に乳幼児の保護者の育児
の悩みや相談に応じた。
平日の午後１時30分か
ら４時に実施した。

公立保育園の園長が、主
に乳幼児の保護者の育児
の悩みや相談に応じた。
平日の午後１時30分か
ら４時に実施。

公立保育園の園長が、主
に乳幼児の保護者の育児
の悩みや相談に応じた。
平日の午後1時30分から
4時に実施。

公立保育園の園長が、主
に乳幼児の保護者の育児
の悩みや相談に応じた。

公立保育園の園長が、主
に乳幼児の保護者の育児
の悩みや相談に応じた。

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

３－（１）
－キ－④

家庭児童相談室（再掲）

家庭における適切な児童
の養育と、養育に関連し
て発生する児童の問題の
解決を図るため、家庭児
童の福祉に関して専門的
に相談・指導に当たる。
さらに、必要があれば専
門機関への紹介も行う。

実施中 5

電話または来庁に
よって児童の相談
を受け、助言及び
指導を行ってい
る。

更にきめ細やかな相談
に対応できるよう体制
の充実を図る。

継続

家庭における適切な児童
の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決
を図るため、家庭児童の
福祉に関して相談を受け
た。相談件数延べ2,810
件

家庭における適切な児童
の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決
を図るため、家庭児童の
福祉に関して相談を受け
た。相談件数延べ3,217
件

家庭における適切な児童
の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決
を図るため、家庭児童の
福祉に関して相談を受け
た。相談件数延べ4,485
件

家庭における適切な児童
の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決
を図るため、家庭児童の
福祉に関して相談を受け
た。
　相談件数延べ6,801件

家庭における適切な児童
の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決
を図るため、家庭児童の
福祉に関して相談を受け
た。
　相談件数延べ7,187件

掲載あり

家庭児童相談室の
充実

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

（２）子どもの育ちに応じた家庭教育への支援

ア　子どもの発達段階に応じた家庭教育に関する学習機会や情報の提供

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

３－（２）
－ア－①

育児関連講座の充実

乳幼児期の子どもの成長
にかかわる正しい知識や
親の役割、家庭環境づく
りなど育児に関する学習
機会の提供に努める。

実施中 4

地域子育て支援セ
ンターのない地域
を中心に実施して
いる。地域子育て
支援センター、つ
どいの広場の整備
が進み、事業は縮
小傾向にある。

地域子育て支援セン
ターの整備や他の類似
事業の実施状況を鑑み
ながら、地域的な偏り
がないよう考慮して実
施していく。

継続

「子育てサロン」、「ス
テップ・サロン」などを
主催したほか、運営を委
託している地域子育て支
援センター及びつどいの
広場においても子育てに
関する講座などを実施し
た。

「子育てサロン」、「ス
テップ・サロン」などを
主催したほか、運営を委
託している地域子育て支
援センター及びつどいの
広場においても子育てに
関する講座などを実施し
た。

「子育てサロン」、「ス
テップ・サロン」などを
主催したほか、運営を委
託している地域子育て支
援センター及びつどいの
広場においても子育てに
関する講座などを実施し
た。

「子育てサロン」、「ス
テップ・サロン」などを
主催したほか、運営を委
託している地域子育て支
援センター及びつどいの
広場においても子育てに
関する講座などを実施し
た。

「子育てサロン」、「ス
テップ・サロン」などを
主催したほか、運営を委
託している地域子育て支
援センター及びつどいの
広場においても子育てに
関する講座などを実施し
た。

一部掲載
あり

子育てサロンの実
施

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

３－（２）
－ア－②

子育て支援ネットワーク
事業「子育て講座」（再
掲）

小・中学校入学前の子ど
もを持つすべての保護者
が参加する「就学時健康
診断」や「入学説明
会」、「保護者会」等の
機会を利用して、専門的
な知識や経験を有する者
を講師として招き、家庭
教育や思春期に関する学
習機会を提供することに
より家庭の教育力の向上
を図るとともに、明日の
親となる中学生を対象に
子育て理解に関する講座
を実施する。

実施中 5

子育て講座A・B
は、就学児健診時
や入学説明会時に
実施しているた
め、大半の保護者
の参加が得られて
いる。中高生対象
の子育て講座Cにつ
いては、各学校に
実施希望調査をし
ている。学校のカ
リキュラムに組込
むことが難しい場
合があるものの
年々実施校が増加
している。

各学校との連携を更に
図りながら事業を実施
していく。

継続

子育て講座（Ａ）（Ｂ）
は、小・中学校入学前の
保護者を対象に23講座
実施した。子育て講座
（Ｃ）は、中学生を対象
に13コマ実施した。
（Ａ）新小学１年生保護
者：1,471人
（Ｂ）新中学１年生保護
者：1,164人
（Ｃ）中学生：434人

子育て講座（Ａ）（Ｂ）
は、小・中学校入学前の
保護者を対象に23講座
実施した。子育て講座
（Ｃ）は、中学生を対象
に15コマ実施した。
（Ａ）新小学１年生保護
者：1,472人
（Ｂ）新中学１年生保護
者：1,186人
（Ｃ）中学生：675人

子育て講座（Ａ）（Ｂ）
は、小・中学校入学前の
保護者を対象に23講座
実施した。子育て講座
（Ｃ）は、中学生を対象
に20コマ実施した。
（Ａ）新小学１年生保護
者：1,441人
（Ｂ）新中学１年生保護
者：1,125人
（Ｃ）中学生：839人

子育て講座（Ａ）（Ｂ）
は、小・中学校入学前の
保護者を対象に23講座
実施した。子育て講座
（Ｃ）は、中学生を対象
に20コマ実施した。
（Ａ）新小学１年生保護
者：1,461人
（Ｂ）新中学１年生保護
者：1,170人
（Ｃ）中学生：844人

子育て講座（Ａ）（Ｂ）
は、小・中学校入学前の
保護者を対象に23講座
実施した。子育て講座
（Ｃ）は、中学生を対象
に26コマ実施した。
（Ａ）新小学１年生保護
者：1,499人
（Ｂ）新中学１年生保護
者：1,318人
（Ｃ）中学生：1,049人

掲載あり

子育てに関する講
座の実施

子育て理解講座の
実施

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

３－（２）
－ア－③

元気の出るまちづくり出
前講座（再掲）

市民の求めに応じ、市民
が主催する集会等に市職
員が講師として出向き、
市政の説明、職員の専門
知識を生かした講義を行
い、サークル活動等を支
援する。

実施中 5

市内小中学校の利
用もあり、新座市
や市の取組につい
て学ぶために活用
されたが、利用団
体が固定化してい
る傾向がある。

多くの団体に利用して
いただけるよう、更な
る内容の充実のため、
積極的なメニューの拡
充を各課へ働きかけ
る。 継続

66講座でメニューを組
み実施したところ、市内
活動団体から168件の申
込みがあり、講座全体と
して11,276人の参加が
あった。

68講座でメニューを組
み実施したところ、市内
活動団体から168件の申
し込みがあり、講座全体
として11,276名の参加
があった。

72講座でメニューを組
み実施したところ、市内
活動団体から394件の申
込みがあり、講座全体と
して34,744人の参加が
あった。

７２講座でメニューを組
み実施したところ、市内
活動団体から376件の申
込みがあり、講座全体と
して25,750名の参加が
あった。

７４講座のでメニューを
組み、実施した。とこ
ろ、市内活動団体から3
９7件の申込みがあり、
講座全体として2７,5７
５名の参加があった。 掲載あり

元気の出るまちづ
くり出前講座の実
施

掲載あり 連携事業
生涯学習
スポーツ
課

継続

〇中央・野火止・栄公民館、東北コミュニ
ティセンター
男女共同参画合同セミナー（４回・52人）
○中央公民館
家庭教育セミナー（7回・82人）、保育サ
ポーター研修会（3回・74人）・大満足！心
と体に効くお弁当作り（３回・48人）・おじ
いちゃん・おばあちゃんのための孫育て講座
（２回・20人）
○野火止公民館
たんぽぽ学級（６回・62人）、布の絵本作り
講座（７回・148人）
○栄公民館
カンガルー学級（8回・114人）、地域をし
なやかに生きるセミナー（１回・13人）、栄
お料理サロン③～子どもの喜ぶ野菜料理～
（１回・10人）
○栗原公民館
めだか学級（７回・133人）、音楽でハート
フルコミュニケーション（3回・43人）、第
２回音楽でハートフルコミュニケーション
（３回・55人）
〇畑中公民館
すくすく学級（７回・164人）
○大和田公民館
わくわくキッズファミリー講座（6回・147
人）
○東北コミュニティセンター
 子育てラクラク講座（4回・37人）
○西堀・新堀コミュニティセンター
赤ちゃんサロン（０歳児～）（11回・156
人）、お父さんの子育て講座 （5回・84
人）、わかば学級企画準備会（２回・６
人）、わかば学級（7回・100人）

〇中央・野火止・栄の各公民館及び東北コ
ミュニティセンター
男女共同参画合同セミナー(4回・65名)
○中央公民館
家庭教育セミナー(7回・131名）、保育サ
ポーター研修会(3回・82名）・今どきの孫育
て・子育て講座（2回・18名）
○野火止公民館
たんぽぽ学級(6回・108名)
○栄公民館
カンガルー学級(7回・264名)
○栗原公民館
めだか学級(6回・194名)、ハートフルコ
ミュニケーション(2回・38名))
〇畑中公民館
　すくすく学級(7回・195名)
○大和田公民館
わくわくキッズファミリー(4回・68名)
○東北コミュニティセンター
  子育てラクラク講座(7回・132名)
○西堀・新堀コミュニティセンター
赤ちゃんサロン (11回・106名)、若葉学級
企画順備会(2回・12名)、わかば学級(7回・
94名)

〇中央・野火止・栄公民館及び東北コミュニ
ティセンター
男女共同参画合同セミナー（4回・99人）
○中央公民館
家庭教育セミナー（6回・53人）、保育サ
ポーター研修会（4回・85人）
○野火止公民館
たんぽぽ学級（６回・45人）
○栄公民館
カンガルー学級（7回・143人）
○栗原公民館
めだか学級（8回・208人）
〇畑中公民館
すくすく学級（7回・136人）
○大和田公民館
わくわくキッズファミリー講座（6回・92
人）
○東北コミュニティセンター
子育てラクラク講座（6回・95人）
○西堀・新堀コミュニティセンター
みるく広場（０歳児～）（11回・125
人）)、わかば学級企画準備会（２回・９
人）、わかば学級（7回・109人）

３－（２）
－ア－①

育児関連講座の充実

乳幼児期の子どもの成長
にかかわる正しい知識や
親の役割、家庭環境づく
りなど育児に関する学習
機会の提供に努める。

実施中 4

　体験学習は、子
どもを中心に環境
や風習、親子のふ
れあいなど多種多
様なニーズに合っ
た講座を企画して
いるが、多くの市
民等が応募するわ
けではなく、関心
を持つ親又は子ど
も達が参加する傾
向が見える。

　多種多様なニーズを
企画するとともに、企
画の段階で多くの参加
を見込むように、興味
関心がない子にとって
も受講してよかったと
思われるような講座を
企画し、新たな受講者
を発掘したい。

掲載あり
育児関連講座の充
実

掲載あり 推進・管理事業
中央公民
館

○中央公民館
絵本の広場（11回・126名）、子育て応援
講座（4回・43名）、保育サポーター（3
回、94名）

○野火止公民館
たんぽぽ学級（6回・128名）

○栄公民館
カンガルー学級（7回・81名）

○栗原公民館
折り紙で作る七夕飾り（1回・30名）、めだ
かの学級（8回・90名）

○畑中公民館
すくすく学級１（3回・68名）、すくすく学
級２（3回・34名）

○東北コミュニティセンター
子育てラクラク講座（6回・73名）

○西堀・新堀コミュニティセンター
みるく広場（11回・104名）、よちよち広
場（1回・8名）、わかば学級（6回・95
名）

○中央公民館
絵本の広場（12回・182名）、子育て応援
講座（4回・44名）

○野火止公民館
たんぽぽ学級（6回・116名）、絵本を読み
解く（4回・76名）

○栄公民館
カンガルー学級（7回・81名）

○栗原公民館
めだかの学級（9回・91名）

○畑中公民館
すくすく学級（4回・66名）

○大和田公民館
わくわくキッズファイミリ－講座（4回・28
名）

○東北コミュニティセンター
子育てラクラク講座（5回・64名）

○西堀・新堀コミュニティセンター
わかば学級（6回・99名）、よちよち広場
（11回・160名）、みるく広場（11回・
128名）
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平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
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（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

３－（２）
－ア－④

ブックスタート事業（は
じめてブック）

絵本の読み聞かせを通じ
て親子のふれあいを深め
るよう、保健センターで
行う乳幼児健康診査の機
会に、赤ちゃんと保護者
にメッセージを伝えなが
ら絵本をプレゼントす
る。

実施中 5

ブックスタート事
業については、開
始から５年を経
て、ほぼ全員の健
診者に説明と絵本
の配布を行ってい
る。

３～４か月児健診に来
庁できない方は、図書
館来館時、保健セン
ター職員の訪問時にも
絵本等を配布するな
ど、相互で協力してい
るが、より一層周知を
重ね、協力しつつ配布
率の向上に努めたい。
また、健診後のフォ
ローアップとしての事
業も展開していく。

継続

毎月２回実施、保健セン
ターで行う３～４か月乳
幼児健康診査の機会に赤
ちゃんと保護者に絵本の
読み聞かせを通じて親子
のふれあいを深めようと
いうメッセージを伝えな
がら絵本をプレゼントし
た。総配布数1,349冊

毎月2回実施、保健セン
ターで行う3～4か月乳
幼児健康診査の機会に、
赤ちゃんと保護者に絵本
の読み聞かせを通じて親
子のふれあいを深めよう
というメッセージを伝え
ながら絵本をプレゼント
した。
　総配布者数　1,387人

毎月2回実施、保健セン
ターで行う3～4か月児
健康診査の機会に、赤
ちゃんと保護者に絵本の
読み聞かせを通じて親子
のふれあいを深めようと
いうメッセージを伝えな
がら絵本をプレゼントし
た。
総配付者数　1,258人

毎月2回実施、保健セン
ターで行う３～４か月児
健康診査の機会に、赤
ちゃんと保護者に絵本の
読み聞かせを通じて親子
のふれあいを深めようと
いうメッセージを伝えな
がら絵本をプレゼントし
た。
実施回数　２４回　受診
者数　1,401人　配布者
数　1,384人

毎月2回実施、保健セン
ターで行う３～４か月児
健康診査の機会に、赤
ちゃんと保護者に絵本の
読み聞かせを通じて親子
のふれあいを深めようと
いうメッセージを伝えな
がら絵本をプレゼントし
た。
実施回数　２４回　受診
者数　1,326人　配布者
数　1,318人

一部掲載
あり

子ども読書活動機
会の充実

掲載あり 連携事業
中央図書
館

３－（２）
－ア－⑤

出産祝い品（絵本）の配
布

ブックスタート事業と連
携して、“親子が絵本を
介して向かい合い、温か
くて楽しいことばのひと
ときを持つ”きっかけと
なる絵本を、出生祝い品
として新座市に出生届出
をされた人に、窓口にお
いて配布する。

実施中 5

ブックスタート事
業と連携して、新
座市に出生の届出
をされた方に窓口
において配布して
おり、問題なく配
布している。

継続

ブックスタート事業と連
携して、新座市に出生の
届出をされた方に出産祝
い品として絵本を配布し
た。（平成２２年度出生
届の件数　1,292件）

ブックスタート事業と連
携して、新座市に出生の
届出をされた方に出産祝
い品として絵本を配布し
た。（平成23年度出生
届の件数　1,328件）

ブックスタート事業と連
携して、新座市に出生届
出をされた方に、窓口に
おいて配布する。
平成24年度出生届の件
数　1,314件

ブックスタート事業と連
携して、新座市に出生届
出をされた方に、窓口に
おいて配布した。
（平成２５年度出生届の
件数　1,352件）

ブックスタート事業と連
携して、新座市に出生届
出をされた方に、窓口に
おいて配布した。
（平成２６年度出生届の
件数　1,205件） 掲載なし 掲載あり 連携事業 市民課

３－（２）
－ア－⑥

絵本講座

幼児期に絵本を読み聞か
せることは、子どもにど
のような影響与えるの
か、また周りの大人は子
どもにどのような絵本を
与えたらよいのか、読み
聞かせの大切さや絵本の
持つ力についての講座を
実施する。

実施中 5

平成21年度から、
ブックスタート事
業のボランティア
の研修も兼ねて実
施している。

平成21年度から、ブッ
クスタート事業のボラ
ンティアの研修も兼ね
て実施しているが、今
後も市民と合同で参加
できるような講座を計
画していく。 継続

絵本講座「～わたしの絵
本がうまれるとき～」５
月29日（土）午後1時
30分～3時30分。会
場：新座市民会館 第１会
議室。講師：絵本作家
参加者68人。

5月2１日（土）絵本講
座「子どもに伝える読書
の楽しみ～翻訳の仕事を
通して～」会場：市民会
館第１会議室
講師：絵本作家
参加者63人

5月27日（日）絵本講座
「もったいないばあさん
のおはなし会」
会場：市民会館第1会議
室
講師：絵本作家
参加者93人

絵本講座　とよたかずひ
こ講演会「今、子どもた
ちに伝えたいこと」
（6/22　講師/とよたか
ずひこ　参加人数99名)

絵本講座 　どい かや講
演会「千葉山暮らし、
時々絵本」（10/26
講師/どい かや　参加人
数67名）

一部掲載
あり

ボランティアの育
成と活動の場の提
供
子ども読書活動機
会の充実

掲載あり 連携事業
中央図書
館

３－（２）
－ア－⑦

お父さんの読み聞かせ講
座（再掲）

家庭でお父さんが子ども
に行う読み聞かせの入門
講座を開催する。

実施中 5

家庭での読み聞か
せを、母親と子ど
もという限られた
関係だけでなく、
父親も含め家族全
員で楽しむこと
で、より浸透する
という観点から、
いろいろな年齢層
の方に興味を持っ
てもらえるような
講座を企画してい
る。

今後も、お父さんに限
定することなく、魅力
的な講師を招き、より
幅広い年齢層が楽しめ
る講座を企画する。ま
た、読み聞かせボラン
ティアの研修を目的と
した講座と合同で行う
ことにより、市民とボ
ランティアが共に学べ
る場を提供していく。

継続

お父さん歓迎！大人のた
めの読み聞かせ講座「読
んでもらうということ」
10 月 31 日 （ 日 ） 午 前
10時30分～正午。午後
2時から講師による読み
聞かせパフォーマンスも
実施。会場：中央図書
館。参加者27人。

11月6日（日）親子絵本
講座「絵本＆おてて絵本
親子いっしょに読みま
ショー」
会場：市民会館第１会議
室
講師：絵本作家 参加者
64人

12月22日（土）お父さ
んの読み聞かせ講座「親
子で楽しむ おもしろ科
学実験教室」
光をテーマにした不思議
な実験や工作を行う親子
参加型の講座を実施し
た。
会場：新座市障がい者福
祉センター3階講義室
講師：サイエンスプロ
デューサー
参加者52人

お父さんの読み聞かせ講
座「親子で楽しむ読み聞
か せ 講 座 」 （ 10/27
講師/三田村慶春 参加
人数57名）

「『聞かせ屋。けいたろ
う』の絵本レッスン」
（4/26　講師「聞かせ
屋。けいたろう｣  参加人
数58名）

一部掲載
あり

ボランティアの育
成と活動の場の提
供
子ども読書活動機
会の充実

掲載あり 連携事業
中央図書
館

３－（２）
－ア－⑧

子ども読書ボランティア
養成講座

中央図書館で行っている
学級訪問等で読み聞か
せ、ブックトークを行う
ボランティアのスキル
アップ研修又は新規養成
を行う講座を開催する。

実施中 5

ボランティア養成
講座については、
平成19年度から毎
年行っている。ボ
ランティアの関心
が高く希望者が多
いため募集人員を
上回る状況であ
る。

ボランティアの定着率
を考慮しながら、適宜
ボランティア養成講座
を実施し、新規ボラン
ティアを養成するとと
もに、ボランティア養
成講座を修了したボラ
ンティアがスキルアッ
プできる講座を開催し
ていく。

継続

中央図書館で行っている
学級訪問をサポートする
ボランティアの新規養成
を行う講座を実施。９月
８日（水）～12月10日
（金）の全12回（見学2
回含む）。会場：中央図
書館。講師：特定非営利
活動法人　ブックスター
ト延べ参加者数：212
人。

中央図書館で行っている
学級訪問等で読み聞か
せ、ブックトークを行う
ボランティアの養成を行
う講座を実施。9月30日
（金）～11月25日
（金）の全8回
会場：中央図書館　延べ
参加人数133名

中央図書館で行っている
学級訪問等で読み聞か
せ、ブックトークを行う
ボランティアの養成を行
う講座を実施。
9月26日（水）～12月
5日（水）の全7回。
場所：市役所第二庁舎会
議室1、2、4
参加者23人

子どもの読書ボランティ
ア養成講座（12/10～
2/7全８回　講師/青木
淳子　参加人数100名）

子どもの読書ボランティ
ア養成講座（12/12～
2/3全８回　講師/青木
淳子　参加人数64名）

一部掲載
あり

ボランティアの育
成と活動の場の提
供
子ども読書活動機
会の充実

掲載なし
中央図書
館
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載】

３－（２）
－ア－⑨

家庭児童相談室（再掲）

家庭における適切な児童
の養育と、養育に関連し
て発生する児童の問題の
解決を図るため、家庭児
童の福祉に関して専門的
に相談・指導に当たる。
さらに、必要があれば専
門機関への紹介も行う。

実施中 5

電話または来庁に
よって児童の相談
を受け、助言及び
指導を行ってい
る。

更にきめ細やかな相談
に対応できるよう体制
の充実を図る。

継続

家庭における適切な児童
の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決
を図るため、家庭児童の
福祉に関して相談を受け
た。相談件数延べ2,810
件

家庭における適切な児童
の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決
を図るため、家庭児童の
福祉に関して相談を受け
た。相談件数延べ3,217
件

家庭における適切な児童
の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決
を図るため、家庭児童の
福祉に関して相談を受け
た。相談件数延べ4,485
件

家庭における適切な児童
の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決
を図るため、家庭児童の
福祉に関して相談を受け
た。
　相談件数延べ6,801件

家庭における適切な児童
の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決
を図るため、家庭児童の
福祉に関して相談を受け
た。
　相談件数延べ7,187件

掲載あり

家庭児童相談室の
充実

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

３－（２）
－ア－⑩

インターネット等を利用
した子育て情報の提供
（再掲）

子育て関連情報を一元化
し、いつでもどこからで
も情報が得られるよう、
インターネットでの情報
提供事業を行う。

実施中 5

市のホームページ
に、子育て情報誌
等の子育て支援に
関する情報を掲載
し、情報提供を
行っている。提供
する情報の充実と
インターネットの
特性を活かした迅
速な情報提供が求
められる。

提供する情報の充実と
迅速な情報提供につい
て引き続き実施する。

継続

市のホームページを通じ
て子育て情報の提供を
行った。

市のホームページを通じ
て子育て情報の提供を
行った。

市のホームページを通じ
て子育て情報の提供を
行った。

市のホームページを通じ
て子育て情報の提供を
行った。

市のホームページを通じ
て子育て情報の提供を
行った。

一部掲載
あり

子育てに関する情
報の提供

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

３－（２）
－ア－⑪

子育て支援ネットワーク
事業「子育て支援交流事
業」の実施（再掲）

乳幼児とその保護者を対
象に「子育てサロン」
「ステップ・サロン」を
実施する。

実施中 4

地域子育て支援セ
ンターのない地域
を中心に実施して
いる。地域子育て
支援センター、つ
どいの広場の整備
が進み、事業は縮
小傾向にある。

地域子育て支援セン
ターの整備や他の類似
事業の実施状況を鑑み
ながら、地域的な偏り
がないよう考慮して実
施していく。

継続

○子育てサロン（２か所
の社会教育施設で実施）
・畑中公民館：参加親子
68組
・東北コミュニティセン
ター：参加親子　89組
○ステップ・サロン（１
か所の社会教育施設で実
施）
・畑中公民館：参加親子
107組

○子育てサロン（２か所
の社会教育施設で実施）
・畑中公民館：参加親子
6５組
・東北コミュニティセン
ター：参加親子　126組
○ステップ・サロン（１
か所の社会教育施設で実
施）
・畑中公民館：参加親子
77組

○子育てサロン（2か所
の社会教育施設で実施）
・畑中公民館：参加親子
53組
・東北コミュニティセン
ター：参加親子　53組
○ステップ・サロン（１
か所の社会教育施設で実
施）
・畑中公民館：参加親子
63組

（子育てサロン）
子育てサロンは、2か所
の社会教育施設（参加親
子160組）で、ステッ
プ・サロンは、1か所の
社会教育施設（参加親子
81組）
（子育てネットワーク
フェスティバル）
12月に「きて！みて！
子ども夢ショップ」を開
催した。参加親子43
組。
３月に「春呼ぶコンサー
ト」を開催。参加親子
48組。

（子育てサロン）
子育てサロンは、2か所
の社会教育施設（参加親
子115組）で、ステッ
プ・サロンは、1か所の
社会教育施設（参加親子
52組）
（子育てネットワーク
フェスティバル）
11月に「親子で作ろ
う、みんなに見せよ
う！！」を開催した。参
加親子27組。
３月に「春よ来い・コン
サート」を開催。参加親
子51組。

掲載あり

子育てネットワー
クフェスティバル
の実施

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

３－（２）
－ア－⑫

子育て支援ネットワーク
事業「子育て情報提供事
業」の実施（再掲）

子育て中の親が必要な
様々な情報（子育て支援
サービス、公共施設案
内、幼稚園・保育園情報
等）を収集し、編集した
「子育て情報誌」「子育
て通信」を発行する。ま
た、上記紙面の内容を
ホームページに掲載す
る。

実施中 5

紙面には限りがあ
るが、ホームペー
ジへ内容を掲載す
るようになり、よ
り多くの市民に周
知を図ることがで
きた。

市民が求める情報を把
握するよう努め、提供
していく。

継続

子育てネットワーク通信
（6,000部）、子育て情
報誌（4,000部）を発行
した。

ＮＰＯ法人に事業委託
し、実施した。
子育て情報誌：年間１回
4,000部
子育て通信：年間２回
6,000部
また、市ホームページに
掲載した。

子育てに関する情報を集
約し、発行した。
子育て情報誌：年間1回
4,000部

子育てに関する情報を集
約し、発行した。
子育て情報誌：年間1回
4,000部

子育てに関する情報を集
約し、発行した。
子育て情報誌：年間1回
4,000部

掲載あり

子育てに関する情
報の提供

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

３－（２）
－ア－⑬

学校施設の開放（再掲）

学校施設や余裕教室を活
用して整備したコミュニ
ティ施設等として開放
し、地域の学習機会の充
実を図る。

実施中 3

登録団体数が減
り、利用回数が
減っている。

継続的に開放してい
く。

継続

４校で13団体に教室を
開放した。

４校で13団体に教室を
開放した。

4校で11団体に教室を開
放した。

4校で１0団体に教室を
開放した。

４校で９団体に教室を開
放した。

掲載あり

学校施設の開放

掲載あり 推進・管理事業
教育総務
課

３－（２）
－ア－⑭

生涯学習ボランティアバ
ンクの充実

市民からの指導者の派遣
要請など、多様なニーズ
に対応するため、ボラン
ティアバンク登録者との
連携を図りながら、生涯
学習ボランティアバンク
としての制度の充実を図
る。

実施中 5

依頼のある分野に
偏りがある（子ど
もを対象とした読
み聞かせ、マジッ
ク、人形劇、パ
フォーマンス、保
育等）。

より多くの方に様々な
分野を活用していただ
けるよう広報誌等を通
じて、ボランティアバ
ンクのＰＲを行う。
ボランティアバンクへ
の登録者の拡充につい
ても、引き続き行って
いく。

継続

ボランティアバンクガイ
ド本を作成し、市内各所
へ配布し、利用促進を
図った。
登録団体（個人含）236
紹介件数122件（うち成
立81件）

ボランティアバンクガイ
ド本を作成し、市内各所
へ配布し、利用促進を
図った。
登録団体（個人含）165
紹介件数129件（うち成
立88件）

ボランティアバンクガイ
ド本を作成し、市内各所
へ配布し、利用促進を
図った。
登録団体（個人含）176
件
紹介件数141件（うち成
立79件）

　生涯学習の様々な分野
で幅広い人材を指導者又
は協力者として登録し、
学習活動に取り組もうと
する地域のグループや個
人に紹介して活用を図っ
た。
・登録件数
１７３件（１０５人、６
８団体）
・コーディネート件数
１２４件（うち成立件数
７９件）

　生涯学習の様々な分野
で幅広い人材を指導者又
は協力者として登録し、
学習活動に取り組もうと
する地域のグループや個
人に紹介して活用を図っ
た。
・登録件数
１６８件（９６人、７２
団体）
・コーディネート件数
１３１件（うち成立件数
９９件）

掲載あり

生 涯 学 習 ボ ラ ン
ティアバンクの充
実
生 涯 学 習 ボ ラ ン
ティア情報の提供

掲載なし
生涯学習
スポーツ
課
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状況

総合
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課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績
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の
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掲載事業名
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の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

イ　地域の教育力の向上
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番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

３－（２）
－イ－①

児童センター業務の充実
（再掲）

子どもに豊かな生活を提
供できるよう、スポー
ツ、文化、レクリエー
ション等の多彩なプログ
ラムを展開し、児童セン
ター業務の充実を図る。
プログラムの策定に当
たっては、子どもの参画
を検討する。

実施中 5

平成25年度から福
祉の里児童セン
ターについても、
指定管理制度を導
入した。

児童センター、福祉の
里児童センターの２館
が同一NPO法人に委託
していることから、各
館の独自事業のほかに
も、２館協力事業な
ど、充実を図ってい
く。

継続

・新座市児童センター
指定管理者制度を導入
し、施設の運営、管理を
NPO法人に委託した。
利用者数：64,153人
主な事業：「親子ルー
ム」「天体観望会」など
事業開催回数・参加者
数：延べ1,265回、
28,514人
・福祉の里児童センター
利用者数：42,809人
主な事業：「親子ルー
ム」、「工作教室」など
事業開催回数・参加者
数：延べ326回、
8,486人

・新座市児童センター
指定管理者制度を導入
し、施設の運営、管理を
NPO法人に委託した。
利用者数：78,826人
主な事業：「あおぞら児
童館」「かえっこ」など
事業開催回数・参加者
数：延べ1,305回、
31,281人
・福祉の里児童センター
利用者数：47,160人
主な事業：「親子ルー
ム」、「工作教室」など
事業開催回数・参加者
数：延べ360回、
10,410人

・新座市児童センター
指定管理者制度を導入
し、施設の運営、管理を
NPO法人に委託した。
利用者数：75,105人
主な事業：「親子くら
ぶ」「天体観望会」など
事業開催回数・参加者
数：延べ1,413回、
28,368人
・福祉の里児童センター
利用者数：42,476人
主な事業：「親子ルー
ム」、「作ってあそぼ
う」など
事業開催回数・参加者
数：延べ418回、
12,171人

・新座市児童センター及
び福祉の里児童センター
に指定管理者制度を導入
し、施設の運営、管理を
NPO法人に委託した。
・新座市児童センター
利用者数：74,507人
主な事業：「モリモリタ
イム」「天体観望会」な
ど
事業開催回数・参加者
数：延べ1,374回、
23,250人
・福祉の里児童センター
利用者数：40,280人
主な事業：「ぐんぐんタ
イム」「中高生タイム」
など
事業開催回数・参加者
数：延べ922回、
10,555人

新座市児童センター及び
福祉の里児童センターに
指定管理者制度を導入
し、施設の運営、管理を
NPO法人に委託した。
・新座市児童センター
利用者数：77,662人
主な事業：「モリモリタ
イム」「天体観望会」な
ど
事業開催回数・参加者
数：延べ1,505回、
30,209人
・福祉の里児童センター
利用者数：45,140人
主な事業：「ぐんぐんタ
イム」「中高生タイム」
など
事業開催回数・参加者
数：延べ1,139回、
15,431人

掲載あり
児童センター業務
の充実

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

３－（２）
－イ－②

社会教育施設での体験学
習の開催（再掲）

公民館、図書館、歴史民
俗資料館等の社会教育施
設で児童・生徒を対象と
した様々な体験学習・催
しを開催する。

実施中 4

　体験学習は、子
どもを中心に環境
や風習、親子のふ
れあいなど多種多
様なニーズに合っ
た講座を企画して
いるが、多くの市
民等が応募するわ
けではなく、関心
を持つ親又は子ど
も達が参加する傾
向が見える。

　多種多様なニーズを
企画するとともに、企
画の段階で多くの参加
を見込むように、興味
関心がない子にとって
も受講してよかったと
思われるような講座を
企画し、新たな受講者
を発掘したい。

継続

※人数は延べ参加者数
○中央公民館
人形劇フェスティバル（１回・106人）、夏休み子
どもエコ学び隊（3回・86人）、夏休み子どもエコ
教室（1回・27人）
○野火止公民館
サマースクール（3回・４8人）、子どもパン作り
教室（１回・15人）、子ども習字教室（１回・15
人）
○栄公民館
夏休みこどもひろば（１回・18人）、冬休みこど
もひろば（２回・58人）
○栗原公民館
夏休み親子講座① 親子地球かんさつ隊（５回・８0
人）、夏休み親子講座② マネー育（１回・15
人）、夏休み親子講座③みんなで作ろう簡単おやつ
（１回・23人）、折り紙で作る七夕飾り（１回・
56人）
○畑中公民館
少年少女発明クラブ（13回・244人）、はばたく
鳥のモビール（1回・29人）、モーターとスピー
カーの原理 （1回・23人）、凧づくり（1回・32
人）、親子パン教室（1回・26人）
○大和田公民館
こども英会話（６回・113人）、子どもヒップホッ
プダンス（10回・320人）、親子で楽しむ七夕会
（１回・13人）、サマースクール（2回・37人）
○東北コミュニティセンター
サマースクール（1回・14人）
○西堀・新堀コミュニティセンター
コミセン夏のおはなし会（１回・102人）、コミセ
ンクリスマスおはなし会（１回・73人）、お正月
お話会（1回・５３人）、子ども体験教室（３回・
4５人）

※人数は延べ参加者数
○中央公民館
人形劇フェスティバル（1回・158名）、夏休み子どもエ
コ学び隊(3回・35名)、夏休み子ども体験教室(1回・21
名)、こども新座のおやつ作り～クリスマスお菓子を作ろ
う～（1回・18名）、こども新座のおやつ作り～おひなさ
まのキャロットカップケーキ～（1回・18名）
○野火止公民館
サマースクール(3回・60名)、母の日に贈る子どもパン作
り教室(１回・１５名)、父の日に贈る子どもお菓子作り教
室（１回・19名）、子ども書初め練習教室（1回・1７
名）
○栄公民館
環境にやさしい母の日のプレゼント(１回・９名)、夏休み
子ども広場～ブロックでロボットを作り、マイコン操作で
レースしよう～(2回・39名)、冬休み子ども広場～小学生
の書き初め教室～（2回・67名）
○栗原公民館
夏休み親子パン作り(1回・21名)、折り紙で作る七夕飾り
(1回・33名)、親子さつまいも堀り（1回・29名）、書初
め教室（1回・20名）、夏休み親子地球観察隊（3回・
44名）
○畑中公民館
少年少女発明クラブ(11回・253名)、少年少女発明クラ
ブ羽ばたく鳥のモビール(1回・22名)、少年少女発明クラ
ブ凧作り (1回・15名)、親子パン教室(1回・22名)
○大和田公民館
子ども英会話（6回・97名）、子どもヒップホップダンス
前期（6回・247名）、子どもヒップホップダンス後期
（7回・251名）、サマースクール(2回・49名)
○東北コミュニティセンター
サマースクール(1回・21名)、子ども夏のお話会（1回・
7回）、クリスマスお話回（1回・45名）
○西堀・新堀コミュニティセンター
コミセン夏のおはなし会(１回・72名)、コミセンクリスマ
スおはなし会(１回・52名)、春を楽しむお話と演奏(1回・
43名)、子ども体験教室①(１回・18名) 、子ども体験教
室②(1回・14名)

○中央公民館
人形劇フェスティバル（1回・123人）、夏休み子
ども自然調査隊（3回・45人）、夏休み子ども教室
体験コース(1回・20人）、こども新座のおやつ作
り（1回・20人）
○野火止公民館
母の日に贈るプレゼント作り教室 (1回・20人）、
父の日に贈るプレゼント作り教室（1回・17人）、
敬老の日に贈るプレゼント作り（1回・9人）、冬
休み子ども書き初め練習教室（1回・14人）
○栄公民館
夏休み子どもひろば(１回・4人）、子どもダンスタ
イム（4回・84人）、冬休み子どもひろば（2回・
62人）
○栗原公民館
夏休みこども地球探検隊（3回・123人）、いも堀
り（１回・24人）、七夕折り紙教室（１回・51
名）、親子でピザづくり（1回・18人）、親子パン
づくり（1回・16人）
○畑中公民館
少年少女発明クラブ（11回・16人）、少年少女発
明クラブ公開講座万華鏡づくり （1回・９人）、少
年少女発明クラブ公開講座ピンホールカメラ（1
回・15人）
○大和田公民館
こども英会話（２回・34人）、子どもヒップホッ
プダンス（７回・280人）
○東北コミュニティセンター
声優体験講座（１回・18人）、ふれあいフェスタ
（１回・66人）
○西堀・新堀コミュニティセンター
夏のおはなし会（1回・63人）、クリスマスおはな
し会（１回・45人）、節分のおはなし会（1回・
39人)、子どもフラ入門教室（１回・5人）

○中央公民館
サマースクール（3回・49名）、こども新座のおやつ作り
（１回・24名）、子どもミュージカルダンス（4回・
134名）、絵本の広場（11回・126名)

○野火止公民館
母の日に贈るプレゼント作り教室 (１回・16名)、父の日
に贈るプレゼント作り教室（１回・12名）、サマース
クール（2回・36名）、小学生書き初め教室（１回・20
名）

○栄公民館
春の子どもひろば（1回・17名）、夏の子ども体験セミ
ナー①（１回・19名)、夏の子ども体験セミナー②（１
回・19名)、冬子どもクッキング（1回・15名）、冬休み
子どもひろば（２回・53名）

○栗原公民館
折り紙で作る七夕飾り（1回・30名）、親子でピザに挑戦
（1回・14名）、親子さつまいも堀り（１回・45名）、
書初め教室（１回・25名)、親子で手打ちそば体験（１
回・16名)

○畑中公民館
少年少女発明クラブ(14回・214名）、親子パン教室（1
回・19名）

○大和田公民館
子どもヒップホップダンス（７回・343名）、夏休み子ど
も体験講座（2回・35名）、子ども英会話講座(1)（4
回・39名）、子ども英会話講座(2)（2回・23名）、書初
め練習会（1回・18名）、七夕飾りを作ろう（1回・8
名）

○東北コミュニティセンター
子ども俳優体験講座（1回・7名）、冬のお楽しみ会（1
回・55名）、親子陶芸教室（1回・39名）

○西堀・新堀コミュニティセンター
夏のおはなし会（１回・63名）、クリスマスおはなし会
（１回・34名)、子ども体験教室①（1回・15名)、子ど
も体験教室②（1回・23名)、書初め教室（1回・16名）

○中央公民館
絵本の広場(12回・182名)、サマースクール（2回・38名）、こど
も新座のおやつ作り（１回・17名）、子どもミュージカルダンス体
験教室（8回・152名）

○野火止公民館
母の日に贈るプレゼント作り教室 (１回・17名)、父の日に贈るプレ
ゼント作り教室（１回・11名）、サマースクール高学年（1回・13
名）、サマースクール低学年（1回・20名）、小中学生書き初め教
室（１回・19名）

○栄公民館
春の子どもひろば（1回・10名）、夏の子ども体験セミナー①（3
回・21名)、夏の子ども体験セミナー②（2回・19名)、冬休み子ど
もひろば（2回・60名）

○栗原公民館
夏休みこども地球観察隊（3回・112名）、書初め教室（１回・25
名)、親子で手打ちそば体験（１回・24名)、親子さつまいも堀り
（１回・52名）、親子七夕折り紙教室（1回・39名）

○畑中公民館
少年少女発明クラブ(13回・167名）、絵本とおはなしクラブ(8回・
37名)、楽しい七夕飾り作り（1回・21名）、夏休みこどもルーム
（2回・7名）、ひな祭りのお菓子作り（1回・18名）、親子パン教
室（1回・20名）

○大和田公民館
夏休み子ども体験講座（2回・54名）、子どもヒップホップダンス
（７回・304名）、書初め練習会（2回・28名）、こどものための
プログラミング講座（2回・21名）、こども英会話講座（4回・62
名）、大和田小さな家おはなし会（22回・138名）

○東北コミュニティセンター
子ども俳優体験講座（1回・14名）、冬のお楽しみ会（1回・83
名）、親子陶芸教室（1回・20名）

○西堀・新堀コミュニティセンター
夏のおはなし会（１回・37名）、子ども体験教室①（1回・19名)、
子ども体験教室②（1回・8名)、クリスマスおはなし会（１回・25
名)、書初め教室（1回・27名）、春のお話会（1回・69名）

掲載あり
社会教育施設での
体験学習の開催

掲載あり 連携事業
中央公民
館

３－（２）
－イ－③

新座っ子ぱわーあっぷく
らぶ事業（再掲）

地域の教育力の活性化と
子どもたちの地域におけ
る学校外活動の一層の充
実を図るために、地域住
民の協力により自然体
験・社会体験・スポーツ
などの体験活動や、学習
活動を実施する様々なク
ラブを運営する。

実施中 4

　各学校のクラブ
数やクラブ内容を
考慮しながら指導
者を確保していく
ことが必要であ
る。

　事業の円滑な運営の
ため、ボランティア協
力者の確保に努めると
ともに、クラブの見直
しを児童数の増加に努
める。
　また、学校と連携
し、活動教室の確保に
努める。

継続

市内の全市立小学校17
校の余裕教室や体育館、
福祉の里体育館などを会
場として、文化、学習、
スポーツのジャンルで
「くらぶ」を全38クラ
ブ開設し、年間を通じて
活動を行った。延べ参加
登録者数760人。

市内の全市立小学校17
校の余裕教室や体育館な
どを会場として、文化、
学習、スポーツのジャン
ルで「くらぶ」を全38
クラブ開設し、年間を通
じて活動を行った。延参
加登録者数721人。

市内の全市立小学校17
校の余裕教室や体育館な
どを会場として、文化、
学習、スポーツのジャン
ルで全40クラブ開設
し、年間を通じて活動を
行った。延参加登録者数
707人。

　市内の全市立小学校１
７校の余裕教室や体育館
などを会場として、文
化、学習、スポーツの
ジャンルで全３５クラブ
開設し、年間を通じて活
動を行った。延参加登録
者数７２９人。

市内の全市立小学校１７
校の余裕教室や体育館な
どを会場として、文化、
学習、スポーツのジャン
ルで全３６クラブ開設
し、年間を通じて活動を
行った。延参加登録者数
７６４人。

掲載あり

青少年活動の充実

掲載あり 推進・管理事業
生涯学習
スポーツ
課

３－（２）
－イ－④

ちびっこふるさと探検隊
事業

新座市と那須塩原市にあ
る史跡や文化を楽しみな
がら学ぶことを通して、
将来のまちづくりを担う
子どもたちに、豊かな心
とふるさと意識が芽生え
ていくということを願っ
て開催する。

実施中 4

　本市と那須塩原
市との双方の財政
事情等により事業
を度々休止してい
る（平成17、
18、20年度）。
事業を休止するこ
となく今後も事業
を継続させていく
ことが課題であ
る。

　両市とも厳しい財政
状況の中、事業を継続
していくために、那須
塩原市と連携を強め、
実施日数及び事業内容
等の工夫をしていく。

継続

平成22年8月５日
（木）、６日（金）の１
泊２日で、本市の小学
５・６年生17人が友好
姉妹都市である那須塩原
市を訪れ、那須塩原市の
小学５・６年生17人と
ともにウォークラリーや
バーベキュー、那須疏水
の見学などを通して、史
跡や文化を楽しみなが
ら、交流を深めた。

平成23年8月４日
（木）･5日（金）の1泊
２日で、友好姉妹都市で
ある那須塩原市の小学5･
6年生17名が本市を訪
れ、本市の小学5･6年生
16名とともに野火止用
水沿いでのスタンプラ
リー、キャンプファイ
ヤー、うどんづくりなど
を通して、史跡や文化を
学びながら、交流を深め
た。

平成24年8月9日
（木）・10日（金）の1
泊2日で、友好姉妹都市
である那須塩原市を本市
の小学5・6年生16人が
訪れ、那須塩原市の小学
5・6年生17人とともに
ウォークラリーやバーベ
キュー、那須野が原博物
館などに行き、史跡や文
化を学びながら、交流を
深めた。

平成２５年8月７日
（水）・８日（木）の１
泊２日で、友好姉妹都市
である那須塩原市の小学
５・６年生１７名が本市
を訪れ、本市の小学５・
６年生１７名とともに野
火止用水沿いでのウォー
クラリー、キャンプファ
イヤー、うどんづくりな
どを通して、史跡や文化
を学びながら、交流を深
めた。

平成26年8月7日
（木）・8日（金）の1
泊2日で、友好姉妹都市
である那須塩原市を本市
の小学5・6年生17人が
訪れ、那須塩原市の小学
5・6年生17人とともに
キャニオニングツアーや
バーベキュー、那須野が
原博物館などに行き、史
跡や文化を学びながら、
交流を深めた。

掲載あり

国内友好姉妹都市
との交流

掲載あり 連携事業
コミュニ
ティ推進
課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

３－（２）
－イ－⑤

新座市国際交流協会への
支援事業

市民を主体とした幅広い
分野における国際交流を
推進し、異文化の相互理
解を深め、世界の人々の
友好親善を図るととも
に、世界に開かれたまち
づくりのために、市民の
国際認識や国際理解の高
揚していくことを目的と
する。

実施中 3

会員のほとんどが
日本人であり、外
国語を話せる会員
が少ないため、日
本語が話せない外
国人との関わりが
難しい。

市民及び外国人市民へ
の呼びかけや、各公共
施設へのチラシ等の配
布に加え、市内３大学
留学生への案内を行っ
ている。 継続

新座市国際交流協会の活
動を支援するため、事務
事業費として補助金
150,000円を交付し
た。

新座市国際交流協会の活
動を支援するため、事務
事業費として補助金
150,000円を交付し
た。

新座市国際交流協会の活
動を支援するため、事務
事業費として補助金
150,000円を交付し
た。

新座市国際交流協会の活
動を支援するため、事務
事業費として補助金
150,000円を交付し
た。

新座市国際交流協会の活
動を支援するため、事務
事業費として補助金
150,000円を交付し
た。

掲載あり

・国際交流団体へ
の支援
・国際交流デーへ
の支援

掲載なし
コミュニ
ティ推進
課

３－（２）
－イ－⑥

新座市青少年海外派遣事
業

市内在住の中学生を海外
へ派遣し、ホームステイ
などを通じて、国際理解
を図るとともに、これを
契機に市民に対して国際
意識の啓発を図る。

実施中 4

事業着手から実施
までの期間が短
く、最終的な行程
等の調整の詰めが
直前になり、市や
団員の準備に支障
が出ている。

予算作成時からの早い
段階での企画・準備
や、海外友好姉妹都市
二市との連絡をより密
にしていく必要があ
る。

継続

派遣する友好姉妹都市側
の都合により、事業中止
となった。

平成23年度に事業実施
を計画していたが、3月
11日に発生した東日本
大震災の影響により、事
業を中止した

平成23年度に事業実施
を計画していたが、3月
11日に発生した東日本
大震災の影響により、事
業を中止した。
平成24年度は、実施な
し。

友好姉妹都市であるフィ
ンランド共和国ユヴァス
キュラ市及びドイツ連邦
共和国ブランデンブルグ
州ノイルッピン市に市内
中学生１３名と引率５名
を派遣し、親善交流、
ホームステイによる異文
化体験、文化・まちづく
りの視察・学習等を行っ
た。

平成２６年は実施なし。

掲載あり

青少年海外派遣の
実施

掲載あり 連携事業
コミュニ
ティ推進
課

３－（２）
－イ－⑦

子どもの芸術文化環境の
充実（再掲）

文化芸術活動に子どもが
喜んで参加する仕組みづ
くりを行う。

実施中 4

各種事業におい
て、子ども向けの
催しを実施し、子
どもが文化芸術活
動に参加する機会
を設けている。

引き続き、各種事業に
おいて、文化芸術活動
に子どもが喜んで参加
する仕組みづくりを行
う。

継続

文化芸術活動に子どもが
喜んで参加する仕組みづ
くりを行った。

文化芸術活動に子どもが
喜んで参加する仕組みづ
くりを行った。
・埼玉県芸術文化祭
2011「睡足軒の森文化
の祭典」（平成23年11
月18日～12月4日）
開催期間中に「子ども呈
茶」「子どもの邦楽」な
ど子どもによる催しを実
施し、参加の機会を設け
た。
・市民まつり文化祭（平
成23年10月7日～11月
27日）
様々なイベントの中に小
中学校児童生徒作品展示
として文化祭への参加の
機会を設けた。

文化芸術活動に子どもが喜ん
で参加する仕組みづくりを
行った。
・埼玉県芸術文化祭2011
「睡足軒の森文化の祭典」
（平成23年11月18日～12
月4日）
開催期間中に「子ども呈茶」
「子どもの邦楽」など子ども
による催しを実施し、参加の
機会を設けた。
・市民まつり文化祭（平成
24年10月12日～11月23
日）
様々なイベントの中に小中学
校児童生徒作品展示として文
化祭への参加の機会を設け
た。
・すぐそこ新座春まつり（平
成24年4月7日、8日）にお
いて、「子ども写生教室」、
「小学生フォトコンテスト」
や「俳句をつくろう」など子
ども向けの催しを実施

文化芸術活動に子どもが喜ん
で参加する仕組みづくりを
行った。
・「睡足軒の森紅葉ライト
アップ」（平成２５年１１月
２２日～１２月１日）開催期
間中に「子ども呈茶」を実施
し、参加の機会を設けた。
・「睡足軒の森日本の伝統文
化体験講座ー子ども茶道入門
教室ー」実施
・市民まつり文化祭（平成２
５年１０月１８日～１１月２
４日）
様々なイベントの中に小中学
校児童生徒作品展示として文
化祭への参加の機会を設け
た。
・すぐそこ新座春まつり（平
成２５年４月６日）におい
て、「小学生フォトコンテス
ト」や「俳句をつくろう」な
ど子ども向けの催しを実施

文化芸術活動に子どもが喜ん
で参加する仕組みづくりを
行った。
・「睡足軒の森紅葉ライト
アップ」（平成２６年１１月
２１日～１２月２日）開催期
間中に「子ども呈茶」を実施
し、参加の機会を設けた。
・「睡足軒の森日本の伝統文
化体験講座ー子ども茶道入門
教室ー」実施
・市民まつり文化祭（平成２
５年１０月１８日～１１月２
４日）
様々なイベントの中に小中学
校児童生徒作品展示として文
化祭への参加の機会を設け
た。
・すぐそこ新座春まつり（平
成２５年４月６日）におい
て、「小学生フォトコンテス
ト」や「俳句をつくろう」な
ど子ども向けの催しを実施

掲載あり

睡足軒の森文化事
業の実施
市民まつり文化祭
への支援
“すぐそこ新座”
春まつりでの文化
イベントの実施
子どもの文化芸術
環境の充実

掲載あり 連携事業
生涯学習
スポーツ
課

３－（２）
－イ－⑧

新座市小学生議会・中学
生議会（再掲）

未来を担う子どもたちの
ユニークな意見を市政に
反映するとともに、市政
に対する子どもたちの理
解と関心を深めることを
目的に、市議会議場を使
用して開催する。

実施中 5

　一般質問の作成等を
通じて、小学生・中学
生議員が現在の社会情
勢や市の状況を理解す
る良い機会となってい
ると認識している。
　また、小学生・中学
生議員からの提案が市
の新規事業の実施につ
ながる（例：自転車用
ヘルメットの助成）
等、広聴活動の施策と
しても有意義な事業で
あると認識している。
　課題としては、テー
マの設定（テーマ数を
増やす、テーマを設定
せず小学生・中学生議
員の自由な発想で質問
を作成する等）が挙げ
られる。

　テーマについては、
平成21年度から、設定
したテーマ以外でも質
問することを可能とし
た。今後、テーマ設定
を検討していく。

継続

小学生議会：平成22年
10月16日（土）実施
34人（各校２人）参加
中学生議会：平成22年
10月23日（土）実施
18人（各校３人）参加

未来を担う子どもたちの
ユニークな意見を市政に
反映するとともに、市政
に対する子どもたちの理
解と関心を深めることを
目的に、市議会議場を使
用して開催した。
小学生議会：平成23年
10月15日（土）実施
34人（各校２人）参加
中学生議会：平成2３年
10月2２日（土）実施
18人（各校３人）参加

未来を担う子どもたちの
ユニークな意見を市政に
反映するとともに、市政
に対する子どもたちの理
解と関心を深めることを
目的に、市議会議場を使
用して開催する。
小学生議会：平成25年2
月2日（土）実施
32人（各校2人、当日2
名欠席）参加
中学生議会：平成25年2
月9日（土）実施
16人（各校3人、当日2
人欠席）参加

≪小学生議会≫
１０月１９日（土）実施
６年生３４名（各校２
名）参加
≪中学生議会≫
１０月５日（土）実施
１・２・３年生１７名
（各校３名、当日１名欠
席）参加

≪小学生議会≫
１０月4日（土）実施
６年生３5名（各校２
名、東野小のみ3名）参
加
≪中学生議会≫
１０月１８日（土）実施
１・２年生１８名（各校
３名）参加

掲載あり

・ 小学生議会・
中学生議会、大学
生と市長との懇談
会の実施

掲載なし
秘書広聴
課

３－（２）
－イ－⑨

新座市観光ボランティア
ガイド事業

子どもたちを始め多くの
市民に新座の自然、文
化、歴史を伝え、ふるさ
と意識の醸成を図ること
を目的に観光ボランティ
アガイドによるガイド事
業を展開する。

実施中 4

市内小学生への平
林寺案内について
は、年々増加傾向
にある。又、中学
生からの要望を受
けるなど対応して
いる。

依頼については継続し
て対応することとし、
要望に対し柔軟に対応
できるよう新座市観光
ボランティアガイド協
会と連携を図り体制を
整える。

継続

社会科の授業の一環とし
て、市内小学生68人に
対して、平林寺の案内を
実施した。また、夏休み
の時期に合わせて、新座
市観光ボランティアガイ
ド協会主催による体験ツ
アーを開催し、親子によ
る参加を促した。

社会科の授業の一環とし
て、市内外の小学生214
名に対して、平林寺の案
内を実施した。また、夏
休みの時期に合わせて、
新座市観光ボランティア
ガイド協会主催による体
験ツアー（工場見学と平
林寺散策）を開催し、親
子による参加を促した。

社会科の授業の一環とし
て、市内外の小学生212
人に対して、平林寺の案
内を実施した。また、夏
休みの時期に合わせて、
新座市観光ボランティア
ガイド協会主催による体
験ツアー（ブルーベリー
狩りと野火止用水散策）
を開催し、親子による参
加を促した。

社会科の授業の一環とし
て、市内の小学生329名
に対して平林寺の案内を
実施した。また、夏休み
の時期に合わせて、新座
市観光ボランティアガイ
ド協会主催による体験ツ
アー（ブルーベリー狩り
と野火止用水散策ツ
アー）を開催し、親子に
よる参加を促した。

社会科の授業の一環とし
て、市内の小学生３０１
名に対して平林寺の案内
を実施した。また、夏休
みの時期に合わせて、新
座市観光ボランティアガ
イド協会主催による体験
ツアー（ブドウ狩りと野
火止用水散策ツアー）を
開催し、親子による参加
を促した。

掲載あり

観光ボランティア
ガイドの充実

掲載なし
観光推進
課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

（３）親になるための学習環境の整備

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

３－（３）
－①

育児関連講座の充実（再
掲）

乳幼児期の子どもの成長
にかかわる正しい知識や
親の役割、家庭環境づく
りなど育児に関する学習
機会の提供に努める。

実施中 4

地域子育て支援セ
ンターのない地域
を中心に実施して
いる。地域子育て
支援センター、つ
どいの広場の整備
が進み、事業は縮
小傾向にある。

地域子育て支援セン
ターの整備や他の類似
事業の実施状況を鑑み
ながら、地域的な偏り
がないよう考慮して実
施していく。 継続

「子育てサロン」、「ス
テップ・サロン」などを
主催したほか、運営を委
託している地域子育て支
援センター及びつどいの
広場においても子育てに
関する講座などを実施し
た。

「子育てサロン」、「ス
テップ・サロン」などを
主催したほか、運営を委
託している地域子育て支
援センター及びつどいの
広場においても子育てに
関する講座などを実施し
た。

「子育てサロン」、「ス
テップ・サロン」などを
主催したほか、運営を委
託している地域子育て支
援センター及びつどいの
広場においても子育てに
関する講座などを実施し
た。

「子育てサロン」、「ス
テップ・サロン」などを
主催したほか、運営を委
託している地域子育て支
援センター及びつどいの
広場においても子育てに
関する講座などを実施し
た。

「子育てサロン」、「ス
テップ・サロン」などを
主催したほか、運営を委
託している地域子育て支
援センター及びつどいの
広場においても子育てに
関する講座などを実施し
た。

一部掲載
あり

子育てサロンの実
施

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

３－（３）
－②

子育て支援ネットワーク
事業「子育て講座」（再
掲）

小・中学校入学前の子ど
もを持つすべての保護者
が参加する「就学時健康
診断」や「入学説明
会」、「保護者会」等の
機会を利用して、専門的
な知識や経験を有する者
を講師として招き、家庭
教育や思春期に関する学
習機会を提供することに
より家庭の教育力の向上
を図るとともに、明日の
親となる中学生を対象に
子育て理解に関する講座
を実施する。

実施中 5

子育て講座A・B
は、就学児健診時
や入学説明会時に
実施しているた
め、大半の保護者
の参加が得られて
いる。中高生対象
の子育て講座Cにつ
いては、各学校に
実施希望調査をし
ている。学校のカ
リキュラムに組込
むことが難しい場
合があるものの
年々実施校が増加
している。

各学校との連携を更に
図りながら事業を実施
していく。

継続

子育て講座（Ａ）（Ｂ）
は、小・中学校入学前の
保護者を対象に23講座
実施した。子育て講座
（Ｃ）は、中学生を対象
に13コマ実施した。
（Ａ）新小学１年生保護
者：1,471人
（Ｂ）新中学１年生保護
者：1,164人
（Ｃ）中学生：434人

子育て講座（Ａ）（Ｂ）
は、小・中学校入学前の
保護者を対象に23講座
実施した。子育て講座
（Ｃ）は、中学生を対象
に1５コマ実施した。
（Ａ）新小学１年生保護
者：1,472人
（Ｂ）新中学１年生保護
者：1,186人
（Ｃ）中学生：675人

子育て講座（Ａ）（Ｂ）
は、小・中学校入学前の
保護者を対象に23講座
実施した。子育て講座
（Ｃ）は、中学生を対象
に20コマ実施した。
（Ａ）新小学１年生保護
者：1,441人
（Ｂ）新中学１年生保護
者：1,125人
（Ｃ）中学生：839人

子育て講座（Ａ）（Ｂ）
は、小・中学校入学前の
保護者を対象に23講座
実施した。子育て講座
（Ｃ）は、中学生を対象
に20コマ実施した。
（Ａ）新小学１年生保護
者：1,461人
（Ｂ）新中学１年生保護
者：1,170人
（Ｃ）中学生：844人

子育て講座（Ａ）（Ｂ）
は、小・中学校入学前の
保護者を対象に23講座
実施した。子育て講座
（Ｃ）は、中学生を対象
に26コマ実施した。
（Ａ）新小学１年生保護
者：1,499人
（Ｂ）新中学１年生保護
者：1,318人
（Ｃ）中学生：1,049人

掲載あり

子育てに関する講
座の実施

子育て理解講座の
実施

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

中央公民
館

○中央公民館
絵本の広場（11回・126名）、子育
て応援講座（4回・43名）、保育サ
ポーター（3回、94名）

○野火止公民館
たんぽぽ学級（6回・128名）

○栄公民館
カンガルー学級（7回・81名）

○栗原公民館
折り紙で作る七夕飾り（1回・30
名）、めだかの学級（8回・90名）

○畑中公民館
すくすく学級１（3回・68名）、す
くすく学級２（3回・34名）

○東北コミュニティセンター
子育てラクラク講座（6回・73名）

○西堀・新堀コミュニティセンター
みるく広場（11回・104名）、よち
よち広場（1回・8名）、わかば学級
（6回・95名）

○中央公民館
絵本の広場（12回・182名）、子育て応援
講座（4回・44名）

○野火止公民館
たんぽぽ学級（6回・116名）、絵本を読み
解く（4回・76名）

○栄公民館
カンガルー学級（7回・81名）

○栗原公民館
めだかの学級（9回・91名）

○畑中公民館
すくすく学級（4回・66名）

○大和田公民館
わくわくキッズファイミリ－講座（4回・28
名）

○東北コミュニティセンター
子育てラクラク講座（5回・64名）

○西堀・新堀コミュニティセンター
わかば学級（6回・99名）、よちよち広場
（11回・160名）、みるく広場（11回・
128名）

掲載あり
育児関連講座の充
実

掲載あり 推進・管理事業

　体験学習は、子
どもを中心に環境
や風習、親子のふ
れあいなど多種多
様なニーズに合っ
た講座を企画して
いるが、多くの市
民等が応募するわ
けではなく、関心
を持つ親又は子ど
も達が参加する傾
向が見える。

　多種多様なニーズを
企画するとともに、企
画の段階で多くの参加
を見込むように、興味
関心がない子にとって
も受講してよかったと
思われるような講座を
企画し、新たな受講者
を発掘したい。

継続

〇中央・野火止・栄公民館、東北コミュニ
ティセンター
男女共同参画合同セミナー（４回・52人）
○中央公民館
家庭教育セミナー（7回・82人）、保育サ
ポーター研修会（3回・74人）・大満足！心
と体に効くお弁当作り（３回・48人）・おじ
いちゃん・おばあちゃんのための孫育て講座
（２回・20人）
○野火止公民館
たんぽぽ学級（６回・62人）、布の絵本作り
講座（７回・148人）
○栄公民館
カンガルー学級（8回・114人）、地域をし
なやかに生きるセミナー（１回・13人）、栄
お料理サロン③～子どもの喜ぶ野菜料理～
（１回・10人）
○栗原公民館
めだか学級（７回・133人）、音楽でハート
フルコミュニケーション（3回・43人）、第
２回音楽でハートフルコミュニケーション
（３回・55人）
〇畑中公民館
すくすく学級（７回・164人）
○大和田公民館
わくわくキッズファミリー講座（6回・147
人）
○東北コミュニティセンター
  子育てラクラク講座（4回・37人）
○西堀・新堀コミュニティセンター
赤ちゃんサロン（０歳児～）（11回・156
人）、お父さんの子育て講座 （5回・84
人）、わかば学級企画準備会（２回・６
人）、わかば学級（7回・100人）

〇中央・野火止・栄の各公民館及
び東北コミュニティセンター
男女共同参画合同セミナー(4回・
65名)
○中央公民館
家庭教育セミナー(7回・131
名）、保育サポーター研修会(3
回・82名）・今どきの孫育て・
子育て講座（2回・18名）
○野火止公民館
たんぽぽ学級(6回・108名)
○栄公民館
カンガルー学級(7回・264名)
○栗原公民館
めだか学級(6回・194名)、ハー
トフルコミュニケーション(2回・
38名))
〇畑中公民館
　すくすく学級(7回・195名)
○大和田公民館
わくわくキッズファミリー(4回・
68名)
○東北コミュニティセンター
  子育てラクラク講座(7回・132
名)
○西堀・新堀コミュニティセン
ター
赤ちゃんサロン (11回・106
名)、若葉学級企画順備会(2回・
12名)、わかば学級(7回・94名)

〇中央・野火止・栄公民館及び東
北コミュニティセンター
男女共同参画合同セミナー(４
回・99人）
○中央公民館
家庭教育セミナー（６回・53
人）、保育サポーター研修会（４
回・85人）
○野火止公民館
たんぽぽ学級（６回・45人）
○栄公民館
カンガルー学級（７回・143人）
○栗原公民館
めだか学級（８回・208人）
〇畑中公民館
すくすく学級（７回・136人）
○大和田公民館
わくわくキッズファミリー講座
（６回・92人）
○東北コミュニティセンター
子育てラクラク講座（６回・95
人）
○西堀・新堀コミュニティセン
ター
ミルク広場（０歳児から）（11
回・125人）、わかば学級企画準
備会（２回・９人）、わかば学級
（7回・109人）

３－（３）
－①

育児関連講座の充実（再
掲）

乳幼児期の子どもの成長
にかかわる正しい知識や
親の役割、家庭環境づく
りなど育児に関する学習
機会の提供に努める。

実施中 4
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

（４）子育て支援のための地元大学との連携の推進

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

３－（４）
－①

大学公開講座
市内３大学と行政の連携
を図り、各大学において
公開講座を実施する。

実施中 5

各大学が開設する
講座の内容によっ
て応募者数が変
わってしまうとい
う状況であり、市
としても、これま
ではチラシを広報
の同送品として回
覧していたが、平
成２６年度から同
窓不可となってし
まったため、新た
に効果的なＰＲを
図る必要がある。

広報の掲載内容をこれ
まで以上に詳細にする
とともに、パンフレッ
トの作成部数を増刷す
る。

継続

市内３大学において9月
から12月までの期間、
それぞれの大学の特性を
いかした公開講座を実施
した。延べ参加者数
1,067人

市内3大学において9月
から12月までの期間、
それぞれの大学の特性を
いかした公開講座を実施
した。
延べ参加者数901名

市内3大学において7月
から12月までの期間、
それぞれの大学の特性を
いかした公開講座を実施
した。
延べ参加者数757人

市内3大学において7月
から12月までの期間、
それぞれの大学の特性を
いかした公開講座を実施
した。
延べ参加者数599名

市内3大学において7月
から12月までの期間、
それぞれの大学の特性を
いかした公開講座を実施
した。
延べ参加者数６２０名

掲載あり

市内大学・専門学
校等公開講座の実
施

掲載あり 推進・管理事業
生涯学習
スポーツ
課

３－（４）
－②

新座市民総合大学

市内３大学と行政が連携
し、市民に自分を高め地
域を高める学習の場を提
供し、学んだことを地域
で生かし、生き生きとし
た人生を送れるよう開校
する。

実施中 5

受講者からは比較
的評価を得ている
が、平成２０年度
から現在の３学部
３学科（環境学
部、観光学部及び
文学部）となって
おり、学部によっ
ては応募者が減少
傾向にあるため、
新たな学部の開設
に向けた検討が必
要である。

平成２７年度から新た
な学部学科として健康
増進学部健康づくり学
科を設置した。既存の
観光学部観光都市づく
り学科、文学部子ども
の読書応援学科も内容
を再検討した。 継続

市内３大学の協力を得て
３学部３学科（観光・環
境・文学部）で各学科
17回の講義を開催し
た。また、修了者のうち
希望者に各種サポーター
を委嘱した。
受講者　116人・修了者
103人・委嘱者　60人

市内3大学の協力を得て
3学部3学科（観光・環
境・文学部）で各学科
16回の講義を開催し
た。また、修了者のうち
希望者に各種サポーター
を委嘱した。
受講者　114名
修了者　100名
委嘱者　　62名

市内3大学の協力を得て
3学部3学科（観光・環
境・文学部）で各学科
16回の講義を開催し
た。また、修了者のうち
希望者に各種サポーター
を委嘱した。
受講者　 101人
修了者　　78人
委嘱者　　65人

市内３大学の協力を得て
３学部３学科（観光・環
境・文学部）で各学科
16回の講義を開催し
た。また、修了者のうち
希望者に各種サポーター
を委嘱した。
受講者　97名
修了者　79名
委嘱者　68名

市内３大学の協力を得て
３学部３学科（観光・環
境・文学部）で各学科
16回の講義を開催し
た。また、修了者のうち
希望者に各種サポーター
を委嘱した。
受講者　１１０名
修了者　１００名
委嘱者　８５名

掲載あり

市民総合大学の実
施

掲載なし
生涯学習
スポーツ
課

３－（４）
－③

ピア・サポーター派遣事
業（再掲）

地域の大学の臨床心理系
学部等と連携することに
より、大学生をサポー
ターとして各学校等に派
遣し、不登校児童生徒・
集団不適応児童生徒への
支援活動を行う。また、
大学教授がスーパーバイ
ザーとして専門的な立場
から教員等に指導助言を
行う。

実施中 4

地域の大学の臨床
心理学系、教員養
成系学部と連携す
ることにより、
100人規模で大学
生・大学院生をサ
ポーターとして各
学校等に派遣し、
不登校児童生徒・
集団不適応児童生
徒への支援活動を
行った。平成２５
年度は年間９７名
の学生が、延べ１
０６６回派遣され
た。

派遣人数を継続して確
保していくため、近隣
大学との連携をより深
めていく。

継続

地域の大学の臨床心理系
学部と連携することによ
り、100人規模で大学生
をサポーターとして各学
校等に派遣し、不登校児
童生徒・集団不適応児童
生徒への支援活動を行っ
た。

地域の大学の臨床心理学
系、教員養成系学部や福
祉系学部と連携すること
により、100人規模で大
学生・大学院生をサポー
ターとして各学校等に派
遣し、不登校児童生徒・
集団不適応児童生徒への
支援活動を行った。
派遣回数　1,471回

地域の大学の臨床心理学
系、教員養成系学部と連
携することにより、100
人規模で大学生・大学院
生をサポーターとして各
学校等に派遣し、不登校
児童生徒・集団不適応児
童生徒への支援活動を
行った。
派遣回数　1,137回

地域の大学の臨床心理学
系、教員養成系学部と連
携することにより、100
人規模で大学生・大学院
生をサポーターとして各
学校等に派遣し、不登校
児童生徒・集団不適応児
童生徒への支援活動を
行った。
派遣回数　１，０６６回

地域の大学の臨床心理学
系、教員養成系学部と連
携することにより、100
人規模で大学生・大学院
生をサポーターとして各
学校等に派遣し、不登校
児童生徒・集団不適応児
童生徒への支援活動を
行った。
派遣回数　１，３８７ 回

掲載あり

ピア・サポーター
派遣事業

掲載あり 推進・管理事業
教育相談
センター

３－（４）
－④

学生ボランティアの活用
各種催しや事業において
学生ボランティアの活用
を進める。

終了 廃止

でんでんむしの家（発
達、育児支援を必要とさ
れる児童及び親（家庭）
に対する集団指導）参加
者児童の保育について、
年間を通じて十文字学園
女子大学の学生ボラン
ティア10人程度の協力
を得た。

十文字学園女子大学のカ
リキュラムの変更に伴
い、協力を依頼すること
が困難になったため廃
止。

廃止
十文字学園女子大学のカ
リキュラムの変更に伴
い、協力を依頼すること
が困難になったため。

平成23年度から廃止 平成23年度から廃止

掲載なし 掲載なし
児童福祉
課

３－（４）
－④

学生ボランティアの活用
各種催しや事業において
学生ボランティアの活用
を進める。

実施中 5

学生による活動の
ため、市民等から
の依頼には、休日
及び長期休暇等大
学の休校日で対応
していただいてい
る。

今後も学生に無理のな
いよう、同様の対応と
する。

継続

立教大学学生　1団体
ジャグリング、マジック
バルーン、パントマイム
等のパフォーマンスを
行っている。
依頼件数８回、成立２件

・立教大学学生　1団体
　ジャグリング、マジッ
クバルーン、パントマイ
ム等のパフォーマンスを
行った。
　依頼件数７回、成立４
件

・立教大学学生　1団体
　ジャグリング、マジッ
クバルーン、パントマイ
ム等のパフォーマンスを
行っている。
依頼件数11回、成立4件

・立教大学学生　１団体
　ジャグリング、マジッ
クバルーン、パントマイ
ム等のパフォーマンスを
行っている。
依頼件数１０件、成立４
件

・立教大学学生　１団体
　ジャグリング、マジッ
クバルーン、パントマイ
ム等のパフォーマンスを
行っている。
依頼件数６件、成立５件

掲載なし 掲載なし
生涯学習
スポーツ
課

３－（４）
－④

学生ボランティアの活用
各種催しや事業において
学生ボランティアの活用
を進める。

実施中 4

各小・中学校で学
生ボランティア
（インターンシッ
プ制度）を活用し
ている。

更なる活用方法につい
て検討する必要があ
る。

継続

年2回（8～9月、1～3
月）、教育活動の補助の
ため十文字学園女子大学
の学生ボランティアの活
用を推進した。　　延べ
174人参加

年2回（8～9月、1～3
月）、教育活動の補助の
ため十文字学園女子大学
の学生ボランティアの活
用を推進した。　　延べ
174人参加。

年2回（8～9月、2～3
月）、教育活動の補助の
ため十文字学園女子大学
の学生ボランティアの活
用を推進した。　　延べ
206人参加

６月から通年で学生ボラ
ンティアの活用を進め
た。

６月から通年で学生ボラ
ンティアの活用を進め
た。

掲載あり
学生ボランティア
の活用

掲載なし 指導課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

３－（４）
－⑤

市内３大学との連携の推
進

子育て支援に関する調
査・研究及び事業の推進
に当たり、様々な機会を
とらえて市内３大学との
連携を図る。

実施中 3

新座市次世代育成
支援対策地域協議
会において学識経
験者として３大学
の教授を委員とし
て招き、計画の推
進に当たり連携を
強化した。また、
様々な事業におい
て、市民への学習
機会の提供事業等
を連携して実施し
た。大学により、
連携の度合いに差
がある。

各大学の特性を活か
し、連携を深める。

継続

新座市次世代育成支援対
策地域協議会において学
識経験者として３大学の
教授を委員として招き、
計画の推進に当たり連携
を強化した。また、様々
な事業において、市民へ
の学習機会の提供事業等
を連携して実施した。

新座市次世代育成支援対
策地域協議会において学
識経験者として３大学の
教授を委員として招き、
計画の推進に当たり連携
を強化した。また、様々
な事業において、市民へ
の学習機会の提供事業等
を連携して実施した。

新座市次世代育成支援対
策地域協議会において学
識経験者として３大学の
教授を委員として招き、
計画の推進に当たり連携
を強化した。また、様々
な事業において、市民へ
の学習機会の提供事業等
を連携して実施した。

新座市次世代育成支援対
策地域協議会において学
識経験者として３大学の
教授を委員として招き、
計画の推進に当たり連携
を強化した。また、様々
な事業において、市民へ
の学習機会の提供事業等
を連携して実施した。

新座市次世代育成支援対
策地域協議会において学
識経験者として３大学の
教授を委員として招き、
計画の推進に当たり連携
を強化した。また、様々
な事業において、市民へ
の学習機会の提供事業等
を連携して実施した。

一部掲載
あり

関係機関との連携
の推進

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

３－（４）
－⑥

市内３大学学生と市長と
の懇談会

柔軟な思考により斬新な
アイデアの提案ができる
大学生から市政に対する
提言等を得るため、市内
３大学に通学する学生を
対象として開催する。

実施中 3

　当該事業は、第
４次基本構想総合
振興計画前期基本
計画に位置付けた
事業として開催し
ているものであ
る。当該事業の実
施状況等を勘案
し、議会形式で行
う学生議会への発
展を含め、当該事
業を今後どのよう
にしてより効果的
な事業に発展させ
ていくかが課題と
なっている。

　市内３大学学生と市
長との懇談会がより効
果的な事業となるよ
う、今後も当該事業を
継続して実施し、事業
の効果等の検証を行っ
ていく。

継続

平成22年11月７日
（土）に、市内３大学学
生12人（各校４人）が
参加し、市長及び教育長
との懇談会を実施した。

柔軟な思考により斬新な
アイデアの提案ができる
大学生から市政に対する
提言等を得るため、市内
３大学に通学する学生を
対象として開催した。
平成23年11月20日
（日）に、市内３大学学
生12人（各校4人）が参
加し、市長及び教育長と
の懇談会を実施した。

柔軟な思考により斬新な
アイデアの提案ができる
大学生から市政に対する
提言等を得るため、市内
3大学に通学する学生を
対象として開催する。
平成24年11月17日
（土）に、市内3大学学
生12人（各校4人）が参
加し、市長及び教育長と
の懇談会を実施した。

１２月８日（日）実施
１２名（各校４名）参加

１１月８日（土）実施
１２名（各校４名）参加

掲載あり

・ 小学生議会・
中学生議会、大学
生と市長との懇談
会の実施

掲載なし
秘書広聴
課

３－（４）
－⑦

インターンシップ実習生
の受入れ

公務職場での就業体験を
希望する学生を受け入
れ、公務に対する理解を
深めてもらうとともに、
学校卒業後の就職のイ
メージをつかんでもら
い、学生生活の充実と就
業に向けた意識・啓発を
図る。

実施中 4

　インターンシッ
プは、学生が在学
中に企業等での就
業体験をすること
により、日ごろ学
んでいる教育内容
について深く理解
すること、将来の
進路を決定する上
での契機とするこ
とを目的とし、平
成１３年度から実
施しているもので
あり、一定の成果
が出ている。

　今後も、引き続き実
習生を受け入れ、職場
実習を行っていく。

継続

　８月１９日から９月２
日の日程で、学生１３人
をインターンシップ生と
して受け入れた。

　8月2４日から9月7日
までの日程で、大学生
13名をインターンシッ
プ生として受け入れた。

　6月19日から26日ま
での日程で、新座総合技
術高校の学生5人をイン
ターンシップ生として受
け入れた。
　また、8月21日から9
月4日の予定で、学生15
人をインターンシップ生
として受け入れた。

　６月１８日から２５日
までの日程で、新座総合
技術高等学校の学生６名
をインターンシップ生と
して受入れた。
　また、８月２２日から
９月５日までの日程で、
市内大学外４大学から学
生１４名をインターン
シップ生として受け入れ
た。

　６月１８日から２５日
までの日程で、新座総合
技術高等学校の学生６名
をインターンシップ生と
して受入れた。
　また、８月２１日から
９月４日までの日程で、
市内大学外４大学から学
生１６名をインターン
シップ生として受け入れ
た。

掲載なし 掲載なし 人事課

４　親も子も住みやすい安全・安心なまちづくり

（１）子どもの権利を守るための環境整備

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

４－（１）
－①

児童の権利に関する啓発

子どもの保護と基本的人
権の尊重を促進すること
を目的とした「子どもの
権利条約」の啓発・普及
に努める。

実施中 5

広報紙やホーム
ページで子どもの
権利条約の周知を
図っている。

周知により効果的な時
期をとらえて啓発を
行っていく。

継続

子どもの保護と基本的人
権の尊重を促進すること
を目的とした「子どもの
権利条約」の啓発・普及
に努めた。広報にいざ５
月号に啓発記事掲載。

子どもの保護と基本的人
権の尊重を促進すること
を目的とした「子どもの
権利条約」の啓発・普及
に努めた。
広報にいざ5月号に啓発
記事掲載

子どもの保護と基本的人
権の尊重を促進すること
を目的とした「子どもの
権利条約」の啓発・普及
に努めた。
広報にいざ5月号に啓発
記事掲載

子どもの保護と基本的人
権の尊重を促進すること
を目的とした「子どもの
権利条約」の啓発・普及
に努めた。広報5月号に
啓発記事を掲載。

子どもの保護と基本的人
権の尊重を促進すること
を目的とした「子どもの
権利条約」の啓発・普及
に努めた。広報5月号に
啓発記事を掲載。 掲載なし 掲載あり 推進・管理事業

児童福祉
課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

４－（１）
－②

新座市要保護児童対策地
域協議会（再掲）

要保護児童を支援するた
め、福祉・保健・医療・
教育・警察など関係機関
が連携し、子どもや家族
への援助の方法や対策を
協議し対応を図る。

実施中 5

虐待防止啓発の効
果もあり、虐待通
報は増加傾向。関
係機関での連携も
より密なものとし
て虐待ケースに臨
む必要がある。

関係機関を対象に研修
（年２回）を実施。資
質向上に努める。

継続

代表者会議２回（うち１
回はCAP研修）、実務者
会議４回、個別ケース検
討会議46回実施。

代表者会議2回（うち1
回はCAP研修）、実務者
会議5回（臨時会議
含）、個別ケース検討会
議6７回、研修会１回実
施。

代表者会議2回（うち1
回はCAP研修）、実務者
会議12回、個別ケース
検討会議123回、研修会
1回実施。

代表者会議２回（うち１
回はCAP研修）
実務者会議12回
個別ケース検討会議91
回
研修会１回

代表者会議２回（うち１
回はCAP研修）
実務者会議12回
個別ケース検討会議７４
回
研修会１回

掲載あり

関係機関との連携
による児童虐待防
止体制の充実

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

（２）子育てを支援する生活環境の整備

ア　良好な居住環境の確保

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

４－（２）
－ア－①

優良な賃貸住宅の供給促
進

市民の多様な住宅需要に
対応するため、一定の所
得者に家賃補助を行う特
定優良賃貸住宅の誘致を
進めるとともに、制度紹
介を行う。

実施中 5

特になし これまでと同様に対応
する

継続

市民の多様な住宅需要に
対応するため、一定の所
得者に家賃補助を行う特
定優良賃貸住宅の制度紹
介を行った。なお、特定
優良賃貸住宅の誘致は行
わなかった。

市民の多様な住宅需要に
対応するため、一定の所
得者に家賃補助を行う特
定優良賃貸住宅の制度紹
介を行った。なお、特定
優良賃貸住宅の誘致は行
わなかった。

市民の多様な住宅需要に
対応するため、一定の所
得者に家賃補助を行う特
定優良賃貸住宅の制度紹
介を行った。なお、特定
優良賃貸住宅の誘致は行
わなかった。

市民の多様な住宅需要に
対応するため、一定の所
得者に家賃補助を行う特
定優良賃貸住宅の制度紹
介を行った。なお、特定
優良賃貸住宅の誘致は行
わなかった。

市民の多様な住宅需要に
対応するため、一定の所
得者に家賃補助を行う特
定優良賃貸住宅の制度紹
介を行った。なお、特定
優良賃貸住宅の誘致は行
わなかった。

掲載なし 掲載なし
まちづく
り計画課

４－（２）
－ア－②

知っておきたい！！住宅
制度の周知

公営住宅の利用方法、住
宅資金融資制度、建物の
改造・改築への助成制度
などを紹介した「みんな
でつくる　元気の出るま
ちづくり　知っておきた
い！！住宅制度」をホー
ムページに掲載、窓口に
て閲覧に供する。

実施中 5

特になし これまでと同様に対応
する

継続

公営住宅の利用方法、住
宅資金融資制度、建物の
改造・改築への助成制度
などを紹介した「みんな
でつくる　元気の出るま
ちづくり　～知っておき
たい！住宅制度」につい
て、内容を改訂し、ホー
ムページに掲載及び窓口
にて閲覧を行った。

公営住宅の利用方法、住
宅資金融資制度、建物の
改造・改築への助成制度
などを紹介した「みんな
でつくる　元気の出るま
ちづくり　～知っておき
たい！！住宅制度」につ
いて、内容を改訂し、
ホームページに掲載及び
窓口にて閲覧を行った。

公営住宅の利用方法、住
宅資金融資制度、建物の
改造・改築への助成制度
などを紹介した「みんな
でつくる　元気の出るま
ちづくり～知っておきた
い！！住宅制度」につい
て、内容を改訂し、ホー
ムページに掲載及び窓口
にて閲覧を行った。

公営住宅の利用方法、住
宅資金融資制度、建物の
改造・改築への助成制度
などを紹介した「みんな
でつくる　元気の出るま
ちづくり　～知っておき
たい！！住宅制度」につ
いて、内容を改訂し、
ホームページに掲載及び
窓口にて閲覧を行った。

公営住宅の利用方法、住
宅資金融資制度、建物の
改造・改築への助成制度
などを紹介した「みんな
でつくる　元気の出るま
ちづくり　～知っておき
たい！！住宅制度」につ
いて、内容を改訂し、
ホームページに掲載及び
窓口にて閲覧を行った。

掲載なし 掲載なし
まちづく
り計画課

４－（２）
－ア－③

新座市都市計画マスター
プランの推進

「みずとみどりに恵まれ
た心地よいまちをめざし
て」を基本理念に、恵ま
れた自然環境を生かしな
がら、安全性、利便性、
快適性のバランスのとれ
たまちづくりを推進す
る。

実施中 3

特になし 前期計画の評価時に課
題であった景観に関す
る事項について、景観
条例等を定め運用して
いる。

継続

①　地区計画制度等によ
り、良好な居住環境の維
持・創出に努めた。
②　良好な景観の形成を
促進するため、新座市景
観計画の策定及び新座市
景観条例の制定を行っ
た。
③　土地区画整理事業の
推進により、良好な居住
環境の整備に努めた。
（市施行：新座駅南口第
２地区、新座駅北口地
区、組合施工：栄・池田
地区、新堀二丁目地区）

①　地区計画制度等によ
り、良好な居住環境の維
持・創出に努めた。
②　良好な景観の形成を
促進するため、景観法、
新座市景観計画及び新座
市景観条例に基づき、規
制・誘導を行った。
③　土地区画整理事業の
推進により、良好な居住
環境の整備に努めた。
（市施行：新座駅南口第
２地区、新座駅北口地
区、組合施行：栄・池田
地区、新堀二丁目地区
※）
※H23.8.1事業完了

①地区計画制度等によ
り、良好な居住環境の維
持・創出に努めた。
②良好な景観の形成を促
進するため、景観法、新
座市景観計画及び新座市
景観条例に基づき、規
制・誘導を行った。
③土地区画整理事業の推
進により、良好な居住環
境の整備に努めた。（市
施行：新座駅南口第２地
区、新座駅北口地区、組
合施行：栄・池田地区
※）
※H25.2.8事業完了

①　地区計画制度等によ
り、良好な居住環境の維
持・創出に努めた。
②　良好な景観の形成を
促進するため、景観法、
新座市景観計画及び新座
市景観条例に基づき、規
制・誘導を行った。
③　土地区画整理事業の
推進により、良好な居住
環境の整備に努めた。
（市施行：新座駅南口第
２地区、新座駅北口地
区）

①　地区計画制度等によ
り、良好な居住環境の維
持・創出に努めた。
②　良好な景観の形成を
促進するため、景観法、
新座市景観計画及び新座
市景観条例に基づき、規
制・誘導を行った。
③　土地区画整理事業の
推進により、良好な居住
環境の整備に努めた。
（市施行：新座駅南口第
２地区、新座駅北口地
区）

一部掲載
あり

・地区計画の変更
・組合等土地区画
整理事業への支援
・東北土地区画整
理事業の推進
・新座市景観条例
等に基づく規制の
実施

掲載なし
まちづく
り計画課

４－（２）
－ア－④

シックハウス対策

居住者等が有害化学物質
（ホルムアルデヒド・ク
ロルピリホス）による室
内空気汚染によって衛生
上の支障が生じないよ
う、建築材料及び換気設
備について審査を行う。

実施中 3

建築確認の際に審
査をしており、今
後とも厳正な審査
を行っていく。

厳正な審査を継続して
いく。

継続

建築確認申請書におい
て、建築材料及び換気設
備についての厳正な審査
を行った。

建築確認申請書におい
て、建築材料及び換気設
備についての厳正な審査
を行った。

建築確認申請書におい
て、建築材料及び換気設
備についての厳正な審査
を行った。

　建築確認申請書におい
て、建築材料及び換気設
備についての厳正な審査
を行った。

　建築確認申請書におい
て、建築材料及び換気設
備についての厳正な審査
を行った。

掲載なし ― 掲載なし
建築開発
課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

イ　安全な道路交通環境の整備

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

４－（２）
－イ－①

道路改良１０か年基本計
画ＰＡＲＴⅡの推進

「まちづくりは道路か
ら」を基本に、計画的に
道路の拡幅や歩道の設置
等を行い、安全で快適な
道路行政の推進のもと危
険箇所や交通渋滞の解消
を図る。

実施中 4

　道路用地の確保
にあたり、土地所
有者の協力が前提
となってくるが、
所有者によっては
様々な事情により
土地を売却するこ
とへの協力が得ら
れないこともあ
り、計画通りに進
められないことが
ある。

　利害関係者への理解
協力が得られるよう粘
り強く折衝していく。

継続

市道第41-02号線、市
道第41-03号線及び市
道第41-18号線につい
て推進した。

事業名を「道路改良10
か年基本計画パートⅢの
推進」（H23.2策定）と
する。
道路改良10か年基本計
画パートⅢに基づき、安
全で快適な市道の整備を
図った。
実施路線：市道第41－
03号線、市道第21－
02号線、市道第41－
01号線、市道第62－
07号線

道路改良10か年基本計
画パートⅢに基づき、安
全で快適な市道の整備を
図った。
実施路線：市道第12-
06号線、市道第41-52
号線、市道第41-03号
線、市道第63-06号線

「道路改良１０か年基本
計画パートⅢ」に基づ
き、安全で快適な市道の
整備を図った。
実施路線：市道第１２－
０６号線、市道第１３－
０５号線、市道第６４－
２２号線外

「道路改良１０か年基本
計画パートⅢ」の見直し
を実施
　見直し計画に基づき、
安全で快適な市道の整備
を図るため用地を取得し
た。
取得路線：市道第１２－
０６号線、市道第４１－
０２号線外
整備路線：市道第１２－
０６号線

掲載あり

道路の拡幅と歩道
の整備

掲載あり 連携事業 道路課

４－（２）
－イ－②

生活道路拡幅整備事業

新座市道で1.8ｍ以上
4.8ｍ未満の道路を生活
道路として位置付け、建
築行為等に際して道路中
心から2.4ｍの後退を推
進し、建築主の理解と協
力のもと、交通安全上の
配慮はもとより、災害時
の避難、緊急車両等の通
行や消防活動の円滑化を
図る。

実施中 4

　狭小住宅につい
ては、道路後退に
よる影響が大きい
ため、協力が得ら
れることはほぼな
い。
　相談を受けた後
の予算確保のた
め、処理までに時
間がかかる。

　制度の更なる周知を
図るとともに、機会を
捉えて事業協力を進め
ていく。

継続

本市の財政状況を鑑み、
土地所有者の協力のも
と、無償による生活道路
の拡幅を推進した。

道路改良10か年基本計
画パートⅢ及び新座市生
活道路拡幅整備要綱に基
づき、狭隘な生活道路の
整備を図った。
　実施路線：市道第51
－20号線、市道第42－
24号線、市道第42－
27号線

　申請がなかったため未
実施

道路改良10か年基本計
画パートⅢ及び新座市生
活道路拡幅整備要綱に基
づき、狭隘な生活道路の
整備を図った。
申請１件　取得面積３．
９８㎡
実施路線：市道第５６－
０５号線

　申請がなかったため未
実施

掲載あり

道路の拡幅と歩道
の整備

掲載あり 連携事業 道路課

４－（２）
－イ－③

カーブミラーの整備
交通事故防止のため、必
要に応じて、公道との交
差点に整備する。

実施中 4

交通事故防止のた
め、必要に応じて
公道との交差点に
整備している。

引き続き、交通事故防
止のため、必要に応じ
て公道との交差点に整
備する。

継続

交通事故防止のため、公
道との交差点等に道路反
射鏡（カーブミラー）を
整備した。
新設20基（一面鏡13
基、二面鏡７基）、修繕
67基

交通事故防止のため、公
道との交差点等に道路反
射鏡（カーブミラー）を
整備した。
新設12期、修繕79基

交通事故防止のため、公
道との交差点等に道路反
射鏡（カーブミラー）を
整備した。
新設16基、修繕97基

交通事故防止のため、公
道との交差点等に道路反
射鏡（カーブミラー）を
整備した。
新設10基、修繕79基

交通事故防止のため、公
道との交差点等に道路反
射鏡（カーブミラー）を
整備した。
新設１４基、修繕９０基

掲載あり

交通安全施設（道
路反射鏡、道路照
明灯、道路警戒標
識など）の整備

掲載あり 連携事業
市民安全
課

４－（２）
－イ－④

生活道路での通行車両の
進入抑制・速度抑制

生活道路での安全確保の
ため、新座警察署と連携
し、車両の進入抑制・速
度抑制を図る。

実施中 4

生活道路での安全
確保のため、新座
警察署と連携し、
車両の進入抑制・
速度抑制を行って
いる。

引き続き、生活道路で
の安全確保のため、新
座警察署と連携し、車
両の進入抑制・速度抑
制を図る。 継続

生活道路での安全確保の
ため、必要に応じて、啓
発看板を設置するなどの
働きかけを行った。

生活道路での安全確保の
ため、必要に応じて、啓
発看板を設置するなどの
働きかけを行った。

生活道路での安全確保の
ため、必要に応じて、啓
発看板を設置するなどの
働きかけを行った。

生活道路での安全確保の
ため、新座警察署と連携
し、車両の進入抑制・速
度抑制を行った。

生活道路での安全確保の
ため、新座警察署と連携
し、車両の進入抑制・速
度抑制を行った。

掲載なし 掲載あり 連携事業
市民安全
課

４－（２）
－イ－⑤

交通安全看板等の設置

市内における交通事故等
の抑止のため、電柱等に
交通安全に関する看板を
設置する。

実施中 4

引き続き、市内に
おける交通事故等
の抑止のため、電
柱等に交通安全に
関する看板を設置
している。

引き続き、市内におけ
る交通事故等の抑止の
ため、電柱等に交通安
全に関する看板を設置
する。 継続

市内における交通事故等
の抑止のため、交通安全
に関する啓発看板を設置
した。

市内における交通事故等
の抑止のため、交通安全
に関する啓発看板を設置
した。

市内における交通事故等
の抑止のため、交通安全
に関する啓発看板を設置
した。

市内における交通事故等
の抑止のため、電柱等に
交通安全に関する看板を
設置した。

市内における交通事故等
の抑止のため、電柱等に
交通安全に関する看板を
設置した。 一部掲載

あり

交通安全施設（道
路反射鏡、道路照
明灯、道路警戒標
識など）の整備

掲載あり 連携事業
市民安全
課

４－（２）
－イ－⑥

夜間の交通事故防止対策
夜間の交通事故防止のた
め、必要に応じて、道路
照明灯を整備する。

実施中 4

夜間の交通事故防
止のため、必要に
応じて、道路照明
灯を整備してい
る。

引き続き、夜間の交通
事故防止のため、必要
に応じて道路照明灯を
整備する。

継続

市道に、道路照明灯を整
備した。
・新設45基（水銀灯３
基、蛍光灯42基）
・修繕1,683基

市道に、道路照明灯を整
備した。
新設35基
修繕1,560基

市道に、道路照明灯を整
備した。
新設32基
修繕1,476基

市道に、道路照明灯を整
備した。
新設29基
修繕1,615基

市道に、道路照明灯を整
備した。また、一部を除
く市で管理する道路照明
灯を、LED灯に交換し
た。(8848基）
新設２６基（LED灯）
修繕５３９基

掲載あり

道路照明灯のLED
化の推進

掲載あり 連携事業
市民安全
課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

ウ　安心して外出できる環境の整備

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

４－（２）
－ウ－①

公共施設等のユニバーサ
ルデザイン化の推進

埼玉県福祉のまちづくり
条例に基づき、道路や公
共施設のユニバーサルデ
ザイン化を進める。学校
施設では、障がいのある
児童生徒に対応するため
のバリアフリー化を進め
る。

実施中 4

　道路改良１０か
年計画にある改良
箇所すべてを、早
期に実現すること
は財政上困難であ
り、歩道がない場
所や、段差等のバ
リアが長期間放置
される恐れがあ
る。

　市民の意見・要望を
十分に配慮し、効率的
で効果的な事業を優先
的に実施する。

継続

歩道整備工事の実施　延
長942ｍ

歩道整備工事の実施　延
長1,238ｍ

歩道整備工事の実施　延
長596ｍ

歩道整備工事の実施　延
長８９７ｍ

歩道整備工事の実施　延
長８２６ｍ

掲載あり

道路のバリアフ
リー化の実施

掲載あり 連携事業 道路課

４－（２）
－ウ－①

公共施設等のユニバーサ
ルデザイン化の推進

埼玉県福祉のまちづくり
条例に基づき、道路や公
共施設のユニバーサルデ
ザイン化を進める。学校
施設では、障がいのある
児童生徒に対応するため
のバリアフリー化を進め
る。

実施中 3

エレベーター設置
工事など、費用が
非常にかかるもの
については、障が
いの重さなどから
検討を必要とす
る。
多目的トイレにつ
いて、1階のみに設
置しており、必要
とする方は1階まで
下りる必要があ
る。

トイレ部分のバリアフ
リー化は大きく進ん
だ。今後は、学校全体
のバリアフリー化を進
めていくこと、また学
校ごとで偏りが出ない
ように対応していくこ
とが必要となる。 継続

トイレのバリアフリーに
係る改修を４校行った
（片山小学校、第四小学
校、新座中学校、第二中
学校屋内運動場）。
エレベーター設置工事を
２校行った（第二中学
校、第六中学校）。平成
２１年度からの繰越事
業。

トイレのバリアフリーに
係る改修又は増築を2校
行った（第三中学校武道
場、第五中学校校舎）。
エレベーター設置工事を
1校行った（第五中学
校）。

トイレのバリアフリーに
係る改修を２校行った
（八石小学校校舎、野寺
小学校校舎）。

○トイレのバリアフリー
に係る改修を実施した。
校舎：新堀小、栄小、第
四中
屋内運動場：西堀小、片
山小、八石小、東北小、
野寺小、池田小、新堀
小、栄小、新開小、栗原
小、陣屋小、新座小、新
座中、第三中、第六中
○エレベーター設置工事
を１校実施した（第四中
学校）。

トイレのバリアフリーに
係る改修を実施した。
校舎：東北小、野火止
小、池田小、石神小、新
開小、栗原小

掲載なし 掲載あり 連携事業
教育総務
課

４－（２）
－ウ－②

ノンステップバス購入費
の補助

ノンステップバスの普及
を促進するため、バス事
業者に対して、国、県と
協調してバス購入費の補
助を行う。

実施中 4

国、県と調整して
バス購入費の補助
を行っている。

バス業者がノンステッ
プバスを購入しやすく
するため、国・県と協
調してバス購入費の補
助を行う。

継続

ノンステップバスの購入
を促進するため、バス事
業者に対して、国、県と
協調して補助金を交付し
た。
・補助額：986,000円
（４台購入分）
・交付先：西武バス株式
会社

ノンステップバスの購入
を促進するため、バス事
業者に対して、国、県と
協調して補助金を交付し
た。
補助額：1,534,000円
（5台購入分）
交付先：西武バス株式会
社

ノンステップバスの購入
を促進するため、バス事
業者に対して、国、県と
協調して補助金を交付し
た。
補助額：2,445,000円
（6台購入分）
交付先：西武バス株式会
社

ノンステップバスの購入
を促進するため、バス事
業者に対して、国、県と
協調して補助金を交付し
た。
補助額：3,167,000円
（7台購入分）
交付先：西武バス株式会
社及び東武バス株式会社

ノンステップバスの購入
を促進するため、バス事
業者に対して、国、県と
協調して補助金を交付し
た。
補助額：2,880,000円
（６台購入分）
交付先：西武バス株式会
社

掲載あり

ノンステップバス
導入への助成

掲載あり 連携事業
市民安全
課

４－（２）
－ウ－③

赤ちゃんの駅

授乳及びおむつ替え等の
対応可能な施設を「赤
ちゃんの駅」として指定
し、乳幼児連れの保護者
が安心して外出できる環
境の整備を図る。

実施中 4

赤ちゃんの駅設置
数は４１か所とな
り、今後は公立保
育園7園を指定予定
である。市内にお
いてはほぼ網羅し
たと考えられる。

今後該当の施設があれ
ば依頼していく

継続

平成22年度は、埼玉県
の「赤ちゃんの駅」市町
村設置事業費補助金を活
用し、赤ちゃんの駅指定
施設に対し、備品の整備
を行った。（おむつ交換
台　外23点）

新座市指定施設　40施
設

新座市指定施設　41施
設

新座市指定施設　41施
設

新座市指定施設４５施設

掲載あり

赤ちゃんの駅の充
実

掲載あり 連携事業
子育て支
援課

４－（２）
－ウ－④

子育てバリアフリー情報
の提供（再掲）

乳幼児を連れて外出する
際の遊び場、授乳コー
ナー、子ども連れに優し
いトイレの設置場所など
を示した子育てバリアフ
リー情報を提供する。

実施中 5

にいざ子育て情報
誌に子育てバリア
フリーマップの要
素を取り入れ、広
く市民に配布して
いる。子育て情報
誌をホームページ
に掲載すること
で、より多くの市
民に情報提供をす
ることができた。

子育て情報誌をはじ
め、ホームページ等を
通じて、今後も情報提
供を続けていく。

継続

子育てバリアフリーマッ
プの要素を取り入れた
「子育て情報誌」を
4,000部作成し発行し
た。

子育てバリアフリーマッ
プの要素を取り入れた
「子育て情報誌」を
4,000部作成し発行し
た。

子育てバリアフリーマッ
プの要素を取り入れた
「子育て情報誌」を
4,000部作成し発行し
た。

子育てバリアフリーマッ
プの要素を取り入れた
「子育て情報誌」を
4,000部作成し発行し
た。

子育てバリアフリーマッ
プの要素を取り入れた
「子育て情報誌」を
4,000部作成し発行し
た。

掲載なし 掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

エ　子どもを取り巻く有害環境対策の推進

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

４－（２）
－エ－①

健全育成対策の充実

子どもが心身共に健全に
成長できるよう、非行防
止啓発活動、文化、ス
ポーツ等コミュニティ活
動、青少年活動指導者の
育成等を通じて地域社会
また、子どもの権利を侵
害する児童買春、ポルノ
等を防止するため､児童
買春・児童ポルノ禁止法
を普及啓発する。が一体
となり、健全育成対策を
推進する。

実施中 4

　関係団体等の協
力は多く得ている
が、一般市民の参
加が少ない状況で
ある。

　各種事業を継続、実
施するとともに、青少
年健全育成を広く市民
に啓発する。

継続

・青少年市民会議主催に
よる心の声かけ運動を市
内各中学校で年２回実施
（参加者数913人）
・子ども会連合会、青少
年相談員協議会の実施す
る各種イベントを通じ、
青少年健全育成活動を推
進した。

・青少年市民会議主催に
よる心の声かけ運動を市
内各中学校で年2回実施
（参加者数730人）
・子ども会連合会、青少
年相談員協議会の実施す
る各種イベントを通じ、
青少年健全育成活動を推
進した。

・青少年市民会議主催に
よる心の声かけ運動を市
内各中学校で年2回実施
（参加者数866人）
・子ども会連合会、青少
年相談員協議会の実施す
る各種イベントを通じ、
青少年健全育成活動を推
進した。

・青少年市民会議主催に
よる心の声かけ運動を市
内各中学校で年２回実施
（参加者数８19人）
・子ども会連合会、青少
年相談員協議会の実施す
る各種イベントを通じ、
青少年健全育成活動を推
進した。

・青少年市民会議主催に
よる心の声かけ運動を市
内各中学校で年2回実施
（参加者数8０８人）
・子ども会連合会、青少
年相談員協議会の実施す
る各種イベントを通じ、
青少年健全育成活動を推
進した。 掲載なし 掲載あり 推進・管理事業

生涯学習
スポーツ

課

４－（２）
－エ－②

青少年育成推進員活動へ
の支援

青少年の健全育成を図る
ことを目的に、青少年育
成埼玉県民会議会長から
委嘱された青少年育成推
進員による様々な活動を
支援する。

実施中 4

　青少年育成推進
員会が独自に事業
を展開しているこ
とから、財政支
援、自主的活動の
場の提供、事務の
協力等を行ってい
る。

　引き続き、青少年を
取り巻く環境や青少年
育成推進員会の活動状
況に応じて、支援をし
ていく。

継続

・青少年育成推進員によ
る埼玉県青少年健全育成
条例の普及啓発活動を支
援した。
・青少年育成推進員会の
実施する各種の健全育成
活動を支援した。

・青少年育成推進員によ
る埼玉県青少年健全育成
条例の普及啓発活動を支
援した。
・青少年育成推進員会の
実施する各種の健全育成
活動を支援した。

・青少年育成推進員によ
る埼玉県青少年健全育成
条例の普及啓発活動を支
援した。
・青少年育成推進員会の
実施する各種の健全育成
活動を支援した。

・青少年育成推進員によ
る埼玉県青少年健全育成
条例の普及啓発活動を支
援した。
・青少年育成推進員会の
実施する各種の健全育成
活動を支援した。

・青少年育成推進員によ
る埼玉県青少年健全育成
条例の普及啓発活動を支
援した。
・青少年育成推進員会の
実施する各種の健全育成
活動を支援した。

掲載あり

青少年育成推進員
活動への支援

掲載あり 連携事業
生涯学習
スポーツ
課

（３）子ども等の安全の確保

ア　子どもの交通安全を確保するための活動の推進

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

４－（３）
－ア－①

交通指導員の配置

主に小学生の登校、下校
時の交通安全を図るた
め、市内通学路の交差点
等に交通指導員を配置す
る。

実施中 4

子どもたちの安全
確保に従事してい
る。

今後も子どもたちの安
全を守るため、交通指
導員を配置し、立哨指
導を行う。

継続

主に小学校の登校・下校
時の交通安全を図るた
め、市内の通学路の交差
点等に交通指導員を配置
し、立哨指導を行った。

主に小学校の登校・下校
時の交通安全を図るた
め、市内の通学路の交差
点等に交通指導員を配置
し、立哨指導を行った。

主に小学校の登校・下校
時の交通安全を図るた
め、市内の通学路の交差
点等に交通指導員を配置
し、立哨指導を行った。

主に小学校の登校・下校
時の交通安全を図るた
め、市内の通学路の交差
点等に交通指導員を配置
し、立哨指導を行った。

主に小学校の登校・下校
時の交通安全を図るた
め、市内の通学路の交差
点等に交通指導員を配置
し、立哨指導を行った。 一部掲載

あり

安全な交通環境の
整備

掲載あり 連携事業
市民安全
課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

４－（３）
－ア－②

交通安全推進協議会によ
る交通安全運動の実施

市、新座警察署を始めと
する交通安全関連団体、
機関により組織する交通
安全推進協議会により、
四半期ごとに交通安全運
動、交通事故防止運動を
実施する。

実施中 4

市、新座警察署を
始めとする交通安
全関連団体、機関
により組織する交
通安全推進協議会
により、四半期ご
とに交通安全運
動、交通事故防止
運動を実施してい
る。

引き続き、市、新座警
察署を始めとする交通
安全関連団体、機関に
より組織する交通安全
推進協議会により、四
半期ごとに交通安全運
動、交通事故防止運動
を実施する。

継続

新座市、新座警察署をは
じめとする交通安全関連
団体、機関で組織する交
通安全推進協議会によ
り、四半期ごとに交通安
全運動、交通事故防止運
動を実施した。

新座市、新座警察署をは
じめとする交通安全関連
団体、機関で組織する交
通安全推進協議会によ
り、四半期ごとに交通安
全運動、交通事故防止運
動を実施した。

新座市、新座警察署をは
じめとする交通安全関連
団体、機関で組織する交
通安全推進協議会によ
り、四半期ごとに交通安
全運動、交通事故防止運
動を実施した。

新座市、新座警察署を始
めとする交通安全関連団
体、機関で組織する交通
安全推進協議会により、
四半期ごとに交通安全運
動、交通事故防止運動を
実施した。

新座市、新座警察署を始
めとする交通安全関連団
体、機関で組織する交通
安全推進協議会により、
四半期ごとに交通安全運
動、交通事故防止運動を
実施した。 一部掲載

あり

交通安全運動の実
施

掲載あり 連携事業
市民安全
課

４－（３）
－ア－③

交通安全推進団体への補
助金の交付

交通安全協会、交通安全
母の会に対し、補助金を
交付し、交通安全を推進
する。

実施中 4

交通安全協会、交
通安全母の会、交
通安全推進協議会
に対し、補助金を
交付し、交通安全
を推進している。

引き続き、交通安全協
会、交通安全母の会、
交通安全推進協議会に
対し補助金を交付し、
交通安全を推進する。

継続

交通安全推進団体へ補助
金を交付し、交通安全活
動を推進した。
交通安全協会：
1,260,000円
交通安全母の会：
225,000円
交通安全推進協議会：
1,400,000円

交通安全推進団体へ補助
金を交付し、交通安全活
動を推進した。
交通安全協会　：
1,260,000円
交通安全母の会：
225,000円
交通安全推進協議会：
1,400,000円

交通安全推進団体へ補助
金を交付し、交通安全活
動を推進した。
交通安全協会：
1,260,000円
交通安全母の会：
225,000円
交通安全推進協議会：
1,400,000円

交通安全推進団体へ補助
金を交付し、交通安全活
動を推進した。
交通安全協会：
1,260,000円
交通安全母の会：
225,000円
交通安全推進協議会：
1,400,000円。

交通安全推進団体へ補助
金を交付し、交通安全活
動を推進した。
交通安全協会：
1,260,000円
交通安全母の会：
225,000円
交通安全推進協議会：
1,400,000円。

一部掲載
あり

交通安全運動の実
施

掲載なし
市民安全
課

４－（３）
－ア－④

交通安全教室

子どもたちを交通事故か
ら守るため、小学１年生
全員を対象に交通安全教
室を実施する。また、元
気の出るまちづくり出前
講座として幼稚園、保育
園、小・中学校等の要望
に応じて交通安全教室を
開催する。

実施中 4

各学校を巡回し、
交通安全教室を実
施している。

今後も交通安全教室を
実施する。

継続

子どもたちを交通事故か
ら守るため、全小学校に
おいて、小学１年生を対
象に交通安全教室を実施
した。また、元気の出る
出前講座として、幼稚
園、保育園、小中学校等
の要望に応じて、交通安
全教室を実施した。

子どもたちを交通事故か
ら守るため、全小学校に
おいて、小学１年生を対
象に交通安全教室を実施
した。また、元気の出る
まちづくり出前講座とし
て、幼稚園、保育園、小
中学校等の要望に応じ
て、交通安全教室を実施
した。

子どもたちを交通事故か
ら守るため、全小学校に
おいて、小学1年生を対
象に交通安全教室を実施
した。また、元気の出る
まちづくり出前講座とし
て、幼稚園、保育園、小
中学校等の要望に応じ
て、交通安全教室を実施
した。

子どもたちを交通事故か
ら守るため、全小学校に
おいて、小学１年生を対
象に交通安全教室を実施
した。また、元気の出る
まちづくり出前講座とし
て、幼稚園、保育園、小
中学校等の要望に応じ
て、交通安全教室を実施
した。

子どもたちを交通事故か
ら守るため、全小学校に
おいて、小学１年生を対
象に交通安全教室を実施
した。また、元気の出る
まちづくり出前講座とし
て、幼稚園、保育園、小
中学校等の要望に応じ
て、交通安全教室を実施
した。

一部掲載
あり

交通安全教室の実
施

掲載あり 連携事業
市民安全
課

４－（３）
－ア－⑤

放置自転車対策の推進

良好な駅前環境を保持す
るため、自転車等の誘導
業務を実施するととも
に、駅周辺の放置自転車
の撤去を行うなど、放置
自転車対策を推進する。

実施中 4

月8回程度放置自転
車撤去を行ってい
る。

今後も放置自転車撤去
を行って良好な駅前環
境を保持する。

継続

良好な駅前環境を保持す
るため、駅周辺に自転車
等が放置されないよう誘
導業務を行うとともに、
放置された自転車等につ
いては、年148回の撤去
活動を実施した。

良好な駅前環境を保持す
るため、駅周辺に自転車
等が放置されないよう誘
導業務を行うとともに、
放置された自転車等につ
いては、志木駅151回、
新座駅135回の撤去活動
を実施した。

良好な駅前環境を保持す
るため、駅周辺に自転車
等が放置されないよう誘
導業務を行うとともに、
放置された自転車等につ
いては、志木駅150回、
新座駅135回の撤去活動
を実施した。

良好な駅前環境を保持す
るため、駅周辺に自転車
等が放置されないよう誘
導業務を行うとともに、
放置された自転車等につ
いては、志木駅１２５
回、新座駅１２５回の撤
去活動を実施した。

良好な駅前環境を保持す
るため、駅周辺に自転車
等が放置されないよう誘
導業務を行うとともに、
放置された自転車等につ
いては、志木駅１００
回、新座駅１００回の撤
去活動を実施した。

掲載なし 掲載あり 連携事業
市民安全
課

４－（３）
－ア－⑥

放置自動車対策の推進

所有者等の確認できない
自動車が放置された場
合、放置自動車廃物判定
委員会を開催し、適切な
処理を推進する。

実施中 4

広報活動を行い、
放置自動車を発生
させない活動を
行っている。

今後も放置自動車廃物
判定員会を開催し、適
切な処理を推進する。

継続

新座市放置自動車の発生
の防止及び適正な処理に
関する条例に基づき、放
置自動車廃物判定委員会
を２回開催し、２台の放
置自動車の移動、撤去を
行った。

新座市放置自動車の発生
の防止及び適正な処理に
関する条例に基づき、放
置自動車の移動及び撤去
を実施するものだが、平
成23年度は対象となる
放置自動車がなかったた
め、未執行となった。

新座市放置自動車の発生
の防止及び適正な処理に
関する条例に基づき、放
置自動車の移動及び撤去
を実施するものだが、平
成24年度は対象となる
放置自動車がなかったた
め、未執行となった。

新座市放置自動車の発生
の防止及び適正な処理に
関する条例に基づき、放
置自動車の移動及び撤去
を実施するものだが、平
成２５年度は対象となる
放置自動車がなかったた
め、未執行となった。

新座市放置自動車の発生
の防止及び適正な処理に
関する条例に基づき、放
置自動車の移動及び撤去
を実施するものだが、平
成２６年度は対象となる
放置自動車がなかったた
め、未執行となった。 一部掲載

あり

違法駐車等の防止

掲載あり 連携事業
市民安全
課

イ　子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

４－（３）
－イ－①

防犯体制の充実

安全で安心なまちづくり
のため、新座警察署を始
めとする関係団体･機関
と連携し、暴力排除･防
犯活動を推進する。

実施中 4

安全で安心なまち
づくりのため、新
座警察署を始めと
する関係団体･機関
と連携し、暴力排
除･防犯活動を推進
した。

引き続き、安全で安心
なまちづくりのため、
新座警察署を始めとす
る関係団体･機関と連携
し、暴力排除･防犯活動
を推進する。 継続

平成22年度新座市防犯
推進計画を策定し、市・
市民・事業者・警察・そ
の他関係団体が連携し、
一体となった活動を展開
した。

平成23年度新座市防犯
推進計画を策定し、市・
市民・事業者・警察・そ
の他関係団体が連携し、
一体となった活動を展開
した。

平成24年度新座市防犯
推進計画を策定し、市・
市民・事業者・警察・そ
の他関係団体が連携し、
一体となった活動を展開
した。

安全で安心なまちづくり
のため、新座警察署を始
めとする関係団体･機関
と連携し、暴力排除･防
犯活動を推進する。

平成26年度新座市防犯
推進計画を策定し、安全
で安心なまちづくりのた
め、新座警察署を始めと
する関係団体･機関と連
携し、暴力排除･防犯活
動を推進する。

一部掲載
あり

防犯関係団体の活
動支援

掲載あり 連携事業
市民安全
課

64



次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

４－（３）
－イ－②

防犯協会、暴力排除推進
協議会への補助金の交付

新座市防犯協会、新座市
暴力排除推進協議会に対
し補助金を交付し、防犯
に関する活動を推進す
る。

実施中 4

新座市防犯協会、
新座市暴力排除推
進協議会に対し補
助金を交付し、防
犯に関する活動を
推進した。

引き続き、新座市防犯
協会、新座市暴力排除
推進協議会に対し補助
金を交付し、防犯に関
する活動を推進する。

継続

新座市防犯協会に対し、
3,123,000円、新座市
暴力排除推進協議会に対
し、300,000円の補助
金を交付した。

新座市防犯協会に対し、
3,123,000円、新座市
暴力排除推進協議会に対
し、300,000円の補助
金を交付した。

新座市防犯協会に対し、
3,123,000円、新座市
暴力排除推進協議会に対
し、300,000円の補助
金を交付した。

新座市防犯協会、新座市
暴力排除推進協議会に対
し補助金を交付し、防犯
に関する活動を推進し
た。

新座市防犯協会に対し、
3,123,000円、新座市
暴力排除推進協議会に対
し、300,000円の補助
金を交付した。

掲載あり

関係機関との連携
による防犯体制の
整備

掲載あり 連携事業
市民安全
課

４－（３）
－イ－③

防犯に関する普及啓発活
動の実施

安全・安心なまちづくり
のため、市民との協働に
より防犯に関する普及啓
発活動を行う。

実施中 4

安全・安心なまち
づくりのため、市
民との協働により
防犯に関する普及
啓発活動を行っ
た。

安全・安心なまちづく
りのため、市民との協
働により防犯に関する
普及啓発活動を行う。

継続

防災無線、青色防犯パト
ロールカー、市広報、市
ホームページ、啓発リー
フレット及び啓発看板等
の宣伝媒体を用いた情報
提供を行った。

防災無線、青色防犯パト
ロールカー、市広報、市
ホームページ、啓発リー
フレット及び啓発看板等
の宣伝媒体を用いた情報
提供を行った。

防災無線、青色防犯パト
ロールカー、市広報、市
ホームページ、啓発リー
フレット及び啓発看板等
の宣伝媒体を用いた情報
提供を行った。

安全・安心なまちづくり
のため、市民との協働に
より防犯に関する普及啓
発活動を行う。

安全・安心なまちづくり
のため、市民との協働に
より防犯に関する普及啓
発活動を行った。

掲載あり

防犯研修会の実施

掲載あり 連携事業
市民安全
課

４－（３）
－イ－④

防犯灯設置及び維持管理
費補助金

夜間における犯罪等の防
止を図るため、私道に防
犯灯を設置し、管理する
町内会に補助金を交付す
る。

実施中 4

環境への負担の少
ないまち「エコシ
ティ新座」の実現
に向け、町内会が
管理する防犯灯に
ついてLEDを含む
環境配慮型照明灯
への転換を推進し
ていくことが課題
である。

左記推進の取組とし
て、本補助金制度にお
いてLEDを含む環境配
慮型照明灯に新設又は
取り替え（修繕）を
行った場合の補助限度
額を引き上げており、
今後、よりこの周知を
図っていく必要があ
る。

継続

防犯灯設置費補助金
392,480円、防犯灯維
持管理費補助金
6,262,694円を交付し
た。

防犯灯設置費補助金
457,810円、防犯灯維
持管理費補助金
6,634,261円を交付し
た。

防犯灯設置費補助金
390,600円、防犯灯維
持管理費補助金
6,574,704円を交付し
た。

防犯灯設置費補助金
405,285円、防犯灯維
持管理費補助金
6,988,000円を交付し
た。

防犯灯設置費補助金
578,579円、防犯灯維
持管理費補助金
8,196,190円を交付し
た。

掲載あり

防犯灯整備への助
成

掲載あり 連携事業
コミュニ
ティ推進
課

４－（３）
－イ－⑤

不審者対応マニュアルの
作成

学校の安全管理を図るた
め、不審者対応マニュア
ルを作成し小・中学校に
配布する。

実施中 4

不審者の事案は、
０にはなっていな
い。組織としての
対応は常に求めら
れている。
教職員、児童生徒
の対応力の向上を
進める研修会が必
要である。

学校の安全管理を図る
ため、各学校において
作成している不審者対
応マニュアルの見直
し、研修会や訓練の充
実を図る。

継続

学校の安全管理を図るた
め、全校において不審者
対応マニュアルを作成
し、研修会の充実を図っ
た。

学校の安全管理を図るた
め、全校において不審者
対応マニュアルを作成
し、研修会の充実を図っ
た。

学校の安全管理を図るた
め、全校において不審者
対応マニュアルを作成
し、研修会の充実を図っ
た。

学校の安全管理を図るた
め、全校において不審者
対応マニュアルを作成
し、研修会の充実を図っ
た。

学校の安全管理を図るた
め、全校において不審者
対応マニュアルを作成
し、研修会の充実を図っ
た。

掲載あり
不審者対応マニュ
アルの作成

掲載あり 連携事業 指導課

４－（３）
－イ－⑥

保護者・地域との連携に
よる防犯活動の推進

保護者や地域の市民、学
校、警察などが連携し
「子ども１１０番の家の
設置」や「学校付近のパ
トロール活動」を行うな
ど、防犯活動を推進す
る。

実施中 4

スクールガード・
リーダーを中心と
し安心安全の体制
作りの推進を図
る。各小学校1名配
置のスクールガー
ド・リーダーの認
知度を高めること
が大きな課題であ
る。様々な交通安
全に係る行事へ積
極的に活用する必
要がある。

・スクールガード・
リーダー研修会の実
施、スクールガード養
成講習会の実施を行
う。また、学校の行事
予定を事前に渡すな
ど、連携体制の強化を
図る。
・地域の自治会や保護
者と連携した安全マッ
プの作成を推進する。

継続

保護者や地域の市民、学
校、警察などと連携し
「子ども110番の家の設
置」や「学校付近のパト
ロール活動」を行った。

保護者や地域の市民、学
校、警察などと連携し
「子ども110番の家の設
置」や「学校付近のパト
ロール活動」を行った。

保護者や地域の市民、学
校、警察などと連携し
「子ども110番の家の設
置」や「学校付近のパト
ロール活動」を行った。

保護者や地域の市民、学
校、警察などと連携し
「子ども110番の家の設
置」や「学校付近のパト
ロール活動」を行った。

保護者や地域の市民、学
校、警察などと連携し
「子ども110番の家の設
置」や「学校付近のパト
ロール活動」を行った。

掲載あり
保護者・地域との
連携による防犯活
動の推進

掲載あり 連携事業 指導課

４－（３）
－イ－⑥

保護者・地域との連携に
よる防犯活動の推進

保護者や地域の市民、学
校、警察などが連携し
「子ども１１０番の家の
設置」や「学校付近のパ
トロール活動」を行うな
ど、防犯活動を推進す
る。

実施中 4

子どもの安全のた
め、パトロール活
動のときだけでな
く、買い物や散歩
等の時間を子ども
の帰宅時間に合わ
せて子どもを見
守っており、幅広
く防犯活動を行う
ことができてい
る。

引き続き、保護者等に
よる見守り活動を充実
させるとともに、市民
の協力も得られるよう
啓発に努める。

継続

市内公立小中学校PTA・
保護者会で非行防止・安
全を目的としたパトロー
ル活動を実施した。

市内公立小中学校ＰＴ
Ａ・保護者会で非行防
止・安全を目的としたパ
トロール活動を実施し
た。

市内公立小中学校ＰＴ
Ａ・保護者会で非行防
止・安全を目的としたパ
トロール活動を実施し
た。

市内公立小中学校ＰＴ
Ａ・保護者会で非行防
止・安全を目的としたパ
トロール活動を実施し
た。

市内公立小中学校ＰＴ
Ａ・保護者会で非行防
止・安全を目的としたパ
トロール活動を実施し
た。

掲載あり 連携事業
生涯学習
スポーツ
課

４－（３）
－イ－⑦

ＣＡＰプログラムの実施
（再掲）

いじめや虐待などの暴力
から身を守る方法を実践
的に学ぶためのＣＡＰプ
ログラムを実施する。

実施中 5

要保護児童対策地
域協議会を構成す
る関係機関を対象
に実施。関係機関
の資質向上に努め
た。

要保護児童対策地域協
議会関係機関への周知
をさらに図る。

継続

新座市要保護児童対策地
域協議会の構成員を対象
に大人向けＣＡＰ研修を
実施。参加者26人。

新座市要保護児童対策地
域協議会の構成員を対象
に大人向けＣＡＰ研修を
実施。参加者32人。

新座市要保護児童対策地
域協議会の構成員を対象
に大人向けＣＡＰ研修を
実施。参加者40人。

新座市要保護児童対策地
域協議会の構成員を対象
に大人向けＣＡＰ研修を
実施。
　参加者55人

新座市要保護児童対策地
域協議会の構成員を対象
に大人向けＣＡＰ研修を
実施。
　参加者5３人 掲載あり

関係機関との連携
による児童虐待防
止体制の充実

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課
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次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度
事業実績

平成26年度
事業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
事業種別 所管課

後期計画期間における評価
（平成２２年度～平成２６年度）

平成２２年度～平成２６年度の事業実績

【第4次新座市
基本構想総合振
興計画（後期）
への掲載(予定)
の有無】

【子育て支援事
業計画への掲
載】

４－（３）
－イ－⑧

ＰＴＡ保護者会、町内会
が行う防犯活動への支援

ＰＴＡ保護者会、町内会
に対し、「自主防犯パト
ロール活動」のための資
機材の貸与、傷害保険の
加入を行うなど、防犯活
動を支援する。

実施中 4

ＰＴＡ保護者会、
町内会に対し、
「自主防犯パト
ロール活動」のた
めの資機材の貸
与、傷害保険の加
入を行うなど、防
犯活動を支援し
た。

引き続き、ＰＴＡ保護
者会、町内会に対し、
「自主防犯パトロール
活動」のための資機材
の貸与、傷害保険の加
入を行うなど、防犯活
動を支援する。

継続

防犯パトロール団体の支
援として、防犯パトロー
ルベスト、腕章、帽子、
自動車ステッカーを購入
し、貸与、また、防犯パ
トロール用自転車プレー
トを購入し、市内小中学
校の1年生の保護者を対
象に配布した。

防犯パトロール団体の支
援として、防犯パトロー
ルベスト、青色合図灯、
ホイッスルを購入し、貸
与した。また、防犯パト
ロール用自転車プレート
を購入し、市内小中学校
の1年生の保護者を対象
に配布した。

防犯パトロール団体の支
援として、防犯パトロー
ルベスト、青色合図灯、
ホイッスル等を購入し、
貸与した。また、防犯パ
トロール用自転車プレー
トを購入し、市内小中学
校の1年生の保護者を対
象に配布した。

ＰＴＡ保護者会、町内会
に対し、「自主防犯パト
ロール活動」のための資
機材の貸与、傷害保険の
加入を行うなど、防犯活
動を支援する。

ＰＴＡ保護者会、町内会
に対し、「自主防犯パト
ロール活動」のための資
機材の貸与、傷害保険の
加入を行うなど、防犯活
動を支援した。 一部掲載

あり

防犯関係団体の活
動支援

掲載あり 連携事業
市民安全
課

４－（３）
－イ－⑨

職員によるパトロールの
実施

青色回転灯を設置した公
用車によりパトロールを
実施し、更なる犯罪の抑
止に努める。

実施中 4

青色回転灯を設置
した公用車により
パトロールを実施
し、更なる犯罪の
抑止に努めた。

引き続き、青色回転灯
を設置した公用車によ
りパトロールを実施
し、更なる犯罪の抑止
に努める。 継続

青色防犯パトロールによ
る防犯パトロールを実施
し、更なる犯罪抑止に努
めた。また、市職員を対
象に青色防犯パトロール
講習会を開催した。

青色防犯パトロールカー
による防犯パトロールを
実施し、更なる犯罪抑止
に努めた。

青色防犯パトロールカー
による防犯パトロールを
実施し、更なる犯罪抑止
に努めた。

青色回転灯を設置した公
用車によりパトロールを
実施し、更なる犯罪の抑
止に努める。

青色回転灯を設置した公
用車によりパトロールを
実施し、市職員を対象に
青色防犯パトロール講習
会を開催した。 掲載あり

防犯関係団体の活
動支援

掲載あり 連携事業
市民安全
課

ウ　被害に遭った子どもの保護の推進

次世代
計画
番号

事業名 事業内容
実施
状況

総合
評価

課題
（現状分析）

改善策と
今後の対応

今後の
方向性

平成22年度
事業実績

平成23年度
事業実績

平成24年度
事業実績

平成25年度事
業実績

平成26年度事
業実績

掲載
の

有無
掲載事業名

掲載
の

有無
掲載事業名 所管課

４－（３）
－ウ－①

児童相談の充実（再掲）

家庭における適切な児童
の養育と、養育に関連し
て発生する児童の問題の
解決を図るため、家庭児
童の福祉に関して専門的
に相談、指導に当たる。

実施中 5

児童及び子育て家
庭の福祉に関し
て、専門的相談、
指導に当たってい
る。

相談の多様化が進んで
おり、担当の相談能力
の一層の向上が課題。

継続

電話又は来庁によって児
童の相談を受けた。新規
相談受付件数267件

電話又は来庁によって児
童の相談を受けた。
新規相談受付件数277件

電話又は来庁によって児
童の相談を受けた。
新規相談受付件数313件

電話又は来庁によって児
童の相談を受けた。
　新規相談受付件数276
件

電話又は来庁によって児
童の相談を受けた。
　新規相談受付件数259
件

掲載あり

児童福祉相談の充
実

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課

４－（３）
－ウ－①

児童相談の充実（再掲）

家庭における適切な児童
の養育と、養育に関連し
て発生する児童の問題の
解決を図るため、家庭児
童の福祉に関して専門的
に相談、指導に当たる。

実施中 4

近隣の子育て世代
家庭の育児相談を
受けることは、地
域に根ざした保育
園としての使命の
一つである。乳幼
児の保育につい
て、豊富な経験と
知識を有する公立
保育園園長が相談
業務を行うこと
は、子育て不安を
抱える保護者の支
援として重要な役
割を果たしてい

子育て不安を抱える保
護者が、気軽に保育園
を訪れることができる
よう環境整備を図る。
地域の保育園で児童相
談を実施していること
の広報・啓発を促進す
る。 継続

公立保育園の園長が、主
に乳幼児の保護者の育児
の悩みや相談に応じた。
平日の午後１時30分か
ら４時に実施した。

公立保育園の園長が、主
に乳幼児の保護者の育児
の悩みや相談に応じた。
平日の午後１時30分か
ら４時に実施。

公立保育園の園長が、主
に乳幼児の保護者の育児
の悩みや相談に応じた。
平日の午後1時30分から
4時に実施。

公立保育園の園長が、主
に乳幼児の保護者の育児
の悩みや相談に応じた。

公立保育園の園長が、主
に乳幼児の保護者の育児
の悩みや相談に応じた。

掲載あり

児 童 相 談 の 充 実
（再掲）

掲載あり 推進・管理事業
子育て支
援課

４－（３）
－ウ－②

犯罪被害者支援推進協議
会への補助金の交付

犯罪被害者支援推進協議
会に対し補助金を交付
し、被害者の要望に即し
た支援を行う。

実施中 4

犯罪被害者支援推
進協議会に対し補
助金を交付し、被
害者の要望に即し
た支援を行った。

引き続き、犯罪被害者
支援推進協議会に対し
補助金を交付し、被害
者の要望に即した支援
を行う。

継続

新座市犯罪被害者支援推
進協議会に対し２００，
０００円の補助金を交付
した。

新座市犯罪被害者支援推
進協議会に対し、
200,000円の補助金を
交付した。

新座市犯罪被害者支援推
進協議会に対し、
200,000円の補助金を
交付した。

犯罪被害者支援推進協議
会に対し補助金を交付
し、被害者の要望に即し
た支援を行った。

新座市犯罪被害者支援推
進協議会に対し、
200,000円の補助金を
交付した。

掲載あり

犯罪被害者への支
援

掲載あり 連携事業
市民安全
課

４－（３）
－ウ－③

里親支援事業

所沢児童相談所と協力
し、里親に対して児童の
養育方法の技術の向上等
を図るため、また、養育
家庭における様々な問題
を解決していくための研
修や交流の場を提供す
る。また、「新座地区里
親会」及び里親家庭の支
援を行う。

実施中 5

新座地区里親会事
務局として、研修
やレクリエーショ
ン等を通じて里親
会への援助に努め
ている。平成25年
度には4件の新規里
親の登録があり、
新座地区里親会の
活動促進を行う必
要がある。

新規登録への里親会活
動の周知と参加を促進
していく。

継続

子ども家庭応援室が、
「新座地区里親会」の事
務局となり、里親家庭と
里親会の支援を行った。
市内登録里親数15世帯
広報にいざ10月号に制
度普及記事掲載

子ども家庭応援室が、
「新座地区里親会」の事
務局となり、里親家庭と
里親会の支援を行った。
市内登録里親数13世帯
広報にいざ10月号に制
度普及記事掲載制度普及
記事を掲載した。

子ども家庭応援室が、
「新座地区里親会」の事
務局となり、里親家庭と
里親会の支援を行った。
市内登録里親数13世帯
広報にいざ10月号に制
度普及記事掲載

「新座地区里親会」の事
務局となり、里親家庭と
里親会の支援を行った。
市内登録里親14世帯
広報にいざ10月号に制
度普及記事掲載。

「新座地区里親会」の事
務局となり、里親家庭と
里親会の支援を行った。
市内登録里親13世帯

掲載あり

里親制度の普及啓
発

掲載あり 推進・管理事業
児童福祉
課
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